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第379回高知県議会（６月）定例会日程 
 

月 日 曜 日 会 議 行       事

６月25日 木 本会議 

開会 

新任委員長並びに職員の紹介 

会期の決定（16日間） 

議案の上程12件（予算１、条例６、その他３、報告２） 

提出者の説明 

 濵田知事 

  26日 金 休 会 議案精査 

  27日 土 休 会  

  28日 日 休 会  

  29日 月 休 会 議案精査 

30日 火 本会議 
質疑並びに一般質問 

 上治議員 中根議員 

７月１日 水 本会議 
質疑並びに一般質問 

 岡田(竜)議員 西森(美)議員 

２日 木 本会議 
質疑並びに一般質問 

 浜口議員 久保議員 上田議員 

３日 金 本会議 

質疑並びに一般質問 

 三石議員 

委員会付託 

４日 土 休 会  

５日 日 休 会  

６日 月 休 会 委員会審査 

７日 火 休 会  

８日 水 休 会 委員会審査 

９日 木 休 会  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長報告 

修正動議（議発第２号） 

提出者の説明 

 細木議員 

討論 

 桑鶴議員 

採決 

議案の追加上程（第11号） 

提出者の説明 
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本会議 

 

 

 濵田知事 

採決 

人口減少対策調査特別委員長報告 

議員定数問題等調査特別委員会報告の件 

委員長報告 

討論 

 土森議員 

 坂本議員 

採決 

議案の上程（議発第１号） 

採決 

議案の上程（議発第４－第７号） 

採決 

議案の上程（議発第８号） 

討論 

 西森(雅)議員 

採決 

議案の上程（議発第９号） 

討論 

 岡田(芳)議員 

採決 

議案の上程（議発第10号） 

討論 

 岡本議員 

採決 

議案の上程（議発第11号） 

討論 

 はた議員 

採決 

議案の上程（議発第12号） 

提出者の説明 

 岡田(竜)議員 

討論 

 下村議員 

採決 
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 第379回高知県議会定例会会議録 

令和８年６月25日（木曜日） 開議第１日 
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       な   し 
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福祉政策部長 
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推 進 部 長 

観 光 振 興 
スポーツ部長 

林 業 振 興 ・ 
環 境 部 長 

人 事 委 員 会 
事 務 局 長 

理事（人口減少・ 
中 山 間 担 当 ）
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  警 察 本 部 長  岩 田 康 弘 君 

  代表監査委員  和 田  男 君 

           梅 森   実 君 

 

―――――――――――――――― 

 

事務局職員出席者 

  事 務 局 長  猪 野 貴 之 君 

  事 務 局 次 長  大 﨑 和 幸 君 

  議 事 課 長  飯 田 志 保 君 

  政策調査課長  溝 渕 松 男 君 

  議事課長補佐  谷 内 恵 美 君 

  主     幹  大 川 美千子 君 

  主     幹  元 吉 博 子 君 

        

――――  ―――― 

 

議 事 日 程（第１号） 

   令和８年６月25日午前10時開議 

第１ 会議録署名議員の指名 

第２ 会期決定の件 

第３ 

 第 １ 号 令和８年度高知県一般会計補正予算 

 第 ２ 号 職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ３ 号 公益的法人等への職員の派遣等に関

する条例の一部を改正する条例議案 

 第 ４ 号 高知県税条例の一部を改正する条例

議案 

 第 ５ 号 高知県地方活力向上地域における県

税の特例措置に関する条例の一部を

改正する条例議案 

 第 ６ 号 高知県指定障害児通所支援事業者等

が行う障害児通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例議

案 

 第 ７ 号 高知県認定こども園条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ８ 号 高知空港国際線ターミナルビルの指

定管理者の指定に関する議案 

 第 ９ 号 県有財産（災害対応車両）の取得に

関する議案 

 第 10 号 国道494号（第二川ノ内組橋上部工）

防災・安全交付金工事請負契約の締

結に関する議案 

 報第１号 令和７年度高知県一般会計補正予算

の専決処分報告 

 報第２号 高知県税条例等の一部を改正する条

例の専決処分報告 

 

――――  ―――― 

 

   午前10時開会 開議 

○議長（明神健夫君） ただいまから令和８年６

月高知県議会定例会を開会いたします。 

 これより本日の会議を開きます。 

 

――――  ―――― 

 

諸 般 の 報 告 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 去る３月24日、議員定数問題等調査特別委員

明神健夫から、特別委員を辞任したい旨の願い

出がありましたので、同日、委員会条例第11条

第１項ただし書によりこれを許可するとともに、

４月３日、後任の委員に、同条例第５条第１項

ただし書により三石文隆議員を指名いたしまし

たので御報告いたします。 

 次に、４月３日に組織された各委員会から、

総務委員長に金岡佳時議員、同副委員長に畠中

拓馬議員、危機管理文化厚生委員長に久保博道

議員、同副委員長に戸田宗崇議員、商工農林水

産委員長に横山文人議員、同副委員長に上治堂

監 査 委 員 
事 務 局 長 
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司議員、産業振興土木委員長に加藤漠議員、同

副委員長に竹内健造議員、議会運営委員長に上

田貢太郎議員、同副委員長に坂本茂雄議員をそ

れぞれ互選した旨通知がありましたので御報告

いたします。 

 次に、各常任委員長及び議会運営委員長から

閉会中における委員会の審査並びに調査の経過

報告があり、その写しをお手元にお配りいたし

てありますので御了承願います。 

 さきに議決された意見書に関する結果につき

ましては、これを取りまとめ、お手元にお配り

いたしてありますので御了承願います。 

 次に、知事から地方自治法第180条第２項の規

定に基づく専決処分報告がありましたので、そ

の写しをお手元にお配りいたしてあります。 

 次に、知事から地方自治法施行令第146条第２

項の規定に基づく繰越明許費繰越計算書及び同

令第150条第３項の規定に基づく事故繰越し繰

越計算書並びに地方公営企業法第26条第３項の

規定に基づく予算繰越計算書の報告がありまし

たので、お手元にお配りいたしてあります。 

 次に、知事から高知県債権管理条例第15条の

規定に基づく非強制徴収債権の放棄の報告があ

りましたので、その写しをお手元にお配りいた

してあります。 

 次に、知事から地方自治法第243条の３第２項

の規定に基づき法人の経営状況を説明する書類

が提出されましたので、お手元にお配りいたし

てあります。 

 次に、教育長から地方教育行政の組織及び運

営に関する法律第26条第１項の規定に基づき令

和７年度高知県教育委員会施策に関する点検・

評価結果の報告書が提出されましたので、お手

元にお配りいたしてあります。 

    委員会報告書、意見書に関する結果に 

    ついて それぞれ巻末235、240ページ 

    に掲載 

 

――――  ―――― 

 

新任委員長並びに職員の紹介 

○議長（明神健夫君） この際、新たに就任され

た委員長並びに新たに任命された職員を御紹介

いたします。 

 松尾公安委員長、和田代表監査委員、小笠原

総合企画部長、濱田人口減少・中山間担当理事、

永渕総務部長、藤野健康政策部長、近藤子ども・

福祉政策部長、依光文化生活部長、大原商工労

働部長、橋本農業振興部長、池上会計管理者、

中嶋公営企業局長、澤田人事委員会事務局長、

梅森監査委員事務局長。 

   （新任委員長並びに職員演壇前に整列） 

○議長（明神健夫君） それでは、順次自己紹介

願います。 

○公安委員長（松尾晋次君） 公安委員長の松尾

晋次でございます。よろしくお願いいたします。 

○代表監査委員（和田男君） 代表監査委員の

和田男でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

○総合企画部長（小笠原直樹君） 総合企画部長

の小笠原直樹でございます。よろしくお願いい

たします。 

○人口減少・中山間担当理事（濱田憲司君） 人

口減少・中山間担当理事の濱田憲司でございま

す。よろしくお願いします。 

○総務部長（永渕智大君） 総務部長の永渕智大

でございます。よろしくお願いいたします。 

○健康政策部長（藤野晋太郎君） 健康政策部長

の藤野晋太郎でございます。よろしくお願いし

ます。 

○子ども・福祉政策部長 （近藤由佳君） 子ども・

福祉政策部長の近藤由佳でございます。よろし

くお願いいたします。 

○文化生活部長（依光香代子君） 文化生活部長
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の依光香代子でございます。よろしくお願いい

たします。 

○商工労働部長（大原英樹君） 商工労働部長の

大原英樹でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

○農業振興部長（橋本卓夫君） 農業振興部長の

橋本卓夫でございます。どうぞよろしくお願い

します。 

○会計管理者（池上隆章君） 会計管理者の池上

隆章でございます。よろしくお願いいたします。 

○公営企業局長（中嶋真琴君） 公営企業局長の

中嶋真琴でございます。よろしくお願いします。 

○人事委員会事務局長（澤田昌宏君） 人事委員

会事務局長の澤田昌宏でございます。よろしく

お願いします。 

○監査委員事務局長（梅森実君） 監査委員事務

局長の梅森実でございます。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 

――――  ―――― 

 

会議録署名議員の指名 

○議長（明神健夫君） これより日程に入ります。 

 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則の定めるところ

により、今期定例会を通じて次の３名にお願い

いたします。 

   ２番  竹 内 健 造 議員 

   ９番  上 田 貢太郎 議員 

   31番  坂 本 茂 雄 議員 

 

――――  ―――― 

 

会 期 の 決 定 

○議長（明神健夫君） 次に、日程第２、会期決

定の件を議題といたします。 

 お諮りいたします。今期定例会の会期を、本

日から７月10日までの16日間といたしたいと存

じますが、御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、今期定例会の会期は、本日から７

月10日までの16日間と決しました。 

 

――――  ―――― 

 

議案の上程、提出者の説明 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 知事から議案が提出されましたので、お手元

にお配りいたしてあります。 

    提出書 巻末242ページに掲載 

 日程第３、第１号「令和８年度高知県一般会

計補正予算」から第10号「国道494号（第二川ノ

内組橋上部工）防災・安全交付金工事請負契約

の締結に関する議案」まで並びに報第１号「令

和７年度高知県一般会計補正予算の専決処分報

告」及び報第２号「高知県税条例等の一部を改

正する条例の専決処分報告｣､以上12件を一括議

題といたします。 

 ただいま議題となりました議案に対する提出

者の説明を求めます。 

 濵田知事。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 本日、議員各位の御出席

をいただき、令和８年６月県議会定例会が開か

れますことに厚く御礼を申し上げます。 

 ただいま提案いたしました議案の説明に先立

ち、当面する県政の主要な課題について御説明

を申し上げ、議員各位及び県民の皆さんの御理

解と御協力をお願いしたいと考えます。 

 現下の県経済は、堅調な個人消費を背景に緩

やかな持ち直しの動きが続いています。特に観

光分野では、あんぱんの放送終了や物価高によ

る影響が懸念されましたが、さきのゴールデン



令和８年６月25日  

－7－ 

 

ウイークには多くの観光客が県内各地を訪れる

など、好調を維持しています。 

 加えて、４月には、本県出身のジョン万次郎

を主人公とするＮＨＫ大河ドラマジョン万が令

和10年に放送されることが発表されました。連

続テレビ小説らんまんやあんぱんの熱が冷めや

らぬ中、本県出身の偉人が立て続けに取り上げ

られることを大変うれしく思います。今後は、

この追い風を最大限生かすため、ジョン万次郎

のふるさと高知を前面に出したプロモーション

や受入れ環境の整備を進めます。 

 一方で、本年２月末以降の中東情勢緊迫に伴

う原油価格の高騰や資材不足の影響が、県内で

も建設、輸送、医療などあらゆる分野に及んで

います。物資の安定供給や価格の安定化という

責務を国がしっかりと果たす一方、県としては、

県内事業者の実情を的確に把握し、情報を国に

伝えるとともに、必要な対策を訴えていくこと

が求められます。 

 このため、まずは国に対して、資材価格の高

騰や石油関連製品の供給の目詰まりによる影響

を受けている厳しい実態を訴え、事業者に対す

る財政支援を含め、速やかに対策を講じるよう

緊急提言を行ってきました。あわせて、県内事

業者の緊急の資金需要にいち早く対応するため、

本県独自の新たな融資制度を創設し、先月から

運用を開始しました。 

 こうした中、今月５日、国においてエネルギー

価格高騰対策のための補正予算が成立しました。

県においても、国の補正予算に呼応して速やか

に対策を講じるため、今議会に家庭用のＬＰガ

ス代や特別高圧電力の電気代に対する支援など、

緊急の物価高対策を講じるための予算案を提出

しています。 

 また、本県を含む地方部においては公的需要

が総生産に占める割合が高く、地域経済の円滑

な運営を期するためには、官公需において適切

に価格転嫁を受け入れることが特に重要です。

国においては、本年４月に官公需における価格

転嫁・取引適正化加速化プランを公表し、地方

公共団体において取組を加速すべき措置を示す

など、適切な価格転嫁受入れの実現に力を注い

でいます。 

 県では、これまで円滑な価格転嫁の実現に向

けて、公共工事における物価スライド制度を適

切に運用するほか、昨年には会計管理局に県発

注業務全般に関する相談窓口を設置しました。 

 今後は、相談窓口のさらなる周知とともに、

委託業務など公共工事以外の契約書における標

準書式の見直しや、価格転嫁を着実に進めるた

めの運用基準の整備に速やかに取り組みます。

あわせて、市町村に対しても、先進事例の紹介

や説明会の開催などにより円滑な価格転嫁の受

入れを促します。 

 このほか、県政の最重要課題である人口減少

問題については、最新の国勢調査の速報値など

を見ても、本県は総人口の減少はもとより、若

者の転出超過や出生数の減少も依然として続い

ています。こうした傾向に歯止めをかけるため、

高付加価値型経済への転換を通じて、若者を中

心とした県民の所得向上を実現するとともに、

多様な人材が活躍できる環境の実現に向けた働

き方改革の取組を一層強化します。 

 県政運営に当たっては、引き続き共感と前進

を基本姿勢に、県民の皆さんとの対話の機会を

積極的に設け、県政に対する共感をいただきな

がら、様々な課題の解決に取り組みます。 

 ｢濵田が参りました」では、私自身が直接様々

な実践の現場を視察し、県民の皆さんと意見交

換を行っています。昨日は、本年度第１弾とし

て、ものづくり分野において独自の技術で国内

トップシェアを誇る県内企業を訪問し、現場を

拝見するとともに、働き方改革や女性活躍の取

組などについて御意見を伺いました。こうした



 令和８年６月25日 

－8－ 

 

訪問を通じて、県民の皆さん、特に若い方々の

就職先として、魅力ある県内企業が多数存在す

ることのＰＲにも一役買いたいと思います。 

 今後も、市町村や企業への訪問、県民の皆さ

んとの対話を通じてその声に真摯に耳を傾け、

県政に反映してまいります。 

 次に、県政の最重要かつ喫緊の課題である人

口減少対策について御説明申し上げます。 

 先月発表された令和７年国勢調査の速報値で

は、県内全ての市町村で５年前よりも人口が減

少し、県全体の減少率は過去最大の７％に上り

ました。また、本年４月時点の総人口は、前年

比で約１万人減少し、県の推計で64万人を割り

込むという厳しい結果となっています。 

 高齢化率が全国２位の36.6％と、全国に先駆

けて高齢化が進んでいる本県の年齢別の人口構

成に鑑みると、いわゆる自然減を中心とした総

人口の減少が当面続くことは避けられません。 

 そうした中にあっても、一部には明るい兆し

が見え始めています。例えば、昨年の出生数は

過去最少の3,079人となりましたが、前年と比べ

た減少幅はここ数年よりも縮小しており、県都

である高知市の出生数は４年ぶりに増加に転じ

ました。また、県外への転出超過数は前年の3,169

人から113人改善しました。 

 こうした明るい兆しをより確かなものとし、

元気な未来創造戦略に基づき若年人口の減少を

早期に食い止めるため、若者の所得向上や働き

方改革の推進など一連の取組をさらに強化しま

す。これによって、若者の定着を促すことによ

る社会減の縮小、そして結婚や出産の希望を後

押しすることによる自然減の縮小につなげます。 

 特に、高付加価値型経済への転換については、

旧来のコストカット型経済から脱却し、稼げる

企業の育成を図ることにより、県民、とりわけ

若者の所得向上と、県内における魅力ある仕事

の創出につなげることが重要です。 

 そのため、本年度は新たに15億円の予算を計

上し、生産能力の向上や販路拡大、働き方改革

などを通じた高付加価値型経営を目指す事業者

を業種横断的かつオーダーメード型で支援する

総合補助金を創設しました。この補助金につい

ては、先月20日までの公募期間に当初予算計上

額を大きく上回る申請が寄せられたことから、

今議会に予算の増額を提案しています。 

 申請の中には、例えば機械設備の導入による

製造工程の完全自動化や建設現場でのＤＸ活用

など、生産性向上を目指す意欲あふれる事業計

画が多数含まれており、大変心強く感じていま

す。 

 また、新製品の開発や海外展開などにより売

上高100億円を目指す県版の100億企業の登録制

度を本年創設しました。登録企業について総合

補助金の補助上限額を引き上げて重点的に支援

することとしたところ、先月末時点の登録は31

社に上っています。 

 今後は、こうした高い目標を志す意欲的な経

営者が互いに学び合い、交流を深める場を提供

し、共に成長していく機運を醸成します。この

ような一連の取組を通じて、地域産業を牽引す

る企業の育成を図ります。 

 さらに、隗より始めよの考えの下、県立施設

の運営団体においても、経営の自律性を高める

ことで高付加価値のサービスを提供し、その収

益を原資として県民サービスの向上や経営改善

につなげる取組を進めています。その一環とし

て、ふるさと納税型クラウドファンディングの

仕組みを活用した補助制度を設けることとし、

今議会に関連する補正予算案を提出しています。 

 例えば、かつて日本一の繁殖実績を誇ったマ

レーグマの聖地復活を目指すのいち動物公園の

プロジェクトや、集客施設におけるＡＩを活用

した多言語音声ガイド導入の取組など、各団体

の新たな挑戦を後押しします。 
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 また、集客施設の指定管理者の公募に当たっ

ては、官民連携を促進する観点から、企画・宣

伝事業などに知見や実績のある企業等の参画を

条件とした上で、付加価値の高い提案を評価す

る仕組みを取り入れたいと考えています。来月

開催する県立施設運営活性化懇談会において、

有識者の御意見をお伺いした上で、関係する指

針の改正を進め、本年度に行う次期指定管理者

の公募から適用します。 

 次に、多様な人材が活躍できる環境の実現に

ついては、男性中心の長時間労働を前提とした

生活スタイルから柔軟な働き方に転換すること

を通じて、仕事と家庭の両立を支援していくこ

とが不可欠です。 

 このため、本年度、県内事業者における男性

育休の取得促進に向けた取組を後押しする奨励

金を創設し、４月20日から募集を開始しました。

これまでに商工業はもとより、建設業や医療・

福祉、１次産業など幅広い分野の事業者から申

請をいただいています。 

 この奨励金や所得向上を実現するための総合

補助金は、男性育休の取得状況を公表するこう

ち男性育休推進企業への登録を交付要件として

います。そうした働きかけにより、登録企業数

は昨年度末の884社から、先月末時点で1,641社

へ大幅に増加しています。 

 このような中、県内最大規模の事業所である

県庁自身が、若者や女性に選ばれる職場環境の

実現に率先して取り組んでいます。昨年度、株

式会社ワーク・ライフバランスと協定を締結し、

働き方改革に取り組んだ結果、県庁知事部局の

１人当たりの時間外勤務時間数は、前年度と比

べて7.1％の減少となりました。本年度は、１人

当たりの時間外勤務時間数を令和６年度との比

較で16.7％削減する目標を掲げて取り組んでお

り、先月末までの２か月の実績では26.8％減と、

現時点では目標を超えて推移しています。 

 今後、災害や新たな政策課題への対応など業

務量が増加する要因も想定されますが、デジタ

ル技術を活用した業務の効率化や、成果を上げ

た好事例の横展開など、目標達成に向けた取組

をさらに進めます。 

 加えて、オンライン申請の普及や業務フロー

の見直しなどを通じて、県民の皆さんの利便性

向上と併せて、職員が限られた勤務時間の中で

も高い付加価値を生み出す仕事に注力できる職

場環境づくりを進めます。 

 人口減少対策総合交付金については、昨年度

から全ての市町村で地域の実情に応じた取組が

本格的に進んでいます。 

 こうした中、本年度からは、高知市における

事業者の福利厚生制度の充実に対する助成や、

四万十市における県外からの県立高校への入学

者向けの住宅整備といった新たな事業がスター

トしました。また、市町村事業の実効性の向上

に向けてフォローアップ体制を強化するため、

現在７市町村において、専門家と県職員がチー

ムとなって事業実施上の課題や問題点の洗い出

しを進めています。 

 今後は、これらの市町村における施策の磨き

上げや新たな事業の企画提案に向けた伴走支援

を行うことに加え、こうした事例について、情

報交換会の開催などを通じて他の市町村への横

展開を図ります。 

 人口減少が全国に先駆けて進行する本県にお

いては、当面避けることができない総人口の減

少に適応しながら、必要な公共サービスを維持・

確保し、持続可能な地域社会の実現を図ること

が不可欠です。そのため、全庁を挙げて賢く縮

む「４Ｓプロジェクト｣､Smart Shrink for 

Sustainable Societyの取組を進めています。 

 このうち消防の広域化については、本年２月

に県において決定した基本計画に基づき、実施

計画案の策定に向けて、県内全ての市町村長な
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どで構成する実務協議会を４月に設置しました。

先月12日には第１回協議会を開催し、市町村長

の意向調査結果を踏まえた消防本部統合の進め

方や、広域連合及び法定協議会の規約の骨子に

ついて県からの提案をお示ししました。 

 また、テーマ別の４つの専門部会と併せて、

新たに設置した県内６つの地域ブロックごとの

方面別部会も先月末までに開催し、市町村長や

消防本部の消防長などから様々な御意見をいた

だきました。一連の議論を通じて、広域化を進

める必要性については基本的に御理解いただい

ていると受け止めていますが、一部の市町村長

からは、職員の配置や処遇、財政負担などの実

務的な課題について問題提起や御意見がありま

した。 

 このため、６月に再度行った市町村長の意向

調査の結果も踏まえ、方面別部会やワーキング

グループなどにおいて議論を深め、９月の第２

回協議会において消防本部統合へ向けた具体的

な対応案をお示ししたいと思います。 

 今後も、消防本部統合や新たな共同事業の進

め方について、市町村の御意見を丁寧に伺いな

がら、来年６月議会までを目途に全団体の議決

を得て、来年の法定協議会の設置、令和10年の

広域連合の設立を目指します。 

 公共交通については、利用者の減少や運転士

不足に直面する中、持続可能性を確保するため、

県内７つの地域ブロックごとに交通事業者や有

識者、沿線市町村などの関係者と今後の対策に

ついて協議を行っています。 

 中央地域では、とさでん交通が担う路線バス

について、潜在的な需要が見込まれる路線を拡

充する一方、乗客が減少した南国市といの町の

一部区間においては、コミュニティーバスなど

の代替手段に移行する方針を決定しました。ま

た、先月開催した路面電車あり方検討会におい

て、路線バスとの並走区間の見直しや、停留所

のバリアフリー化をはじめとする利用環境の改

善など、幹線の軸として求められる長期的な在

り方について議論しました。 

 その他の地域ブロックでは、市町村営交通の

共同運行といった地域の実情に即した運行の効

率化や、交通空白の解消に向けた公共ライドシェ

アの拡充など、住民ニーズに対応した移動手段

の確保策を検討しています。 

 本年４月に行った国への政策提言においては、

こうした幹線や支線の見直しに伴う地域公共交

通の維持・確保の取組を後押ししていただける

よう、国庫補助制度の拡充などについて訴えて

まいりました。 

 将来にわたって持続可能な公共交通ネット

ワークを構築するため、引き続き関係者と具体

的な施策などについて議論し、本年度中に県の

地域公共交通計画を改定します。 

 周産期医療体制については、令和６年度に策

定したロードマップに基づき、本年度ローリス

ク分娩施設の集約化や施設整備の必要性につい

て協議を行い、その結論を第８期保健医療計画

の中間見直しに反映します。 

 また、先月、本県の取組が、産科医療機関の

適切な役割分担や連携体制の強化を支援する国

のモデル事業に採択されたことから、今議会に

関連する補正予算案を提出しています。本事業

を活用し、妊婦の電子カルテ情報をオンライン

で共有できるシステムなど、県において必要な

基盤整備を行うことで、健診施設と分娩施設の

連携を一層強化します。 

 昨年度から開始した県立高等学校振興再編計

画では、学校のさらなる魅力化に取り組み、本

年４月に地域みらい留学などを活用して県外か

ら入学した生徒数は前年度からほぼ倍増し、101

人となりました。 

 一方で、本年４月の地元中学校からの進学率

は、中山間地域等の小規模校全体で21.4％とな
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り、令和10年度の目標である35.8％の達成は厳

しい状況です。そのため、地元高校の魅力や特

色を中学生や保護者に知ってもらうことを目的

に、９月には中山間地域等の各学校が参画する

シンポジウムを開催することとし、市町村やＰ

ＴＡの皆さんと共に準備を進めています。 

 また、本年２月に高校教育改革に関するグラ

ンドデザインが国から示されました。この基本

方針は、2040年にはＡＩやロボットにより事務

職人材に余剰が発生する一方、エッセンシャル

ワーカーや理系人材が不足することを見据え、

ＡＩに代替されない高校生の能力や個性を伸ば

そうとするものです。 

 これを受け、本県においても学校や大学、産

業界の声をお聞きしながら、今後の産業構造の

転換を見据え、地域社会の基盤となる人材育成

の在り方について改革の方向を明らかにします。

その上で、本年度中には現行の高等学校振興再

編計画の改定と併せて、高校教育改革に関する

新たな実行計画を策定します。 

 また、これに先立って、国においては、高校

教育改革を先導するパイロットケースに対し先

行的に財政支援を行う方針です。本県からは、

防災科学やデータサイエンス人材の育成を目指

す高知小津高校など４校を拠点とする事業計画

を申請しました。国の採択が得られれば、こう

した先導的な取組を実践し、その教育課程や成

果を他の高校にも展開します。 

 昨年度の本県への移住者数は2,450人と、前年

度を約200人上回り、過去最多を更新しました。

これは、これまでのデジタルマーケティングを

活用した情報発信のほか、高知県ＵＩターンサ

ポートセンターや市町村の窓口における丁寧な

相談対応の効果が現れたものと受け止めていま

す。 

 一方、昨年度の本県への転入者は、前年度か

ら103人減の8,291人にとどまっています。中で

も30代から50代の減少が大きく、働き盛り世代

の転職や転勤による転入者の減少が要因ではな

いかと推測しています。 

 このため、本年度、転職サイトへの求人広告

掲載や採用ホームページの充実といった県内企

業の採用活動を支援する補助金を創設したとこ

ろ、現時点で約120社が活用を計画しています。

加えて、来月からは転職支援サービスを提供す

る大手企業と連携し、本県の魅力や県内企業の

採用情報を全国に向けて発信する特設サイトを

公開するなど、官民連携の取組を強化します。

これらの取組により、県外からの転入者の増加

を図ることに加え、転職をきっかけとした県外

への転出の抑制にも努めます。 

 また、中山間地域のイベントなどへの参加を

通じて関係人口の拡大を図る「いこうち！」事

業のプログラムでは、本年度から、よさこい祭

りの手伝いなど地域団体の活動にも対象を広げ

ました。その効果もあり、本年４月から５月末

までのプログラムへの参加者数は46人と、前年

度を上回るペースで推移しています。 

 本年３月末には国のふるさと住民登録制度の

モデル事業の対象自治体として、本県と室戸市、

越知町、日高村の３市町村が選定されました。

今後、国が開発するアプリも活用し､｢いこう

ち！」のプログラムへの参加者をはじめ、本県

と関わりを持つ方々との関係をより深めるため

の情報発信をさらに強化します。 

 人口減少問題の克服には地方だけの努力では

限界があります。国においても、昨年11月に設

置した人口戦略本部が司令塔となり、特に地方

部の人口減少対策に真摯に取り組んでいただく

ことを期待しています。 

 本年は、特に将来的にＡＩの普及等により大

都市部の労働力に余剰が見込まれるとの国の試

算を踏まえ、国土政策として多極分散型国土の

形成を目指す観点から必要な施策を講じるよう、
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国に対して提案してまいりました。 

 具体的には、少子化のさらなる進行に伴う大

学等の定員規模の適正化や統廃合といった議論

に当たっては、大都市部の大学の定員について

抑制を図る一方、地方大学ではむしろ定員を拡

充することで若者を地方部に誘導する。あわせ

て、地方部ではリスキリングを含めて、例えば

介護職などのエッセンシャルワーカーや産業技

術に秀でた人材の育成を強化し、我が国全体と

して強い経済の実現を図ることの重要性を強く

訴えてまいりました。 

 本県でも、昨年度発足した若者応援産学官

フォーラムにおいて、今後の労働需給や産業界

のニーズなどを踏まえ、県内の大学等における

将来的な産業人材の育成と若者にとって魅力あ

る仕事づくりの在り方を一体的に検討します。 

 さらに、このように地域の特性を生かしなが

ら多極分散型国土の形成を進めるためには、地

方公共団体が自らの判断で施策を展開できる財

政基盤を確立することが不可欠です。 

 そのため、国の責任ある積極財政の考え方に

呼応して、地方が自然増収の一部を活用し、財

政健全化のみに偏らず、自らの判断で成長投資

ができるよう、地方財政計画に新たな投資枠を

創設することを提案しました。あわせて、現在

大都市圏の一部に集中している地方法人課税や

固定資産税などの地方税源については、地域間

格差の解消に十分な規模で偏在是正を実施する

ことなどを求めました。 

 そのほか、人口減少に伴う地域社会の縮小の

連鎖を回避するためのスマートシュリンク、賢

い縮小の視点を取り入れた施策を進めるために

も国の後押しが重要になります。持続可能な行

政サービス提供体制の実現に向けて、市町村合

併に限らず、行政分野や人口規模ごとに、共同

化や国、県による事務代行といった手法で対応

するためのメニューや手順などを示す指針の提

示を訴えました。また、こうした手法の実現に

向けて関係自治体間の円滑な合意形成を図るこ

とができるよう、県に一定の主導権を付与する

ための法整備を求めてきました。 

 あわせて、行政サービス提供体制の再構築に

は多くの場合、一定の時間を要することを踏ま

え、国による安定的、恒久的な財政支援措置の

必要性を訴えてまいりました。引き続き、全国

知事会総務常任委員長という立場からも、積極

的に粘り強く政策提言を行います。 

 次に、目指すべき３つの高知県像のうち、ま

ず、いきいきと仕事ができる高知に向けた取組

について御説明申し上げます。 

 現在、国においては強い経済の実現のため、

地域ごとの特色を生かして産業の面的な集積を

図る地域未来戦略の策定を進めており、来月公

表される見込みです。本戦略は、国が地方経済

産業局単位で地域ブロックごとに取りまとめる

戦略産業クラスター計画と、都道府県が策定す

る地域産業成長プランの２つの枠組みで整理さ

れます。 

 先月公表された四国地域の計画の素案には、

本県がこれまで取り組んできた、デジタル技術

の活用による１次産業の生産性向上や食品産業

の高度化を目指すフードテックが四国のポテン

シャルに位置づけられています。また、本県の

企業が開発し、国内外で導入されている土木技

術や、地元食材を活用した防災缶詰などの防災

関連産業の分野も盛り込まれています。 

 今後、本県が策定する地域産業成長プランは、

産業振興計画をベースに、農業分野のＩｏＰプ

ロジェクトや防災関連産業などのクラスター形

成のほか、食の魅力を生かした観光業の振興に

よる地域の活性化を目指します。 

 加えて、市町村ごとの主体的な取組をしっか

りと支援しながら、地域の強みを生かした計画

を取りまとめたいと考えています。これらの計
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画は、本年の夏頃に具体的な内容を公表した上

で、市町村と協議しながら地場産業の振興を目

指します。 

 こうした取組の一環として、今月園芸農業の

分野でロボティクスやＡＩなどの最新技術の活

用を先導するオランダ王国ウェストラント市を

私自身が訪問し、この分野における多国間連携

組織の発足に参画しました。これを契機として、

世界各国との情報や技術、人材の交流を加速し、

生産力の向上と環境負荷の低減を両立した、持

続可能な農業をさらに推進します。 

 人口減少に伴う国内市場の縮小が避けられな

い中、県経済が持続的に発展していくためには、

活力ある海外市場への進出が不可欠です。この

ため、圧入技術や船舶用クレーンなどの防災関

連産業分野では、本県と同様に自然災害の多い

台湾や東南アジアでの販路拡大に取り組んでい

ます。 

 具体的には、先月までに台湾とタイで開催さ

れた国際見本市に出展し、本県で開発された製

品や土木技術の売り込みを行いました。さらに、

９月にはインドネシアで防災に関するセミナー

を開催するなど、引き続き販路拡大の取組を進

めます。また、現在タイとベトナムに設置して

いるサポートデスクを、防災分野に関心の高い

フィリピンとインドネシアにも新たに開設し、

県内企業の海外展開をより一層後押しします。 

 観光分野では、昨年の県外観光客の総消費額

が過去最高の1,381億円となり、県外からの観光

入り込み客数も過去２番目となる457万人を記録

しました。これは、これまでの官民一体となっ

た観光振興の取組の成果が現れたものであると

考えます。 

 本年度は、３年目を迎えるどっぷり高知旅キャ

ンペーンにおいて､｢ドラマが生まれる場所 高

知」をコンセプトに、県外からの誘客拡大に取

り組んでいます。特に、本年10月に開幕するよ

さこい高知文化祭2026としっかりと連動させ、

本県ならではの伝統芸能や食文化などを発信し、

県内周遊の促進につなげます。 

 さらに、ＮＨＫ大河ドラマジョン万の放送開

始に向けて、オール高知による万全の体制を整

えます。先日、県内の観光・宿泊事業者や旅行

会社などで構成する準備委員会を開催し、大河

ドラマを生かした観光振興の方向性に対して幅

広い御意見をいただきました。いただいた御意

見を踏まえ、県としては、どっぷり高知旅キャ

ンペーンの考え方を組み入れた形で、県内全域

で展開する博覧会を開催したいと考えます。 

 この博覧会を通して、生誕の地である土佐清

水市、出漁の地である土佐市などのゆかりの地

や、捕鯨文化などを広く発信することにより、

多くの方に本県の歴史や文化、自然といった魅

力に触れていただきたいと思います。加えて、

国際交流などの礎を築いたジョン万次郎の功績

や、諦めない精神を次代を担う子供たちにしっ

かりと伝えるほか、地産外商や移住促進などの

加速化にもつなげます。 

 来月には、県内全市町村のほか各界の代表者

の参加を得て、博覧会を推進する協議会を発足

させ、官民一体で具体的な取組内容の検討を進

めます。また、来年のジョン万次郎生誕200周年

に合わせて、市民交流イベントとして日米草の

根交流サミット2027高知大会を開催します。今

月には官民協働の実行委員会を立ち上げ、準備

を始めました。この大会を契機に、日米の草の

根交流を一層促進します。 

 インバウンド観光については、台湾からの

チャーター便が就航４年目を迎え、現在も９割

を超える搭乗率を維持しています。今後は、イ

ンバウンド観光の玄関口となる高知龍馬空港の

国際線ターミナルビルの完成を見据え、台湾路

線の定期便化につなげるため、現地の航空会社

や旅行会社と連携し、個人旅行者向けのプロモー
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ションを強化します。また、韓国をターゲット

にチャーター便の誘致を進めるなど、新たな路

線の誘致にも取り組みます。 

 産学官が連携し、将来的に本県の柱となり得

る新しい産業の創出にも引き続き取り組みます。

アニメ産業の集積を目指すアニメプロジェクト

では、４月に開催された高知アニクリ祭2026に、

大手出版社やアニメ制作会社の役員、業界を牽

引するアニメクリエーターを含む２万7,000人を

超える来場がありました。 

 今後は、アニメ制作の基礎的な技術を身につ

けるための連続講座を新たに開催するなど、人

材育成の取組を強化し、人材を求めて地方に進

出する企業の誘致、クリエーターや関連企業の

集積につなげていきます。 

 また、スジアオノリの陸上養殖を核として進

めているしまんと海藻エコイノベーション共創

拠点のプロジェクトでは、国の支援プログラム

の実施期間を終え、先日関係者から実施報告を

いただきました。この取組においては、スジア

オノリの陸上養殖技術の実用化に併せ、新たに

開発した商品の20万個以上の販売につながるな

どの具体的な成果が得られました。 

 今後も、地元四万十市や高知大学、種苗生産

者、漁協、食品加工業者などをはじめとして、

本県を含む産学官が連携して本プロジェクトを

推進します。 

 このほか、スペースポート構想の取組では、

本年４月に第１回高知県におけるスペースポー

ト実現可能性研究会を開催し、産業界、高等教

育機関、有識者、行政機関で検討を開始しまし

た。この会合では、国の宇宙政策や一般社団法

人スペースポート高知からの政策提言について

の説明を受け、県が行う実現可能性の調査につ

いて意見を交換しました。 

 いただいた御意見を参考に、来月から本県で

のロケットの打ち上げを想定した場合の需要の

見込みや経済波及効果などに関する調査を開始

します。あわせて、スペースポート実現に向け

た条件整備についても検討を進めます。 

 昨年度、自治体や経済団体など都道府県域を

超えた多様な主体が連携して実施する施策を、

国が地域未来交付金などで後押しする広域リー

ジョン連携の仕組みが創設されました。この流

れを受け、今月５日の四国知事会議において、

四国４県知事と経済団体代表者で四国地域広域

リージョン連携宣言を行いました。 

 この宣言は、四国の豊かな自然や食、独自の

文化や歴史といった魅力的な資源を活用しなが

ら、観光振興や産業振興などの取組を広域的な

観点で深化、加速させようとするものです。秋

頃には連携ビジョンを策定し、四国はひとつを

合い言葉に、関係者が一体となって、圏域全体

の持続的な成長につながるような具体的な施策

を練り上げてまいります。 

 次に、いきいきと生活ができる高知に向けた

取組について御説明申し上げます。 

 第５期の日本一の健康長寿県構想では、県民

の誰もが住み慣れた地域で、健やかで心豊かに

安心して暮らし続けることのできる高知県の実

現を目指して、４つの柱に基づく取組を進めて

います。 

 このうち、第１の柱、健康寿命の延伸では、

新たに女性の健康づくりに取り組みます。月経

随伴症状や更年期症状といった女性特有の健康

課題は、生産性の低下や離職のリスクにもつな

がり、企業や社会経済にも影響を及ぼす重要な

課題です。特に本県は、生産年齢人口の女性の

有業率が73.6％と高いものの、女性の健康課題

に配慮した取組が行われている県内企業は少な

い状況です。 

 このため、仕事や生活に大きく影響している

症状のある方が、早期かつ適切な医療につなが

る環境づくりに取り組みます。具体的には、来
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月開催する高知家健康会議において、保健医療

団体や経済団体の方々などに女性特有の健康課

題への理解を深めていただき、官民連携で女性

が生き生きと仕事や生活ができる環境づくりを

スタートさせます。 

 第２の柱、医療・福祉・介護サービス提供体

制の確立では、在宅生活を支える訪問介護事業

所が、中山間地域にサテライト事業所を設置す

る場合の支援制度を新たに設けるなど、効率的

なサービス提供体制の確立に向けた取組を後押

しします。あわせて、国に対しては、将来にわ

たって持続可能な介護サービス提供体制の確保

に向けて、中山間地域の小規模事業者の経営実

態を精緻に把握し、介護報酬に適切に反映する

よう政策提言を行いました。 

 第３の柱、こどもまんなか社会の実現では、

放課後子ども教室や児童館といった子供たちが

安全に安心して過ごせる居場所を維持・充実し

ていくため、本年４月に庁内のプロジェクトチー

ムを立ち上げました。まずは、市町村や学校関

係者の皆さんから子供の居場所に対する地域の

ニーズや運営上の課題などについてお聞きし、

好事例の横展開に向けて事例の把握にも取り組

んでいます。今後は、有識者会議を開催し、多

方面からの御意見をお聞きしながら、市町村と

連携した取組や、新たな担い手の確保など先を

見据えた対策の在り方について検討を進めます。 

 教育の充実については、第３期教育大綱に基

づき、確かな学力、健やかな体、豊かな心の育

成を目指して取り組んでいます。 

 まず、学力向上については、特に近年、全国

学力・学習状況調査において全国平均を下回っ

ている中学校英語についての対策を強化します。

具体的には、生徒一人一人の英語力に応じて、

繰り返し英会話の練習ができるＡＩアプリを県

内４中学校に導入し、会話練習だけでなく、デー

タ化された会話記録を基にした授業にも取り組

んでいます。これにより、前回よりうまく話せ

るようになってうれしいといった声も上がって

おり、生徒の英語に対する学習意欲の高まりが

見られます。 

 今後は、こうした生徒の学習意欲の高まりを

着実に成果に結びつけるため、県内各校への好

事例の横展開を行うとともに、引き続き教員の

指導力や英語力の向上のための研修の充実も

図っていきます。 

 次に、不登校対策については、子供たちの多

様な教育機会を確保するため、本年度は県が人

的・財政的支援を行う校内サポートルームを新

たに11校に設置しました。 

 さらに、この４月には、ゆとりあるカリキュ

ラムで学ぶことができる学びの多様化学校が高

知市といの町に開設され、合わせて21名の児童

生徒が新たな一歩を踏み出しました。県として

も、これらの学校に心理や福祉の専門職などを

配置しており、引き続き児童生徒の学びや生活

を支援します。 

 また、教員が本来の専門性を発揮し、子供と

向き合う時間を確保するためには、学校運営の

効率化や教員の業務の見直しなどにより働き方

改革を進めることが重要です。 

 このため、４月には県内全ての学校長を対象

として働き方改革に関する管理職の意識改革を

図る研修を実施しました。加えて、来月からは

専門家が直接学校を訪問し、ワークショップを

通じて改革を先導するリーダーの養成に取り組

みます。 

 今後も、いわゆる給特法に基づく教員の処遇

改善を進めると同時に、本年３月に策定した業

務量管理・健康確保措置実施計画に沿って、時

間外勤務の削減など、働き方改革の取組を推進

します。 

 本年10月に開幕するよさこい高知文化祭2026

まで残り約４か月となり、市町村や関係団体の
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皆さんと連携して準備を加速させています。大

会期間中は、伝統芸能や伝統工芸、郷土料理と

いった、本県が全国に誇る地域の文化資源の魅

力を生かした約250のプログラムを実施します。 

 大会100日前となる来月には、大会のＰＲを行

うカウントダウンキャラバンが県内各地の巡回

を開始するほか、広報大使である島崎和歌子さ

んらをお招きしてプレイベントを開催します。

加えて、公式ガイドブックの配布やテレビ、新

聞、ＳＮＳを活用した情報発信などを行うこと

で、大会の機運を高め、目標である総参加者数

100万人の達成を目指します。 

 新県民体育館の整備に向けては、令和６年度

に現有地建て替えの方針を確認した後、昨年６

月には基本計画策定のための検討会を立ち上げ、

議論を重ねました。先月にはパブリックコメン

トを実施し、今月15日に基本計画を決定したと

ころです。 

 新県民体育館は、県民の皆さん自身のスポー

ツ活動の場となる社会体育施設の機能に加えて、

プロスポーツの試合やコンサート、大規模展示

会など多目的に使用できるアリーナ機能も有す

る複合施設として整備します。 

 整備に当たっては、県立武道館と高知ぢばさ

んセンター大ホールの機能を集約化することと

します。これにより、全国規模の大会の開催が

可能となるほか、展示会や見本市などのビジネ

ス利用による稼働率の底上げや、年間を通して

中心市街地と連動した人の流れや活気が生まれ

ることが期待できます。 

 建設費は、現時点で210億円程度を見込んでお

り、財源には、公共施設等の集約化、複合化を

行う場合に充当できる有利な地方債を活用し、

令和10年度の着工、令和13年度半ばの供用開始

を目指します。 

 また、運営に当たっては、利用料金を現在の

1.5倍から２倍にした場合でも独立採算は望め

ず、現在の３施設とおおむね同水準の年間１億

6,000万円から１億9,000万円程度の財政負担が

必要となる見込みです。このため、整備運営手

法については、高い収益性が期待される場合に

適するとされるＰＦＩ方式等ではなく、従来型

の公的資金の調達による整備手法を採用し、設

計、施工、運営を分離して発注することとしま

した。 

 こうした基本計画の内容について、先月実施

したパブリックコメントでは、合計114通、216

件の御意見をいただきました。地域活性化への

期待の声がある一方で、地下駐車場の整備やア

スパルこうちのグラウンドの使用に対して、見

直しを求める御意見も多く寄せられました。 

 地下駐車場は、敷地内で必要な駐車台数を確

保する観点から優先的に検討すべき選択肢と考

えています。地下駐車場を整備する場合には、

施設自体を津波に耐えられる構造とするだけで

なく、垂直避難ができる階段の複数設置や避難

訓練の徹底など、ハードとソフト両面から万全

の安全対策を講じます。 

 また、アスパルこうちのグラウンドを全面使

用することの代替措置として、新しく整備する

施設の屋上に人工芝を敷き、子供たちが優先的

に使用できるスペースを確保するなど、必要な

教育的配慮を行います。 

 今議会に提出した補正予算案には、基本計画

を踏まえて、現在地の測量や建物の設計など、

新県民体育館の整備に向けた関連経費を計上し

ています。その中では、設計時に運営の目線を

適切に取り入れるために様々な分野のアドバイ

ザーから助言をいただく経費も見込み、具体的

な利用形態に関する想定を精査する中で、施設

整備の仕様を固めてまいります。その上で、パ

ブリックコメントなどを通じて寄せられた県民

の皆さんの懸念や不安を払拭できるよう、基本

設計完了時などの節目には作業の進捗状況に関



令和８年６月25日  

－17－ 

 

する情報を開示する機会を設け、丁寧な説明に

努めます。 

 新県民体育館が、本県のスポーツの殿堂とし

て多くの方々に親しまれ、文化や教育の振興、

さらには経済の活性化にも大きなインパクトを

もたらす施設となるよう、鋭意、整備を進めま

す。 

 南海トラフ地震については、昭和の南海地震

から本年12月で80年の節目を迎え、年々切迫度

が高まっています。本年３月には、国の新たな

被害想定をベースに、より精緻な高知県版の被

害想定について13年ぶりに見直しを行いました。 

 今回の最大クラスの被害想定では、これまで

講じてきた津波避難タワーの整備や住民の早期

避難意識の向上といった対策の成果により、想

定死者数は前回の想定の半分程度に減少する見

通しとなりました。 

 一方、前回の想定以降、新たに蓄積された地

質調査のデータを反映した結果、県内において

最大震度７の揺れが想定される区域の面積が倍

増しました。この結果、前回の想定に比べ、建

物倒壊数については約３割、負傷者数について

は約２割の増加が見込まれるなど、対策の強化

が求められる分野もあります。 

 さらに、災害関連死については、過去の地震

を参考に新たに推計した結果、最大で約2,600人

となりました。この対策として避難所の環境整

備を進める際には、新たに国際的なスフィア基

準への対応が求められるなど、必要とされる整

備水準は上がっております。 

 防災対策に終わりはないと肝に銘じ、絶えず

進化を続けなければなりません。そのため、本

年９月を目途に第６期南海トラフ地震対策行動

計画をバージョンアップし、揺れ対策、津波対

策、災害関連死対策の３つに重点を置いて、死

者数を限りなくゼロに近づけることを目指して

取り組みます。 

 災害に強いインフラの整備や災害関連死の防

止に向けた避難所環境の改善など、災害に対す

る事前の備えを加速する必要があります。令和

８年度の国の当初予算における公共事業等の計

上額は、最近の資材価格などの高騰を踏まえる

と、国土強靱化実施中期計画に基づく取組を加

速するためには十分とは言えません。このため、

必要な水準の予算が確保されるよう、４月以降、

数次にわたって国への政策提言を行いました。 

 また、本年中に設置される予定の防災庁の復

興に関する対応方針の策定に当たっては、本県

が先進的に取り組んでいる事前復興への支援に

重点的に取り組むことを明示するよう国に強く

求めてまいりました。引き続き、必要な働きか

けを行い、国の力強い後押しを得ながら、災害

に強い県土づくりを進め、安全・安心な高知の

実現を図ります。 

 地域の経済活動を下支えし、南海トラフ地震

などの大規模災害に備えるためには、道路や堤

防、港湾といったインフラ整備の加速が不可欠

です。特に、四国８の字ネットワークをはじめ

とする高規格道路は、地域経済の活性化や自然

災害への備えを高めるために不可欠な社会基盤

であり、これまでもミッシングリンクの解消が

図られるよう、国に対して継続的に訴えてきま

した。 

 本県では、昨年、北川道路の一部区間と、南

国安芸道路の高知龍馬空港－香南のいちの区間

が相次いで開通し、東部地域へのアクセス向上

による観光振興や物流効率化など、様々な効果

を実感しています。 

 また、災害時に国道33号の代替道路として重

要な役割を担う高知松山自動車道いの－越知の

区間は、国土交通大臣の同意を得て本年３月末

に都市計画決定を行い、早期事業化に向けた取

組が進んでいます。 

 高規格道路の整備促進を図るためには、通常
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予算に加え、国土強靱化の予算、財源もしっか

りと確保し、進めていくことが極めて重要です。

今月には、全国高速道路建設協議会副会長の立

場で、国に対しミッシングリンクの解消、暫定

２車線の４車線化による強靱な高規格道路ネッ

トワークの早期構築について強く訴えてきまし

た。 

 また、浦戸湾の三重防護事業については、県

都高知市の地震による津波の被害を最小化する

ことが県全体の早期復旧・復興につながるため、

国と連携し、一日も早い完成を目指して整備を

進めています。 

 今後も、南海トラフ地震などに備え、インフ

ラ整備の加速化を図るため、引き続き関係市町

村や他県とも連携し、国に対して積極的に政策

提言を行います。 

 本県の知事公邸については、竣工から60年余

りが経過し、老朽化も進んでいますので、本年

度有識者会議を立ち上げ、その将来的な在り方

について御議論いただくこととしました。先日

開催した第１回目の会議では、公邸建物の見学

を行ったほか、議論の前提として、本県の知事

公邸の整備の経緯や現状、さらには各都道府県

における知事公邸の所有状況などをお示ししま

した。 

 知事公邸の在り方に関しては、現在の公邸が

有する迎賓・会議場機能及び知事の居住機能の

要否についてどう考えるか。また、こうした機

能を維持する場合において、建て替えや大規模

修繕により引き続き県の所有方式を取るか、民

間マンションなどの借り上げ方式に移行するか

など多くの論点があります。 

 今後、こうした論点や様々な選択肢について、

危機管理上の必要性や費用対効果の観点を含め

幅広く御議論いただき、本年度中に提言を取り

まとめていただきたいと考えております。 

 続きまして、今回提案いたしました議案につ

いて御説明申し上げます。 

 まず、予算案は、令和８年度高知県一般会計

補正予算の１件です。一般会計補正予算は、新

県民体育館の整備に向けて必要となる経費や物

価高騰対策に要する経費など、総額30億円余り

の歳入歳出予算の補正並びに総額12億円余りの

債務負担行為の追加を含む補正予算案です。 

 条例議案は、職員の給与に関する条例等の一

部を改正する条例議案など６件です。 

 その他の議案は、高知空港国際線ターミナル

ビルの指定管理者の指定に関する議案など３件

です。 

 報告議案は、令和７年度高知県一般会計補正

予算の専決処分報告など２件です。 

 以上をもちまして、議案提出に当たっての私

からの説明を終わります。何とぞ御審議の上、

適切な議決を賜りますようお願い申し上げます。 

 

――――  ―――― 

 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、本日の議

事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。明26日から29日までの４

日間は議案精査等のため本会議を休会し、６月

30日から再開いたしたいと存じますが御異議あ

りませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 ６月30日の議事日程は、議案に対する質疑並

びに一般質問であります。開議時刻は午前10時、

本日はこれにて散会いたします。 

   午前11時３分散会 
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―――――――――――――――― 

 

事務局職員出席者 

  事 務 局 長  猪 野 貴 之 君 

  事 務 局 次 長  大 﨑 和 幸 君 

  議 事 課 長  飯 田 志 保 君 

  政策調査課長  溝 渕 松 男 君 

  議事課長補佐  谷 内 恵 美 君 

  主     幹  大 川 美千子 君 

  主     幹  元 吉 博 子 君 

        

――――  ―――― 

 

議 事 日 程（第２号） 

   令和８年６月30日午前10時開議 

第１ 

 第 １ 号 令和８年度高知県一般会計補正予算 

 第 ２ 号 職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ３ 号 公益的法人等への職員の派遣等に関

する条例の一部を改正する条例議案 

 第 ４ 号 高知県税条例の一部を改正する条例

議案 

 第 ５ 号 高知県地方活力向上地域における県

税の特例措置に関する条例の一部を

改正する条例議案 

 第 ６ 号 高知県指定障害児通所支援事業者等

が行う障害児通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例議

案 

 第 ７ 号 高知県認定こども園条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ８ 号 高知空港国際線ターミナルビルの指

定管理者の指定に関する議案 

 第 ９ 号 県有財産（災害対応車両）の取得に

関する議案 

 第 10 号 国道494号（第二川ノ内組橋上部工）

防災・安全交付金工事請負契約の締

結に関する議案 

 報第１号 令和７年度高知県一般会計補正予算

の専決処分報告 

 報第２号 高知県税条例等の一部を改正する条

例の専決処分報告 

第２ 一般質問 

   （２人） 

 

――――  ―――― 

 

   午前10時開議 

○議長（明神健夫君） これより本日の会議を開

きます。 

 

――――  ―――― 

 

諸 般 の 報 告 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 第２号議案及び第３号議案については、地方

公務員法第５条第２項の規定に基づき人事委員

会に意見を求めてありましたところ、国の規則

改正の趣旨を考慮したもの及び特別の法律によ

り設立された法人のうち、県内の病院等の運営

等を行う医療法人等であって、県がその事業に

参画し、または協力することが県の施策の推進

に有益であると認められるものに職員を派遣す

ることができることとするよう必要な改正をし

ようとするものであり、適当であると判断する

旨の回答書が提出されました。その写しをお手

元にお配りいたしてありますので御了承願いま

す。 

    人事委員会回答書 巻末243ページに 

    掲載 
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――――  ―――― 

 

質疑並びに一般質問 

○議長（明神健夫君） これより日程に入ります。 

 日程第１、第１号「令和８年度高知県一般会

計補正予算」から第10号「国道494号（第二川ノ

内組橋上部工）防災・安全交付金工事請負契約

の締結に関する議案」まで並びに報第１号「令

和７年度高知県一般会計補正予算の専決処分報

告」及び報第２号「高知県税条例等の一部を改

正する条例の専決処分報告｣､以上12件の議案を

一括議題とし、これより議案に対する質疑並び

に日程第２、一般質問を併せて行います。 

 通告がありますので、順次発言を許します。 

 ４番上治堂司議員。 

   （４番上治堂司君登壇） 

○４番（上治堂司君） おはようございます。自

由民主党会派の上治堂司でございます。議長の

お許しをいただきましたので、会派を代表しま

して質問させていただきます。 

 まず、知事の政治姿勢についてお伺いいたし

ます。 

 濵田知事は、令和元年12月に就任いたしまし

て、２期目の任期、令和９年12月まで残り２年

を切ったところでございます。知事に就任した

直後の令和２年２月から令和５年３月頃までは

新型コロナウイルス対策で大変な時期でありま

した。しかし、知事が就任してからは、ＮＨＫ

の朝ドラで、県出身の牧野富太郎先生をモデル

としましたらんまんが令和５年４月から９月ま

で、そして同じく県出身のやなせたかし先生を

モデルとしましたあんぱんが令和７年３月から

９月まで放映され、県内の入り込み客の増とと

もに、観光産業が大きく伸びたところでござい

ました。 

 そして、今回ＮＨＫの大河ドラマでは、ジョ

ン万次郎先生をモデルとしました放映が令和10

年１月から放映されることが決定いたしました。

それぞれドラマ化されるまでには多くの関係者

の長い期間の御努力があったことは言うまでも

ありませんが、こうして立て続けて高知県の偉

人がドラマ化され、全国に広く高知県を紹介さ

れるようになったのは、知事が何かを持ってい

るものがあるというふうにも感じております。 

 そこで、次の夢に向かって、何かを持ってい

る知事に期待してお伺いをいたします。まず、

私どもの同僚議員であります下村議員が令和７

年２月議会で一般質問いたしましたスペース

ポート高知の実現に向けてであります。一般社

団法人スペースポート高知は、令和７年２月に

設立され、令和８年５月までに９回の勉強会を

開催し、県に対しまして政策提言を行ってきて

いるところです。 

 県は、令和７年４月からスペースポートの現

地調査、また関係ある自治体や内閣府、専門家

との意見交換を行ってきています。また、令和

８年度には産業イノベーション課に宇宙産業担

当チーフを置き、高知県におけるスペースポー

ト実現可能性研究会を４月に設立して、研究会

を始めたとお聞きをしております。このプロジェ

クトは、今年の元日の高知新聞、また４月21日

の高知新聞にも大きく取り上げられ、いよいよ

夢から実現へと大きく期待するところです。 

 また、大阪東ロータリークラブの一行が本県

に訪れた際に意見交換を行う機会がありました。

そのときにスペースポートの話題を提供しまし

たら、和歌山県のロケット発射状況を見に行か

れた方もおり、高知県として１次産業の振興も

大切であるが、ぜひ夢を実現してほしいと励ま

されました。 

 今、内閣官房に前知事がおられるのも、何か

縁があるように思います。何か持っている知事

の意気込みについてお伺いをいたします。 

 次に、今回濵田知事が引き寄せたと言えるＮ
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ＨＫ大河ドラマジョン万についてお伺いいたし

ます。平成22年に大河ドラマ龍馬伝が放送され

て以来、県は官民一体となった観光振興に取り

組んでおり、本県観光の底上げを図ってこられ

ました。現在は、これまでの取組を土台にどっ

ぷり高知旅キャンペーンを展開しており、この

結果、昨年は過去最高の県外観光客総消費額を

記録したところでございます。そうした状況の

中、令和10年にはジョン万が放送されることと

なり、本県観光のさらなる高みを望むことがで

きるのではないかと大いに期待をしております。 

 県は、多くの県内観光・宿泊業者や旅行会社

などからの意見をお聞きした上で、県内全域で

展開する博覧会を開催することを決められて、

官民一体となったプロモーション活動や受入れ

環境などに取り組むことにしております。 

 この大河ドラマの放映のチャンスを県勢浮揚

にどのようにつなげていくのか、県内全域で展

開する博覧会の開催に当たっての決意を知事に

お伺いいたします。 

 次に、四国遍路の世界遺産登録についてお伺

いいたします。平成22年に「四国八十八箇所霊

場と遍路道」世界遺産登録推進協議会が設立さ

れ、令和３年に四国遍路世界遺産登録推進協議

会に改称され、現在も世界遺産登録に向けた取

組が行われています。しかし、文化庁からの課

題である構成資産の保護措置を進めることや、

世界で通用する顕著な普遍的価値を証明するこ

となど、取り組まなければならない事項があり、

進んでいないのが現状であるとお聞きしており

ます。 

 そういう中で、私ども自民党会派では去る４

月に四国遍路の保全と持続可能な活用に向け

て、四国経済産業局と遍路とおもてなしのネッ

トワークを講師にお招きして勉強会を行いまし

た。その勉強会の中で、取組を前進させるため

には四国４県の関係する団体と協力しながら、

各県で保全と持続可能な活用を目的とした条例

を制定することも有効ではないかとの案も示さ

れました。四国４県に点在する多数の霊場を巡

る約1,400キロメートルを周回する壮大な巡礼を

世界遺産に持っていくには、心をつなげて四国

は一つの精神でなければならないと思います。 

 そこで、四国遍路の世界文化遺産登録に向け

た取組の状況について知事にお伺いをいたしま

す。 

 次に、中東情勢に伴う資材不足、価格高騰へ

の対応についてお伺いいたします。私たち自民

党会派は政務調査会を中心に令和８年４月、ア

メリカ、イラン衝突を起因とする中東情勢の緊

迫化が高知県内の各産業、団体に与える影響に

ついて、建設、資材卸、物流、医療等の分野に

わたり13の団体、企業に対しまして直接ヒアリ

ングを行ってきました。 

 また、５月18日には一般社団法人高知県工業

会の役員の皆様から、石油関連製品全般の確保

において極めて深刻な影響であることから、そ

の対策について、自民党会派の役員と国会議員

の秘書を交えて意見交換を行ったところです。 

 企業のヒアリングの結果、建設、塗装、物流

分野を中心に石油由来資材の調達難や価格高騰

が現実の業務に影響を与え始めており、既に着

工不能、受注停止となっている事業者も見られ

ました。特に、下請事業者や資材業者では資金

繰りへの影響が深刻化している状況であります。 

 私たち自民党会派は、去る５月11日に濵田知

事に対しまして、第１に、資金繰り支援の周知

と補完、第２に、公共調達における柔軟な運用、

第３に、既存相談窓口の機能強化と実態把握、

第４に、国への情報提供と必要な要請の４項目

について早急に検討いただくとともに、必要な

措置を速やかに講じられるよう強く要望いたし

ました。 

 その後、県では、原油・原材料価格高騰対策
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緊急支援融資制度を創設し、中東情勢の深刻化

により資材の供給制限や価格高騰に伴う経営圧

迫の影響を受けている事業者に対して運転資金

を融資することとしました。この制度では、緊

急の資金需要に対応できるよう、事業計画の策

定などの手続を不要とし、迅速に融資を実行で

きるようになっているほか、売上げや利益の減

少が見込まれる段階での融資が可能となってい

るとお聞きをしております。 

 県によりますと、申込み段階も含めた現在の

融資実績は合計で約20件、３億円余りで、中で

も建設業の割合が最も高いとお聞きをしており

ます。県におかれましては引き続き事業者の業

況や経済状況を注視し、お困りの事業者には制

度を活用してもらえるよう周知に努めていただ

きたいと思います。 

 一方、国の現状認識と対応状況は、原油・石

油製品については代替調達と備蓄石油の放出に

より、日本全体として必要な量を確保できてい

るとの立場を取っています。ナフサ由来の化学

製品などについては年度を越えて継続供給が可

能で、特にトルエンやキシレンは増産が進めら

れています。ただ、経済産業省は供給の偏りや

流通の目詰まりの声が依然として多いと認識も

しております。 

 以上のことから２点お伺いいたします。まず、

知事は資材不足や価格高騰の問題が、高知県で

は既に受注中止、着工不能、設備更新見送りと

いう現実の経営危機に及んでいることをどのよ

うに認識し、業種別にどこまで把握しているの

か、またどのような対策を講じているのか、知

事にお伺いをいたします。 

 次に、県発注工事において資材不足や価格高

騰が生じた場合、工期延長、スライド条項の適

用を各出先機関にどのように統一徹底するのか、

土木部長にお伺いをいたします。 

 次に、人口減少対策についてお伺いいたしま

す。 

 高知県の人口推移は、国勢調査が始まった大

正９年に67万895人、それ以降、人口増加により

昭和30年には88万2,683人となりました。しかし、

その後はそれをピークに減少し始め、令和７年

の国勢調査では64万3,437人と、国勢調査の始

まった大正９年より少なくなりました。 

 県では、元気な未来創造戦略を令和６年３月

に策定し、様々な取組を行っているところです。

令和８年度の強化のポイントとして、１つ目に

は、高付加価値型経済への転換を目指して、生

産性向上や新規事業展開を目指す県内事業者へ

の支援や、若者が魅力を感じる企業の創出。２

つ目に、多様な人材が活躍できる環境の実現を

目指して、企業の働き方改革、人材育成に対す

る支援や、男性の育休取得に向けた環境整備の

促進。３つ目に、若者に選ばれる高知を目指し

た移住・定住対策の強化として、県内での就職、

転職に関する相談窓口の開設と、情報発信の強

化や地域への理解と愛着を育むキャリア教育の

さらなる促進。４つ目に、ニーズに応じた出会

いの機会の拡充とライフデザイン支援として、

出会いや結婚につながる多様な機会の創出や、

若者のライフデザインづくりへの支援を行うと

しております。 

 その中で、若者の所得向上と働き方改革を目

指すために３つの補助金を新設されました。そ

のうちの１つ目の収益向上に向けた取組として、

高付加価値型の経営を目指す、第１次産業から

第３次産業まで小規模サービス事業者や医療・

社会福祉法人、公益法人なども含めた県内の中

堅・中小企業を横断的かつ強力に後押しするた

めに幅広く対象を設け、15億円規模の所得向上

推進企業等総合支援事業費補助金の募集を開始

し、５月20日に第１次の申請を締め切っていま

す。大変多くの申請があったため、今回の補正

予算に大幅な増額を計上しております。 
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 １次募集の横展開枠、先進枠の割合はどのよ

うになっているのか、また申請の内容の主たる

ものにどのようなものがあるのか、産業振興推

進部長にお伺いをいたします。 

 また、今回大幅な増額となっており、その財

源は県の一般財源となっておりますが、今後の

財政見通しにつきまして総務部長にお伺いをい

たします。 

 今回の所得向上総合補助金は、申請状況から

も分かるとおり、県内の事業者の期待値が高い

ことや、補助制度の狙いである高付加価値型の

経営の実現は本年度の取組だけでは達せられな

いことなどから、令和９年度も継続した支援が

求められると考えますが、令和９年度の実施を

考えているのか、知事にお伺いをいたします。 

 次に、こうち男性育休推進企業として登録を

されました従業員300人以下の事業者に対して、

男性の育休取得推進に向けた取組状況に応じ

て、最大300万円の奨励金を給付することにして

いますが、現在の申請状況と今後の申請数のさ

らなる増加に向けた取組について人口減少・中

山間担当理事にお伺いいたします。 

 次に、農業の振興についてお伺いいたします。 

 私が所属します商工農林水産委員会は、令和

８年度出先機関等調査を去る５月12日から６月

４日まで行いました。各農業振興センターから、

管内の経営耕地のある経営体数と経営耕地面積

のデータが2025年農林業センサスの数値で示さ

れておりました。これによりますと、令和２年

度から令和７年度までの５年間で経営耕地面積

は、安芸では263ヘクタール、中央東では478ヘ

クタール、中央西では478ヘクタール、須崎では

224ヘクタール、幡多では295ヘクタールの減と

なっています。また、農林業センサスの確定値

によりますと、県全体では１万4,328ヘクタール

から１万2,714ヘクタールとなり、1,614ヘクター

ルの減ということになっております。 

 その要因は、高齢化により農業をやめられた

方も多くおり、また新規就農者の少ないことが

考えられるところです。県内の農業者の高齢化

は今後ますます進んでいくと考えますが、この

まま将来に向けて経営耕地の減少が進んでいけ

ば、県内の農業政策に大きな支障が出てくると

思います。 

 そこで、令和２年度から令和７年度までの５

年間で減少となった経営耕地の状況と、その減

少を止めるための対策について農業振興部長に

お伺いをいたします。 

 次に、農業技術センターについてお伺いしま

す。農業技術センターは、明治33年の開設以降

長い間、高知県の農業生産者の下支えに貢献し、

現在はＩｏＰクラウドに蓄積されたデータの解

析や、病害虫・土壌肥料等に関する研究、水稲、

野菜、花卉の品種や栽培技術の開発等に取り組

まれています。 

 農業技術センターは、生産者にとりまして収

量や品質を向上させる新たな技術開発を行う大

変重要な機関であり、経営収支の分析や農産物

の商品開発まで行って生産者の所得向上につな

げていただきたいとも考えております。 

 周年出荷による有利な販売を目標としたライ

スフラワーの研究のように新たな技術開発を進

めていく上では、経営収支を分析し生産者の所

得向上を図っていくことが重要であると思いま

すが、農業技術センターではどのような視点で

研究を行っているのか、農業振興部長にお伺い

をいたします。 

 ＪＡ高知県中芸集荷場は、高知ナスの販売を

促進し生産者の所得向上につなげるために、取

引のある大阪の東果大阪と商品開発を行って、

新商品高知県産なす浅漬けにぎりを、今年の４

月から国内、海外に400店舗以上のチェーン店を

持つ元気寿司、魚べいと提携して販売していま

す。この提携により、市場の価格に左右される
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ことなく安定した価格で買い取っていただける

ことで、高知県のナス生産者は安心して生産す

ることができるようになり、所得向上につなが

る取組として期待されるところであります。 

 こうした需要もありますので、メーカーや消

費者のニーズに対応した農産物の高付加価値化

や差別化につながる研究開発が重要と考えます

が、農業技術センターでのこれまでの研究成果

や現在の取組状況について農業振興部長にお伺

いをいたします。 

 次に、高知県は恵まれた気候等の立地条件で

全国トップ級の園芸野菜の産地であります。生

産者の多くは、ＪＡグループ高知の園芸販売体

制の中で経営を行っていますが、園芸販売の方

にお聞きしますと、農家の所得は市場の値で決

まります、そして所得を上げるのには量より質、

つまりＡ、Ｂ、Ｃの等級があれば、Ａ品質を生

産することであると言われました。生産者はＡ

品質ばかり生産できるわけではないので、Ｂ、

Ｃの品質が安定した価格で買取りされることが

生産者の所得向上につながると思います。 

 高知県企業誘致戦略Ver.2では、地域の農林水

産資源を活用する食品加工業も主な誘致対象と

しておりますが、現在本県の農産物を活用する

食品加工業者の誘致はどのような状況であるの

か、商工労働部長にお伺いいたします。 

 次に、林業の振興についてお伺いいたします。 

 高知県の森林の状況は、森林率84％で、その

うち伐採期を迎えている人工林は約85％であり

ますが、長引く木材価格の低迷で森林所有者の

森林に対する意欲が低下している状況が続いて

います。しかし、森林には言うまでもなく水源

保全、土砂災害防止、水質保全、気候緩和、生

物多様性保全など、社会のみんなが恩恵を受け

ている公益的機能があります。県では、多面的

機能が低下しないように、森林整備や高性能林

業機械等の導入に支援を行っております。 

 そういう中で、去る５月８日に森林・林業・

林産業活性化促進地方議員連盟四国地方連絡会

議が開催をされ、四国４県の県議が集まり、森

林・林業・木材産業の活性化と豊かな山村の再

生を目指して、各県の取組や意見交換を行った

ところです。そのスローガンの中の一つに、杉

材製品の需要拡大等の推進があります。原木か

ら製品となる多くは住宅用建築材であり、製材

業の活性化は欠くことができません。 

 本県でも、林業振興対策の重点課題の中に森

林資源の利活用の促進として、県産材の加工力

強化、利用拡大を掲げて、木材加工業者の所得

向上に向けた取組への伴走支援を行うこととし

ておりますが、本年度は具体的に加工業者のど

のような取組を伴走支援していく計画なのか、

林業振興・環境部長にお伺いをいたします。 

 県の木材統計調査によりますと、令和６年度

末で県内の製材工場は72社で、国産材を扱って

いる製材所は70社で、533人の方が従事しており

ます。その内訳は、年間の原木消費量3,000立方

メートル未満の工場が60社で、従業員が261人、

3,000立方メートルから１万立方メートル未満の

工場が５社で、従業員が69人、１万立方メート

ル以上の工場が５社で、従業員が203人となって

おります。 

 また、国の令和６年木材需給報告書によれば、

県内製材工場の原木消費量は26万5,000立方

メートルで、製材用素材生産量38万5,000立方

メートルの68.3％となっており、差引きで約３

割は原木のまま県外へ出荷されている状況であ

ります。製材されました製材品の出荷先は、県

内が25.6％、県外が74.4％となっています。県

内への出荷先は、市場向けが45.6％、原木消費

量1,000立方メートル以下の小規模工場は、地場

の工務店への出荷が43.1％となっています。製

材品の県外への出荷先は、原木消費量１万立方

メートル以上の５つの工場で県内全出荷量の約



 令和８年６月30日 

－26－ 

 

60％を占めており、商社等独自の出荷先を確保

しているとお聞きをしております。原木消費量

3,000立方メートル以下の製材工場の出荷先は、

県内の市場、工務店が７割を超えています。 

 近年、様々な資材が値上がりして、住宅の新

築価格も高騰しておりますが、木材製品の価格

は上がらず、電気、燃料等の製造原価が上昇す

る中で、製材工場の経営は大変厳しい状況であ

るとお聞きをしております。 

 県内の製材工場の経営状況をどのように捉え

ているのか、林業振興・環境部長にお伺いをい

たします。 

 高知県の木材は、古来より良質な土佐材とし

て住宅用材に製材されており、集成材利用のラ

ミナ材の生産はほとんど行われていなかったよ

うであります。今の大径材を効率的に加工でき

る製材工場は県内に５か所あるとお聞きしてい

ます。そのうちの１か所は大豊町の嶺北林材協

同組合で、原木消費量は年間３万立方メートル

を超える計画となっています。県内の製材工場

が今後発展するには、大径材を活用し、年間原

木消費量を多くしていかなければ、経営上厳し

い状況になると思われます。 

 現在、原木消費量が3,000立方メートル未満の

製材が60社、85.7％を占めておりますが、製材

業の今後の在り方を考えると、どのように政策

を展開していくのか、林業振興・環境部長にお

伺いいたします。 

 次に、第５期産業振興計画において、木材・

木製品製造業の出荷額を257億円の目標に取り

組んでいます。その中で高知県木材普及推進協

会が高知大丸にぷらっとホームＭokuを開設し

て、木材利用総合相談窓口として木材のよさの

ＰＲなどを行っています。 

 商工農林水産委員会の出先調査で意見交換を

させていただいたところ、川上から川下へ木材

を使用することが森林を健全な状態に保ち、ま

た山に還元できるということなどから、高知の

山の魅力を発信しており、すばらしい取組であ

ると感じました。しかし、ユーザーの全てが県

民であり、県内の木材製品を県外に販売してい

くには、都市部のユーザーに足を運んでいただ

けるような戦略が必要ではないかと感じました。 

 県として、木材普及推進協会が運営するぷらっ

とホームＭokuを外商活動でどのように活用して

いくのか、林業振興・環境部長にお伺いをいた

します。 

 次に、水産業の振興についてお伺いをいたし

ます。 

 去る５月22日に商工農林水産委員会で高知市

仁井田にある大東冷蔵株式会社を視察し、意見

交換をさせていただきました。会社の方針は、

地域資源を生かし、生産・加工・流通・輸出を

一体で行うことで、雇用創出、労働力の域外流

出抑制、地域所得の安定化を実現していくこと

であるとお聞きしました。生産は、養殖漁業を

自社で行うとともに、自社以外の養殖漁業者と

も提携し、加工用の原魚を確保しているという

ことです。主力の魚種は養殖マダイで、その日

に水揚げされた鮮魚を加工、冷凍し、販売先に

ついては、国内は関東中心、輸出は香港、タイ、

インドなどであります。 

 こういった取組は、まさに地域資源を付加価

値の高い商品へと転換し、生産者の所得向上や、

雇用の創出による地域経済の活性化に対して大

きな効果があると考えており、県もこの事業展

開に際して様々な支援を行ってきたともお聞き

をいたしました。 

 養殖業において、こうした地域水産業を支え

る一貫体制企業の取組をさらに広げていくため

に、どのように進めていくのか、水産振興部長

にお伺いをいたします。 

 次に、あゆ王国の取組についてお伺いいたし

ます。アユは、食、観光、移住・定住など、県
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が進めています施策の支えとなる可能性を秘め

ていると思います。 

 県では、県内河川の潜在能力を十分発揮させ

ながら、アユ資源を回復させる取組を進めると

ともに、アユを水産振興だけではなく、観光や

地域振興などにも有効に活用するため、総合的

な指針として令和４年３月にあゆ王国高知振興

ビジョンを策定いたしました。そして、令和６

年度から令和９年度までの４年間を第２期とし

て、観光、食、体験、教育、情報発信など様々

な取組を行っています。 

 特に、子供たちが川に親しむ学習などの実施

では、４月から５月のテレビニュースや、また

新聞などで県内各河川のアユ放流体験が報道さ

れたところでもあります。近年、子供の遊び方

の変化や、川で遊ぶことに対する安全性の確保

の観点から、子供たちが川や生き物に親しむ機

会が減少していると思います。子供の成長過程

において、川に放流したアユが成長し、それを

捕獲して食する体験も大事と考えます。 

 川に親しむことや、捕獲等の体験を通した環

境学習は大切であると考えますが、教育長の考

えをお聞きいたします。 

 次に、岐阜県などの他県では、川の中に木や

竹ですのこ状の台を設置し、川を下ってくるア

ユを捕獲するやな漁が行われています。本県で

は、漁法としてのやな漁は漁業調整規則で禁止

されているとお聞きしています。しかし、安全

な捕獲体験となるやな漁は、子供が川に親しむ

機会づくりに大いに貢献できるのではないかと

考えます。 

 例えば、体験学習にやな漁が実施できないか、

その可能性について水産振興部長にお伺いをい

たします。 

 次に、本県では昭和50年代から平成の初期に

かけて年間1,000トンを超えるアユが漁獲されて

おりましたけれども、近年は100トンまで減少を

しております。減少の要因としましては、近年

の調査からカワウなどの被害や河川環境の変化

が考えられています。 

 令和７年度の内水面漁業センターの研究によ

りますと、秋期にはカワウが捕食した魚の80％

から90％がアユであることや、アユの放流が始

まりますと、放流場所まで移動する行動も観察

されています。カワウは、１日で約40キロメー

トル以上の移動をするとも言われております。 

 アユの被害を防ぐには、カワウの捕獲駆除が

一つの方法であると思いますが、その対応策に

ついて水産振興部長にお伺いいたします。 

 次に、自転車の交通反則通告制度についてお

伺いいたします。 

 交通反則通告制度、いわゆる青切符制度が道

路交通法の一部を改正する法律で令和８年４月

１日から自転車にも導入されました。その背景

には、近年自転車を取り巻く交通事故が多く、

中には重大な事故もあり、その対策が急がれて

いるところであります。今回の自転車の青切符

導入の対象者は16歳以上となっており、自転車

の交通違反に対しては基本的に指導警告を実施

することになっております。 

 自転車の青切符が導入されまして３か月が経

過しようとしていますが、自転車の交通違反に

対する取締りの状況と、今後の自転車安全利用

に向けて県警としてどのように取り組んでいく

のか、警察本部長にお聞きをいたします。 

 次に、自転車は、幼児、小学生、中学生、高

校生、社会人、高齢者と幅広い年齢層が活用し

ています。今までも自転車の安全運転等につい

ては、保育所や小学校、中学校、高校でそれぞ

れ指導や講習を行ってきていると思います。今

回、交通違反による青切符が導入されたことに

より、今まで以上に交通安全教育を充実してい

くことは大事であると考えます。 

 子供たちの通学時の安全対策にとって重要な
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機会であると思いますが、自転車の交通安全教

育についてどのように対応しているのか、教育

長にお伺いをいたします。 

 次に、今回の制度改正により車道を通行する

自転車が増加することで、交通事故につながる

危険性が高まるという意見も聞かれております。

防護柵等で分離された自転車通行区間が確保さ

れれば、自動車、自転車、歩行者が安全に通行

できるようになります。一方で、既存の道路に

自転車通行区間を整備していくには様々な課題

があると考えます。 

 自転車通行の安全確保に今後どう取り組んで

いくのか、土木部長にお伺いをいたします。 

 次に、部活動の移動手段についてお伺いいた

します。 

 去る５月６日に、北越高等学校のソフトテニ

ス部が練習試合を目的にレンタカーのマイクロ

バスで遠征中に事故に遭われました。負傷され

ました生徒の皆様にお見舞いを申し上げますと

ともに、お亡くなりになりました生徒に心より

お悔やみを申し上げます。 

 今回の事故もそうでありますが、今までにも

部活動の移動手段での交通事故は大なり小なり

多く発生しており、その都度移動手段の在り方

について検討されてきております。県内公立中

学校の部活動の状況を見てみますと、近年少子

化で生徒数の減少により２校以上で連合を組ん

で活動している運動部が多くなっております。

部活動は、生徒の自主的、自発的な活動となっ

ており、中学校においては教育活動の一環で行

われていると思います。 

 公立中学校においては２校以上の学校で部活

動を行っている場合、練習を行う場所までの移

動手段の実態について教育長にお伺いをいたし

ます。 

 次に、県立高等学校の部活動における移動手

段の実態についても教育長にお伺いをいたしま

す。 

 部活動の移動を行う場合、その実施には生徒

の安全確保は大事であります。公共交通機関が

少ない高知県におきましては、部活動に貸切り

バスやハイヤーを利用して生徒の安全な移動を

確保するとなれば大きな予算が必要となってき

ます。 

 教育振興の一つである部活動は重要でありま

すので、国に対しまして部活動の移動に対する

支援について提言すべきと考えますが、教育長

にお考えをお伺いいたしまして、第１問といた

します。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 上治議員の御質問にお答

えをいたします。 

 まず、いわゆるスペースポートの実現に向け

ました私の意気込みについてお尋ねがございま

した。 

 議員のお話にもありましたように、らんまん、

あんぱんに次ぎまして、令和10年の大河ドラマ

がジョン万に決定をし、本県に関する明るい話

題が続いております。こうしたよい流れが続い

ておりますのは、これまで多くの県民の皆さん

が人との出会いや御縁を大切にしながら、高知

の魅力を育んでこられた積み重ねによるもので

あるというふうに思っております。 

 私自身も県政を進める中で多くの御縁に恵ま

れまして、支えていただいております。そうし

た意味では、私自身が持っているということで

は必ずしもございませんで、高知という地域そ

のものが多くの人を引き寄せる、そんな力を持っ

ているのだというふうに思います。今後も、そ

の御縁や流れを大切にしながら、県民の皆さん

と共に次のチャンスをしっかり形にしたいと考

えております。 

 今、本県出身の２人の若者が高知の未来を思

い、大きな志を抱いてスペースポートの実現と
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いう壮大な夢に挑戦をしております。このプロ

ジェクトが実現いたしますと、本県の経済に与

えるインパクトは非常に大きいものがあると考

えます。また、若者にとって魅力ある仕事の創

出、あるいは国内外から高度な専門人材が集ま

る契機となるなど、本県の将来に大きな可能性

をもたらすものと期待をいたしております。そ

して、こうした経済的な観点のみならず、この

プロジェクトは、高知に元気で明るい未来をも

たらす、言わば象徴といたしまして、多くの県

民の皆さん、各層各界の県民の皆さんに夢と希

望の結集軸ともなる、そんなポジションを得て

いるのではないかというふうに考えるところで

あります。 

 このプロジェクトにつきましては、県として

本県におきますロケットの打ち上げ需要、ある

いは適地の有無、事業収支の見通し、経済波及

効果などにつきまして、専門機関の協力を得て

７月から調査を開始したいと考えております。

その結果も踏まえまして、どのような条件が整

えば実現できるのかという観点で、研究会にお

いて検討を深めたいと考えております。 

 本県の元気な未来を目指す夢の実現に向けま

して、ジョン万次郎の生き方にも学び、最後ま

で諦めず挑戦し続ける、そうした姿勢を貫きな

がら、一歩一歩着実に歩みを進めてまいります。 

 次に、今回の大河ドラマを生かしました博覧

会の開催に当たっての決意についてお尋ねがご

ざいました。 

 このたびのドラマ化によりまして、本県の偉

人ジョン万次郎が県内外、さらに世界の方々に

認知されることになり、本県の観光振興に向け

て大きな追い風をいただいたと感じております。

これまで誘致活動に取り組んでこられました土

佐清水市をはじめ関係者の皆さんの御尽力に対

し、深く敬意を表したいと存じます。 

 このチャンスを最大限に生かしまして、国際

交流の礎を築いた万次郎の功績、そして最後ま

で諦めない精神を後世に引き継いでいくために、

県全域で展開をいたします観光博覧会を開催し

たいと考えております。そして、この博覧会を

通して、草の根の国際交流をはじめといたしま

して、いわゆる地産外商、そして移住促進といっ

た施策も一層強化をいたしまして、人口減少の

克服という県政最大の目標達成に向けて一歩で

も二歩でも前に進んでいく、そのよすがとした

いと考えております。 

 博覧会の開催に当たりましては、関係者が共

有をする象徴的な到達の目標といたしまして、

令和10年の県外観光客入り込み数が過去最高の

500万人を達成すると、こういう旗を掲げて、さ

らなる高みを目指してまいります。 

 このため、ジョン万次郎や幕末に関連する観

光資源と、地域でつくられました体験プログラ

ムを磨き上げまして、数多く定番化をする、こ

のことにより、いわゆるどっぷり高知旅をさら

に深化させます。そして、博覧会後も中山間地

域への誘客につなげるレガシーとなりますよう

に、県内周遊そして長期滞在を促す仕組みをつ

くり上げていきたいと考えます。 

 加えまして、ドラマの放送に先立ちます来年

には、ジョン万次郎生誕200年を記念いたしまし

て、本県で日米草の根交流サミット高知大会を

開催いたします。アメリカからジョン万次郎ゆ

かりの方々が多く来高される絶好の機会を捉え

まして、本県ならではの食や伝統文化を体験い

ただき、インバウンド向けのＰＲにつなげてま

いります。 

 あわせまして、来年の大河ドラマもやはり幕

末が舞台となります。逆賊の幕臣という番組と

なるとお聞きしておりますが、その放送内容に

応じまして、これまで磨き上げた歴史観光素材

を発信することで、博覧会前のジョン万への関

心の盛り上げを図り、来年早々から都合２年間



 令和８年６月30日 

－30－ 

 

の一気通貫で、本県への追い風が呼び込まれる

ように取り組んでまいりたいと考えております。 

 こうした一連の取組をオール高知で展開いた

しまして、諦めない精神、ジョン万スピリッツ

を心に刻みながら、県勢浮揚を目指して粘り強

く取り組みたいと考えております。 

 次に、四国遍路の世界文化遺産登録について

お尋ねがございました。 

 四国遍路は、1,200年を超える歴史を有しまし

て、自然と文化、信仰が混然一体となりました、

世界的にも極めて希少な文化的価値を持つ資産

であります。現在、四国４県や関係団体で構成

をいたします協議会の下、産学官民が一体とな

りまして、文化財指定の推進、学術的裏づけの

強化、さらには受入れ環境の整備に取り組んで

おります。 

 このうち文化財の指定につきましては、四国

全体で札所88か所のうち36か寺、そして遍路道

につきましては指定候補となります198.3キロの

うち67.2キロメートルが既に指定されておりま

して、現在も追加の指定に向けた調査を進めて

おります。また、毎年２月に各県で実施をいた

しております一日一斉おもてなし遍路道ウォー

クに、それぞれの知事がそろって参加をすると

いうことなど、世界文化遺産登録に向けました

機運が高まってまいったと感じております。こ

うした取組を通じまして、当面はユネスコへの

推薦候補となる国内暫定一覧表への追加記載を

目標といたしております。 

 そうした中、国におきましては、令和３年の

文化審議会答申を受けまして、追加記載に当たっ

ての審査基準などが厳格化されました。具体的

には、これまでのような公募は実施しない、対

象資産を絞り学術的な検討と審査を実施する、

さらに必要な条件が整ったものを随時追加記載

するといった方針が示されております。このた

め、例えば大半の札所寺院の文化財指定が事前

に完了することが必要になると考えられます。 

 しかしながら、指定されることによりまして、

例えば建物の移転など境内の再整備が制約され

るのではないかといった関係者の不安の声もお

聞きをいたします。そのため、指定に向けまし

ては、より丁寧に対話を重ねまして、御理解を

得るように進めていく必要がございます。 

 四国遍路は、文化的価値だけではなく、国内

外からの誘客という観光資源といたしましても

高いポテンシャルがあると考えております。世

界文化遺産登録の実現に向けまして、今後もオー

ル四国の体制で粘り強く取り組んでまいります。 

 次に、中東情勢の緊迫に伴います資材不足や

価格高騰の影響につきましてお尋ねがございま

した。 

 資材不足や価格高騰につきましては、業界団

体などから定期的に情報を収集いたしまして、

各分野への影響を把握しました上で、庁内で情

報共有を行っております。例えば、園芸用ハウ

スの被覆資材でございますとか、機械設備に必

要な潤滑油やシンナー塗料、アスファルトなど

の建設資材、さらには医療施設や福祉施設で使

用する手袋、こういった物資の調達が困難となっ

ている、あるいは価格が大幅に上昇していると

いった状況にございまして、本県経済の幅広い

分野に影響が及んでいるというふうに認識をい

たしております。 

 資材の流通の目詰まりに関して申しますと、

まずは国におきまして、物流網全体を見据えま

した実効性ある対策を講じていただくことが重

要だと考えます。そのため県におきましては、

本年４月以降、目詰まりの解消を含めました資

材不足や価格高騰への対応につきまして、国に

対して政策提言を重ねてまいりました。また、

窓口であります四国経済産業局に対して、県が

把握した情報を随時提供いたしまして、国によ

る対応を求めております。 
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 加えて、県といたしましても、価格高騰など

により厳しい経営環境に置かれております事業

者の方々への支援策が必要と考えます。このた

め今回、国の補正予算に呼応いたしまして、本

議会に電気・ガス料金や飼料、燃油などの高騰

対策といたして、総額約６億8,000万円に上りま

す関連の補正予算を提案いたしております。 

 さらに、本県におきましては、公的な需要が

総生産に占める割合が全国で最も高いという状

況にあります。これを考えますと、県や市町村

の契約におきましても、今まで以上に価格転嫁

の受入れを進めることが不可欠だと考えており

ます。そのため県の相談窓口の周知強化や、県

独自の運用基準の策定を進めますとともに、市

町村への情報提供、そして取組の進んでいない

市町村への伴走支援、こういったものに取り組

んでまいりたいと考えております。 

 今後、価格の高騰などが長期化した場合には、

事業者の方々などへの影響を見極めました上で、

国に対しましてさらなる財政的措置、財政支援

などの対策を要望してまいります。その上で、

国や関係機関とも協力をしながら、必要な対策

に全力で取り組んでまいります。 

 最後に、来年度、令和９年度におきます所得

向上推進企業等総合支援事業費補助金の実施に

ついてどう考えるのか、お尋ねがございました。 

 今年度新たに創設いたしましたこの所得向上

のための総合補助金には、大変多くの反響をい

ただきまして、およそ65億円の申請がありまし

た。この状況は、県内事業者の皆さんがこの補

助制度を契機といたしまして、高付加価値型経

営への転換にチャレンジをしてみようと、こう

いう高い意欲の表れであると大変心強く受け止

めております。 

 本日、この補助金のうち、新規性があり、地

域への波及効果が高いと認められる取組を支援

いたします、いわゆる先進枠の採択事業を決定

いたしまして、結果を公表いたしました。採択

の事例を２つほど御紹介いたしますと、１つは、

建設現場において最新のロボットを国内で初め

て導入して、施設の維持管理などにおきまして

大幅な省力化、生産性の向上を図る取組。もう

一つには、本県の民間医療機関で唯一となりま

す無痛分娩サービスを展開するほか、産後ケア

サービスなども導入いたしまして、周産期医療

の今日的な課題解決に大きく貢献する取組。こ

ういった例に代表されますように、県内産業を

リードするような様々な業種の事業計画が示さ

れているところでございます。 

 こうした中、今回は当初予算額を大幅に上回

る申請をいただきましたので、一件でも数多く

の意欲ある取組を後押ししたいという考え方に

立ちまして、今議会に予算額を倍増する補正予

算案を提案させていただきました。今回の申請

には、新たな事業や新分野への進出、人材育成

など、未来を見据え、幅広い県内企業の挑戦が

数多く盛り込まれておりまして、そのチャレン

ジをしっかり応援したいという思いがございま

す。 

 今後も、昨年度官民合同で設けました産業別

若者所得向上検討チームで取りまとめました経

営改革モデルを横展開していくこと、これを通

じまして、高付加価値型経済への転換を着実に

進めていくことが重要だというふうに考えてお

ります。したがいまして、このため来年度にお

きましても引き続きこうした高付加価値化の取

組を支援していく必要はあるというふうに考え

ております。 

 一方で、来年度も今年度と同じ規模、あるい

は手法でこの補助金を継続実施するかどうかと

いうことにつきましては、十分な議論が必要で

あると考えているところであります。そのため、

来年度におきますこの分野での財政支援制度の

在り方につきましては、前提条件といたしまし
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て、国の経済対策予算の動向を含めました財源

の状況がどうなるかということも十分見極めを

し、より高い効果が見込まれる、そうした手法

を検討してまいりたいと考えております。 

 私からは以上であります。 

   （土木部長横地和彦君登壇） 

○土木部長（横地和彦君） まず、県発注工事で

のスライド条項の適用等の徹底についてお尋ね

がございました。 

 これまでも県では、資材の価格高騰に応じた

スライド条項の適用や、受注者の責によらずに

資機材の納期が遅れる場合の工期延長等につき

まして必要な措置が取られるよう、出先機関や

市町村に対し周知をしてまいりました。 

 そうした中、今般の中東情勢に伴う全国的な

資材不足や価格高騰を受けまして、県発注工事

におきましても、ナフサ由来である塩化ビニー

ル管等の建設資材の入荷遅延などの影響が出て

きております。 

 こうした状況を受けまして、アスファルト合

材といった急激な価格高騰が発生しております

機材につきましては、臨時の単価改定を行うと

ともに、スライド条項の適切な対応がなされる

よう、出先機関に改めて周知を行ったところで

あります。加えまして、ナフサ由来の建設資材

につきましては、代替資材の調達や流通経路の

見直し等によりまして追加で経費が必要となる

場合におきましても、これらを反映した契約変

更ができることといたしました。 

 さらに、こうした取組を確実なものにするた

めに、出先機関の担当者への説明会を行うとと

もに、受注者の方々にも情報提供を行うことで

確実な申請につなげてまいります。なお、現在

のところ、例えばスライド条項の適用につきま

しては、県発注の土木工事で８件、建築工事で

２件の申請がありますが、多数の相談も寄せら

れておりますことから、申請件数につきまして

は今後増加が見込まれます。 

 県といたしましては、引き続き今後の情勢を

注視し、必要な対策を適時適切に講じられるよ

う、出先機関と連携し取り組んでまいります。 

 次に、自転車通行の安全確保についてお尋ね

がございました。 

 自転車を含めた道路利用者の安全確保におき

まして、防護柵等で構造的に分離をした自転車

専用の通行空間を確保することは、非常に有効

な手段だと認識をしております。 

 しかしながら、県内の既存道路でそうした空

間を整備するためには、多くの場合、道路を拡

幅することとなり、特に市街地では用地買収や

多額の事業費の確保、沿線の店舗や住民の方々

との調整が必要になることから、直ちの整備は

難しいと考えております。 

 一方で、自転車の通行が認められた既存の歩

道の中でも幅員が十分広い場合には、歩道内に

自転車の通行範囲を明示し、安全な利用を促す

という方法も考えられます。具体的には、県道

桂浜はりまや線の梅ノ辻から桟橋通２丁目にお

きまして、路面標示やカラー舗装などで自転車

の通行範囲を視覚的に明示し、歩行者と自転車

双方の安全対策を講じております。 

 道路利用者の安全確保をより確実なものとす

るためには、このようなハード対策に加えまし

て、交通ルールの周知や自転車利用者のマナー

向上などのソフト対策を含めて、関係機関が連

携して総合的に取り組む必要があると考えてお

ります。 

 そのため、道路管理者であります県といたし

ましては、今後も教育委員会や学校、警察等で

構成されます通学路安全対策連絡協議会などの

場で出された課題やニーズ等に基づきまして、

現地の状況に応じた対策を進めてまいります。 

   （産業振興推進部長濱田美和子君登壇） 

○産業振興推進部長（濱田美和子君） 所得向上
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推進企業等総合支援事業費補助金の申請状況に

ついてお尋ねがございました。 

 今回の募集においては774件、およそ65億円と、

当初の想定を大幅に上回る申請をいただきまし

た。その内訳は、横展開枠が693件で34億円余り、

先進枠が81件で31億円余りとなっており、横展

開枠の申請割合が件数では９割程度、申請額で

は５割強という状況です。 

 先進枠の申請内容は、先ほど知事がお答えし

ましたので、私からは横展開枠についてお答え

します。横展開枠では、デジタル化や機械設備

の導入により生産性を高めようとする申請が比

較的多く、例えば製造業でパッキング作業を自

動化して生産効率を向上させる取組、飲食業で

セルフオーダーシステムを導入して省力化を行

う取組、医療機関で高速処理が可能な機器を導

入して診断効率と品質の両立を目指す取組など

となっています。このほかにも、新しい製品や

サービスの開発、人材育成のための研修、多様

な人材が働きやすい職場環境への改善など、幅

広い分野から事業者それぞれの経営課題を踏ま

えた様々な申請がございました。 

 申請が予想額を大幅に上回る状況ですが、で

きる限り多くの事業者の取組を支援し、高付加

価値型経営への転換と若者の所得向上につなげ

てまいります。 

   （総務部長永渕智大君登壇） 

○総務部長（永渕智大君） 所得向上推進企業等

総合支援事業費補助金の財源が一般財源である

ことを踏まえ、今後の財政見通しについてお尋

ねがございました。 

 所得向上総合補助金につきましては、当初予

算において、国の物価高騰対応重点支援地方創

生臨時交付金を活用し15億円を計上いたしまし

たが、想定を大幅に上回る申請がありました。

これを受け、高付加価値型経営への転換にチャ

レンジしたいという事業者の皆様の思いにお応

えするとともに、所得向上や魅力ある仕事の創

出による人口減少対策の推進は税源涵養にもつ

ながる取組であるということを踏まえ、一般財

源により増額することといたしました。 

 本県の財政調整的基金につきましては、今後

も安定的な水準の維持に一定の見通しが立って

おり、今回の15億円の追加計上をもって、令和

９年度当初予算も含め、今後の予算編成に影響

を及ぼすものとは考えてございません。 

 しかしながら、本県の財政運営は地方交付税

など国の動向に大きく左右されますことから、

引き続き国に対して積極的な政策提言を実施い

たしますとともに、歳入歳出両面にわたり不断

の見直しを行い、安定的な財政運営に努めてま

いります。 

   （人口減少・中山間担当理事濱田憲司君登

壇） 

○人口減少・中山間担当理事（濱田憲司君） こ

うち男性育休推進企業奨励金の現在の申請状況

と申請の増加に向けた取組についてお尋ねがご

ざいました。 

 県では、共働き・共育てを推進し、仕事と家

庭の両立を支援することで、少子化対策や、若

者や女性に選ばれる高知県づくりに取り組んで

います。その結果、令和６年度の県内事業者の

男性育休の取得率は46.4％と全国平均を６ポイ

ント上回っております。一方で、令和９年度の

目標であります64％には、なお開きがあること

から、さらなる取組が必要であると考えており

ます。 

 このため、昨年４月に自社の男性育休の取得

状況を自ら公表する、こうち男性育休推進企業

登録制度を立ち上げました。さらに、本年度は

事業者の取組を後押しするため、こうち男性育

休推進企業奨励金を創設しました。現在の申請

状況は72件、およそ3,600万円となっております。

加えまして、申請要件としている実践交流会へ
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の申込み状況を踏まえますと、今後およそ200件、

6,000万円程度の申請が見込まれております。 

 今後の申請のさらなる増加に向けましては、

こうち男性育休推進企業に登録しているおよそ

1,700社に対しまして、改めて奨励金制度の周知

と活用について御案内を行います。あわせまし

て、マスコミやＳＮＳを通じた情報発信に加え、

商工会議所などの経済団体に周知を依頼するな

ど、より多くの事業者の皆さんに推進企業に登

録をいただき、奨励金を活用していただけるよ

う、積極的な周知と利用促進に取り組んでまい

ります。 

   （農業振興部長橋本卓夫君登壇） 

○農業振興部長（橋本卓夫君） まず、令和２年

度から令和７年度までの５年間で減少した経営

耕地の状況と、その減少を止めるための対策に

ついてお尋ねがございました。 

 議員のお話にもございましたように、高齢化

による離農や新規就農者の減少に伴い、農業の

担い手が減少しており、農業経営に利用される

農地、すなわち経営耕地は、耕作条件の厳しい

農地を中心に1,614ヘクタール減少しておりま

す。減少した農地の現在の状況を統計から個別

に把握することは難しいですが、この５年間で

宅地や道路などへ転用された農地が約140ヘク

タールあります。そのほかには、草刈りなどを

行い保全管理されているところがある一方、一

つ一つの区画が狭く不整形、あるいは傾斜地に

あるなど耕作条件が悪く営農再開の見込みが立

たないところもあると考えられます。 

 農地の減少は、生産量の低下や地域の衰退に

もつながることから、まずは将来の農地利用の

姿を明確化する地域計画の話合いの中で、営農

をしないところと守るべき農地をしっかりと整

理していくことが重要です。その上で、守るべ

き農地については、減少面積の約７割を占める

水田を中心に効率的な営農が可能となるよう基

盤整備を行いながら、担い手への集約を進めて

いきます。あわせて、新規就農者の確保・育成

や、大規模経営を期待できる企業の参入促進な

どの取組を進め、新たな担い手の確保を図って

まいります。 

 さらには、耕作条件の不利な中山間地域にお

きましては、中山間地域等直接支払制度や、本

年度創設した経営規模の小さい新規就農者の機

械導入などを支援する補助事業などにより、営

農継続や就農を支援しているところです。 

 こうした取組を着実に進めることで地域の担

い手の確保を図り、将来にわたる農地の活用に

つなげてまいります。 

 次に、農業技術センターはどのような視点で

研究を行っているのかとのお尋ねがございまし

た。 

 農業技術センターは、生産者の所得向上を目

的に、経営的な視点を持って研究を行い、高収

量を実現する新たな技術や新品種を開発・育成

することで本県の農業振興に貢献してまいりま

した。 

 例えば、贈答用の花として人気が高いトルコ

ギキョウでは、年２回の収穫のうち２回目の収

穫を、母の日のプレゼントとしての需要が多く

高単価が期待できる５月に間に合わせる栽培技

術を開発し、収益の約10％増加につなげており

ます。また、本県の主要な品目であるナスやニ

ラ、小ネギでは、出荷時の包装に用いるフィル

ムを薄くする技術を開発し、資材コストが約10

％削減されております。 

 一方、近年は夏場の高温障害による収量の低

下や、燃油価格の高騰といった新たな課題によ

り、生産者の経営は大変厳しい状況にあります。

そのため、高温障害を抑制する遮熱フィルムな

どの新資材の検証や、冬場の燃油使用量を削減

する温度管理技術の開発、また高温に強い品種

などの育成にも取り組んでおります。 
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 農業技術センターでは引き続き、生産者の所

得向上に直結する技術の開発に向けて、経営的

な視点を持って取り組んでまいります。 

 最後に、農業技術センターのこれまでの研究

成果や現在の取組状況についてお尋ねがござい

ました。 

 農産物の高付加価値化や差別化を図ること

は、高単価での販売や選ばれる産地につながる

ため、農業技術センターでは農産物の機能性に

関する研究や新品種の開発などを行ってきまし

た。 

 これまでの成果としましては、例えばナスで

は、血圧改善に効果がある機能性成分の含有量

と栽培条件との関係を明らかにし、全国で初め

てナスの機能性表示食品としての販売につなげ

ました。また、消費地から遠い本県にとっては、

農産物の輸送技術が重要であることから、野菜

の鮮度を保持するためのパーシャルシール包装

技術を開発しております。この技術は、ニラの

出荷量全国トップの地位を下支えしています。 

 現在は、同じく全国トップの出荷量であるシ

シトウにおいて高付加価値化に取り組んでいる

ところです。具体的には、消費者離れにつながっ

ていた極端な辛さをなくした品種を開発したこ

とに加え、さらなる消費者層の拡大に向けて機

能性成分の評価も行っております。 

 今後も、農業技術センターは農産物の高付加

価値化や差別化につながる技術の開発に積極的

に取り組み、本県農業のさらなる発展に寄与し

てまいります。 

   （商工労働部長大原英樹君登壇） 

○商工労働部長（大原英樹君） 本県の農産物を

活用する食品加工業者の誘致の状況についてお

尋ねがございました。 

 議員からお話のありました規格外品の販売に

つながる食品加工業の誘致は、さらなる農業者

の所得向上に向けて大変重要であると認識して

おります。 

 一方で、本県は、冬場の温暖な気候を生かし、

これまで施設園芸を中心に高単価が狙える生鮮

販売を目的とした農産物の生産に力を入れてき

ました。そのため、安価で年間を通じて安定的

な量が求められる加工原料としての農産物の生

産が限られ、県外からの食品加工業者の誘致に

つきましては、ユズを加工する企業２社にとど

まっています。 

 これらの状況を踏まえ、県では本年３月に企

業誘致戦略をバージョンアップし、規格外品を

含めた農産物を活用する県内外の食品加工業者

を本県の企業誘致のターゲットに位置づけまし

た。その戦略に基づき、現在本県産の農産物を

原料として加工を行う複数の食品加工業者と、

工場の新設や増設に向けた個別交渉を行ってい

るところです。 

 引き続き、食品加工業者の誘致の機会を逃さ

ぬよう、関係者と連携しながら取り組んでまい

ります。 

   （林業振興・環境部長坂田省吾君登壇） 

○林業振興・環境部長（坂田省吾君） まず、木

材加工業者の所得向上に向けた取組への伴走支

援についてお尋ねがございました。 

 県では昨年10月に、産業別若者所得向上検討

チームにおいて設備投資や多能工化、働きやす

い職場づくりを通じた生産性向上などを柱とす

る経営改革モデルを取りまとめました。 

 県内の木材加工業者においては、この経営改

革モデルを参考としながら、各事業者が製造す

る製品の種類や雇用の規模などに応じた取組を

進めていただくことが重要であると考えており

ます。 

 そのため、今年度はそれぞれの事業者が抱え

る課題に応じて、作業の効率化や省力化に向け

た生産工程の改善につながる機械の導入、設備

の稼働率向上に向けた生産管理のＤＸ化、共働
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き・共育てのしやすい職場環境づくりに向けた

労働環境改善セミナーへの参加など、具体的な

対策に各事業者が取り組んでいくこととしてお

ります。 

 県では、こうした各事業者の取組を後押しす

るため、所得向上のための総合補助金などの支

援策を設けたところです。また、林業事務所を

中心に木材加工業者への継続的なヒアリングを

行うとともに、具体的な対策を進めるための計

画づくりについても支援をしているところです。 

 今後とも、このようなきめ細やかな伴走支援

を通じて、木材加工業者における若者の所得向

上につなげてまいります。 

 次に、県内の製材工場の経営状況についてお

尋ねがございました。 

 議員からお話がありましたように、製材事業

者の規模は、年間の原木消費量が１万立方メー

トル以上の大規模事業者と、3,000立方メートル

未満の小規模事業者に二極化しております。大

規模事業者は、県外の大手住宅メーカーや製品

市場などへの安定した販売ルートを有しており、

一定の出荷が見込まれています。一方、小規模

事業者は、県内の工務店や製品市場への出荷割

合が高く、地域の需要にきめ細かく対応した生

産を行っております。 

 これらの事業者に共通する課題として、近年

の円安基調を背景に、住宅資材や設備全般の価

格は上昇し、住宅価格が高騰する一方で、製材

品の価格は伸び悩み、厳しい環境が続いており

ます。さらに、今年に入り中東情勢の影響によ

る資材価格や輸送費のさらなる上昇が見られ、

事業者の経営をコスト面から一層圧迫していま

す。 

 また、少子高齢化の進行に伴い、県内の住宅

着工戸数の減少が見込まれることから、県内向

けの出荷を主力とする小規模事業者はさらに厳

しい経営環境となることが懸念されます。 

 このため、県内の木材需要をより一層喚起す

るとともに、県外市場への販路拡大を進めるこ

とが重要であると認識しております。 

 次に、製材業の今後の在り方を踏まえた政策

の展開についてお尋ねがございました。 

 小規模事業者と大規模事業者では、出荷先や

事業環境に大きな違いがあるため、政策の展開

はそれぞれの実情に応じて分けて考える必要が

あります。 

 まず、小規模事業者については、地域に根差

し、工務店など多様な需要に応じた生産を行っ

ている事業者が多くあります。また、原木の形

や性質を的確に見極めて、例えば無節の板や柱

を製材するなど、付加価値の高い製材品を生産

している事業者が数多く見られます。このよう

な事業者に対しては、公共建築物における販路

開拓や木造住宅への助成、高知県環境不動産認

定制度などの各種施策を通じて、県内の住宅や

非住宅建築物における県産材の利用促進を図っ

てまいります。また、付加価値の高い内装材や

什器類については、さらなる販路拡大を図るた

め、高知県木材協会に設置したＴＯＳＡＺＡＩ

センターにより、商談会や県外展示会への出展

などを通じ取引の拡大を支援してまいります。 

 一方、大規模事業者については、効率的な生

産設備を活用し、例えば日本農林規格、いわゆ

るＪＡＳに適合した高品質な製材品を安定的に

生産しています。本県では、人工林の成熟に伴

い大径材の供給が増加してくることから、その

資源を有効に活用し、生産量を維持・拡大して

いくことが重要です。このため県においては、

大径材を効率的に加工できる施設整備などへの

支援を引き続き行ってまいります。 

 こうした取組を総合的に進めることで、小規

模事業者、大規模事業者それぞれの強みを生か

した経営を後押しし、林業・木材産業のさらな

る振興につなげてまいります。 
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 最後に、ぷらっとホームＭokuを外商活動でど

のように活用していくのか、お尋ねがございま

した。 

 県産材の利用促進を目的に設置したぷらっと

ホームＭokuは、昨年７月のオープン以来、１万

人を超える来場者を迎え、木造建築に関する相

談対応や県産木製品の紹介、木育活動の支援な

どを行っています。 

 議員御指摘のとおり、現在の来場者は県内の

方が中心ですが、今後は県外からの来場者も増

やすことで、県産材の地産外商の拡大につなげ

ていくことが重要であると考えています。 

 県では、外商活動を進めるために設置したＴＯ

ＳＡＺＡＩセンターにおいて、県外の設計事務

所や工務店などを本県に招き、県内の林業や木

材産業をＰＲする産地ツアーや商談会を開催し

ています。昨年度はこうした取組に、関東や関

西の都市部を中心に92社の企業に参加いただき

ました。 

 今後は、こうした産地ツアーの訪問先にぷらっ

とホームＭokuを加え、参加者にとって有益な情

報となる建築事例や生活用品など、県産材の魅

力や具体的な活用方法を直接紹介することで、

県外からの来場者の増加につなげ、県産材の地

産外商を一層推進してまいります。 

   （水産振興部長山下修君登壇） 

○水産振興部長（山下修君） まず、養殖業にお

ける一貫体制の企業の取組をさらに広げること

についてお尋ねがございました。 

 県は、産地競争力の強化を図るため、県内の

養殖魚などを加工する施設整備を支援しており、

これまでの支援対象の中には、お話にありまし

たような生産・加工・流通・販売を一貫して行

う企業が幾つかあります。 

 こうした企業は、令和元年度以降、順次養殖

業を中心に加工を始め、出荷額を伸ばしていま

すが、今後はさらに増加させる目標を立ててい

ます。その目標達成には、新たな販路拡大が必

要であることから、近年世界的に日本食需要が

高まる中、特に経済成長に伴い購買力が向上し

ている東南アジア諸国などへの輸出に取り組ん

でいます。 

 県としても、企業の目標達成に向け、新たな

国での販路開拓に向けた展示会への出展や、現

地の飲食店を対象とする試食商談会の開催に対

する支援など、輸出の取組を後押ししており、

企業の輸出額も年々増加している状況です。 

 今後も引き続き、輸出による販路拡大を支援

し、こうした企業が目標を達成し成功事例とな

ることで、生産・加工・流通・販売を一貫して

行う事業者の参入につなげ、地域経済の活性化

に寄与するよう取り組んでまいります。 

 次に、やな漁を体験学習で実施する可能性に

ついてお尋ねがございました。 

 本県の河川においては、釣りが主要な漁法と

なっており、川をせき止めて一度に多くの魚を

捕ることができるやなは、資源に対する影響が

大きいことから、高知県漁業調整規則により漁

具としての使用が禁止されています。一方、同

規則において使用を禁止されている漁具であっ

ても、試験研究や教育実習などの限定的な目的

で許可を受けて使用することが可能となってい

ます。 

 これに基づくと、お話にありました子供たち

がアユを捕獲したり、川に親しむ機会となる体

験学習は教育実習に該当することから、許可を

受けてやな漁を実施することは可能です。 

 いずれにしましても、漁具の使用については、

規則に基づく適正な許可を行ってまいります。 

 最後に、カワウによるアユの被害への対応策

についてお尋ねがございました。 

 カワウは全国的に生息数の増加と分布域の拡

大が見られており、アユなどへの食害の増加が

問題となっています。本県でも、各河川におい



 令和８年６月30日 

－38－ 

 

て漁協が主に銃による駆除を行っている中、近

年生息数、漁業被害額ともに増加しています。 

 そのため、県では、被害対策の強化を目的に、

令和７年４月に高知県カワウ管理指針を策定し

ました。この指針では、カワウによる漁業被害

をより正確に把握するために、季節ごとの行動

パターンや食性等を詳細に調査分析し効果的な

対策につなげ、漁業被害の軽減を図ることとし

ています。 

 また、対策を講じる際には、県内全域での連

携が重要となることから、カワウ対策の専門家

や県内の関係者を交えた会議を開催し、調査結

果や知見の共有を図っています。まずは、県内

を５つのブロックに分けて、被害の多い中央ブ

ロックから令和７年度に詳細な調査を開始して

おり、他のブロックにおいても順次行ってまい

ります。 

 今後は、調査結果を分析し、従来の銃による

駆除に加え、漁業被害につながりやすい場所に

巣を作らせない工夫や、ドローンによる追い払

い、種苗放流の場所・時期の見直しなど、各地

域の特性に合わせた効果的な手法の組合せを検

討し、実施する予定としております。できるだ

け早期に、本県全域で効果的にカワウ被害の軽

減が図られるよう取り組んでまいります。 

   （教育長今城純子君登壇） 

○教育長（今城純子君） まず、川に親しむこと

や、捕獲等の体験を通した環境学習についてお

尋ねがありました。 

 環境に関する学習については、学習指導要領

において複数の教科で関連して指導することの

重要性が示されております。具体的には、小学

校理科では、地域の自然に親しむ活動や体験的

な活動を多く取り入れることを通して、生命を

尊重し、自然環境の保全に寄与する態度を養う

ことが求められています。また、総合的な学習

の時間では、地域の自然の中での直接的な体験

を通して、自己の生き方を考え、主体的に行動

する力を養うことが求められています。 

 とりわけ、環境の保全への関心を高めるに当

たっては、川での体験的な学習は絶好の機会で

あり、現在学校では様々な取組が行われていま

す。例えば、四万十川流域の学校では、水生生

物の採集を通して水質を調べる活動、カヌー体

験を通して川の魅力を体感する活動が行われて

います。鏡川や奈半利川流域の学校では、漁業

協同組合や地域の方々の協力を得ながらアユの

稚魚の放流が行われています。また、友釣りや

しゃくり漁で実際にアユを捕獲し、食するなど

の体験を通して、成長の過程や生命尊重につい

て学んでいる学校もあります。 

 県教育委員会としましては、引き続き地域の

方々と連携し、川や生き物などに親しむ体験を

通した環境学習を推進してまいります。 

 次に、自転車の交通安全教育についてお尋ね

がございました。 

 自転車の交通安全教育については、交通違反

による、いわゆる青切符制度が導入されたこと

も踏まえ、各公立学校や保育所等で子供たちへ

の指導や講習を実施しています。具体的には、

小学校では、運動場に道路を描き、実際に自転

車を運転する交通安全教室を実施している学校

が数多くあります。そこでは左側通行などの交

通ルールに加え、信号のない交差点でも一旦停

止し左右を確認するといった安全な行動につい

て、実技も交えて指導しています。 

 中学校、高等学校では、道路交通法による交

通ルールや道路標識の意味などを指導している

ほか、高知県警と連携し、スタントマンによる

事故の再現からその危険性を学ぶ交通安全教室

を実施しています。 

 また、保護者の皆さんにも、自転車の正しい

交通ルールを御理解いただけるよう、新たに啓

発リーフレットを作成しＰＴＡの研修会などで
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呼びかけを行っています。さらに、教職員に向

けては、来月に全ての公立学校の担当教員を対

象に、交通事故被害者の御遺族による講話を含

む研修会を開催し、その学びを各学校の２学期

以降の交通安全教育につなげることとしていま

す。 

 今後も、高知県警などの関係機関と連携し、

子供たちが交通ルールを正しく理解し、自転車

事故の被害者にも加害者にもなることのないよ

う、交通安全教育の取組を進めてまいります。 

 次に、複数の中学校が合同で部活動を行う際

の練習場所までの移動手段についてお尋ねがご

ざいました。 

 近年、生徒数の減少に伴い部活動の合同チー

ムの編成が増加しており、その結果、学校間や

練習場所への移動の機会が増えている現状があ

ります。そうした際の移動手段につきましては、

各市町村教育委員会の規定に基づき実施されて

います。 

 今月、改めて市町村教育委員会に聞き取りを

した結果、保護者による送迎のほか、市町村が

所有している公用車での移動や、徒歩、自転車

による生徒自身の移動が一般的に見られたとこ

ろです。また、借り上げバスやタクシーを利用

している事例もありました。 

 次に、県立高校の部活動における移動手段の

実態についてお尋ねがございました。 

 県立高校の部活動における生徒の移動手段に

ついては、県の規定により公共交通機関を利用

するか、営業自動車を借り上げることを原則と

しております。ただし、これらが利用できない

やむを得ない場合は、学校の管理自動車や教職

員による自家用車での移動も認めています。 

 県教育委員会が今月全ての県立高校を訪問し

て聞き取りを行った結果、現地集合、現地解散

により保護者が送迎する場合や貸切りバスの利

用、教職員が自家用車を運転する場合など、部

活動の人数や行き先などの状況に応じて移動手

段は多様であることを把握しています。 

 部活動で移動する際の生徒の安全確保は重要

であり、各学校において安全管理が確実になさ

れるよう、引き続き指導の徹底に努めてまいり

ます。 

 最後に、部活動の移動に対する支援を国に提

言することについてお尋ねがございました。 

 学校教育活動の一環である部活動は、スポー

ツや文化芸術活動に親しむ貴重な機会であり、

生徒の健全育成や豊かな人間性を育むなど、教

育の振興において重要な役割を果たしていると

捉えております。 

 部活動の移動を行う場合、本県においては公

共交通機関が必ずしも十分でない地域もあり、

生徒の安全確保に留意しつつ、現状に即した移

動手段の確保が求められます。現在、国におい

て部活動遠征時の安全対策等の議論がなされて

おり、今月末を目途に取りまとめが行われると

聞いております。 

 県教育委員会としましては、国の取りまとめ

た内容を踏まえるとともに、他県の状況も参考

にしながら、本県の実情に応じた対応を検討し

てまいります。 

   （警察本部長岩田康弘君登壇） 

○警察本部長（岩田康弘君） 自転車の取締りの

状況と安全利用に向けた取組についてお尋ねが

ございました。 

 自転車の交通違反に対する指導取締りにつき

ましては、自転車指導啓発重点地区・路線を中

心に指導警告を行うことを原則とし、悪質、危

険な交通違反に対しては積極的な検挙措置を講

じるという基本的考え方に基づいて実施してま

いりました。 

 その結果、本年４月１日から昨日現在までの

県内における自転車の交通違反に対する青切符

による検挙件数は６件でございます。内訳は、
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指定場所一時不停止が５件、携帯電話使用が１

件となっております。また、指導警告票等を用

いた指導警告件数は、４月１日から５月末まで

の２か月間に2,732件となっておりまして、子供

から高齢者まで幅広い層が対象となりましたが、

中高生だけで約53％となっており、特に多い違

反は、並進走行と指定場所一時不停止で約60％

を占めておりました。 

 例年、中高生の交通事故当事者のうち約８割

が自転車運転中に交通事故に遭っております。

そのうち、約９割に何らかの法令違反が認めら

れておるところでございます。そのため、中高

生の交通事故を減少させるには、自転車を安全

に利用するための基本的な交通ルールを理解、

遵守させることが重要と認識しております。 

 今後は、中高生が並進走行や指定場所一時不

停止をはじめとした交通違反の危険性等を理解

し、自ら自転車の安全利用を実践するというこ

とが定着するよう、学校や教育委員会等と連携

し、中高生の交通事故や交通違反の実態を掘り

下げた、実効性のある交通安全教育に努めてま

いります。これに加え、交通事故や交通違反の

実情に即した指導警告や、悪質、危険な交通違

反に対する検挙活動についても引き続き適切に

行い、幅広い層の方に自転車の安全利用を促し

てまいります。 

○４番（上治堂司君） それぞれに、また丁寧に

前向きな御答弁ありがとうございました。 

 今日朝、夜中にワールドカップをちょっと見

ておりまして、日本が先制していなかったら、

早く寝て十分原稿を読む時間がありましたけれ

ども、日本が先制をして、これはひょっとした

らひょっとというふうに思いつつ、ついに最後

まで見てしまって、途中読むときに文面を飛ば

してしまったので、時間が少し余ってしまいま

した。 

 第２問ではございませんけれども、まずスペー

スポートでございます。国においては、令和12

年頃にはロケットを年間30機ほど打ち上げて、

関連の市場規模も８兆円までいたしたいという

計画をしておるようであります。知事の答弁で

は、７月からあらゆる角度から調査をして何と

か実現へ向けてというお話もございましたが、

本当に本県にこのスペースポートというのが実

現するとなれば、経済や産業あるいは人口減少

対策など、本県の課題はかなり大きく前進して

いくというふうにも思いますので、ぜひこの７

月以降、あらゆる角度から持って、実現に向け

て頑張っていただきたいというふうにも思うと

ころでございます。 

 それから、人口減少対策でございましたけれ

ども、そこのところの所得向上推進企業等総合

補助金、こんだけ、774件、約65億円という、多

くの方々が、県が民間の方に支援をして何とし

ても上げていこうというこの意気込みに、民間

の方々も応えていただける政策だとは思います。

しかしながら、先ほども出ましたように、やは

りこれには大きな予算も伴います。今回は、当

初予算では臨時交付金、いわゆる国からの交付

金であり、今回は一般財源ということで、総務

部長も総務省で見ておるんで、高知県の財政、

これなら大丈夫ということで15億円打ったと思

いますけれども、小さい市町村ではなかなか15

億円というのは厳しい予算であります。 

 令和９年度におかれましても、ぜひ知事が何

らかの形でこういうような交付金がいただける

ような政策提言をして、地方の中山間地域ある

いは小規模のこういう会社がしっかりやってい

けれるような対策もしていただければなという

ふうに思います。 

 農業でありますけれども、部長、1,610ヘクター

ル減少というのは、もう数字を見ただけではびっ

くりする数字になります。公共用地に140ヘク

タールは使われておるといえども、やっぱりそ
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こが農地をしなくてもしっかりと管理、あるい

はそういうふうにしていければいいけれども、

そうでなければ、野生動物の被害がどんどんど

んどんまた中山間地域では増えていくことも想

定をされます。やっぱりこれの対策、県だけで

はなくて、市町村と一体となった取組をお願い

いたしたいというふうに思います。 

 また、特に１次産業におかれましては、先ほ

ど土木部長は価格の転嫁というか、公共調達に

はそういうふうに設計上打ってはいくことがで

きるんですけれども、特に１次産業においては

価格転嫁が大変難しい産業であります。しかし

ながら、価格転嫁ができなかったら、幾ら大量

生産をしても経営上なかなか成り立っていかな

いというのがよく聞こえてくる話であります。

やはりその出口対策から、また出口の金額につ

いても最大限どういうふうにしたら高くいける

のか、特に消費地に向けていろんな角度からやっ

ていただきたいというふうに思います。 

 特に、水産業で私はやなの漁のお話をさせて

いただきましたけれども、子供たちがよくアユ

を放流するとき、テレビ報道を見たら、大きく

なってね、元気に育ってねと言ってアユを放流

します。それで、やっぱり教育長も言われまし

た、それで終わってしまうと、ただ放流を楽し

んだだけということになりますので、さっき言っ

たような生態系である、あるいは大きくなった

アユを中学生、高校生ぐらいになれば、いろん

な漁法で捕獲することもできると思うんですが、

実際大きくなったのを捕まえるというのは、一

番安全なのがやっぱりやな漁ではないかなとい

うふうなことも思います。ぜひこのやな漁が、

進めたらまたいろいろと県も具合が悪いかも分

かりませんけれども、あゆ王国高知というイメー

ジを上げる意味でも、高知ではやっぱりやな漁

があるんだよ、どこそこに行けばこの期間があ

るんだよというのも広めていければ大変ありが

たいかなというふうにも思っております。 

 さて、令和８年度もスタートいたしまして３

か月が経過をしようとしておるところでござい

ますが、４月から、今日答弁もしていただきま

したように、それぞれ新しい部長の下で、県勢

浮揚に職員一丸となって全力で取り組んでいる

ことと思います。どうか、知事を筆頭に県政課

題に取り組んでいただきたいというふうに思い

ます。 

 私たち議員も、残された任期は僅かになりま

したけれども、車の両輪のごとく、同じ思いで

取り組んでまいります。 

 以上で、私の一切の質問を終わります。あり

がとうございました。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 暫時休憩いたします。 

   午前11時47分休憩 

 

――――  ―――― 

 

   午後１時再開 

○副議長（土居央君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 議案に対する質疑並びに一般質問を続行いた

します。 

 36番中根佐知議員。 

   （36番中根佐知君登壇） 

○36番（中根佐知君） 私は、日本共産党を代表

して質問をいたします。どうぞよろしくお願い

をいたします。 

 まず、中東情勢について知事の政治姿勢をお

伺いいたします。 

 イランと米国の戦闘終結を定めた覚書が６月

17日、両国の首脳の署名で発効しました。２月

28日に米国とイスラエルの国際法違反の攻撃で

始まった危機は大きな転機を迎えたかに見え、

合意には、ホルムズ海峡の開放、米海軍による

イランの海上封鎖の解除、段階的な制裁緩和が
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含まれています。しかし、署名後も海峡周辺で

攻撃の応酬が続き、まだまだ予断を許さない状

況です。完全な解決、平和の確立に向けて事態

が前進することを強く願うものです。 

 大義も明確な目的もないアメリカの国連憲章

違反の暴挙がもたらしたホルムズ海峡封鎖の影

響は、世界的な原油高と供給不足を生み出し、

その影響はガソリンなどの燃油だけではなく、

プラスチック製品、合成ゴム、繊維、そして塗

料、溶剤など石油化学製品、肥料など広範囲に

及んでいます。日本共産党県議団としても５月

22日、県に対して緊急要望をしたところです。

影響は極めて深刻です。 

 東京商工リサーチ高知支店が県内企業に実施

をしたアンケートでは、８割近くの企業が事業

活動にマイナスと回答し、その理由について、

原油由来の素材、原材料の高騰によるコスト増、

84.84％と、ガソリン価格の高騰、72.72％となっ

ています。ＪＡ高知県の資料では、農業用ビニー

ル、包装用フィルムが３割、４割と高騰し続け、

農業用プラスチック製品の納期遅延、欠品の発

生が示されています。 

 全国商工団体連合会の影響調査では、影響が

あるとの回答が約６割、今後ありそうを含める

と９割で、影響の内容は、仕入れ、資材の高騰

が約８割、調達困難が約５割、売上げ・利益減

少がそれぞれ４割強となっています。どんな支

援策が必要かの問いには、燃料・光熱費への直

接支援66％、コロナ禍で実施をした持続化給付

金、家賃支援給付金のような支援50％、税・社

会保険料の納付猶予・減免、こうしたものが45

％、資金繰り支援が35％となっており、直接支

援を強く求めるものとなっています。 

 医療や介護、障害福祉、保育など公定価格で

運営している分野はコスト高を価格に転嫁でき

ません。特別の対策が必要です。医療分野では、

医療用グローブ、医療用ガウン等の不足や値上

げが起きており、患者の命を守れない状況が発

生しかねません。物資の優先配分、値上げに対

応する補助金の支給を求める声や、介護・福祉・

保育分野では全国社会福祉協議会が使い捨て手

袋、紙おむつ類、使い捨てエプロン等のプラス

チック製品などの衛生用品や消耗品の供給に極

めて深刻な影響が及んでいます。これらの物品

は、利用者の生活に直接関わるものであり、感

染症防止にとどまらない、尊厳ある生活を支え

るための必需品ですと、資材の確保とコスト増

への緊急対策、公定価格の追加的見直しを要望

しています。どの分野も極めて深刻です。 

 この状況は、ホルムズ海峡封鎖が解かれたと

してもすぐには改善しません。同地域にある石

油・ガス田関連施設、輸出ターミナルなど80か

所以上のエネルギー関連施設が損傷を受け、そ

の３分の１以上が深刻な被害を受けています。

国際エネルギー機関、ＩＥＡ事務局長は、危機

前の供給水準に戻るのは最大２年を要すると分

析をしています。思い切った直接支援をしない

と、倒産、廃業などにより社会の基盤そのもの

に深刻なダメージを与えることになることは必

至です。 

 緊急事態だと思います。社会を様々な分野で

支えている方々の心が折れないよう、力強い支

援が必要です。６月補正にも一定の対策が取ら

れていますが、今後どのような支援が必要と考

えているか、知事にお聞きします。 

 今回の危機は、過度に石油に依存した社会へ

の警鐘だと受け止めるべきです。石油は有限で

あり、あと数十年とも言われています。世界最

大の産出国アメリカの埋蔵量は、消費量の11年

分でしかありません。重大なのは、油田の質が

大きく低下していることです。 

 石油を掘るのに要したエネルギーの何倍石油

が採れたかというエネルギー収支比、ＥＲＯＩ

といいますが、かつては100倍の石油が採れたの
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に、今では10倍程度であり、シェールガスなど

はさらに効率が悪いと分析をされています。こ

のＥＲＯＩの数値が３を切ると、掘り出した後

の精製、輸送、販売などにかかるコストを賄え

なくなり、エネルギーとしての価値を失います。

石油はあっても掘れないポイントに近づいてい

ます。 

 気候危機対策としても、持続的な経済、１次

産業のためにも、例えば代替製品の開発、重油

の使用の削減など、脱炭素の取組を一層加速さ

せることが大事だと思いますが、知事にお聞き

いたします。 

 次に、嶺北での低空飛行訓練について伺いま

す。空の暴走族と呼ばれ、全国で爆音をまき散

らすこの米軍機の低空飛行訓練が顕著になった

のは1980年代以降です。本県では過去４回もの

米軍機墜落事故が発生。1994年10月には早明浦

ダムに墜落、米軍パイロットが２名死亡するそ

の事故から今年で32年です。今も爆音を響かせ

ながら超低空で飛行訓練が傍若無人に行われて

います。 

 今年５月６日、地元住民の方が大川村役場前

から撮影した動画をぜひ御覧いただきたいと思

いますので、どうぞ見てください。いつも２機

編成で飛来をすることが多いのですが、この日

は４機飛来しました。そのうち２機が通り過ぎ、

その次２機が来たその４機目、４機飛来した一

番最後の映像を見ていただきたいと思います。

(スクリーンを示す）大変短い映像でしたけれど

も。大変残念ですが、音は流せません。物すご

い爆音です。低空飛行解析センターのフェイス

ブックで公開をされていますので、御覧になら

れる方は、ぜひその爆音をお聞きいただきたい

と思います。32年前も機体を大きく傾け、かな

りの重力加速度がパイロットにかかって失神し

たことが事故の原因だということですが、今回

も御覧いただいたように、機体を90度傾けて山

の稜線の下を旋回する、そんな状況でした。 

 県北部、嶺北地域などいわゆるオレンジルー

ト直下や周辺には多くの民家や公共施設、ヘリ

ポートがあります。2020年に濵田知事が防衛大

臣、外務大臣に宛てた要請文でも、医療救急活

動等のため消防防災ヘリやドクターヘリが日常

的に飛行していることから、万々が一の衝突事

故への不安も強くあると記しているように、空

の救急車と空の暴走族との衝突はいつ発生して

もおかしくない状況が今なお続いています。 

 1999年の低空飛行訓練に関する日米合意は、

人口密集地域や公共の安全に係る他の建築物、

学校、病院などに妥当な考慮を払うとしていま

すが、そのような考慮が払われているとは言い

難い、米軍最優先です。低空飛行訓練は、ルー

ト型だけではありません。自衛隊の訓練空域を

独占的に使用しての訓練が高い頻度で行われて

います。加えて、各地の目撃証言によれば、米

軍はしばしば自ら設定したルートすら外れて飛

行しています。日本政府は、自衛隊空域を除き、

訓練の詳細はおろか、ルートさえ把握していま

せん。米軍は日本政府に通知することなく、ルー

トを自由に設定し、自由に使用しているのです。

一体この国の空は誰のものなのでしょうか。 

 日本政府に幾ら抗議しても改善されず、もど

かしい思いです。県民の命を守るため、米軍に

直接超低空飛行訓練の中止、事前の情報公開な

どを求め強く抗議すべきです。米軍に対し直接

働きかけを行うつもりはないのか、知事にお聞

きいたします。 

 2022年に防衛省が本山町に観測用定点カメラ

と騒音測定器を設置しました。国民の税金で設

置しているもので、県と関係市町村と動画の内

容については共有することは当然です。低空飛

行の実態を把握する上でも、事実を基に米軍に

低空飛行訓練の中止を求めるためにも、動画の

公開、情報共有はすぐにでも行うべきです。防
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衛省に対し強く求めていただきたい。 

 沖縄県は、県独自で低空飛行の実態を測定す

る監視カメラを嘉手納基地に５台、普天間基地

に４台設置し、騒音測定器は嘉手納基地に８台、

普天間基地に７台、那覇空港に４台設置してい

ます。カメラの動画情報は飛行する機種の認定

で活用し、日常的に実態を把握しています。 

 動画撮影された大川村や本山町など、県独自

で監視カメラを設置することを求めるものです、

知事にお伺いいたします。 

 次に、特定利用港湾・空港についてお伺いを

いたします。今月３日から７日にかけて、高知

新港に海上自衛隊護衛艦ひゅうががオスプレイ

Ｖ22を積載し寄港、高知県内にオスプレイが持

ち込まれたのは今回初めてです。自衛隊による

特定利用空港・港湾の利用が制度開始の2024年

４月から今年４月まで計１万1,906回に上ること

が、日本共産党の山添拓参議院議員の調査資料

で明らかになっています。 

 2024年３月に県内３つの港湾が特定利用港湾

に指定されて以来、これまでの自衛隊艦船の寄

港の状況は、高知新港に11回、須崎港に３回、

宿毛湾港２回でした。この中で、昨年10月には

令和７年度自衛隊統合演習が須崎港と香南市で

初めて行われました。これは日米豪の共同演習

の一環で、日米豪の相互運用性の向上も図ると

するものです。須崎港には海上自衛隊訓練支援

艦てんりゅうと油槽船が入港、海路と陸路で広

島の呉基地から高速標的機、模型だったんです

が、それを運んで燃料補給の模擬訓練を、そし

て香南市では電磁波発射の訓練を実施していま

す。 

 これまで指摘してきたように、特定利用港湾

は有事の際、攻撃の対象となり得ます。このま

ま寄港が常態化し、さらに日米共同演習等が増

加することは、郷土の軍事基地化につながり、

到底認められません。 

 さらに、国は高知龍馬空港を特定利用空港と

して今年４月に指定しました。高知空港は戦前

海軍航空基地として住民の土地を収用し造られ、

戦後住民からは土地を戻してほしいと要請され

ましたが、民間空港としての整備を行い今に至っ

ています。当時の日章村民は、空港が二度と戦

争に利用されることがないことを条件に、泣く

泣く先祖から受け継いだ土地を国に譲渡する苦

渋の選択をしています。 

 このような経緯を知事は御存じでしょうか。

また、高知龍馬空港の特定利用空港指定は、当

時の住民が危惧していた空港の軍事利用につな

がると考えますが、知事にお伺いいたします。 

 県は国に対し、県民の理解が得られるよう丁

寧な説明や情報提供、県民や利用者の安全に万

全を期し、事故があった場合は国が責任を持っ

て対応することなどを申し入れたということで

すが、国の対応はどのようなものだったのか、

知事にお伺いいたします。 

 次に、消防広域化について伺います。知事は

今年４月22日、消防広域化に関して消防庁の大

沢博長官に政策提言を行い、財政支援に加え県

の権限強化を求めました。この行為は、県一化

をめぐる知事の拙速、強引なこれまでのやり方

に対する市町村の不信をさらに拡大し、協議に

困難をもたらすものと考えます。 

 そもそも市町村からの丁寧な聞き取りもなく、

広域化の前提となる人員体制、給与、通信機器

の統一コストなど、現場と時間をかけて積み上

げた試算もないまま、おおむねコンセンサスは

得ていると、４Ｓプロジェクトの目玉として日

本初のスローガンの下、2028年度に県一本化を

スタートさせようとしたことに端を発していま

す。結果、多くの自治体から、不安、異論が出

て、法定協議会発足の１年延期、職員の処遇、

シフトなどの格差は当面そのままで、指令シス

テムの統合を高知市と土佐市が共同で運営して
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いる指令システムの更新時期に合わせ、県一化

のスタートを最長2034年として検討していくも

のとなりました。 

 今年の２月議会で、人口減少対策総合交付金

の基礎配分の中に、県の４Ｓプロジェクトへの

参加の有無で交付金に差をつける仕組みを導入

したことは、県と市町村は対等であると定めた

地方分権改革に逆行すること、率直な議論を妨

げるもので、県と市町村間での信頼・協力関係

を崩すものではないかとただしましたが、知事

は、協議の場から離脱する市町村からするとペ

ナルティーと受け止められる可能性は否定しな

いと答弁し、力技であることを否定しませんで

した。消防庁へのこの提言は、この流れの中で

の県の権限強化についての政策提言となります。 

 市町村は、住民に最も近い基礎自治体として、

住民利益を第一に努力していますし、今回の広

域化の協議にしても、そうした立場から不安や

意見を述べているわけで、必要なことは県の権

限強化ではなく、丁寧な議論と段取り、合意の

形成です。日本初かどうかは住民にとって何の

関係もありません。住民の利益となるのは納得

ある政策決定です。昨日閉会した高知市議会で

は、検討委員会が設置をされることが決まりま

した。 

 今回、知事が大沢消防庁長官に行った政策提

言の、県が強いリーダーシップを発揮できる法

律上の権限の付与、市町村への指示・勧告につ

いては、県と市町村の対等という地方自治の原

則を毀損するものではないか、また法定協への

参加などは地方議会の議決が最優先されると思

うが、知事にお聞きをいたします。 

 さらに、こうした提言がこれまでの県の強引

なやり方の無反省とのアナウンス効果となり、

市町村との率直な議論、協働に決してプラスに

ならないと思うが、知事にお聞きをいたします。 

 次に、県民体育館再整備についてお聞きをい

たします。 

 ６月10日に開かれた第11回新県民体育館整備

等基本計画検討会で基本計画案が了承されたこ

とを受けて、本議会に基本設計、実施設計を含

む関連する予算案が提案されています。あまり

に拙速です。 

 令和６年度のあり方検討会から議論に携わっ

てきた前田前検討会委員長が、新年度の検討会

の委員を固辞するという異例の事態があり、抜

本的な計画見直しが求められましたが、大きく

内容を見直すことなく決定された基本計画に機

能不全が生じる強い懸念を持ちます。 

 狭い敷地にＭＩＣＥ、見本市などの開催機能、

プロスポーツやコンサート等興行機能、プール、

武道館、県民の日常使いとしての社会体育施設、

さらに地下駐車場といったあらゆる機能を詰め

込み、そのどれもが中途半端になるのではない

かという根本問題は何ら解決していません。県

民に求めたパブリックコメントでも、全体の７

割が明確な反対も含め慎重な意見を寄せ、この

計画への懸念が広がっています。 

 基本計画の最大の問題点は、県政の主役であ

り、体育館を使う主体であるはずの県民の声が

十分に生かされていないことです。県民の声を

聞き、新県民体育館整備に生かすことが県の責

務です。 

 最後の検討会で、各委員から県民への丁寧な

説明を求める意見が相次ぎ、石塚委員長は、見

直しや修正が必要な点が出てくるかもしれない、

その都度県民に意見を求め修正を含めて対応す

るようお願いしたいと発言。県も、懸念が完全

に払拭されたとは思っていない、今後も分かり

やすく説明しながら払拭に努めると応じていま

す。６月18日には、県民から計画の見直しを求

める署名1,906筆も提出されています。県には県

民の声を聞く丁寧な合意形成の姿勢が求められ

ています。 
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 しかし、当初県はパブリックコメント期間の

途中で検討会を開き、基本計画案を決定する日

程を提案するなど、決定を急ぐ姿勢をあらわに

してきました。実際に、検討会終了から僅か２

週間という異例の短期間で予算案を提案してい

ます。 

 知事は、工期を急ぐ理由を記者会見で問われ、

次のように述べています。部局への指示で、次

の知事の任期末が令和13年末ですから、分かり

やすく急げという意味の趣旨で、これが14年に

なると次の知事の任期にも間に合わない、公約

にもできないという話もした。重大な発言です。 

 知事の任期、公約という政治的都合で建設を

急がせ、県民の声を丁寧に聞き合意形成をする

民主主義的なプロセスを軽視したと受け取らざ

るを得ない発言ですが、知事の認識をお聞きい

たします。 

 あわせて、知事から工期設定について具体的

にどう指示を受けたのか、観光振興スポーツ部

長にお伺いします。 

 そもそも、パブリックコメントに付された基

本計画案自体が、過大なシミュレーションを基

に経済効果等を算出しており、県民に計画の実

像を知らせるどころか、ミスリードする内容に

なっています。年間利用日数のシミュレーショ

ン自体は計画案に掲載されていません。県が示

してきた年間利用シミュレーションによれば、

いわゆるプロスポーツチームが県内に創設され

た「する＋みるスポーツ」時期で、メインアリー

ナは音楽コンサートが８回、プロスポーツは30

回の開催となっています。しかも、30年間の試

算で25年をこの「する＋みるスポーツ」時期に

充てています。明らかに過大な試算です。 

 シミュレーション自体がパブコメの際に公開

されていないのは、この過大な試算を隠したも

のではないか、観光振興スポーツ部長にお聞き

いたします。 

 検討会の議論でも、委員からコンサート年８

回はハードルが高いと意見が出されていました。

プロスポーツチームの創設は、県自らが県内外

を含めて企業が協力的に支援していただかない

と難しい、高知県としてもプロのチームはなか

なかできないのは分かっていると認めています。

それが６年目には創設されているという想定で

す。 

 検討会委員や県自らも難しいという数字を希

望的観測として入れ、経済効果を算出し基本計

画案を示したことは、県民を欺く行為と考えま

すが、知事の認識をお聞きいたします。 

 基本計画自体の本質的な問題点の一つは、多

数の機能を集約したため、社会体育施設を主目

的としながら、その機能が十分に保障されない、

使い勝手の悪い施設となっている点です。 

 具体的に検討会の議論を基にお聞きします。

まず、委員から現在の武道館のほうが使い勝手

がよいと指摘をされた武道館の集約の問題があ

ります。検討会では、試合場が３面しか取れな

いという根本問題に加え、料金が上がれば競技

離れが進むと指摘をされています。県は、アマ

チュア競技の利用料金は低めに設定するとして

いますが、あくまで全体の利用料を上げる中で

の話です。 

 試合場が３面しか取れない武道場の具体的な

運用方法はまだ決まっておらず、これから各利

用団体と協議をしていくということか、また利

用料金は1.5倍から２倍とされているが現武道館

と比べどの程度引き上げられる見通しか、観光

振興スポーツ部長にお伺いいたします。 

 また、その他のアマチュアスポーツ競技大会

などにしても、プロスポーツの興行などとの同

日開催は短時間での片づけなどが強いられ、入っ

てくるほうと退出するほうが交錯するため、安

全面からも難しいとの意見も出されています。

県は、同日開催が難しいことを認め、春野体育
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館など他の施設との利用調整も含めて、できる

だけ開催が重複しない運用を検討するとしてい

ます。 

 プロスポーツと競技大会等の新体育館での同

日開催は、県として困難と認識しているのか、

また日程が重なった場合、競技大会等が他会場

に割り振られる可能性があるということか、観

光振興スポーツ部長にお聞きいたします。 

 地下駐車場など250台を整備するとしている駐

車場も、見本市などのイベントがあれば運営者

が使うと想定されており、一般利用者は使えな

いとされています。体育館を日常使いする県民

の利用が制限されてしまいます。 

 見本市などのイベントは平日にあることが予

想されます。プールなどの日常使いと重なり、

駐車場をめぐるトラブルが起こると想定される

のではないか、観光振興スポーツ部長にお聞き

します。 

 また、大規模イベント時には、潮江緑地や旧

高知南中・高のグラウンド等を臨時駐車場とし

て活用することを検討するとしていますが、そ

こからのバス運行費などを主催者が負担すると

すれば、利用料負担増と合わせて見本市などの

運営費がかさむことで、主催者が開催をちゅう

ちょすることがあるのではないかと考えます。 

 見本市などの開催数が減少すれば、本県の産

業振興にとって影響があるのではないか、商工

労働部長にお聞きいたします。 

 また、コスト面では代替措置との比較検討が

十分にされていません。あくまで基本計画策定

の議論が集約を前提としてきたため、集約させ

る施設を長寿命化して使用した場合とのコスト

比較がなされていません。ぢばさんセンター大

ホールは長寿命化では５億円との試算が出され

ていましたが、武道館、県立障害者スポーツセ

ンターのプール、また体育館本体についての試

算は出されていません。公適債は、スポーツ施

設などの公共用の建築物の長寿命化も対象とし

ています。中東情勢も不透明な状況で、当面の

長寿命化も選択肢の一つです。 

 武道館、県立障害者スポーツセンターのプー

ル、ぢばさんセンター大ホール及び現県民体育

館を長寿命化した場合の改修費は幾らになると

見込まれるのか、観光振興スポーツ部長にお聞

きいたします。 

 基本計画案に寄せられたパブリックコメント

の約７割が反対を含む慎重な意見でした。県は

重く受け止める必要があります。特に意見が多

かったのは地下駐車場の設置、またアスパルこ

うちグラウンドの廃止についてでした。パブリッ

クコメントで示された県民の懸念、意見に対し

て、県は従来の説明を繰り返すのみで、何ら説

得的な対策を示せていません。 

 駐車場については、やはり長期浸水地域に地

下駐車場を造るリスクを県民が懸念しています。

具体的には、長期浸水地域に地下駐車場を造る

ことは常識的に考えてあり得ない、地盤沈下す

る場所なのに地下駐車場は駄目ではないか、県

が対策として示した止水板・排水ポンプや土の

うについてもリスクを払拭できていない、機能

するのか疑問との声が寄せられています。これ

に対して県は、止水板や土のう等の設置、垂直

避難ルート、避難訓練という従来の説明を繰り

返しているのみです。その対策に対して県民は

疑問を抱いています。 

 高知工科大学の佐藤愼司教授はインタビュー

に答えて、基本計画の止水板等の対策は、大雨

の浸水対策には有効だが、津波に対して地下駐

車場の浸水を防ぐというのは難しいのではない

かとの趣旨を述べています。 

 そもそも止水板などをもってしても、南海ト

ラフ地震による津波浸水を止めることはできな

いという認識で間違いはないか、観光振興スポー

ツ部長にお聞きをいたします。 
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 また、知事は記者会見において、地上や屋上

など地下駐車場からの変更の可能性はあるとも

述べています。しかし、立体駐車場はＪＶの回

答として、立体は高さが出てくるので近隣への

日影規制の問題が生じ、物理的にも困難が予想

されると検討会で明らかにされています。 

 地下駐車場の見直しを示唆したのは、地下駐

車場に安全上のリスクがあるとの認識からか、

また地上や屋上への駐車場設置案は、検討会で

指摘された日影規制の問題も踏まえた上での提

案なのか、知事にお聞きをいたします。 

 今回の基本計画策定の過程は、既に投資した

時間や労力というコストを惜しむあまり、今後

損失が起こると分かっていても合理的な判断が

できなくなるサンクコスト、埋没費用効果の典

型例と言えると思うんです。今後の建設費の増

加を県も確実視しており、209億円とされる建設

費が幾らになるかも定かではありません。 

 狭い敷地にあらゆる機能を詰め込んだ弊害は、

設計の困難や建設費の増大として現れます。ロ

シアやアメリカ、イスラエル等の国際法を無視

した侵略攻撃で不安定化した世界情勢は、今後

も物価を押し上げる不安要因です。これらのリ

スクが十分に検討されているのか、拙速な決定

で大きな損失を負う懸念があります。 

 設計の困難や建設費の増大など、今後整備の

過程で起こり得るリスクをどう認識しているの

か、知事にお聞きいたします。あわせて、現時

点での課題などを県民と共有する住民説明会や

意見交換会などを開くべきだと考えますが、取

り組む考えはないか、知事にお聞きいたします。 

 次に、部活動の移動の安全についてお伺いを

いたします。 

 ５月６日、磐越自動車道で起こったマイクロ

バス事故は、車を使った部活動の移動の安全に

関するルールやガイドラインの見直しを全国の

関係機関に突きつける形になりました。文部科

学省と国土交通省は合同の連絡会議をつくり、

対応策を検討、ちょうど昨日、安全対策を取り

まとめたと報じられています。 

 これまで起きた事故を教訓に、教員や顧問が

運転する自家用車に引率する生徒は乗せないと

か、車移動は保護者が行うなど、日々の部活動

の中でも申し合わせ、遠征の場合もバスや規則

に基づく車使用など、それぞれの現場は努力し

ていますが、十分だとは言えません。再び生徒

の命が奪われたり傷つくことがないようにする

ためには、現場の実態が把握され、安全対策が

合致しなければなりません。 

 朝日新聞が５月６日の事故を受けて、全国都

道府県立学校の部活動を所管する部署全てを対

象に行ったアンケート調査によると、車での移

動に関するルールを設けているのは、茨城県を

除く46都道府県、そのうち34都道府県が見直す

考えがあるとしています。その中には、原則公

共交通機関を利用、困難な場合は校長の許可を

得た上で貸切りバスをチャーターするなど、基

本的な方針を示すだけのところもある一方で、

福島県などは、使用する車を登録、引率のたび

に校長、保護者から承諾を取る、１日の走行距

離は250キロ、運転時間は５時間以内など詳細な

ルールがあるにもかかわらず、それでも見直す

考えを示しています。多くの県がルールを見直

すとしたのは、各学校の運用状況が把握できて

いないためで、把握していなかった39都道府県

のうち30都道県は調査する方針としたと書かれ

ています。 

 文部科学省は、５月に部活の遠征などでの安

全確保のための通知を教育委員会に出しました。

どのように受け止めているのか、教育長にお伺

いします。 

 事故後、高知県教育委員会は県立学校に対し

て、部活動の遠征等における安全確保に関する

調査を行っています。まず、調査結果を教育長
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にお聞きします。 

 私立学校について調査はされているでしょう

か、文化生活部長にお聞きします。 

 朝日新聞の調査の中でも、部活の移動ルール

がある46都道府県のうち、同じものを私立学校

に適用しているところはなく、15府県は情報共

有もしていないと報道されています。部活動の

移動の安全面においては、私立学校にも同一ルー

ルの適用が必要だと考えますが、文化生活部長

に伺います。 

 事故再発防止のためには、慣れない中型や大

型車の運転を顧問や保護者がするよりも、有償

で客を運び、厳しい運行管理が求められる緑ナ

ンバーの利用が最も有効だと誰もが思っていま

すが、予算を考えると保護者負担が重なるなど

新たな問題が出てきます。そもそも遠方での練

習試合が必要なのかも含めて、部活の在り方を

協議しながら、必要な回数を保障し、緑ナンバー

の車を使えるように経費は教育予算の中で助成

していくことも検討すべきではありませんか。 

 国や自治体が十分な部活動のための教育予算

を充てることが再発防止につながると考えます

が、教育長、また文化生活部長にお聞きいたし

ます。 

 ５月19日付の文部科学省通知、部活動の遠征

等における安全確保についての中には、事業者

に貸切りバスまたはタクシーによる運送を依頼

する場合は、貸切りバスやタクシーによる運送

の依頼であることを明確に伝えた上で――中略

をいたしますが――事業の許可を受けた者と適

切に契約を行うとともに、乗車当日もナンバー

プレートの色などを乗車前に確認することなど

が詳しく書かれています。もっともなことです

が、その上で徹底しなければと思う気がかりな

ことがあります。 

 昨年、緑ナンバーの貸切りバスの運転経験の

ある方から御相談がありました。部活の遠征で

乗車したが、県外に夜通し走り、昼間はクラブ

の買い出しやいろいろ頼まれて断り切れず、夕

方やっとホテルに行くことができた、もっとい

ろんな経験もあるが、いつも使ってくれる御縁

の人たちであれば便宜を図って当たり前の関係

が生まれたりする、要はバス運転手が契約外の

ことはしないことが当たり前にしてほしい、若

い前途ある命を乗せて何かあったら取り返しが

つかないと思ってとのお話でした。 

 安全確保のためにも、利用する側の認識も事

業者側の認識も一致させるべきだと考えます。

改めてルールの徹底が必要ではないかと思いま

すが、教育長に伺います。 

 県のルール改定が、この検討が現場と合致し

て、より安全を確保できるように望むものです。 

 次に、生活保護費の追加給付について伺いま

す。 

 生活保護費の追加給付、国は当時の安倍政権

の下で2013年、平成25年８月から生活保護基準

の見直しを行い、最大10％引き下げ、生活保護

利用者の95％が減額となりました。これに対し

て全ての都道府県から１万件を超える審査請求

が行われ、その後生活保護基準引下げ違憲訴訟

が起こりました。この訴訟は、いのちのとりで

裁判と呼ばれ、10年以上の時を経て最高裁判所

は2025年６月27日、減額は違法とし、処分の取

消しを命じるという原告勝訴の判決を言い渡し

ました。 

 ところが、国は生活保護利用者に対して、こ

の司法判断を無視した形で追加給付を決めまし

たが、本県にはいませんが、裁判の原告には全

額を補償し、その他の利用者には引き下げた保

護費の半分程度の補償しか行いません。このこ

と自体も大きな問題ですが、追加給付を受け取

る道のりも、みんなが簡単ではありません。2013

年８月から今年2026年３月までの間に生活保護

を受給したことのある方が対象で、現時点での
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生活保護受給者は申請を行わなくても給付金は

支給されます。 

 追加給付金を受け取れる、現在受給中の世帯

は県内に何世帯あるのか、そのうち県所管の世

帯は何世帯なのか、子ども・福祉政策部長にお

伺いします。 

 また、県所管の町村の現在受給中の世帯への

給付時期の見通し、進捗状況はどのようになっ

ているのか、子ども・福祉政策部長に伺います。 

 一日も早い給付が待たれていますが、保護廃

止や転出によって変化のある方は、自ら申告し

なければ受け取ることができません。 

 追加給付金を受け取れる、保護廃止などによ

り現在受給していない世帯は県内に何世帯ある

のか、県所管分の世帯は何世帯あるのか、子ど

も・福祉政策部長に伺います。 

 また、県所管の町村の保護廃止などにより、

現在受給されていない世帯が給付を受ける時期

の見通しと、進捗状況はどのようになっている

のか、子ども・福祉政策部長に伺います。 

 既に保護を受けていない世帯が確実に給付に

つながるよう、本来行政が知り得た情報を丁寧

に整理し、本人への広報につなげることが重要

ではないでしょうか。引っ越しをして行政が違

えば、2013年８月時点で生活保護給付を受けて

いた自治体が追跡調査することで本人の今にた

どり着くことも可能です。国の過失が認定され

追加給付の問題が起こっているわけで、なぜこ

うした事態になったのかを受給者に説明し、簡

易に早く給付金が届くよう、漏れる人がいない

よう国が責任を持って追加給付のお知らせをす

べきです。自治体の皆さんには大変な実務が迫

られています。また、生活の権利を奪われた方

たちからは、権利回復のための正確な給付金が

早急に求められています。 

 保護廃止などにより、現在受給されていない

世帯に給付金を届ける作業は、極めて時間のか

かる複雑な仕事だと思います。県所管の町村分

の給付のためにどんな困難があるのか、子ども・

福祉政策部長に伺います。 

 国による前代未聞の追加給付措置ですから、

実務を行う県としても漏れる方がないように尽

くす必要があると考えます。追加給付のお知ら

せが届きにくい人への対応はどのようにしてい

くのか、子ども・福祉政策部長にお聞きします。 

 大変な仕事量の中で過重な働き方が続いてい

ます。人の配置も含めて必要な措置を取るよう

に国に求めることも必要ではと思いますが、子

ども・福祉政策部長にお聞きします。 

 最後に、不登校の介護休業制度の利用につい

て伺います。 

 不登校の子を持つ世帯を対象とした保護者の

介護休業制度の運用について、昨年２月議会で

塚地議員が質問し、県として不登校児童のケア

も介護休業の対象になると答弁をされています。

その後、私たち日本共産党もこの制度の周知を

広げるとともに、実際に不登校に対する介護休

業を利用した方とも懇談をしてきました。娘が

不登校になった大変な中で仕事と家庭との両立

は大変だった、そんな中で、介護休業が取れる

よと職場から言われたときに、この職場にいて

もいいよと言われたようで安心しとても助かっ

た、こんな事例も述べられています。 

 この介護休業、県では介護休暇ですが、県の

運用についてお聞きしたいと思います。この間、

国会でも白川容子参議院議員の質問で重要な点

が確認をされました。制度の利用には医師の診

断を必要とすると高知県ではされていますけれ

ども、しかし厚労省が医師の診断書などの提出

を求めることはできるが、制度利用の条件とす

ることはできないとしていること。そして局長

通知で、同僚等第三者の申立書の提出なども含

め様々な方法が可能だとして、証明方法につい

て労働者に過大な負担をかけることがないよう、
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臨機応変かつ柔軟な対応が望まれるとしていま

す。 

 またあわせて、国家公務員の介護休業制度な

どを所管する人事院職員福祉局職員福祉課に確

認をしたところ、人事院規則で必要であれば証

明書類の提出を求めることができるとしており

証明書類の種類について具体的に例示している

わけではない、必ずしも診断書を必要とすると

いう取扱いはしていない、各省庁で判断してい

る、こういう回答があっています。 

 国の見解に合わせて、医師の診断書が必要と

の県の運用を変更し、第三者の申立書の提出も

含めて検討すべきと考えますが、総務部長にお

伺いいたします。 

 また、その際、不登校の子供の現状を最もよ

く知る教員やスクールカウンセラーの所見を

もって第三者の申立書とすることには合理性が

あります。 

 県として、教育委員会とも連携の上で、教員、

スクールカウンセラー等の所見をもって制度利

用を可能とするよう運用すべきではないか、総

務部長にお聞きします。 

 以上で第１問を終わります。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 中根議員の御質問にお答

えをいたします。 

 まず、中東情勢の影響を踏まえました今後の

経済活動への支援につきましてお尋ねがござい

ました。 

 中東情勢に端を発しました原油価格の高騰や

資材不足などの問題は、県内経済におきまして

も幅広い分野に影響を及ぼしております。県に

おきましては、庁内に設置しております特別経

済対策プロジェクトチームにおきまして、各産

業に生じている問題の把握に努めております。

本議会におきましても、生活者や事業者への物

価高騰対策として、電気・ガス料金などへの支

援に関しまして補正予算を提案いたしておりま

す。 

 また、今年の秋以降に想定をされます季節的

な要因といたしましては、例えば農業分野にお

きましては、冬場にハウスの加温のためより多

くの燃料が必要になる、医療分野におきまして

は、季節の変わり目や冬場など感染症の流行期

に医療需要が高まり多くの医療資材が必要とな

るといった要因が考えられます。 

 今後も、このチームを中心に各業界分野の影

響をきめ細かに把握をいたしますとともに、必

要な対策を臨機応変に検討してまいります。 

 中東情勢が不透明な中、原油価格の高騰によ

る影響がさらに長期化することも念頭に置く必

要があると考えます。その場合、国にさらなる

財政措置を求めていくということも含めまして、

経済社会の様々な分野を支えておられる事業者

の方々が当面の経営上の難局を乗り切るために

必要とされる対策、あるいは将来にわたって持

続可能な事業構造への転換を図るために必要な

対策、こういったものを見極めまして、重点的

に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、中東情勢の影響に関連いたしまして、

脱炭素の取組の加速化が必要ではないかとお尋

ねがございました。 

 我が国では、御指摘もありましたように、化

石燃料のほとんどを海外からの輸入に頼ってお

ります。中でも原油はホルムズ海峡を経由する

中東地域への依存度が９割を超えております。

今回の中東情勢の緊迫は、原油代替調達などの

エネルギーの安全保障を改めて考えるきっかけ

となりました。こうした中、国はホルムズ海峡

を経由しない原油の代替調達を進めております。

７月には必要となる原油量を上回る調達ができ

る見通しとなっていると承知しております。 

 さらに、国は化石燃料中心の産業構造を脱却

するＧＸ――グリーントランスフォーメーショ
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ンを強力に推進する方針を示しております。こ

の方針によりますと、再生可能エネルギーなど

脱炭素電源の発電割合を現在の約３割から、2040

年度には最大７割程度まで引き上げると、こう

いった野心的な目標が掲げられております。こ

うした目標とともに、電力消費の面では省エネ

をさらに進めていくという方針が示されており

ます。 

 本県におきましては、これまでも高知県脱炭

素社会推進アクションプランによりまして、再

生可能エネルギーの導入促進、省エネの推進、

さらにはグリーン化関連産業の育成、こういっ

た取組を進めてまいっております。具体的には、

太陽光発電の整備への支援、農業用ハウスなど

生産現場での重油の使用量の削減につながりま

すヒートポンプの導入などの支援も行ってまい

りました。また、例えば竹繊維を活用すること

で石油由来原料の使用量を削減いたしました新

素材、バンブープラスのようなグリーン化に資

する製品などの開発も進めております。 

 本県では、アクションプランを毎年バージョ

ンアップいたしております。国の動向も踏まえ

まして、またこれに呼応いたして、より効果的

な脱炭素の取組の推進につきまして引き続き取

り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、米軍の超低空飛行訓練に関しまして、

米軍側に直接働きかけを行ってはどうかという

お尋ねがございました。 

 県民の皆さんの生命や財産、そして生活を脅

かすような米軍機によります超低空飛行などの

異常な訓練につきましては、何としても中止を

求めるべきものと考えます。 

 また、米軍機の目撃情報が多い、いわゆるオ

レンジルートにおきましては、ドクターヘリあ

るいは消防防災ヘリも日常的に活動しておりま

す。こうした米軍機の訓練は、先ほど申し上げ

ましたような民生用のヘリの安全運航をも脅か

すものというふうに考えております。 

 こうした訓練に対しまして、議員から、米軍

に対して直接中止の働きかけをしてはどうかと

いうお尋ねがございました。 

 我が国と米国との安全保障上の意思疎通の枠

組みが決められております。これに沿いますと、

県が国の頭越しで米軍に直接申入れを行うとい

うことは難しい面があるというふうに考えます。 

 このため、県では、こうした訓練の中止のほ

か、訓練のルート、時期に関する事前の情報提

供などにつきましては、国から米軍に対して強

く要請をしていただくように、国に対して繰り

返し求めてまいりました。加えて、全国知事会

と連携をいたしまして、関係自治体や地域住民

の不安を払拭するよう十分配慮すること、ある

いは事前の情報提供を行うことなどについて、

国への要望を毎年継続的に行っております。 

 そうした結果、令和２年、この年は私自身が

国に出向いてこうした要請を行いましたけれど

も、令和２年以降を見ますと、県内各市町村で

米軍機の飛行が目撃された回数は、一貫して減

少傾向にあります。そうした意味では、一定の

成果が見られているというふうな形になってい

るのではないかというふうに認識をいたしてお

ります。 

 次に、県独自で米軍機の監視カメラを設置し

てはどうかというお尋ねがございました。 

 県では、米軍機の飛行の実態を日常的に把握

する目的で、県内６か所に騒音の測定器を設置

いたしております。この騒音測定器は、住民の

皆さんから目撃情報があった場合に、その際の

時刻、測定値を事後的に確認する、こういうた

めに活用いたしております。 

 このため、米軍機が到来したという事実を客

観的に裏づけるデータを確保すると、こういう

目的の達成という観点からは、現状のこの騒音

器の設置で用は足りているという状況でござい



令和８年６月30日  

－53－ 

 

ますので、新たにコストをかけて監視カメラを

設置する必要性は乏しいのではないかというふ

うに考えます。 

 他方、今日では多くの県民の皆さんが既にス

マートフォンを保有されております。先ほど議

員から御紹介いただいたような動画が比較的容

易に撮影ができるという環境になっているとい

うことでございます。 

 したがいまして、米軍機によります低空飛行

を確認するために映像データが必要だと、これ

が従前の騒音測定器に加えて映像データが必要

だという場合には、県民の皆さんから映像デー

タの提供を呼びかけるという方法によるのが合

理的ではないかと考えまして、今後具体的に検

討しておきたいというふうに思っております。 

 それから次に、高知龍馬空港の特定利用空港

の指定につきまして、過去の経緯について、ま

た当時の住民が危惧した、いわゆる軍事利用に

つながるのではないかという点についてのお尋

ねがございました。 

 高知空港をめぐりましては、戦後農地として

返還を求める住民が飛行場の再開に反対をして

おられたこと、また当時の村長に対し、もし飛

行場が軍用に使われることになったらどう責任

を取るのかと詰め寄ったといったようなことが

あったということ、こうしたことが県が昭和59

年に刊行いたしました高知空港史という冊子に

記載をされているということを承知しておりま

す。 

 このお尋ねのありました特定利用空港であり

ますが、我が国の安全保障環境を踏まえまして、

自衛隊や海上保安庁と空港管理者との間で、平

素からの円滑な利用に関する枠組みを設ける、

そういった性格のものでございます。国のこの

枠組みにつきまして、自衛隊や海上保安庁の優

先利用であるとか、新たに自衛隊の駐屯地など

を設置するといったようなことを目的とするも

のではないとの見解を明らかにされています。 

 一方で、武力攻撃事態などいわゆる有事の際

には、この特定利用空港に指定されているか否

かにかかわらず、いわゆる有事法制に基づきま

して、必要に応じて自衛隊の優先利用が行われ

ると、こうした法的な整理が行われております。 

 このように考えますと、特定利用空港の制度

はあくまでも平時におきます訓練等での空港の

利用を対象とした枠組みでございます。特定利

用空港に指定されたことは、直ちに有事におけ

る軍事利用の対象とされることを意味するもの

ではないというふうに考えているところであり

ます。 

 次に、この特定利用空港の指定に関し、県か

ら申入れを行った際の国の対応はどうであった

かというお尋ねがございました。 

 昨年８月に国の職員が県庁を訪れまして、高

知龍馬空港を特定利用空港の対象候補とするこ

とについて説明がありました。 

 この際、県からは３点を申し入れております。

第１に、国において県民の理解が得られるよう

丁寧に説明を行う、そして県民からの問合せに

対しては国が責任を持って対応すること。第２

に、民間の利用を優先し、県民生活に影響が出

ないようにすること。第３に、県民や利用者の

安全に万全を期し、事故があった場合は国が責

任を持って対応すること。こうした３点を申し

入れたところでございます。 

 これに対しまして国からの回答は、１つ目に、

広く国民に周知することの重要性について認識

をしている。２つ目に、周辺住民、民間事業者

の活動への影響が最小限になるよう努めていく。

３つ目に、安全対策には万全を期し、必要な対

応を行っていくといった内容の回答でございま

した。 

 また、本年４月に特定利用空港に指定がされ

た際にも、改めまして県から同様の申入れを行
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いました。国からは、今後も丁寧に対応してい

きたいとの回答を得ているところでございます。 

 今回の指定につきまして、県民の皆さんの中

に不安を感じられる方がおられるということは

私も承知をいたしております。国に対しまして

は、今後も機会を捉えまして、地元自治体に対

する適時適切な情報提供、あるいは県民の皆さ

んの理解を得られるような丁寧な対応を求めて

まいります。 

 次に、消防広域化に関します国への政策提言

と地方自治の原則との関係、あるいは法定協議

会へ参加するための地方議会の議決の性格など

についてお尋ねがございました。 

 消防組織法におきましては、消防は市町村の

事務というふうに定められております。ただ、

この法律は、同時に県によります関与につきま

しても根拠の規定が置かれておりまして、市町

村の消防が十分行われるよう市町村との連絡を

行うこと、あるいは市町村相互間の連絡協調を

図ること、こうしたことが県の任務として規定

をされている、明記をされていることでござい

ます。 

 一方、今回目指しております県１での消防広

域化は、ただいま申し上げました消防組織法が

一般的に想定していると考えられます、一部の

市町村との間の連絡調整にとどまるものではご

ざいませんで、県内34全ての市町村との間での

合意が必要となるという事業であります。さら

にこうした大変多数の関係者が関係してまいり

ますので、利害関係も対立をし、また複雑になっ

てくる、そうした事案でありますので、この合

意形成には通常と異なります特別な枠組みが必

要だというふうに考えたところでございます。 

 このため、消防本部の統合自体の是非の判断

を行うに先立ちまして、統合に向けた市町村間

の協議のテーブルに着くと、この局面において、

この点について県が市町村に勧告や指示ができ

るといった法的な根拠の整備が必要ではないか

と考えまして、提言を行ったところでございま

す。 

 もとより、法定協議会ですとか消防本部の統

合に市町村が参加するかどうかということに関

します最終的な意思決定は、市町村自身の判断

によって行われるべきもの、これは当然だとい

うふうに考えております。 

 このうち法定協議会は、各市町村の最終的な

意思決定の前段階として、市町村間で実施計画

の協議などを行う場として、協議の場として設

置するものであります。このため、消防本部の

統合への参加そのものではなくて、それに向け

ての協議の場の参加ということでございますか

ら、県が勧告などの形で関与いたしますことは、

市町村、自治体の自主性あるいは自立性を尊重

いたします地方自治の理念と矛盾しない範囲で

両立をし得るというふうに考えているところで

ございます。 

 また、お尋ねがございましたように、市町村

が法定協議会へ参加するためには、市町村議会

の議決が必要とされておりますので、この法定

協議会の参加の最終的な判断は市町村議会にお

いて下されるものというふうに考えております。 

 次に、今回の消防広域化に関します国への政

策提言が、市町村との議論や協働に与える影響

をどう考えているのかというお尋ねがございま

した。 

 県では、この問題につきまして市町村と率直

な議論を行いますために、昨年度県内全ての市

町村長、消防長で構成をします検討会、専門部

会、ワーキンググループなどを設けまして丁寧

に議論を重ねてまいりました。 

 この議論の過程では、市町村議会への説明な

どの準備期間が足りないという御意見を踏まえ

まして、法定協議会の設置予定時期を１年余り

延長するという判断を昨年秋いたしております。



令和８年６月30日  

－55－ 

 

また、消防本部の統合の進め方につきましても、

全県一斉で行うというシンプルな形のほかに、

地域別あるいは機能別に段階的な統合を図ると

いう選択肢も含めて検討しようという形で軌道

修正を行っております。 

 そういう意味で、県の考え方を、県がベスト

と考える考え方を一方的に押しつけたというこ

とではございませんで、市町村側の御意見も入

れまして、必要な軌道修正を図りながら対応し

てまいったというふうに考えております。 

 さらに、本年度の消防広域化に関する実務協

議会におきましても、県内６つの地域ブロック

ごとに方面別の部会を新たに設けるといった形

で、より率直に意見を交換できる、そういう環

境の下で実施計画案を検討できるという体制を

整えたものと考えております。 

 その上で、今回の政策提言の趣旨でございま

すが、消防本部の統合自体の判断ではなく、そ

の前段で協議のテーブルに着く、このことにつ

いて、県から勧告などの仕組みを整備すること

を求めたというものであります。先月開催いた

しました本年度第１回目の実務協議会では、こ

のことを出席されました市町村長さん方などに

私自身の口から直接説明をさせていただきまし

て、御理解を求めました。 

 また、さらに申しますと、今回の政策提言が、

現に進めております広域化の取組の適用を目指

すというものでは必ずしもなく、むしろ今後人

口減少がさらに進行した局面の対応策としまし

て、制度的に市町村合併以外の選択肢を整えて

おく必要があるのではないか、こういう趣旨で

行った提言であるということも併せて市町村長

などにお伝えをしたところでございます。 

 つまり、現在市町村が行っております行政事

務のうち、例えば消防ですとか教育、福祉といっ

たように国が行政サービスの水準を事実上決定

している部分につきましては、人口減少に対応

してスケールメリットを働かせるという必要が

生じました場合に、行政分野ごとに市町村間で

の共同処理であるとか、あるいは国や県による

事務代行、こういった選択肢も準備しておくこ

とが必要ではないかということが私の考えでご

ざいます。そうしないと、道は市町村合併しか

ないということに追い込まれかねないというこ

とではないかと思います。 

 このような道をバイパスとして設けておくこ

とによりまして、市町村が行います行政事務の

範囲を、例えば地域の文化や伝統の継承ですと

か地域の活性化といった分野に限定をして住民

意思を集約する。そういった役割に市町村が特

化をしていくということによりまして、市町村

合併を強いられずに、現行の市町村を残しなが

ら、人口減少下での持続可能な行政体制を整備

する。こういった別の道が可能になるというこ

とに端を発して、今回の提言をさせていただい

たということを御説明申し上げました。 

 その意味で、今回の国への提言は、将来的な

超長期の我が国の地方自治の在り方を展望して

行ったものであります。県１消防を目指します

現在の取組に当たりましては、市町村や消防本

部の思いをしっかりと酌み取りながら、今まで

以上に丁寧に議論を進めてまいる考えでありま

す。 

 次に、県民体育館の再整備に関する私の記者

会見での発言、説明についてお尋ねがございま

した。 

 現在の県民体育館は老朽化が進んでおります。

また、最新の技術に対応した設備の水準を満た

していないということでございまして、利用者

の安全性、利便性を確保するためにも早期に再

整備する必要があると考えます。 

 また、現有地での建て替えを行いますので、

既存施設の解体から新施設の供用開始までの

間、一時的に利用できない期間が生じることに
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なります。そのため、県民のスポーツ活動への

影響をできるだけ小さくする観点からも、可能

な限り工期を短くする必要があります。 

 さらに、再整備する県民体育館はプロスポー

ツやコンサート、大規模展示会の開催などを通

じまして、新しい人の流れ、にぎわいを生む、

地域経済の活性化にも寄与する施設として整備

したいと考えております。その効果を一日でも

早く県民の皆さんに実感していただきたい、そ

うした思いで私はいっぱいでございます。 

 こうしたことから、議員から御指摘いただき

ました発言につきましては、担当の部に対しま

して私から、できるだけ早く供用開始を目指し

てほしいという趣旨で指示をしたものでありま

す。 

 より具体的に状況も含めて御説明申し上げま

すと、この基本計画の検討過程、最初に近い段

階でございましたけれども、担当の部から、こ

の整備の完成する時期のめどにつきまして、人

材や資材不足などのリスクを考慮した専門家の

意見を踏まえると、この供用開始の時期は、当

初考えておった令和11年度末から３年程度遅れ

る、令和14年度にずれ込むこととならざるを得

ないのではないかという報告を受けたところで

ございます。 

 その際、私といたしましては、それではこの

施設の完成は令和14年度にずれ込むということ

になりますと、今から数えますと６年先という

ようなことになります。知事は任期４年という

中でどういった業績を上げていくかということ

を県民の評価をいただくという立場にあります

ので、そういった意味で６年先という話ではな

く、もっとスピード感を持って整備を進めても

らいたい、その分多少リスクはあるかもしれな

いけれども、もっと短い期間での整備を再検討

してもらいたいというふうに指示をした、そう

した経緯でございます。 

 一方、県民の声を聞くということに関しまし

ては、これまでも検討会におきます議論、利用

者の皆さんへのアンケート、パブリックコメン

ト、こうしたものを通じまして、幅広く御意見

を伺ってまいりました。 

 今後も、県民の皆さんへの説明を丁寧に行い

ながら、事業を進めてまいりたいというふうに

考えております。 

 次に、県民体育館の再整備によります経済波

及効果の計算方法についてお尋ねがございまし

た。 

 経済波及効果につきましては、他県のアリー

ナにおきます開催の実績、あるいは県内で開催

されております競技大会あるいはイベントの実

績、こういった状況を踏まえまして、年間の利

用日数を積み上げて試算をいたしました。また、

その内容につきましては、検討会において資料

としてお示しをいたしまして、委員の皆様から

様々な御意見をいただきながら議論を重ねて合

意に至った、そういうものでございます。 

 ただ一方で、もとよりこうしたシミュレーショ

ンは、あくまで現時点におきまして想定し得る

条件下で試算をしたものにとどまっておりまし

て、将来の利用状況によって現実には変わり得

るというふうに認識をしております。 

 したがいまして、今後設計を進めます中で、

施設の機能や規模、実際にどのように利用され

るかといった精緻な利用形態を想定していくと

いうことにつきまして、さらに検討を深めてま

いる考えであります。その過程で見直すべき点

が生じれば適切に見直しを行う、そういう方針

で対応してまいります。 

 次に、地下駐車場の見直しについてのお尋ね

がございました。 

 建設予定地の敷地内におきまして250台以上の

駐車場を確保いたしますには、地上に加えて地

下駐車場を含めることが有力な選択肢であると
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いうふうに考えております。 

 一方で、議員の御指摘のとおり、この地下駐

車場につきましては、これまで検討会やパブリッ

クコメントの場などにおきまして、安全性を含

めて、様々な御意見をいただいた論点の集中し

た場所でもあるというふうに考えております。

特に、津波浸水想定区域への整備につきまして

御懸念をされる意見が多くございました。また、

地下駐車場は危ないのではないかと感じておら

れる県民が少なからずおられるというふうに受

け止めたところでございます。 

 このため、地下駐車場を整備する場合には、

津波対策として人命救助を最優先といたしまし

て、垂直避難ができる階段を複数設置する、あ

るいは避難訓練を徹底するといったことで、ハー

ド・ソフト両面で対策を講じるということを明

らかにしてまいりました。 

 ただ一方で、こうした議論の経過、そして県

民の皆さんの心配の声を踏まえますと、今後の

作業の中で地下駐車場に大きく依存しない整備

手法があるのではないかと、そういった可能性

を全面的に排除するのではなく、今後利用形態

の想定を精査していく中で、より柔軟に対応す

ることも視野に入れるべきではないかというふ

うに私自身考えたわけでございます。 

 そういった思いから、先日の記者会見におい

て、もうちょっと地上に造れないかとか、屋上

でも考えられないか、これはアドリブで申し上

げましたが、私がこう申し上げましたのも、こ

うした思いを背景とする、そういった趣旨の発

言でございました。ただ、そうした思いからの

発言でございますので、現時点で技術的ないし

具体的な裏づけを持つ代案を持って発言をした

というものではございません。 

 むしろ、今後基本設計を行います中で、安全

性や技術的な実現可能性、日影規制をはじめと

いたします法令上の適合性、さらには事業費へ

の影響、こういったものを総合的に勘案しなが

ら、敷地内における駐車場の整備の在り方につ

いて具体的な検討を進めてまいりたいと考えて

おります。 

 最後に、今後の県民体育館の整備過程におき

ますリスクと県民への説明の機会についてお尋

ねがございました。 

 この事業におきましては、今後建設費の変動、

工程の遅れ、あるいは複数施設の一体的な整備

に伴います技術的な問題、こういった問題が様々

な課題として生じてくるリスクがあり得るとい

う認識はございます。 

 こうした変動要因につきましては、基本設計

及び実施設計を行う中で、各段階において事業

費や工程の精査を行ってまいるということを基

本に対処したいと考えております。加えて、こ

うした設計業務とは別に、建築コンサルタント

の専門的な支援も得まして、適切なコスト管理

あるいは工程管理に努めてまいる考えでありま

す。 

 さらに、実際に施設を利用されますスポーツ

団体や、コンサートやイベントの主催者などの

視点を設計段階から十分に反映するということ

に意を用いたいと考えております。このため、

こうした様々な利用者の立場から専門的な知見

を有します方々にアドバイザーとして助言をい

ただく体制を組みまして、この運営の目線を適

切に取り入れながら基本設計に取り組んでまい

る考えであります。 

 その上で、例えば基本設計の完了時といった

タイミング、こういった大きな節目におきまし

て、アドバイザーの方々に参加をいただきます

公開の会議も開催をいたして、その時点までの

準備の進捗状況などにつきまして、県民の皆さ

んに情報を開示するという機会を設けたいとい

うふうに考えております。 

 私からは以上であります。 
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   （観光振興スポーツ部長小西繁雄君登壇） 

○観光振興スポーツ部長（小西繁雄君） まず、

県民体育館の工期設定に係る知事からの指示に

ついてお尋ねがございました。 

 基本計画の検討を進める中で、施設の機能や

規模がおおむね整理された段階で、設計の専門

家が工期を精査した結果、供用開始が当初の令

和11年度末より２年から３年遅れる見込みとな

りました。 

 遅れる主な要因としましては、複数の施設を

集約化することで、当初の計画より延べ床面積

が約1.6倍に増えたこと、慢性的な人手不足に加

え、全国的に大規模な事業が集中しているといっ

た建設業界の事情などでございました。 

 こうしたことを受けまして、庁内において事

業手法やスケジュールについて協議を行いまし

た。知事からは、県民の皆様に御不便をおかけ

する期間を短くし、少しでも早く新しい体育館

を利用していただけるよう、早期の供用開始を

目指して最大限努力するよう指示がございまし

た。その際、例え話として、政治家としてのお

考えについてもお話があったところでございま

す。 

 こうした協議を行う中で、専門家に再度意見

をお聞きし、発注方法を工夫することなどで、

令和13年度半ばの供用開始が可能であると判断

し、協議して決定したものでございます。 

 次に、経済波及効果などに関するシミュレー

ションの公表についてお尋ねがございました。 

 経済波及効果等につきましては、他県の体育

館やアリーナの利用実績、高知ぢばさんセンター

大ホールでの展示会などの開催実績などを参考

にしながら、個々の利用を積み上げる形で試算

を行ったものでございます。 

 このシミュレーションは、施設規模や事業効

果を検討するための材料の一つとして作成した

ものであり、その試算の考え方や積算内容につ

きましては、検討会において資料としてお示し

してまいりました。また、その資料につきまし

ては、検討会の開催に合わせて県のホームペー

ジでも公表しているところでございます。 

 一方で、今回のパブリックコメントにつきま

しては、まずは県民の皆様に基本計画の全体像

を御理解いただくことが重要であったと考えて

おります。こうした考えの下、施設整備の効果

をできるだけ分かりやすくお示しするため、現

時点で想定している経済波及効果の試算の概要

を計画案に盛り込んだものでございます。 

 今後も、県民の皆様にとって必要な情報を、

事業の進捗に応じて公表しながら、分かりやす

く丁寧な説明に努めてまいります。 

 次に、武道館の運用方法と利用料金について

お尋ねがございました。 

 基本計画検討会の委員から、現在の武道館と

比較して試合場の数が少なくなることによる使

い勝手への懸念や、利用料金の在り方について

御意見をいただいております。 

 こうした御意見を踏まえまして、武道競技を

はじめとする利用者の皆様が円滑に施設を利用

できますよう、具体的な運用方法などについて、

今後関係団体との協議を重ねながら検討を進め

てまいります。 

 また、利用料金につきましては、新たな施設

の規模や設備、管理運営に関する経費などを踏

まえて検討することとなります。その際には、

施設の公共性や利用者の負担にも十分配慮しな

がら設定してまいります。 

 県としましては、引き続き利用者の皆様の御

意見を丁寧にお伺いしながら、誰もが利用しや

すい施設となるよう取り組んでまいります。 

 次に、競技の同日開催についてお尋ねがござ

いました。 

 新体育館につきましては、プロスポーツの試

合や大規模イベント、各種競技大会など多様な
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利用を想定していることから、利用希望が重な

る場合には一定の調整が必要になるものと考え

ております。 

 県としましては、プロスポーツとアマチュア

スポーツのいずれも本県のスポーツ振興に重要

な役割を果たすものであると認識しております。

そのため、具体的な予約方法や利用調整の仕組

みにつきましては、今後関係団体や施設運営者

の御意見もお伺いしながら検討してまいります。

また、日程が重なり新体育館での開催が困難な

場合は、必要に応じて春野の体育館など他の施

設の活用も含めて調整することとなります。 

 いずれにしましても、競技大会等の開催機会

が確保できるよう、できる限り利用者の皆様に

配慮した運営に努めてまいります。 

 次に、駐車場の混雑についてお尋ねがござい

ました。 

 新県民体育館の駐車場につきましては、体育

館やプールを利用される県民の皆様に加え、各

種大会やイベント開催時には多くの来場者の利

用が想定されております。 

 そのため、イベントの規模や内容によっては

駐車場が混雑する状況が予測されますが、施設

利用者の利便性ができる限り損なわれないよう、

適切な駐車場運営を行うことが重要であります。

この際、日常的に施設を利用される県民の皆様

が利用しやすい環境を確保することが重要であ

ることから、施設全体の管理運営の中で駐車場

の利用方法について十分検討してまいります。 

 具体的な運用方法につきましては今後検討し

てまいりますが、イベント開催時には公共交通

機関の利用促進や周辺駐車場の活用、利用者へ

の事前周知なども含め、混雑の緩和に努めてま

いります。 

 次に、長寿命化した場合の改修費についてお

尋ねがございました。 

 基本計画では、新県民体育館への機能集約に

よる効果や、施設の将来的な維持管理負担など

を総合的に勘案し、整備の方向性を整理してお

ります。現時点では、それぞれの施設について

長寿命化を前提とした詳細な改修設計を実施し

ていないことから、精度の高い改修費をお示し

できる状況にはございません。 

 一方で、県民体育館、武道館、高知ぢばさん

センター大ホールを単純に現地で建て替えた場

合と、新県民体育館に集約した場合との経費に

ついては比較検討をしております。その結果、

整備コストにおける県の実質負担額は、集約化

により削減効果が約10億円あると試算をしてお

ります。 

 この削減効果に加えまして、アリーナ機能を

付加することができますので、プロスポーツの

試合や音楽コンサート、大規模展示会などの開

催を通じまして、新たな人流やにぎわいを創出

でき、県経済により貢献できる施設になるもの

と考えております。 

 最後に、止水板等についてお尋ねがございま

した。 

 地下駐車場を整備する場合は、豪雨などの内

水氾濫対策として、出入口に止水板や土のう等

の設置により物理的な浸水対策を講じることと

しています。 

 御指摘のように、止水板等で南海トラフ地震

による津波浸水を防ぐことは難しいと認識して

おります。このため、津波浸水対策としまして

は、施設自体を津波に耐えられる構造とするこ

とはもとより、地下駐車場から垂直避難ができ

る階段ルートを複数設置することや、避難訓練

の徹底など、人命最優先で、ハード・ソフト両

面での対策を講じてまいります。 

   （商工労働部長大原英樹君登壇） 

○商工労働部長（大原英樹君） 見本市などの開

催数が減少した場合の産業振興への影響につい

てお尋ねがございました。 
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 ぢばさんセンター大ホールで開催されている

見本市等は、県内事業者の販路開拓や商談機会

の創出に重要な役割を果たしております。これ

らの催しの開催数が減ることになれば、県内事

業者が有する製品や技術を対外的に発信する機

会の減少につながることなどが懸念されます。 

 また、ぢばさんセンター大ホールの機能を新

県民体育館に集約化するに当たり、大ホール利

用者の利便性確保に関する要請書が、大ホール

を所有する高知県産業振興センターから提出さ

れました。こうした要請も踏まえ、新県民体育

館整備等基本計画の整備方針に、見本市等の開

催が可能となる規模や機能の整備を位置づけま

した。 

 引き続き、関係者と密に連絡を取りながら、

新県民体育館供用後もできる限り見本市等の開

催に影響がないよう取り組んでまいりたいと考

えております。 

   （教育長今城純子君登壇） 

○教育長（今城純子君） まず、部活動の遠征等

における安全確保に関する国からの通知の受け

止めについてお尋ねがございました。 

 ５月の国からの通知は、部活動遠征中の事故

を受け、各学校における安全確保のための留意

点等について対応の徹底を求めるという趣旨で

発出されたものです。 

 本県では、引率業務等の通知に基づき、日頃

から児童生徒の安全管理の徹底に努めておりま

すが、学校教育活動における安全管理の在り方

について、改めてその重要性を重く受け止めて

おります。 

 次に、県立学校に対する部活動の遠征等にお

ける安全確保に関する調査の結果についてお尋

ねがございました。 

 県教育委員会では、５月19日の国からの通知

を受け、直ちに県立学校に対して通知を発出し

た上で、各校における安全確保の状況に関する

調査を実施いたしました。 

 その結果、貸切りバス等の利用時には、許可

を受けた事業者であることや適正な契約内容で

あることを確認している、遠征等の必要性や行

程等については、事前に管理職が確認し承認し

ているなど、全ての県立学校で適切な運用や安

全確認の徹底がなされていることを確認してお

ります。 

 次に、再発防止につながる部活動のための教

育予算についてお尋ねがございました。 

 学校教育活動の一環である部活動において、

移動を含め児童生徒が安全に活動できる環境を

整えることは大変重要であると認識しておりま

す。この点に関して先ほどの上治議員からの御

質問にお答えした際に言及いたしました、国に

おける部活動遠征時の安全対策等の取りまとめ

が、つい先ほど届いたところです。 

 県教育委員会としましては、この通知の内容

を精査するとともに、他県の状況も参考にしな

がら、本県の実情に応じた対応を検討してまい

ります。 

 最後に、安全確保のための移動ルールの徹底

についてお尋ねがございました。 

 ５月の国からの通知では、部活動等の移動に

際して、貸切りバスによる運送を依頼する場合

は、事業者から運送引受書の交付を受けた上で、

その記載内容を確認することにより、契約の主

体や契約内容等を明確化することが求められて

います。 

 もとより、契約内容の確実な遵守が重要であ

ることは言うまでもありませんが、安全対策に

は常に改善や見直しが必要であることも認識し

ております。先ほど届きました国からの安全対

策に関する取りまとめの内容も精査し、各学校

において安全管理が確実になされるよう、引き

続き指導の徹底に努めてまいります。 

   （文化生活部長依光香代子君登壇） 
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○文化生活部長（依光香代子君） まず、磐越自

動車道での事故を受けた私立学校への調査の実

施についてお尋ねがございました。 

 まず、５月中旬、私立学校に対して電話にて

部活動の遠征時の移動方法について聞き取りを

行いました。６月上旬には、県教育委員会と同

様の部活動の遠征などにおける安全確保に関す

る調査を行いました。 

 結果につきましては、遠征時の移動方法にお

いて、バスを所有している学校では専任の運転

手または教職員が運転をしております。バスを

所有していない学校では貸切りバスを活用して

います。また、部活動の遠征などにおける安全

確保に関する調査では、学校の管理職が移動手

段を確認し承認するなど、各学校において生徒

の安全を確保していることを確認しています。 

 次に、私立学校の部活動の遠征におけるルー

ルの適用についてお尋ねがございました。 

 遠征時の安全確保については、国からの通知

に基づいて各私立学校が想定される危機事象へ

の対応策を学校の実情に応じて適切に対応する

ことが基本となります。その際には、県立学校

の運用ルールなどについても必要に応じて参考

にしていただくものと考えます。 

 今般の事故を受けて、県では、各私立学校に

対し安全確保に係る国からの通知を周知すると

ともに、県教育委員会の通知文も共有して適切

な対応を依頼したところです。今後も、私立学

校において安全対策が徹底されるよう、本日国

から通知されました安全対策などにより、さら

なる対応の徹底を促してまいります。 

 最後に、再発防止につながる部活動のための

教育予算についてお尋ねがございました。 

 各私立学校の部活動に係る費用については、

保護者の皆様の負担をいただきながら、県から

の学校運営全体への補助も活用しており、各学

校で安全に部活動を行っていただいているもの

と考えます。 

 県としましては、国において取りまとめられ

た安全対策の内容を踏まえ、他県の状況も参考

にしながら必要な対応を検討してまいります。 

   （子ども・福祉政策部長近藤由佳君登壇） 

○子ども・福祉政策部長（近藤由佳君） まず、

生活保護費の追加給付の対象となる受給中の世

帯数と県所管分の給付時期の見通し、進捗状況

についてお尋ねがございました。関連いたしま

すので、併せてお答えいたします。 

 今回の追加給付につきましては、昨年６月の

最高裁判決を踏まえ、国において対応が検討さ

れ、本年２月に全国の地方自治体に対して実施

の通知があったものです。 

 追加給付の対象となる世帯のうち、現在生活

保護費を受給中の世帯は、申出がなくても追加

給付を受けることができ、その世帯数は県内全

体で約１万3,000世帯です。このうち、県が所管

する町村分は約1,500世帯となっております。 

 県所管分につきましては、国からの予算内示

があり次第、給付に向けた作業に取りかかれる

よう準備を進めてきました。そうしたところ、

先週末国からの内示がありましたので、速やか

に生活保護システムの改修などを行い、秋頃に

は給付できるように作業を進めてまいります。 

 次に、生活保護の廃止などにより、現在受給

されていない世帯数と県所管分の給付時期の見

通し、進捗状況についてお尋ねがございました。

関連いたしますので、併せてお答えいたします。 

 生活保護の廃止などにより、現在生活保護を

受給されていない世帯は、追加給付を受けるた

めには、国指定の様式により、当時保護を受給

していた所管の福祉事務所に申出をしていただ

く必要があります。 

 申出が必要な世帯数につきましては、県及び

各市の推計では、県内全体で約１万世帯、この

うち県が所管する町村分は約500世帯となってお
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ります。 

 申出の開始時期などは、国が全国統一的な方

針を示すこととなっておりますが、現時点では

まだ明確に示されておりません。このため県所

管分については、国からの通知があり次第、順

次給付に向けた手続を進めてまいります。 

 次に、給付事務を行うに当たり、どのような

困難があるのかとのお尋ねがございました。 

 給付に当たって提出していただく申出書類に

は、受給期間や世帯構成、各種加算の状況など

多くの項目を記載いただく必要があります。各

福祉保健所では、その内容と当時の生活保護の

受給状況に関する記録を照合する作業が必要と

なります。 

 例えば、現在と受給時の世帯構成が異なる場

合もありますので、提出されました申出書類の

内容を正確に確認する必要がございます。この

確認には相当の時間を要することも想定され、

また書類に不備があった場合には申出者とのや

り取りも必要となり、給付時期が遅くなること

も懸念されます。 

 このように給付事務には複雑かつ時間を要す

る確認作業が伴いますが、一つ一つ丁寧かつ迅

速に対応してまいりたいと考えております。 

 次に、追加給付のお知らせが届きにくい方へ

の対応についてお尋ねがございました。 

 追加給付を受けるためには、当時生活保護を

受給していた福祉事務所に申出をする必要があ

り、対象となる方にしっかりと周知することが

大変重要となってまいります。 

 国では、新聞広告等、多様な媒体を活用した

全国的な広報を計画しています。県におきまし

ても、広報紙やホームページのほか、町村とも

連携し、各種媒体を通じた情報発信を行ってま

いります。あわせて、施設に入所されているな

ど、お知らせが届きにくい方には、施設関係者

など身近な方を通じて情報が届くよう広く周知

していきたいと考えております。 

 最後に、人の配置を含めて必要な措置を国に

求めるべきではないかとのお尋ねがございまし

た。 

 今回の追加給付に伴う生活保護システムの改

修費用や、給付事務を補助する会計年度任用職

員の配置に係る費用などについては、全額国費

で予算措置されております。 

 県といたしましては、この予算を活用し支給

事務を着実に進められるものと考えており、現

時点では国に対して追加措置を求める必要はな

いと考えております。今後、新たな課題が生じ

た場合は、必要に応じて国に要望してまいりま

す。 

   （総務部長永渕智大君登壇） 

○総務部長（永渕智大君） 介護休暇の取得手続

において、医師の診断書に加え、第三者の申立

書や、教員、スクールカウンセラー等の所見を

証明書類として認めることができないかとのお

尋ねがございました。関連をいたしますので、

併せてお答えをいたします。 

 本県の介護休暇制度では、不登校の原因が疾

病等であって、２週間以上、日常生活において

介護が必要と認められる場合に休暇の取得が可

能となってございます。このため、取得手続に

おきましては、職員の申出と併せて、医師の診

断書により疾病等による介護の状況を確認して

いるところでございます。 

 確認に当たり提出を求める証明書類につきま

しては、民間企業の場合には、厚生労働省の局

長通知により、第三者の申立書の提出を認める

など柔軟な対応が示されてございます。また、

国家公務員の場合には、人事院規則により必要

に応じて証明書類の提出を求めることができる

とされており、その取扱いは各省庁に委ねられ

てございます。 

 こうしたことから、今後各省庁における取扱
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いや他県の状況を把握した上で、介護休暇の取

得手続における介護状況等の確認方法の柔軟化

について研究をしてまいります。 

○36番（中根佐知君） どうも御答弁ありがとう

ございました。時間がなくなってきて、２問を

させていただきます。 

 まず、知事に、大変御苦労もされていること

と思いますが、業績のためにリスクのある判断

をするのはやむを得ないという考え方について、

私はいろんな意味で乱暴さが前に出てしまうん

じゃないかと危惧をしています。ぜひとも丁寧

にという中身について、どのように御所見を持っ

ているか、もう一度お話をいただきたいと思い

ます。 

 それから、もう一つは総務部長に伺います。

介護休暇については総務省管轄、それから厚生

労働省管轄、それぞれの働き方の中で随分と精

査が進んできました。ぜひ一歩踏み込んで高知

県でもというふうに思いますが、いま一度御答

弁をお願いします。 

○知事（濵田省司君） 再質問にお答えいたしま

す。 

 今お話しありましたように、一定のリスクは

取りながら、できるだけ早い整備をということ

で進めてまいっております。もちろん、片方で

県民の皆さんの御理解を得ながら、納得を得な

がら整備を進めることは大事だと思っておりま

すので、リスクを取りながらチャレンジをする

という部分は私は忘れたくないと思いますが、

そうしながらも、県民の皆さんの御意向を丁寧

に反映していくということにも意を払いたいと

思っております。 

○総務部長（永渕智大君） 介護休暇制度につい

ての再度のお尋ねにお答えをいたします。 

 国家公務員との比較、あるいは民間企業と比

較をいたしましても、県における介護休暇につ

いて、より厳格に確認をする必要があるかとい

う点については、必ずしもそうとも限らないの

ではないかと考えておりますが、厚労省の通知

におきまして柔軟な方法を示しておりますもの

の、実際に県で運用するに当たりましては、で

はどういった方々にどのような証明をしていた

だけるか、あるいは申立書にどのような内容を

記載いただけるかという個別具体の事例につい

て、まずは研究、精査をしていくことが必要で

あろうと思っております。 

 そういった意味で、関係省庁あるいは他県の

動向をまずは把握して、柔軟化について研究を

してまいりたいと考えてございます。 

○副議長（土居央君） 以上をもって、本日の議

事日程は終了いたしました。 

 明７月１日の議事日程は、議案に対する質疑

並びに一般質問であります。開議時刻は午前10

時、本日はこれにて散会いたします。 

   午後２時47分散会 
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       16番  西 内 隆 純 君 

       17番  加 藤   漠 君 

       18番  弘 田 兼 一 君 

       19番  明 神 健 夫 君 

       20番  三 石 文 隆 君 

       21番  畠 中 拓 馬 君 

       22番  依 光 美代子 君 

       24番  西 森 美 和 君 

       25番  寺 内 憲 資 君 

       26番  西 森 雅 和 君 

       27番  䬢 口 秀 洋 君 

       28番  水 野 雪 絵 君 

       29番  岡 﨑 哲 也 君 

       30番  岡 田 竜 平 君 

       31番  坂 本 茂 雄 君 

       32番  は た   愛 君 

       33番  細 木   良 君 

       34番  岡 田 芳 秀 君 

       35番  岡 本 和 也 君 

       36番  中 根 佐 知 君 

       37番  塚 地 佐 智 君 

欠 席 議 員 

       な   し 

 

―――――――――――――――― 

 

説明のため出席した者 

  知     事  濵 田 省 司 君 

  副  知  事  西 森 裕 哉 君 

  総合企画部長  小笠原 直 樹 君 

           濱 田 憲 司 君 

  総 務 部 長  永 渕 智 大 君 

  危機管理部長  江 渕   誠 君 

  健康政策部長  藤 野 晋太郎 君 

           近 藤 由 佳 君 

  文化生活部長  依 光 香代子 君 

           濱 田 美和子 君 

  商工労働部長  大 原 英 樹 君 

           小 西 繁 雄 君 

  農業振興部長  橋 本 卓 夫 君 

           坂 田 省 吾 君 

  水産振興部長  山 下   修 君 

  土 木 部 長  横 地 和 彦 君 

  会 計 管 理 者  池 上 隆 章 君 

  公営企業局長  中 嶋 真 琴 君 

  教  育  長  今 城 純 子 君 

           成 瀬   洋 君 

           澤 田 昌 宏 君 

           前 田 み か 君 

  警 察 本 部 長  岩 田 康 弘 君 

  代表監査委員  和 田  男 君 

           梅 森   実 君 

子 ど も ・ 
福祉政策部長 

産 業 振 興 
推 進 部 長 

観 光 振 興 
スポーツ部長 

林 業 振 興 ・ 
環 境 部 長 

人 事 委 員 会 
事 務 局 長 

監 査 委 員 
事 務 局 長 

理事（人口減少・ 
中 山 間 担 当 ）

人 事 委 員 長 
職 務 代 理 者 

公 安 委 員 長 
職 務 代 理 者 
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―――――――――――――――― 

 

事務局職員出席者 

  事 務 局 長  猪 野 貴 之 君 

  事 務 局 次 長  大 﨑 和 幸 君 

  議 事 課 長  飯 田 志 保 君 

  政策調査課長  溝 渕 松 男 君 

  議事課長補佐  谷 内 恵 美 君 

  主     幹  大 川 美千子 君 

  主     幹  元 吉 博 子 君 

        

――――  ―――― 

 

議 事 日 程（第３号） 

   令和８年７月１日午前10時開議 

第１ 

 第 １ 号 令和８年度高知県一般会計補正予算 

 第 ２ 号 職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ３ 号 公益的法人等への職員の派遣等に関

する条例の一部を改正する条例議案 

 第 ４ 号 高知県税条例の一部を改正する条例

議案 

 第 ５ 号 高知県地方活力向上地域における県

税の特例措置に関する条例の一部を

改正する条例議案 

 第 ６ 号 高知県指定障害児通所支援事業者等

が行う障害児通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例議

案 

 第 ７ 号 高知県認定こども園条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ８ 号 高知空港国際線ターミナルビルの指

定管理者の指定に関する議案 

 第 ９ 号 県有財産（災害対応車両）の取得に

関する議案 

 第 10 号 国道494号（第二川ノ内組橋上部工）

防災・安全交付金工事請負契約の締

結に関する議案 

 報第１号 令和７年度高知県一般会計補正予算

の専決処分報告 

 報第２号 高知県税条例等の一部を改正する条

例の専決処分報告 

第２ 一般質問 

   （２人） 

 

――――  ―――― 

 

   午前10時開議 

○議長（明神健夫君） これより本日の会議を開

きます。 

 

――――  ―――― 

 

諸 般 の 報 告 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 松尾公安委員長から、所用のため本日の会議

を欠席し、前田公安委員を職務代理者として出

席させたい旨の届出がありました。 

 また、門田人事委員長から、所用のため本日

の会議を欠席し、成瀬人事委員を職務代理者と

して出席させたい旨の届出がありました。 

 

――――  ―――― 

 

質疑並びに一般質問 

○議長（明神健夫君） これより日程に入ります。 

 日程第１、第１号「令和８年度高知県一般会

計補正予算」から第10号「国道494号（第二川ノ

内組橋上部工）防災・安全交付金工事請負契約

の締結に関する議案」まで並びに報第１号「令

和７年度高知県一般会計補正予算の専決処分報
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告」及び報第２号「高知県税条例等の一部を改

正する条例の専決処分報告｣､以上12件の議案を

一括議題とし、これより議案に対する質疑並び

に日程第２、一般質問を併せて行います。 

 30番岡田竜平議員。 

   （30番岡田竜平君登壇） 

○30番（岡田竜平君） おはようございます。県

民の会の岡田竜平でございます。議長のお許し

をいただきましたので、通告に従いまして質問

に移りたいと思います。 

 まず、知事の政治姿勢についてでございます。 

 高知県議会では、人口減少対策に立ち向かい

ながら地域の実情を踏まえ知事が提出した議案

に対し、議会は審議を通じてチェック機能を果

たす。二元代表制にある議会には、その存在意

義も問われているところであり、当然の話には

なりますが、高知県議会の機能が十分に発揮さ

れますように、知事の二元代表制の認識につい

て質問してまいります。 

 そこで、お聞きしたいのは、知事が、知事以

外の選挙を応援する場合の対応について、その

相手方に対し県政運営に力添えをいただいてい

るという表現を使用することについてでござい

ます。ささいな発言のように思えますが、知事

はこの表現を多用しており、ここで確認をした

いと思います。知事は、県政運営に力添えをい

ただいていれば、知事による選挙応援の対応は

違うとのことでございます。 

 では、県政運営に力添えをいただいていると

はどういうことを指すのか、知事にお考えをお

聞きいたします。 

 次に、選挙応援ではなく、政治資金パーティー

における政治活動で金銭を介した応援を受ける

ことについてでございます。知事は、これまで

も政治資金パーティーを開催していらっしゃい

ますが、その知事の政治資金パーティーに高知

県議会に所属する議員が出席することについて

でございます。 

 政治資金規正法には抵触しておりません。で

は、二元代表制において、そのことが議会の緊

張関係に及ぼす影響についてどのような見解を

お持ちなのか、知事にお聞きをいたします。 

 また、知事の名代である参与についてでござ

います。今年２月の総務委員会におきましては、

参与の選挙応援での職務上の影響力について指

摘があり、４月には県参与の職務遂行における

政治的中立性・公平性確保のための指針が公表

されたばかりでございます。 

 この指針を踏まえ、参与が政治資金パーティー

を開くことが可能であれば、そこに高知県議会

議員が参加することについても同様に知事の見

解をお聞きいたします。 

 知事には、議会運営と政治活動は当然切り分

けていただき、混同することのないよう慎重に

対応いただきたいと考えております。つまり、

地方自治法の下、二元代表制を採用する県議会

において、首長と議員が対等に対峙する。当た

り前ではございますが、この健全な緊張関係が

緩めば、議会軽視の風潮が生まれ、行政のチェッ

ク機能は形骸化されてしまいます。議会の機能

低下は、最終的に県民の不利益をもたらします。 

 そこで、二元代表制における議会の健全な緊

張関係の維持に向けた、知事自身の行動への自

己評価と覚悟をお聞きいたします。 

 次に、教育現場における政治的中立性につい

てお聞きいたします。今年３月に起きた沖縄県

名護市辺野古沖のボート転覆事故を受け、文科

省が、当該高校の学習プログラムを教育基本法

第14条にある政治的中立に違反すると、教育基

本法の制定後初めて認定をいたしました。亡く

なられた生徒さんに心から哀悼の意を表します。 

 当該事故には様々な意見があるにもかかわら

ず、学校側が生徒に多角的な情報を提示してこ

なかったことが問題点の一つとして指摘をされ
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ております。別の視点としては、現場の安全管

理については厳しく問われるものだったと考え

ております。 

 そこで、主権者教育の政治的中立性について

お聞きをいたします。教育行政について知事は、

教育大綱の策定への関わりだけでなく、教育長

の任命権を有しております。御承知のとおり、

現場の執行責任は教育長にあり、その教育長に

中立性を求めるからこそ、本来独立している教

育委員会を形式的なものにとどめないようにす

るために、ここで教育における知事の政治不介

入の決意をお聞きいたします。 

 では、政治的中立性とは、当該事故の反対の

視点で申しますと、賛成派だけの見解を扱って

いた場合にも違反になるとお聞きをしておりま

す。政治を扱う現場教員には、客観的立場に立っ

た上での専門性と倫理観が問われます。特に、

現在進行形で議会やメディアで積極的に扱われ

ているテーマは、過去のものと比べ政治判断の

総括がされておらず、難しさが際立ちます。だ

からといってリアルタイムの社会問題に触れな

ければ、子供たちは生きた主権者教育を受けた

とは言えません。このたびの文科省の対応を受

け、主権者教育における教育現場での萎縮、政

治を扱うこと自体が後退するのではとの懸念も

ございます。 

 そこで、政治的中立性を担保した主権者教育

については、教員個人への負担を避けるべきで

あり、教育委員会としての対応が求められると

考えますが、教育長の考えをお聞きいたします。 

 続きまして、新県民体育館整備等基本計画に

ついてでございます。 

 今定例会には、新県民体育館の整備に向けた

関連経費として、債務負担行為も合わせ７億5,000

万円余りが計上されております。県民の声を募

集しておきながら、その多数派の意見を無視し

て２週間後に計画を策定。そして、予算計上し

たわけでございます。 

 本来、基本計画の段階で必要と思われる各種

調査も未完了であり、基本設計に入ってからの

調査検討では修正できる余地が限られ、結果と

して課題を残す施設になってしまうリスクがご

ざいます。調査結果次第では、全体計画に大き

な混乱が生じることも考えられますことから、

県民の会としては目的そのものを否定するもの

ではなく、一旦立ち止まるべきとの立場で知事

に質問いたします。 

 まず、当該計画の新県民体育館を津波浸水域

に整備することについてでございます。県では、

南海トラフ地震対策行動計画において、命を守

る安全対策が基本方針となっております。また、

高知県津波災害警戒区域等の指定基準での津波

災害警戒区域、イエローゾーンでは､｢最大クラ

スの津波が発生した場合でも、何としても命を

守るため、津波から逃げるための体制を強化し、

津波に対して安全な地域づくりを進める区域」

となっております。 

 このように、県民への危機管理意識の醸成に

努めるために、県が自ら策定した危機管理にお

ける基本方針があるにもかかわらず、なぜ新県

民体育館整備等基本計画では、その姿勢に逆行

して津波浸水域を建設予定地とするのか、この

ことに関し御所見を知事にお聞きいたします。 

 次に、5,000人規模の集客施設を津波浸水域に

建設し、さらに水没リスクのある地下駐車場の

整備もあることへの妥当性について、県民から

も関心を集めております。 

 もし、県の妥当性を裏づけるのであれば、県

のみによる判断ではなく、例えば独立した防災、

地盤工学の専門家による第三者委員会を設置し

て再評価することは、当該計画を進める上で有

効と考えられますが、御所見を知事にお聞きい

たします。 

 次に、令和７年９月三重県四日市市では豪雨
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により市内にある地下駐車場が浸水し、200台以

上の車両が被災いたしました。このことを受け、

国交省では国管理の地下駐車場に関する浸水対

策ガイドラインが策定され、そこには浸水防止

技術の強化などの基本方針が示されております。 

 当ガイドラインは、今後地方自治体へも広が

ると思われますが、当該計画、地下駐車場へ照

らした場合の御所見を知事にお聞きいたします。 

 では、地下駐車場で浸水被害があった場合、

水没車両の賠償責任は県にあるのか、運用する

指定管理者なのか、車両の所有者なのか。止水

板の故障も含め様々なケースが想定されますが、

他県の事例も踏まえて知事にお聞きをいたしま

す。 

 次に、今後の整備スケジュールについて、ま

ず都市計画法、建築基準法に関する質問でござ

います。当該計画の敷地は、都市計画法に基づ

き指定された用途地域である商業地域と第１種

住居地域にまたがっております。計画を進める

には、都市計画法に基づく用途地域の変更、ま

たは建築基準法に基づく特例許可を受ける必要

がございます。 

 まず、用途地域の変更手続においては、高知

市により住民が意見陳述を行える公聴会の機会

や、意見書の提出の機会が与えられております。

さらに、都市計画審議会では、周辺環境への配

慮などが審議がされるものとなっております。

さらに審議を尽くす必要があると判断される場

合には、審議が継続されることも考えられます。

つまり、用途変更の実現可能性及びスケジュー

ル感については、現時点で不透明ということで

ございます。 

 また、建築基準法に基づく特例許可を受ける

場合には、高知市が住居の環境を害するおそれ

がないことなどを認め、さらに建築審査会の同

意を得た上で許可となります。当然、不服申立

てなどが起こらぬよう、都市計画提案者であり

ます県としても事前の周到な準備が必要でござ

います。 

 要するに、都市計画法、建築基準法、いずれ

にいたしましても、これらの手続は外部機関に

委ねられ、そこに住民が参加する以上、地域住

民の不安を払拭できるエビデンスを持ち合わせ

ていない現段階では、その進捗は見通せないも

のと考えます。 

 だからこそ確認したいのは、県は高知市に提

供予定の法定図書以外に、地域住民に理解を得

られる説明資料にどのようなものがあるのか、

またそれで十分とお考えか、知事にお聞きいた

します。 

 次に、解体工事のタイミングについてでござ

います。当該事業では、基本設計、実施設計完

了前に解体工事の着工が予定されておりますが、

行政手続上の進捗が見通せないのに、このまま

見切り発車で解体工事を先行してしまいますと、

県民のスポーツに関わる機会が大幅に奪われる

可能性がございます。 

 心配するのは、都市計画法、建築基準法の手

続の遅れだけでなく、過去の例を挙げますと、

県と高知市が共同で建設したオーテピア高知図

書館では、東日本大震災の復興需要や東京五輪

決定に伴う全国的な資材・人件費高騰の直撃を

受け、建設工事の不調が２回、辞退が１回ござ

いました。このように工期延長も十分想定がさ

れております。 

 そこで、これらの不測の事態を想定した上で

利用者への影響を最小限にするために、解体工

事は早くとも今後予定される建設工事の契約締

結後とすべきと考えますが、御所見を知事にお

聞きいたします。 

 次に、当該事業では、基本設計と実施設計が

まとめて補正予算に計上されております。本来

であれば、それぞれに対し議会審議をより慎重

に行うことが理想であります。 
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 そうであれば、基本設計が整い、より正確な

概算費用や建物の規模が確定した後に、改めて、

県議会にてその妥当性が承認されてから、実施

設計を予算計上することが当該計画に求められ

ているプロセスと考えますが、御所見を知事に

お聞きいたします。 

 次に、完成時期についてでございます。令和

８年４月30日に示された検討会資料では、令和

14年以降の完成が目指されておりました。しか

しながら、６月15日の計画策定時には工期が短

縮され、令和13年度完成となっております。こ

のことは、昨日の中根議員への説明で、単に最

短が示されただけと理解をいたします。 

 では、新県民体育館の完成が令和14年度以降

となることの問題の有無と、その理由を知事に

お聞きいたします。 

 次に、当該計画地で、工事中に万が一重要な

遺構や遺跡が発見された場合、文化財保護法第

97条により工事は停止状態となります。 

 所管は高知市でございますが、高知の歴史的

価値を守り、埋蔵物による計画破綻を回避する

ために、設計段階で事前の試掘調査を計画に組

み込む必要性があると考えます。さらに、記録

保存のための本格的な発掘調査が必要になれば、

１年ほどの工期遅延が発生いたします。基本設

計の段階で計画全体のスケジュールと予算の検

証が必要となると考えますが、御所見を知事に

お聞きいたします。 

 次に、基本設計前ではございますが、総事業

費の208億9,000万円は、現時点で確認できる積

算根拠は令和７年４月時点をベースとして示さ

れております。先ほど申しましたオーテピアで

は、基本設計から比較すると総事業費としては

33.6％の上昇、建築工事費では56.6％引き上げ

られることになりました。 

 近年の建設資材や人件費の高騰は、オーテピ

アの頃とは比較にならないほど激しいものとなっ

ております。当該事業でも一定割合以上の上振

れをした場合、自動的に着工を凍結するなど策

を講じておく必要性を感じております。もう引

き返せない段階になって、オーテピアの例のよ

うな大幅な増額となるケースがございます。 

 そこで、県は総額で幾らまで支出可能と想定

しているのか、またそれを踏まえた建設工事契

約には上限設定を設けることが有効と考えます

が、御所見を知事にお聞きいたします。 

 次に、設計業務委託では、基本設計または実

施設計の途上において不測の事態が生じた場合、

県は損害賠償を支払うことなく、本契約を途中

で解約または一時凍結できるものとするのか、

御所見を知事にお聞きいたします。 

 続きまして、歩道橋の雑踏事故リスクについ

て御質問をいたします。当該計画では、周辺の

交通渋滞を緩和するため、来客に対し自家用車

の利用を抑制し、バスや路面電車などの公共交

通機関の利用を促す方針を示しております。し

かしながら、この方針を実行すれば、イベント

終了時に公共交通を利用しようとする数千人規

模の観客が道路の向かい側にあるバス停や電停

を目指し、一斉に体育館前の桟橋通歩道橋へと

殺到することになります。 

 平成13年の明石花火大会では、11名の貴い命

が失われるという痛ましい事故が起こりました。

このときの教訓からも明らかなように、狭く逃

げ場のない歩道橋や階段は、群衆が滞留した際

に最も悲惨な群衆雪崩を引き起こしやすい極め

て危険な場所でございます。 

 では、当該計画では雑踏警備において、桟橋

通歩道橋における具体的なボトルネックや群衆

雪崩のリスクをどう認識しているのか、知事及

び県警本部長にお聞きをいたします。 

 次ですが、参考として高知市内の別の場所の

話でございます。住宅地にも隣接する電車通り

に大型商業施設がオープンいたしました。参考
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となる数字をお伝えいたします。周辺地区の交

通事故件数を、オープンの前後１年間で比較い

たしますと、人身事故が６件から10件に、物損

事故が129件から195件に。交通違反については、

転回禁止違反が32件から480件に増加しておりま

す。このように県警はこれまでの経験の蓄積が

あるわけでございます。 

 そこで、桟橋通の当該地での交通上の危険性

の認識について知事及び県警本部長にお聞きを

いたします。 

 次ですが、当該計画にはプール整備も含まれ、

これまでと違うのは、そのプールは障害者も利

用を共にするインクルーシブプールであるとお

聞きをしております。 

 ここで、スポーツ庁から委託された令和６年

度障害者スポーツ推進プロジェクトの県の公表

している報告書を読み上げます。本県における

インクルーシブなスポーツ活動はまだ十分に広

がっておらず、こうした活動の主体となる関係

機関や団体にノウハウが少ないことや、理解が

深まっていないことに加え、活動を支える人材

や体制が十分でないといった課題が見られると

あります。 

 これが事実であれば、県がすべきは、まず障

害者と健常者、そして行政側でのインクルーシ

ブスポーツへの意識の醸成でございます。ハー

ド面だけを整備したユニバーサルデザインのプー

ルとインクルーシブプールは、そもそも別物で

ございます。 

 そこで、報告書を踏まえたインクルーシブス

ポーツの今後の取組をお聞きするとともに、当

該計画におけるインクルーシブプールの共生社

会づくりの視点への御所見を観光振興スポーツ

部長にお聞きいたします。 

 続きまして、建築・建設事業者への中東情勢

の影響についてでございます。 

 建築・建設業界は、これまでも人手不足に資

材高騰が重なっておりました。さらに、中東情

勢の不安定化により、重油を原料としたこのた

びの材料不足が重なり、県内建築・建設業界に

おきましても、特に小規模・零細事業者の経営

を大きく圧迫しております。私にも４月下旬か

ら特に相談が増えてまいりました。 

 このような状況においての県の事業継続への

支援につきましては、コロナ禍でのゼロゼロ融

資に続き、国の動きを待たず、住民により近い

存在である地方自治体として先んじて、原油・

原材料価格高騰対策緊急支援融資制度を創設し

たことは、全国的に見ても４県目という迅速な

対応だったと評価するものであります。 

 この状況下、特に民間工事においてのナフサ

不足は、県民の身近な住宅建築やリフォーム工

事が止まる事態となり、当該業界は苦境に追い

込まれている状況が鮮明となったわけでござい

ます。 

 そこで、このたびの県融資制度の実効性につ

いてお聞きをいたします。融資は一時的な資金

繰りを支えるものの、将来の返済義務を伴う借

金でございます。物価高騰の終わりが見えない

中、利子負担や信用保証料が経営の負担になる

ことは避けられません。 

 事業者の現実的な経営継続に向けては、利子

補給のさらなる拡充も必要になると考えられま

すが、県の認識と今後の取組を商工労働部長に

お聞きいたします。 

 次に、公共工事における中東情勢等を踏まえ

た契約に関する運用についてでございます。昨

日、上治議員に対し、スライド条項や工期延長、

そしてナフサ由来の建築資材不足を背景とした

設計変更についても適切に運用されているとの

お答えがございました。 

 そこで、２点要請でございます。これまでス

ライド条項の適用を請求した経験のない小規模・

零細建設業者においては、手続の煩雑さを理由
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に制度の活用を断念してしまう事業者の存在が

懸念されております。 

 そこで、小規模・零細建設事業者からスライ

ド条項などに関する相談があった場合には、事

務手続が円滑に行われるようサポートしていた

だくよう要請いたします。 

 もう一点は、支払いに関してでございます。

県では、契約時に部分払いもしくは中間前金払

いの選択ができるようになっております。これ

自体、資金繰り支援に当たるとも考えますが、

中東情勢による影響など不測の事態を想定し、

契約後でありましても、もう一方の支払い方法

に切替えをできるなど、支払い方法変更への柔

軟な対応を併せて要請いたします。 

 続きまして、観光振興についてでございます。 

 2023年にらんまん、2025年にあんぱん、そし

て特にこの短い期間に３作目のジョン万のＮＨ

Ｋのドラマ化が決定いたしました。直後のゴー

ルデンウイークの観光客数の伸びは、既にその

影響を大きく受けたと報告を受けております。

｢ドラマが生まれる場所 高知｣､ジョン万次郎の

ふるさと高知として、この追い風を最大限生か

されることを期待しております。 

 そこで、ジョン万次郎の生まれ故郷土佐清水

市を含む幡多地域の観光振興についてでござい

ます。半島振興法を前提とした幡多地域半島振

興計画では、産業振興や定住促進などの取組を

進めているとお聞きをしております。ドラマ化

決定により、当該計画の持つハード・ソフト両

面の施策展開に関心が寄せられております。 

 そして、高知県産業振興計画幡多地域アク

ションプランにおいては、土佐清水まるごと戦

略観光の展開として、足摺・竜串地区を中心に、

観光資源の磨き上げや再開発を行うプロジェク

トが進められているところでございます。そう

いった中で、足摺海洋館SATOUMIのリニューアル

オープンにもつながったと承知をしております。 

 このように、国、県、市、県観光開発公社と

民間事業者らの歩みを通じ、このタイミングで

さらに竜串エリアを魅力ある地域へと磨き上げ

ることのお考えを知事にお聞きいたします。 

 次に、足摺宇和海国立公園内にある足摺海底

館は、国の登録有形文化財として登録をされて

おり、土佐清水のランドマークとも言われてお

ります。このことは、すなわち足摺海底館は、

単なる一企業の観光施設ではなく、県が保存し

活用すべきものという位置づけになったという

こととして理解してよいか、知事にお聞きをい

たします。 

 そんな折に飛び込んできたのが足摺海底館の

休館の知らせでございます。陸地と展望室の間

に架かる鉄骨連絡橋の腐食が原因とお聞きいた

しました。海底館本体の修繕の必要性もあるよ

うにお聞きしております。 

 大河ドラマの経済効果を最大化するために、

竜串エリアのシンボルである海底館の復活が必

要との声を、地元土佐清水市に限らず耳にいた

します。もちろん、所有者である高知県観光開

発公社が費用負担して改修するものでございま

す。そこで、筆頭株主である県のお考えを知事

にお聞きいたします。 

 続きまして、中山間地域における民泊事業に

ついてでございます。 

 ジョン万効果に期待をしながら、県内広く観

光誘客を実現することにより、多くの経済的波

及を期待したいわけでございます。そこで、こ

こまで申しました幡多地域も含めた中山間地域

への観光客の誘客策としての田舎民泊の普及に

ついてお聞きをしたいと思います。ここでは、

ゲストハウスなどの簡易宿泊所ではなく、さら

に高知市市街地などにある民泊事業とは区別し

て、田舎民泊としてお聞きをいたします。 

 そこで､｢極上の田舎、高知｡｣をコンセプトと

したどっぷり高知旅キャンペーンを、民泊事業
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による磨き上げに期待したいのであります。観

光施策を展開するに当たり、これまでも滞在日

数の増、中山間地域への呼び込み、周遊などの

課題が示されております。課題解決には、宿泊

施設の不足解消に向け、客室ストックの確保が

必須と考えられますが、県として先行きを見通

したものが存在しておりません。 

 そこで、中山間地域への誘客施策の展開、検

証に向けた高知県における中山間地域の地域別

客室ストックの今後の見通しについて観光振興

スポーツ部長にお聞きをいたします。 

 次ですが、中山間地域では、就業機会が少な

く、地域からは雇用にだけではなく、なりわい

創出への支援が求められております。民泊新法

ならではの180日しか営業できないとしたルール

がございますが、経営者側からの視点では、で

きるときにできる分だけ働くといった小さな所

得は生活の質の向上につながるとお聞きをして

おります。さらに、宿泊事業へは参入障壁が低

く、中山間地域への滞在型観光への誘客にもつ

ながると考えます。 

 一方で、令和５年総務省住宅・土地統計調査

によりますと、県内の空き家は総住宅数に占め

る割合が12.9％、５万100戸とあり、田舎民泊で

活用する視点では、中山間地域の潜在的稼げる

資産である空き家活用に期待が寄せられます。 

 そこで、田舎民泊を産業振興計画に位置づけ、

県として推進し、支援することへの所見を観光

振興スポーツ部長にお聞きをいたします。 

 続きまして、土佐和紙の振興についてでござ

います。 

 古くから冬場の貴重な換金作物とされていた

土佐和紙原料のコウゾ農家では、そのコウゾ出

荷は現在でも高齢者の貴重な収入源となってお

ります。 

 まず、お伝えしたいのは、土佐和紙は1,000年

にわたり脈々と受け継がれてきた歴史ある伝統

産業であるということでございます。しかしな

がら、和紙生産者の後継者育成だけではなく、

栽培が容易であるはずのコウゾ生産農家の高齢

化等による原材料不足が深刻なものとなりつつ

あります。 

 県土佐和紙の土佐典具帖紙と土佐清帳紙の伝

統技法は県の無形文化財に指定されており、和

紙の原料としてコウゾを使用することが基本原

則となっておりますが、現在その原料不足の課

題を抱えているということでございます。 

 本県では、土佐典具帖紙に限らずとも、その

品質から土佐コウゾで良質な和紙が製造されて

おります。そこで、ちょっと御覧をいただきた

いのですが（現物を示す)､これはルーブル美術

館で実際に絵画に修復で利用されている土佐コ

ウゾを利用した和紙をお借りしてまいりました。

町内の業者さんから借りて、本当に薄いんです

けれども、これが実際に使われている土佐和紙、

土佐コウゾを利用した和紙でございます。 

 このように、産業振興だけでなく文化的貢献

を本県の伝統的工芸品でもある土佐和紙が果た

すことは、土佐和紙のブランド力の向上にも大

変寄与しております。今回は、ぜひ皆さんに見

ていただきたく、貴重な土佐コウゾ和紙をお借

りしてまいりましたので、皆さんにも、こういっ

たものがあるということをぜひ知っていただけ

ればと思っております。 

 そこで、土佐和紙の振興に向けて、どのよう

に土佐コウゾの確保に向けた取組を進めていく

のか、知事のお考えをお聞かせください。 

 続きまして、バンブープラスについてでござ

います。 

 高知県のイノベーションの取組として、高知

県と地元企業との官民連携の共同研究により製

品化した新素材、バンブープラスが令和７年度

生産をスタートいたしました。この竹素材を工

業製品化する取組は、発注の大本であるトヨタ
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の温室効果ガスの削減の取組の一つでもありま

す。 

 自動車大手各社のバイオマスの新素材の開発

を見てみますと、日産はウニの殻を再利用する

開発を進め、ホンダであれば卵の殻を樹脂に混

ぜ内部部品への採用を目指すことで、生物由来

の素材を用いて石油由来の樹脂の使用を減らす

取組をしているわけでございます。そういった

面で業界の先頭を走るのが、トヨタの竹由来樹

脂であるバンブープラスでございます。 

 このような地元産天然資源を工業製品として

安定供給するという取組は、地方創生において

非常に先進的であり、その成功は本県の地場産

業の振興だけでなく、社会問題となっている放

置竹林整備を促進することで里山保全につなが

ることにも期待が寄せられております。 

 このように、地域外で収益を得る基幹産業の

育成や、地域産品を外部市場で販売して収益を

得る地産外商モデルの全国展開が必要だとする

国の地方創生策とも合致する当該サプライ

チェーンの意義をどのように評価するか、知事

にお聞きをいたします。 

 一方で、県内には原竹の搬出を専業とする事

業者が存在しないことで、事業継続に必要とさ

れる原竹の安定的な確保が課題となっておりま

す。昨年11月にバンブープラスの製造工場が県

内で稼働を始めたことにより、材料とする竹材

の大量かつ安定的な需要が見込まれております。 

 そこで、県として竹材の安定供給体制の構築

にどのように取り組んでいくのか、林業振興・

環境部長にお聞きをいたします。 

 続きまして、小規模林業の推進についてでご

ざいます。 

 小規模林業は専ら自家労働等により行う小規

模な林業を指し、県にはこれまでも小規模林業

推進協議会の事務局を担っていただき、支援に

も取り組んでいただいているところでございま

す。 

 ここで、県の担い手育成においてアドバイザー

を務めます徳島県那賀町の橋本光治さんの施業

を例に挙げますと、杉、ヒノキ林に高密度の作

業道を開設し、弱度間伐を繰り返すことで、生

態系を豊かに保ちながら、かつ市場価値の高い

材を育む森を営んでいるということであります。

つまり、環境性と経済性を両立させた小さな林

業が小規模林業ということでございます。 

 令和８年６月に閣議決定された新たな森林・

林業基本計画に、林業経営を担う主体の一つと

して自伐型林業が明記をされました。自伐型林

業とは小規模林業のことを指し、これまでの大

規模林業を補う位置づけから、小規模ながら林

業の主要な経営体の一つとして明記されたこと

は大きな意味を持ち、山村地域の発展に向け所

得の向上や、豊かな森林づくりにつなげること

に大きな期待が寄せられております。 

 御承知のように、林道や作業道の路網延長が

林業振興の一つの尺度となるわけでございます。

小規模林業を実践する場合、山を壊さぬよう配

慮し小規模な重機で作設する道は、おのずと細

い道となるのですが、これに対する補助金支援

は市町村によりむらがあり、事業継続への懸念

があるのも事実でございます。 

 そこで、小規模林業施業者が開設する幅員2.5

メートルまでの作業道への開設支援についての

御所見を林業振興・環境部長にお聞きいたしま

す。 

 以上で１問といたします。 

○議長（明神健夫君） 審議の都合により、暫時

休憩いたします。 

   午前10時40分休憩 

 

――――  ―――― 

 

   午前11時２分再開 
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○議長（明神健夫君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 岡田竜平議員の議案に対する質疑並びに一般

質問に対する答弁から再開いたします。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 岡田議員の御質問にお答

えをいたします。 

 まず、私が県議の方々に県政運営にお力添え

をいただいているという表現を用いた趣旨、そ

して県議の方々が知事または県参与の政治資金

パーティーに出席することによります影響など

についてお尋ねがございました。関連をいたし

ますので、併せてお答えをいたします。 

 我が国の地方自治制度は、御指摘ありました

ように二元代表制を取っております。本県にお

きましては、執行機関であります知事と議決機

関であります県議会の議員、それぞれが直接選

挙で選ばれまして、県民からの負託を受けてい

るという関係にございます。知事は、行政を執

行する権限を有しておりますけれども、実際上

は、これに先立ち議会におきまして、予算ある

いは条例議案などに御賛同いただき、議決をい

ただきませんと、事務事業を執行することがで

きないという関係にございます。 

 このため、二元的な代表制を取っているとい

うことではありますけれども、県勢浮揚に向け

て様々な政策を展開していくということの必要

上、こういうことを考えますと、現実には知事

と議員各位が目指すべき方向を多くの部分では

共有し、協調して行動していくと、ベクトルを

合わせていくということが現実には不可欠であ

るというふうに考えております。 

 そうした中でも、単に議案に賛同いただくと

いうだけではございませんで、執行部において

政策の形成をする過程におきまして、足らざる

部分を議会側からチェックをいただく、あるい

は執行部では思い至らなかった、そうした切り

口からの政策の提案をいただく。こういった形

で、執行部とは異なる視点で関与をいただくと

いうことを通じまして、健全な緊張関係を持っ

て県政を進めていると、そうした関係にあると

いうふうに受け止めております。 

 私は、県議の皆様から県政報告会が開催され

たときに県政報告会に招かれまして、来賓とい

う立場で御挨拶を申し上げる際には、議員から

御指摘ありましたように、県政運営に力添えを

いただいているという言葉をよく用いておりま

す。この言葉は、先ほど申しましたとおり、議

案への御賛同をいただくということはもとより

でありますが、日頃から執行部への御助言、御

指導をいただいているということに対して感謝

の気持ちを述べさせていただいているという趣

旨でございます。 

 また、私は、知事として県行政を統括する立

場にあると同時に、県内の多くの有権者の皆さ

んを対象として政治活動を行います政治家とい

う立場も持っております。これまでも、政治資

金パーティーの開催によりまして、多くの方々

から薄く広く浄財を募り、私自身の政治活動に

必要な費用を賄ってまいったわけであります。

その際には、支援者の方々をはじめ県議の皆様

方にも広く御案内をさせていただいておりまし

て、開催の趣旨に賛同いただいて御出席をいた

だいております方々には感謝を申し上げている

ところでございます。 

 しかしながら、議員の方々に私の政治資金パー

ティーに御出席をいただいたからといって、議

員の皆さんからの行政執行に対するチェックで

ありますとか、政策提案をいただくといった、

こうした健全な緊張関係がなくなるとは全く考

えておりません。そのことは、仮に県参与が自

身の政治活動の一環として政治資金パーティー

を開催するというような局面においても同様で

あろうというふうに考えておりまして、その場
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合でも職務遂行におけます政治的な中立性、公

平性の確保に問題は生じるということはないと

いうふうに考えております。 

 次に、二元代表制におきます議会との健全な

緊張関係の維持に関しましての自己評価、そし

て覚悟はどうかという御質問がございました。 

 先ほど申し上げましたとおり、議員各位には

執行部におきます政策形成の過程でチェックを

いただく、あるいは政策の提案をいただくとい

うことを通じまして、知事、議会間の健全な緊

張関係を持って県政を進めることができている

というふうに考えております。 

 ただ、こうした健全な緊張関係を保っていく

というためには、両者の信頼関係というものが

その基盤として必要ではないか、率直な意見交

換ができる信頼関係を形成するということが大

事じゃないかというふうに思っております。 

 私自身は、こうした信頼関係を築くという観

点も含めまして、議員各位と、例えば御地元に

おきます行事でありましたり、県民座談会の「濵

田が参りました」で御一緒をしていただくよう

なこと。あるいは別の場面で申しますと、例え

ばインフラ整備の促進に向けまして国への政策

提言を御一緒してお願いすること、そしてその

完成がなったというときには共に喜ぶというよ

うなことを通じて、日頃から議員の方々と対話

を重ねる努力はしてきたものというふうに自負

をいたしております。 

 今後も、県政が抱えます政策課題の中には、

例えば地元や支援者の方々との利害と、県政全

体を考える立場から利害が必ずしも一致をしな

い、そういう面で議員各位との間で各論的には

見解が分かれる、そうした論点、問題も出てく

ることはあり得ると思っております。そうした

問題に対しましてもこれまでと同様でございま

すが、この課題を真正面からありのままに真摯

に受け止めまして、行政の立場として主張すべ

きことは主張しながら、議員各位との一致点を

見いだしていく、そうした努力を重ねてまいる

覚悟であります。 

 次に、教育行政への政治不介入の決意につい

てお尋ねがございました。 

 教育基本法におきましては、教育は不当な支

配に服することがなく、またその時々の政治的

な勢力に左右されることがないよう、政治的中

立性が確保されなければならないとされており

ます。これを担保する仕組みといたしまして、

独立した合議制の機関であります教育委員会を

置くということで、選挙で選ばれた首長への権

限の集中を防ぎ、中立的な教育行政の運営を実

現しているというふうに考えております。 

 ただ、一方で最近の動きといたしましては、

平成26年にいわゆる地教行法が改正されました。

この背景といたしましては、大津市のいじめ重

大事案におきまして教育委員会が迅速に対応で

きなかった、そうした反省から一定程度、選挙

で選ばれた首長の教育委員会への関与というこ

とを規定しようという趣旨だったというふうに

考えております。 

 これによりまして、選挙で選ばれました首長

に、新たに教育長の任命や総合教育会議の主宰

などの責任、役割が付与され、これを通じまし

て、従前よりもより一層民意を反映した形で教

育行政を推進する仕組みが整備をされたという

ふうに理解をしております。 

 私自身、この法律の制定の趣旨にのっとりま

して、地域の教育課題や目指すべき姿を大局的

に把握した上で、教育大綱の策定といった教育

施策の大枠の部分について教育委員会に対して

意見を述べると、そうした局面に焦点を絞って

意見を述べるという形での対応をさせていただ

いております。 

 その一方で、この教育基本法にのっとりまし

て、教育委員会の独立性は尊重するという観点
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から、例えば学校現場におきます具体的な教育

内容でございますとか個別の教職員人事、こう

いった事項に関しましては、私の立場から言及

するということは厳に慎んでおりますし、今後

もその姿勢は貫いてまいる決意であります。 

 次に、新県民体育館に関しまして、津波浸水

想定区域を建設予定地とすることはどうかとい

うお尋ねがございました。 

 現在の県民体育館の敷地は、津波防災地域づ

くり法に基づきます津波浸水想定区域、いわゆ

るイエローゾーンとして県が指定をした区域で

あります。このイエローゾーンにおきましては、

法令によりまして社会福祉施設などのいわゆる

要配慮者利用施設に対して、避難確保計画の策

定、あるいは避難訓練の実施が義務づけられて

おりますけれども、この区域におきます開発行

為や、建物の建築に関します制限は特段設けら

れておらないということでございます。 

 同様にイエローゾーンということで申します

と、この県庁前の交差点付近もイエローゾーン

でございまして、例えば高知市役所あるいは市

役所前の地下駐車場、これも同様のイエローゾー

ンに所在をしているということでございます。 

 新体育館の整備を検討するに当たりましては、

このように津波浸水想定区域に予定地があると

いうことは踏まえました上で、交通アクセスや

利便性、中心市街地と連動したにぎわい創出の

効果、こういったものを勘案いたしまして、現

有地が最も適していると判断をいたしました。 

 一方で、津波浸水想定区域に整備をするとい

うこともございますので、令和６年度に設置を

しました最初の検討会におきまして、この新し

い施設は防災機能を充実していくという方針を

定めて、先月取りまとめました基本計画におき

ましても、基本方針の４つの柱の一つとして、

安心・安全な拠点という点を掲げております。

この基本方針に基づきまして、新しい体育館に

は地域住民の皆さんの緊急の避難場所としての

機能を新たに備えることとするなど、地域の防

災力の向上に寄与をするという考え方で整備を

してまいりたいと考えております。 

 次に、独立した第三者委員会によって安全性

の再評価を行ってはどうかというお尋ねがござ

いました。 

 この防災上の安全性の確保につきましては、

基本計画のための有識者検討会の中に、防災を

専門とする大学講師の方にも委員として参画を

いただきまして、防災対策について幅広く御助

言をいただきました。さらに、今後実施をいた

します地質調査などによりまして、具体的かつ

客観的なデータが得られるということを想定し

ておりますので、現時点ではこの地質調査等に

関します専門家による第三者委員会を設置する

ことまでは考えておりません。 

 一方、この地質調査を進める中で、例えば軟

弱地盤で整備に影響する可能性が生じるといっ

た、計画段階で想定し得なかった状況が判明を

いたしました場合には、必要に応じまして専門

家に相談をし、再評価も行いながら慎重に整備

を進めてまいる考えであります。 

 次に、国管理の地下駐車場に関する浸水対策

ガイドラインの内容を踏まえた、地下駐車場に

おきます浸水対策の在り方についてお尋ねがご

ざいました。 

 地下駐車場の防災対策は、人命を第一に考え、

利用者の安全確保を最優先にするということが

大前提だと考えております。 

 このため、基本計画におきましては、まず豪

雨などの内水氾濫への対策として、地下駐車場

の入り口に止水板、土のう等を設置することと

いたしております。また、いわゆるＬ２クラス

の巨大地震におきましては、最大で２メートル

から３メートルの浸水が予測されます。津波浸

水対策といたしまして、地下駐車場から複数の
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垂直避難ルートを設置するという対策を講じる

ことといたしております。加えて、避難訓練の

徹底をするということなど、ハード・ソフト両

面での対策を講じてまいることとしております。 

 このほか、議員からお話ございました国の新

しいガイドラインを踏まえまして、例えば浸水

センサーの配備でございますとか、浸水リスク

に応じた閉鎖基準のあらかじめの設定といった

対策についてもしっかりと対応してまいります。 

 次に、地下駐車場で浸水被害が発生した場合

の水没車両の賠償責任についてのお尋ねがござ

いました。 

 災害時の損害に対する賠償責任の所在につき

ましては、災害の種類、対応あるいは施設管理

に関します役割分担の状況など、個別具体的な

事情を踏まえて判断されることになると考えま

す。 

 例えば、一般的に豪雨などによります内水氾

濫につきましては、気象情報などによりまして、

一定程度時間の余裕を持っての予見が可能だと

考えます。そのため、施設管理者が地下駐車場

への車両の進入を制限する、あるいは利用者に

出庫を呼びかけるといった形で、運用面で事前

の対応を講じることが通常期待をされるという

ふうに考えます。こうした本来講ずべき安全管

理を怠るといった形で、施設管理上の瑕疵が認

められる場合には、管理者側の責任が問われる

可能性があると考えます。議員から御紹介のあ

りました四日市市の事例では、止水板の不具合

に対して適切な対応がなされていなかったこと

などが賠償責任の争点になっているというふう

にお聞きをしております。 

 また一方で、大規模な津波のように発生の頻

度がまれで予見が困難とされる災害の場合には、

不可抗力による損害という位置づけで、基本的

には施設管理者の賠償責任は問われない可能性

が高いのではないかと考えております。 

 いずれにいたしましても、今後国のガイドラ

インも踏まえました上で、必要なハード対策に

加えまして、施設管理上のソフト面の対策につ

いても十分検討し、安全性の確保に努めてまい

る考えであります。 

 次に、用途地域の変更または建築基準法の特

例許可の手続に関する説明資料についてお尋ね

がございました。 

 現在の建設予定地の一部は、御指摘がござい

ましたように第１種住居地域に指定をされてお

ります。このため、現有地で建て替えを行うに

当たりましては、現行の土地規制との整合を図

る必要がございます。その際には、御指摘もあ

りましたように、１つには都市計画法に基づき

ます用途地域の変更をする。あるいは建築基準

法に基づきます特例許可を取る。このいずれか

の対応が必要であるというふうに考えておりま

す。こうしたことから、法律上これらの手続を

進める主体となります高知市の当局と協議や検

討も進めているところであります。 

 ただいま申し上げましたいずれの対応を取る

場合におきましても、御指摘もありましたよう

に、審議会などの第三者機関におきます審査を

受けるという段取りとなりますので、今回の県

民体育館の再整備の必要性や公益性、あるいは

周辺地域への影響、こういった点についての説

明資料を準備していくことが必要となるという

ふうに考えております。必要となります具体的

な説明資料につきましては、今後高知市と十分

な調整を行いまして、地域住民の皆さんの理解

が得られるように準備をしてまいります。 

 次に、解体工事を建築工事の契約締結後のタ

イミングに回すべきではないかというお尋ねが

ございました。 

 この解体工事の着手を建築工事の契約締結後

に先送りをするという判断をした場合には、建

築のスケジュールに遅れが生じます。供用開始
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時期が、現在目指しております令和13年度半ば

から約１年先に繰延べを覚悟しなければいけな

いというふうに判断をしております。 

 この点、昨日も御答弁申し上げましたように、

私としましては、できるだけ早期の開館を目指

したいという立場でございますので、この観点

から、基本計画でお示しをしましたとおり、こ

の現体育館の解体工事のほうを先行するという

対応を取りたいというふうに考えているところ

でございます。 

 この場合、御指摘もありましたように、解体

から新施設完成までの間、いわゆる空白期間に

ついて、代替施設をどうするのかという点が課

題になるというふうに考えます。この点につき

ましては、旧高知南中・高等学校の体育館を改

修し、代替施設として使用する予定であります。

このほかにも、用途に応じまして、野市青少年

センターあるいはぢばさんセンターなども活用

できるというふうに考えております。 

 こうした対策を講じますことで、現在の県民

体育館の解体に伴う影響を極力抑えながら、新

施設の早期の開館を目指してまいりたいと考え

ております。 

 次に、実施設計の予算計上を行いますプロセ

スの在り方についてお尋ねがございました。 

 議員から御指摘がございましたように、この

工事費の規模などにつきましては、基本設計が

完了した段階で精度の高い積算が可能となると

いう状況にあります。このことを踏まえますと、

この議会におきまして、より丁寧に確認をいた

だく。そうしたプロセスを重視するという立場

に立ちますと、この基本設計の完了後に改めて

実施設計の経費を予算計上する。そして、審議

を別途お願いするという方法を取るということ

は、その観点を考えますと望ましい方法だとい

うことではあると思います。 

 しかしながら、私どもとしましては、本事業

をできるだけ早期に供用開始したいということ

でございまして、その観点から、できる限り工

期の短縮を図りたいというふうな立場で検討い

たしました。その結果、基本設計の完了後、間

を空けずに実施設計へ移行できるためには、こ

の２つの設計を一括で予算計上させていただく

という方法を提案させていただいたところでご

ざいます。 

 県といたしましては、基本設計がおおむねま

とまった段階で、その内容、概算事業費などに

つきまして、県議会あるいは県民の皆さんに丁

寧に説明をする機会を設けさせていただきたい

と思います。そして、御理解をいただいた上で

事業を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、令和14年度以降の完成となることに問

題はあるのかというお尋ねがございました。 

 昨日、中根議員にお答えいたしましたように、

現在の体育館は老朽化が進んでおります。利用

者の安全性、利便性を確保するというために、

一日も早い再整備が必要だと考えております。 

 加えまして、近年は建設資材の価格、労務単

価の上昇が続いておりますので、供用開始が遅

れれば遅れるほど事業費が増加するリスクは高

まるというふうに考えております。 

 こうした観点から、基本計画において新県民

体育館の供用開始の時期につきましては、全て

の工程が遅延することなく進んだ場合の最も理

想的なスケジュールを前提といたしまして、令

和13年度半ばという時期を設定したものであり

ます。 

 ただ、令和14年度以降になると決定的に問題

があるのかということに関しましては、例えば

人材あるいは資材不足などの不可抗力で、結果

として供用開始が令和14年度以降となるという

ことが生じることについては、やむを得ないの

ではないかというふうに考えているところであ

ります。 
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 次に、埋蔵文化財との関係で、設計段階で事

前の試掘調査を組み込む必要性があるのではな

いかとお尋ねがございました。 

 この新県民体育館の建設予定地は、江戸時代

に海域を埋め立てまして水田として開発した地

域であります。埋蔵文化財が存在する可能性は

極めて低いというふうに考えております。この

ため、設計段階で事前の試掘調査を行うことは

考えておりません。 

 ただし、御指摘ございましたように、工事の

過程で万が一遺構や遺物と思われるものが発見

された場合には、文化財保護法に基づきます調

査、保存などに関します協議などに相当の時間

を要することとなります。その際には、基本計

画にお示しをしていますスケジュールなどを見

直した上で、県民の皆さんに丁寧な説明を行っ

てまいります。 

 次に、総事業費に上限を設けてはどうかとい

うお尋ねがございました。 

 現在お示しをしております概算の事業費は、

基本計画の策定に当たり、他県のアリーナの整

備実績などを参考といたしまして、近年の建設

費高騰の傾向も踏まえて、大まかに試算をした

ものであります。 

 一方で、今後も建設資材の価格あるいは労務

単価の上昇が継続して見込まれる状況だという

ふうに想定をしております。したがいまして、

着工を予定しております令和10年には、さらな

る建設費の高騰に伴う事業費の上振れも生じる

ことが予想されるという判断をしております。 

 一般論といたしまして、このように事業費の

上振れが生じた場合でありましても、現在のよ

うなインフレ基調の継続が予測される中では、

利用料などをはじめといたしまして、後年度に

おきます増収も見込まれるということではない

かと考えております。 

 このため、建設段階で総事業費の上限を設け

るという考え方ではございませんで、施設の耐

用年数全体を通じまして、後年度におきます収

入増、あるいは運営経費の節減、こういった努

力を通じて収支の均衡を図ってまいる考えであ

ります。 

 次に、損害賠償せずに契約を解除または一部

凍結をするということについてのお尋ねがござ

いました。 

 設計業務の委託契約につきましては、県の契

約書の標準書式におきましては、発注者は業務

完了までの間必要があるときは契約を解除する

ことができる、こういった規定は定めていると

ころでございます。この場合、受注者の責めに

よらない事由によります解除でございますれば、

契約の規定に基づきまして、発注者――県であ

りますが――は受注者に生じた損害を賠償する

必要があるというふうに考えます。具体的には、

解除時点までに実施をされました設計業務に要

した経費や調査費など、受注者に現に発生した

費用を合理的に算定し、賠償の対象とする、こ

うした扱いが一般的であるというふうに考えま

す。 

 したがいまして、議員お尋ねのように、県が

損害賠償することなく任意で契約を解除できる、

こういった極めて県に有利な条件で契約を締結

するということは、実際上は極めて困難ではな

いかというふうに考えております。 

 次に、桟橋通の歩道橋におきますリスクへの

認識についてお尋ねがございました。 

 大規模イベントの開催に伴いまして、多数の

来場者が同一時間帯に集中することによります

雑踏事故のリスクにつきましては、人命に関わ

る極めて重要な課題であると考えております。

具体的には、歩道橋の階段や電停との接続部な

ど、人の滞留が生じやすい箇所がボトルネック

になり得るというふうに考えます。 

 このため、新県民体育館の整備に当たりまし
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ては、こうした部分の安全対策についても併せ

て検討する必要があると考えます。このため、

今後県民体育館の整備担当の部局と、道路管理

の担当部局との間で十分に協議を行いまして、

体育館整備と歩道橋整備とを一体的に検討する

ように指示をいたしたいと考えております。 

 次に、桟橋通の交通上の危険性についてお尋

ねがございました。 

 大規模な集客施設に面する道路におきまして

は、イベント開催時などに交通量や歩行者が一

時的に集中をいたしますことから、交通事故、

交通違反のリスクが高まる可能性があることは

認識をしております。 

 このため、今後交通シミュレーションなどに

よりまして交通への影響を検証いたしますとと

もに、車両や歩行者の動線、駐車場の運用につ

いて十分検討いたしまして、必要な道路施設の

整備という問題も含めて安全性の確保に努めて

まいります。 

 次に、観光振興に関しまして、竜串エリアの

磨き上げについてお尋ねがございました。 

 竜串エリアは、周辺地域とともに昭和45年に

足摺宇和海国立公園に指定をされました、雄大

な自然景観、豊かな海洋資源を有する観光地で

ありまして、これまで多くの観光客を受け入れ

てまいりました。県の産業振興計画におきまし

ても、竜串エリアの観光振興につきまして地域

アクションプランに位置づけて、地域の観光資

源の磨き上げなどに取り組んでまいっておりま

す。 

 こうした中、大河ドラマジョン万の放送が決

定をされまして、今後、中浜万次郎生誕の地で

あります土佐清水市あるいは竜串エリアへの関

心が全国的に高まることが期待をされます。 

 県といたしましては、この追い風を最大限に

生かしますために、市や観光関係団体とも連携

をしながら魅力の向上に取り組みまして、竜串

エリアへのさらなる誘客、周遊の促進につなげ

てまいる考えであります。 

 次に、足摺海底館の保存、活用に対します考

えと、改修に関します筆頭株主としての県の考

え方はどうかというお尋ねがございました。関

連をいたしますので、併せてお答えいたします。 

 高知県観光開発公社が所有をいたします足摺

海底館は、海中景観を間近に体感できます全国

的にも希少な施設でありまして、地元の皆さん

をはじめ、再開を望む声があることは承知をい

たしております。 

 また、文化財的な見地からも自然美の中で異

彩を放つ、近未来的なデザインの建造物として

高い評価を受けておりまして、登録文化財とし

て保存をし、活用する価値があると考えており

ます。こうしたことから、県といたしましても

採算面など事業継続の条件が整えば、海底館を

将来にわたって残していけることが最も理想的

な形であるというふうには考えております。 

 ただ、一方で海底館は老朽化が進んでおり、

特に陸地と海底館をつなぎます連絡橋は腐食が

激しく、多くの方が同時に渡りますと安全性に

問題があるとの判断をいたしまして、本年５月

から休館をしているというのが現状でございま

す。 

 公社のほうからは、その後の検討状況につき

まして、まず第１に、連絡橋を応急的に修繕し

数年間営業する案も検討をしたけれども、部分

修繕では技術的に耐久性を担保できないという

判断に立ち、６月の取締役会におきまして、こ

の連絡橋の応急的な修繕による数年間営業とい

う案は不採択という判断をしたというふうに報

告を受けております。 

 それから、２点目といたしまして、営業再開

のためには、連絡橋の架け替えに加えて海底館

の修繕も必要となる、この場合少なくとも５億

円程度の初期投資が必要であると見積もってい
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るということについても報告を受けております。 

 さらに、３点目といたしまして、こういった

形で多額の投資が必要になりますので、今後収

支の見通しや将来必要となります撤去費用、あ

るいは公社の経営状況、こういった点を精査し、

総合的に勘案をした上で、９月頃には今後の対

応について一定の方向性を決定する方針である

というふうにお聞きをしているところでござい

ます。 

 こうした状況を踏まえまして、県といたしま

しても、公社や土佐清水市と共に、文化財的な

価値を生かした保存・活用策などの選択肢とし

て、どういった形があり得るかという点につい

て検討してまいります。また、その際には、公

社の存続可能な経営という観点も含めまして、

関係者にとって望ましい方向性を見いだしてま

いりたいと考えております。 

 次に、土佐和紙の振興に関連いたしまして、

土佐コウゾの確保に向けました取組についてお

尋ねがございました。 

 土佐和紙の振興のためには、その原料となり

ます土佐コウゾの確保が必要不可欠であります。

しかし、農家の高齢化に加えまして、収穫や加

工の労力に収入が見合わないといった要因から

担い手が不足をし、需要に応じた十分な供給量

を確保できていない状況にあります。 

 このため、県といたしましては、平成30年度

に策定をいたしました土佐和紙総合戦略の基本

方針に、原料づくりという項目を位置づけまし

て、現在大きく２つの取組を進めております。 

 １つは、和紙生産者自身によりますコウゾ栽

培を支援する取組であります。生産者が自ら畑

を引き継ぎ、コウゾの栽培から紙すきまでを一

貫して行う動きが生まれております。県では、

安定的な原料確保に向けた挑戦を後押しすべく、

国の支援策の活用を促すなど伴走支援を行って

おります。 

 ２つ目には、地域ぐるみでの栽培体制の構築

に向けた取組であります。昨年度は、いの町と

黒潮町の地域団体が、県の支援制度「いこうち！」

を活用しまして、県内外の若者にコウゾの収穫

や加工作業に参加をいただく、そうしたプログ

ラムを実施いたしました。このように交流人口

の拡大を図りまして、外部人材のサポートによ

り農家の負担を軽減することにより、地域ぐる

みで栽培を続けられる体制の構築に取り組んで

いるところであります。 

 これらの結果、和紙生産者の土佐コウゾの使

用量は、令和３年の10.7トンを底といたしまし

て、令和６年には16.6トンまで回復し、令和７

年もそれ以上が見込まれるなど、取組の成果が

現れつつあります。 

 今後も、将来にわたり上質な土佐コウゾを供

給できる基盤の整備を一層進めていく必要があ

ると考えております。このため今年度は、プロ

ジェクトチーム会の中で、市町村、和紙生産者

の方々と、コウゾのさらなる生産拡大に向けた

協議を行うこととしております。土佐和紙総合

戦略の枠組みの下、土佐コウゾの供給体制の構

築に向けた取組をさらに進めてまいります。 

 最後に、いわゆるバンブープラスのサプライ

チェーン構築に対する評価についてお尋ねがご

ざいました。 

 竹繊維を主原料といたします複合材料バン

ブープラスは、県と事業者とが共同で開発を進

めてまいりました、本県独自のプラスチック代

替素材であります。昨年11月から本格的に生産

が開始をされまして、現在は安定供給に向けた

体制の整備が行われているところであります。 

 このバンブープラスを核とするサプライチェー

ンの構築は、本県の地域資源を起点に持続可能

な経済の好循環を生み出す取組であります。私

自身、３つの観点からその意義を捉えておりま

す。 
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 １つ目に、川上では、県内の荒廃した竹林の

有効活用によりまして地域住民の所得向上、環

境課題の解決に貢献するという点であります。

２つ目に、いわゆる川中では、竹資源の高付加

価値化によりまして、事業者の収益の増加、雇

用創出につながりますとともに、石油由来の材

料の使用量を半減させ、グリーン化にも資する

という点であります。３つ目に、川下におきま

しては、高い品質水準が求められます大手自動

車メーカーの部品にバンブープラスが採用され

まして、一定の需要が確保されているという点

であります。これがサプライチェーン全体の安

定をもたらしますとともに、大手との取引が信

頼性の証明となり、今後建材や家具といった幅

広い用途への展開にもつながり得ると期待をい

たしております。 

 このように、本サプライチェーンの構築は、

地域や事業者にとりましても、県経済全体にと

りましても、そして地球環境にとりましても、

まさに三方よしの取組であるというふうに考え

ます。今後も、メード・イン・高知の技術であ

りますバンブープラスにつきまして、そのサプ

ライチェーンのさらなる強化に向けた取組を支

援してまいる考えであります。 

 私からは以上であります。 

   （教育長今城純子君登壇） 

○教育長（今城純子君） 政治的中立性を担保し

た主権者教育についてお尋ねがございました。 

 主権者教育については、学習指導要領に基づ

き、社会科や特別活動など複数の教科等で、小・

中・高等学校を通じて系統的、計画的に行うこ

ととされています。例えば、中学校や高校では、

政治の仕組みについての必要な知識を習得する

ことに加え、現実社会の諸課題を取り上げ、生

徒同士で議論を重ねながら、その解決策を考察

するなど、具体的な社会的事象への理解を深め

る学習を行っています。 

 また、具体的な社会的事象を扱う学習の過程

では、多様な見解のある事柄や未確定な事柄を

授業で取り扱う際には、指導上、特定の見方や

考え方に偏った取扱いにより、生徒が多面的、

多角的に考えたり、公正に判断したりすること

を妨げることがないよう留意する必要があるこ

とも学習指導要領上、明記されています。 

 そのため、県教育委員会では、これまでにも

総務省、文部科学省による指導資料を配布する

ほか、教員研修や主権者教育アドバイザー派遣

制度を活用し、政治的中立性の確保を含む主権

者教育の理解と指導の充実を図ってきたところ

です。 

 今後も、子供たちが主権者として、社会を生

き抜く力や地域の課題解決を社会の構成員の一

人として主体的に担う力を養うことができるよ

う、主権者教育の一層の充実を図ってまいりま

す。 

   （警察本部長岩田康弘君登壇） 

○警察本部長（岩田康弘君） 桟橋通歩道橋にお

けるボトルネックや群衆雪崩のリスクをどう認

識しているのかについてお尋ねがございました。 

 一般論としまして、歩道橋は参集者が集中し

やすく、双方向に向かう人の流れの衝突や過密

な滞留などにより雑踏事故の発生が懸念される、

いわゆる人の流れのボトルネックとなる場所で

あると認識しております。そのため、行事等の

規模や内容等によっては、人流の増加等により

群衆雪崩のリスクが生じるおそれがあるものと

認識しています。 

 県警察といたしましては、今後施設供用開始

後の行事等に際し、雑踏事故が発生するおそれ

が認められ、かつ自主警備に加え、警察官によ

る対応が必要と判断される場合には、制服警察

官による雑踏整理や交通整理等を実施し、雑踏

事故の未然防止に万全を期してまいります。 

 次に、桟橋通の交通上の危険性の認識につい
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てお尋ねがございました。 

 県警察では、これまでの県民体育館の運用状

況下においては、桟橋通地域における特段の交

通上の問題は生じていないものと認識しており

ます。他方、計画で想定される施設の機能拡大

を踏まえれば、行事等の規模や内容等によって

は、交通量の増加等により周辺道路において交

通事故や交通違反の発生といった交通上の危険

が生じるおそれがあるものと認識しております。 

 県警察としましては、今後施設供用開始後の

運用において交通安全対策等に関する相談があ

れば、交通の安全と円滑を図る観点から必要な

対策を関係機関と検討してまいります。 

   （観光振興スポーツ部長小西繁雄君登壇） 

○観光振興スポーツ部長（小西繁雄君） まず、

インクルーシブスポーツの今後の取組と、イン

クルーシブプールについてお尋ねがございまし

た。 

 県ではインクルーシブなスポーツとは、障害

の有無や年齢、性別などにかかわらず、誰もが

参加できるスポーツであると捉えております。

これまで、市町村や地域の福祉団体などと連携

し、ボッチャや車椅子ラグビーなど、障害者と

健常者が一緒に行うインクルーシブなスポーツ

活動の普及に取り組んできております。 

 しかしながら、本県では、まだまだ啓発と普

及が必要な分野であるというふうに認識をして

おります。そうしたことから、今年度は活動す

る地域を広げていくことに加えまして、総合型

地域スポーツクラブなどとの連携により、ダン

スやグラウンドゴルフなどのスポーツ活動へ障

害のある方の参加を促進していきたいと考えて

おります。 

 こうした取組により、今後も引き続きスポー

ツを通じた共生社会への理解促進を図り、イン

クルーシブなスポーツ活動の普及啓発に努めて

まいります。 

 新県民体育館のプールには、車椅子のまま入

水できるスロープや、プライバシーに配慮した

更衣室を設置するなど、障害のある方も安心し

て利用できる環境を整えていくことを目指して

おります。このほか、障害のある方が専用に利

用できる時間帯の設定や専門のスタッフを配置

するなど、運用面においても安心して活動でき

る仕組みづくりも進めてまいります。 

 こうしたハードとソフトの両面からきめ細か

な配慮を行い、子供、高齢者、障害のある方が

利用できる多目的なプールを整備していきたい

と考えております。また、将来的には障害者と

健常者が一緒に活動できる教室を開催するなど、

共生社会の実現につながるインクルーシブな

プールを目指してまいります。 

 次に、中山間地域における民泊事業に関し、

客室ストックの今後の見通しについてお尋ねが

ございました。 

 本県の高知市以外の地域における旅館、ホテ

ル等での宿泊可能な人数は、令和元年末から令

和６年末までの５年間で約900人分が減少してお

ります。また、県内全域の宿泊可能な人数の４

割強が高知市に集中していることから、どっぷ

り高知旅キャンペーンにより中山間地域への誘

客を促進し、滞在型の観光を促進する上では、

特に中山間地域における宿泊機能の充実強化が

課題だと認識しております。一方で、住宅宿泊

事業法に基づく民泊事業者の届出数は、高知市

以外の地域において現在89件となっており、制

度開始以降、年々増加しております。 

 こうした状況に併せ、現在進めております空

き家などを活用した民泊も含めた分散型宿泊施

設の整備により、中山間地域における民泊を含

めた宿泊施設の受入れ数は、一定程度増加して

いくものと見込んでおります。 

 次に、産業振興計画への位置づけを含めた民

泊事業の推進についてお尋ねがございました。 
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 観光客の方々に「極上の田舎、高知｡｣を体感

していただくためには、豊かな自然や美しい風

景、地域の方々との交流など、中山間地域なら

ではの魅力を宿泊と組み合わせていくことが重

要と考えております。 

 議員からお話のあった中山間地域における民

泊事業は、地域住民との交流や暮らしの体験な

ど、より付加価値の高い滞在にもつながること

から、本県が進める観光振興策の一翼を担う可

能性があるものと考えております。また、民泊

事業は、一般的に既存の住宅や空き家を活用す

ることから、初期投資や手続面での負担が比較

的少なく、これから宿泊業を開業しようとする

方にとって取り組みやすいという利点もござい

ます。 

 こうしたことから、先月開催いたしました宿

泊施設の開業や拡充を検討する方を対象としま

したセミナーにおいても、民泊事業をテーマと

して取り上げ、住宅宿泊事業法の制度や県内の

取組事例などの紹介をしたところでございます。 

 今後、民泊事業を推進するに当たっては、地

域ごとに宿泊需要や客室不足の状況などの課題

が異なることから、まずは市町村や広域観光組

織へのヒアリングなどを通じまして、現状や課

題を把握したいと考えております。 

 県としましては、こうした調査結果を踏まえ

ながら、現在取り組んでおります民泊を含めた、

いわゆる分散型宿泊施設の整備の進捗状況も見

極めながら、産業振興計画に位置づけ、中山間

地域における宿泊受入れ環境の整備に取り組ん

でまいります。 

   （商工労働部長大原英樹君登壇） 

○商工労働部長（大原英樹君） 中東情勢の影響

に伴う物価高騰下における事業者の経営継続に

向けた融資制度についてお尋ねがございました。 

 中東情勢の緊迫に伴う資材価格の高騰や石油

関連製品の供給の目詰まりによる影響が、県内

の各産業分野でも発生していることは、十分認

識しています。県としましても、まずは国に対

して事業者に対する財政支援を含め、速やかに

対策を講じるよう緊急提言を行ってまいりまし

た。 

 さらに、融資が必要な事業者の緊急の資金需

要に対応できるよう、国の動きを待たず、本県

独自に新たな融資制度、原油・原材料価格高騰

対策緊急支援融資を創設し、５月18日から運用

を開始しています。この制度では、既存の一般

的な融資制度より金利、保証料を低く設定して

います。加えて、事業計画の策定などの手続が

不要であるほか、売上げや利益の減少が見込ま

れる段階でも迅速に融資を受けていただくこと

が可能です。昨日、上治議員からも御紹介いた

だきましたが、申込み段階も含めた現在の融資

実績は合計で約20件、３億円余り、中でも建設

業の割合が最も高くなっています。このことか

ら、この制度が緊急の資金需要に対する一定の

受皿になったものと受け止めています。 

 引き続き、融資が必要な事業者に制度を活用

していただけるよう、ホームページやテレビな

どにおいて広報してまいります。また、今後の

中東情勢等の状況に十分留意しますとともに、

事業者の御意見を伺いながら、必要であれば対

策を講じてまいります。 

   （林業振興・環境部長坂田省吾君登壇） 

○林業振興・環境部長（坂田省吾君） まず、竹

材の安定供給体制の構築に向けた今後の取組に

ついてお尋ねがございました。 

 竹材の生産量は、代替品の普及や安価な輸入

品の増加により全国的に減少傾向にあります。

県内においても、平成６年の約1,100トンから、

令和６年には約350トンと、30年で３分の１に減

少しています。 

 昨年度から生産が開始されたバンブープラス

は、先ほど知事から答弁がありましたように、
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今後自動車部品以外の様々な用途に活用も期待

されます。また、バンブープラスに加えて他の

事業者からの需要も見込まれるため、竹材の需

要は大幅に増加するものと予想されます。そう

した状況に対応するため、計画的に生産量を拡

大していくことが必要だと考えております。 

 このため、県では、昨年度から新たに竹材利

用促進事業を開始し、県産竹材の調達や作業道

の整備などを支援しています。さらに、今後の

需要増加に対応し、将来にわたって安定した供

給体制を構築するため、今年度からは竹林の確

保や生産者の育成を重点的に進めているところ

です。具体的には、高知市及び周辺市町の協力

を得ながら、生産に適した竹林や、その所有者

の把握を進めるとともに、小規模林業者などを

対象とした技術研修を実施し、育成した生産者

と竹林とのマッチングを図っていくこととして

います。 

 一度適切に整備された竹林では、毎年の間伐

の繰り返しにより、安定的で持続可能な竹材供

給が期待されます。こうした一連の取組を着実

に進めることにより、竹材の安定供給の実現を

目指してまいります。 

 次に、小規模林業者による作業道の開設支援

についてお尋ねがございました。 

 先月閣議決定された森林・林業基本計画にお

いて、地域の森林管理を担う経営体の一つとし

て、自伐型林業に取り組む事業者が明記されま

した。県としましては、これまでも小規模林業

者を原木生産を進めるための重要な担い手とし

て考えており、作業道の開設や林業機械のレン

タルへの補助など必要な支援を実施してきたと

ころです。 

 御質問のありました作業道の開設支援の拡充

につきましては、基本計画を踏まえた国の動向

を注視するとともに、小規模林業者の皆さんの

御意見をお聞きするなど、必要な調査を実施し、

検討を進めてまいります。 

○30番（岡田竜平君） それぞれ御答弁ありがと

うございました。 

 ２問目に入らせていただきます。まず、知事

の政治姿勢についてでございます。県政運営に

力添えをいただいているという発言について、

すみません、私の質問にうまく答えていただい

ていないと思っております。実際に選挙応援を

するとき、マイクを握る握らないの話なんかの

ときもよく使っていますので、招かれたときに

言うだけではなく、言っていまして、議員を区

別して扱おうとしている姿勢が見えるんですね。

もしそうであれば、県政運営を理由にそういっ

た取引を持ちかけるような発言は、私からすれ

ば、私からでなくても言語道断だと思っていま

す。 

 改めて、県政運営に力をいただいているとい

う部分、知事、御答弁願います。 

 次、これは質問にはしませんが、政治資金パー

ティーについてです。政治資金規正法には抵触

はしておりません。ですが、知事のこれまでの

発言、私一つずつ確認もしてまいりました。そ

うすると、１期目の当初は、首長としての中立

性とか公平性というのを非常に意識されている

のも見えていたんですけれども、ちょっとずつ

選挙を経る、御自身以外の選挙、御自身の選挙

も経るごとに、少しずつ発言にも変化が起こっ

ているなと感じ取りました。 

 その中で私がお伝えしたのは、政治資金規正

法第２条に、その責任を自覚し、その政治資金

の収受に当たっては、いやしくも国民の疑惑を

抱くことのないようというふうに基本理念が載っ

ているんですが、これはお金のやり取りだから

というところですけれど、その中には行政の公

平性への疑念ということも含まれております。

実際に先ほど質問しました、議員が参加すると

ころというのは、やっぱり疑念が生じるおそれ
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があると私なんかは認識しております。そういっ

たこと、これ質問ではないですけれども、二元

代表制が形骸化することのないように取り組ん

でいただきたいと思っております。 

 次は、主権者教育の政治的中立性について教

育長に御答弁いただいたんですけれども、これ

２問といたします。御説明していただいたこと

は、もちろんそういうこと前提で質問しており

ますので、その上で、現状では問題のないと思っ

ているのかなと感じてしまいました。 

 こちらの質問は、そのままでやっていただく

と何かしら懸念がある主権者教育というもの、

政治的中立性を担保したままでやるのには教員

に対して個人への負担が強いのではないかと

思っていますので、教員を守る取組というのを

求めたつもりでおります。これ、教育長に再質

問です。 

 続きまして、新県民体育館の整備についてで

ございますが、知事から浸水区域への建設につ

いて、イエローゾーンは開発規制はないという

ことでお答えいただいています。これ質問です

ので、お聞きいただきたいんですが、もともと

当初あの場所に決まったときというのは、県立

スポーツ施設のあり方検討会で複数の候補地か

ら選ばれたと思っていますけれども、そのとき

とは状況が、施設の規模ですよね、中身があま

りにもかけ離れています。これは、行政的な進

め方として、プロセスとしても、やはり、一旦

建設地を改めて選び直すというプロセスがある

のが当然だと思っています。 

 ここで、あまりにも前提条件が変わったとい

うところで、もう一度選び直さないかというこ

とを知事に質問とさせていただきます。 

 次に、この場所でまだ、地盤のことですけれ

ども、地質調査ができていないというのは問題

だと思っております。知事なんかがおっしゃる

万全の安全対策を講じることとか、施設に防災

機能があるということは、防災上優れた施設と

いうことでは決してございません。地下駐車場

についてサウンディング調査では、掘削した際

に水の流入がある、止水に時間を要して工期が

遅延することも考えられるため注意が必要であ

る、こういうふうにもう意見が既に出ているん

ですよね。工期の長さについても懸念がありま

す。 

 車に関してですけれども、これ質問ではござ

いませんので。車両保険に入っていたとしても、

基本的に津波は保険対象となっていないんです

ね。県のほうは、津波は県に責任はないという

ことで。そしたら、結局は考えられるのが、車

両の所有者と県が裁判で過失を争うということ

になりますので、そういうふうな懸念もある地

下駐車場ということになり得るということで、

こちら御指摘をさせていただきます。 

 次に、都市計画等での住民への説明資料とし

てのエビデンスが、これからということですけ

れども。ちょっと今回御回答が、これからやる、

これからやるというのがすごく非常に多いので、

そこが気になっているんですけれども、これ質

問ですので、知事お願いいたします。やっぱり、

これぐらい県民からの関心の高い特大の事業で

ございますので、やっぱり手続は場当たり的で

はなく、しっかり準備を整えてから一歩一歩着

実に進めていただきたいと思っています。 

 いろんなシミュレーションというのがあって

もいいのかなと思うんですけれども、私確認で

きたのは経済波及効果のシミュレーションのみ

でしたので、経済性も非常に大事なんですけれ

ども、やっぱりそこに安全性というところのシ

ミュレーションであったり、それ以外の調査と

いうのは必要だと思っています。 

 まず、今いろんなことを御提案させていただ

いていますけれども、すぐにシミュレーション、

取りかかれることがあるんじゃないか、すぐに
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やるべきだなと気づいていただけたのかという

ところを知事に質問とさせてください。 

 次にですけれども、冒頭も申し上げましたけ

れども、今回住民からの意見公募、パブリック

コメントを募集して締め切った後に、すぐに計

画策定して、その後今定例会に予算を計上され

ています。以前、知事がサイレントマジョリティー

という言葉を使われたのを御記憶があると思う

んですけれども、県立施設の指定管理者を直指

定から公募に切り替えたとき。そのときも、慎

重論が非常に多かったんですけれども、知事は

サイレントマジョリティーがおるんですよとい

うことで御発言されています。 

 今回のパブリックコメントは、公式にそのマ

ジョリティーが可視化したわけでございますの

で、知事の発言で政策の進め方に矛盾がここに

生じていますので、知事にその点御説明をいた

だきたいと思います。 

 次に、工期についてですけれども、知事から

は、令和14年度以降であってもやむを得ないと

いう考えの中で進めていますと。昨日の中根議

員への答弁でも、リスクを取りながらチャレン

ジするというような御発言がございました。実

際、この13年度と知事が言ったことで、やっぱ

り現場に非常に無理な工期短縮を強いることに

つながっています。そうなりますと、施工の安

全性や品質を著しく脅かしまして、さらには住

民へ混乱を招くことになっています。 

 県としての入札についての説明が以前あって

いますけれど、これは質問ではございません。

県として入札については適切な発注方法や発注

条件の在り方を検討すると説明が以前あってお

ります。そのこと自体が予算を上振れさせます。

さらに工期が延長するということにつながって

いますので、ここにも矛盾があります。いろん

なところに、これまで言っておられることとか、

説明されていることと、今の現状が矛盾が生じ

ていますので、そういったところを、まずここ

で指摘をさせておいていただきたいと思います。 

 埋蔵物の調査についてですけれども、試掘調

査されないということですが、試掘というのは

１日か２日の工程です。それをされないという

ことに驚きました。もし見つかったら法的に作

業が停止しますけれども、実際重機で掘削して

いる最中に見つけるというのは非常に困難です。

先ほどの説明であれば、その手元、重機の例え

ばバケットの先のところに人をつける、そうい

うことが現場では求められますが、そういうこ

とをイメージしていると思ってよいのかという

ところを思いました。これは細かいところにな

りますので、質問ではなく、そういうところも

気にしていただきたい。やっぱり文化財の意識

というのは非常に大事にしていただきたいと思っ

ております。質問ではございません。 

 解約条項についてですけれども、県に有利な

契約をするのは困難というような説明がありま

した。だからこそ、慎重に一個ずつ進めていた

だきたいと思っていますので、よろしくお願い

をいたします。 

 次に、歩道橋について御説明いただきました。

歩道橋を一体的に整備するという御発言いただ

きました。まず、これもこれから県警とも話を

するんじゃないかということでしたけれども、

明石の事故のときには県の職員が実刑判決をも

ろうちゅうんですよ。それぐらい非常に県の対

応がしわ寄せが県警にまで及んでいます。今の

時点で相談がないのに非常に驚きました。 

 それについてなんですけれども、整備をする

ということでお答えいただきましたけれども、

どれだけが予算に必要になるかというところが

気になることにもなります。基本設計の中で明

らかにされるのか、それともさらにそこから上

振れせないかんのか。先ほど御答弁では、令和

10年で判断するということのお答えをいただい
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ていますけれど、そうなると後戻りできないの

ではないかという懸念がございます。 

 改めて、財政負担上の上振れについて、限度

は示しておくべきではないかと思っていますの

で、これは質問として知事に聞かさせていただ

きます。 

 以上、第２問といたします。 

○知事（濵田省司君） 再質問にお答えいたしま

す。大変多岐にわたっていただきましたので、

私の把握している限りでということでお許しい

ただきたいと思います。 

 まず、県政運営についてお力添えいただいて

いるという発言はおかしいのではないかという

再質問がございました。 

 私は、ただいま御答弁申し上げましたように、

議会、県議の皆様方には議案に賛成をいただか

ないと県政運営が知事としてできないというこ

とでありますので、議案の賛成が最も象徴的で

ありますけれども、そういうことも含めまして、

県政運営について御協力をいただいているとい

う認識を申し上げたものであります。 

 別の場面で国会議員の方々に対しまして、国

としての財政資金の提供という観点から県政に

御協力いただいているという観点からのお礼を

申し上げることはございますけれども、それは

それとして、県政の運営自身も先ほど申し上げ

ましたように、議会の議決なしには前に進んで

いかないということを踏まえた発言でございま

す。 

 それから、県民体育館に関しまして、規模等々

に関して、全体を大きくやり直すべきではない

かというお話であったかと思います。 

 これは令和６年に今回の見直しといいますか、

再建築に関しまして検討を始めた中で、現有地

の建て替えという方針をまず決めまして、そし

て大きな機能というものに関して議論を重ねて

きたということでございます。結果、集約化と

いう要因との関係で、当初想定したよりも大き

なものになっているというのは事実であります

けれども、これは検討会の場等を通じまして、

また一定専門家との相談を含めて、この敷地の

中で何とか収納が可能であるという判断に立ち

まして、前へ進んでいこうという判断をしたと

いうことでございます。 

 そして、先ほども申しましたけれども、この

新しい県民体育館を文化の面での役割というこ

とも考えますと、できるだけ早く供用をさせて

いきたいということから、今回こういった判断

をさせていただいたということでございます。 

 そして、パブリックコメントがサイレントマ

ジョリティーとかつての発言と矛盾しているの

ではないかという御質問もございました。 

 これに関しましては、パブリックコメントと

いうのが確かに今回慎重な御意見、あるいは反

対の御意見が多数であったことは確かでありま

すけれども、パブリックコメントそのものは多

数決を取ろうということでやるわけではござい

ませんので、県の決めました計画について皆さ

んの御意見を伺って、直すべきところは直して

いくということであります。もともと多数決を

取るためにパブコメをやっているわけではない

というものだと考えております。 

 あと、事業費に関しまして、あるいは埋蔵文

化財等の話もございましたが、これは埋文は先

ほど申しましたように、この土地がもともと埋

立地でありますので、弥生時代とか縄文時代と

か、そういうものが出てくるような、埋蔵物が

出てくるような土地ではないであろうという判

断をしたという趣旨を申し上げております。 

 それから、事業費に関しましては、ただいま

申し上げましたように、現時点で想定されるも

のを計上させていただいているということでご

ざいます。現実に工事費が発生をするというタ

イミングは令和10年度になりますので、その時
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点になれば、より精度の高い数字が出てくると

いうことを申し上げたということでございます。

この点については、物価の動向等々もあります

ので、現時点でお示しできる数字は、ただいま

申し上げておりますような約210億円という数字

だということでございます。 

 全体を通じまして、例えば歩道橋の話につき

ましても、またその他もろもろにつきましても

段取りが悪い、まだこんなことをやっていない

のかと。都市計画等についてですね、お叱りを

いただきましたけれども、手順といたしまして

は、まずこの施設の基本的な機能をどうするか、

規模をどうするか、そういったところを決めて

いくのが私は手順として先だということだと思

います。 

 一つの基本計画というところで、検討会にお

きましても到達点に参りましたので、次の施策

へ進みたいということで、今回関連の予算をお

諮りしているということでございます。議員の

おっしゃるように、全て耳をそろえてすぐにで

も着工できるというような条件が整えば、それ

は一番理想的かもしれませんが、現実になかな

かそういうことはまいらないと思います。そこ

は、最善の努力をさせていただいておりますし、

今回議員から御指摘いただいた点で、私自身思

い至らなかった点もございますので、そういっ

た点については参考にさせていただいて、指示

すべきところはさせていただきたいというふう

に思います。 

 以上であります。 

○教育長（今城純子君） 御質問いただいた点で

すけれども、まず主権者教育につきましては、

これは先ほども御紹介しましたように、各教科

全てで、これはやらなければならないこととい

うふうになっております。その際に、政治的中

立性を担保するということにつきましては、こ

れは至極当然のことであると考えています。な

ぜならば、御紹介していただきましたように、

教育基本法の第14条第２項にも定められており

ます。これはもう原則、原則です。 

 その上で、教員の負担ということもあろうか

と思います。そのため、例えばこれは先ほども

申しましたけれども、指導資料もありまして、

先生方が授業をするときに主権者教育も含めま

した授業をするときの指導資料の紹介、それか

ら教員の研修も行っております。加えまして、

子供用のものもありますので、それもやってい

ます。あと大学の先生とかを主権者教育アドバ

イザー、これを派遣する制度も活用してもらう

ようにしておりまして、現在中学校や高等学校

でもそういった依頼があるということも聞いて

おります。 

 先生方が主権者教育をきちんと進められるよ

うな、そういった、県教委としては後押しはし

ておるつもりでございます。 

○30番（岡田竜平君） 第３問です。全国見たら、

やっぱり財政負担でアリーナ建設って止まって

いたり延期したりというケースがもう出ており

ます。今回いろいろ御答弁もいただきました、

お聞きした上で、やっぱり新県民体育館の関連

予算というのは一旦取り下げるべきではないか

なというふうに思っていますので、知事の御所

見をお聞きいたしまして、私からの質問を終わ

ります。 

○知事（濵田省司君） 全国的に建設費との関係

で中止等のお話等がございましたけれども、私

の認識では、そういった判断というのはかなり

前の段階で行っているのではないかというふう

に思います。現実に建設工事に入るということ

になった場合には、なかなかこれを価格の高騰

が、建設費の高騰が想定されるので、途中でや

めるという判断をするというのは、これはかえっ

て損害を生じさせ得るということだと思います

ので、お話のような財政運営との関係で立ち止
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まるというのは、もっと早い段階でする判断と

いうことだと思っております。 

 今回、こういった形で基本計画、一つの区切

りということでございますので、ここから前に

進むということについて、このタイミングで、

前に進むということについてお諮りをするとい

う趣旨で予算を提案させていただいたというこ

とであります。 

○議長（明神健夫君） 暫時休憩いたします。 

   午後０時15分休憩 

 

――――  ―――― 

 

   午後１時20分再開 

○副議長（土居央君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 議案に対する質疑並びに一般質問を続行いた

します。 

 24番西森美和議員。 

   （24番西森美和君登壇） 

○24番（西森美和君） 公明党の西森美和です。

議長にお許しをいただきましたので、会派を代

表して質問を行いたいと思います。 

 まず初めに、原油不足、物価高騰対策につい

てお聞きをいたします。国において約3.1兆円規

模の補正予算が成立いたしました。その内訳は、

重点支援地方交付金として1,000億円が確保さ

れた一方、予備費が約３兆135億円と、その大部

分を占める結果となりました。機動的かつ迅速

な対応が求められる今、ようやく示された補正

予算が現場との乖離や、さらなるタイムラグを

生むのではないかと不安を感じていらっしゃる

方も多いかもしれません。 

 かねてより、公明党では令和８年度当初予算

の編成の段階で、中東情勢の悪化を見据えた具

体的な支援策を盛り込むべきであると提案をし

てまいりました。予算審査の期間中、３月末か

ら４月中旬に状況を少しでも詳しく把握するた

めに、中道改革連合、立憲民主党、公明党の３

党共同で緊急聞き取り調査を実施いたしました。

この時点で、既に生活においては大きな影響が

ある、やや影響があるといった方は92.8％、企

業においても大きな影響、またやや影響がある

と答えた方が83.6％、各種補助金の拡充の要望

を求める声が75.1％と圧倒的でした。また、雇

用調整助成金の拡充などを望む声もありました。

全国から寄せられました１万2,000件もの切実な

声を通して、政府に緊急対策の必要性を強く訴

えてきたところであります。 

 濵田知事におかれましても再三にわたり国に

現場の厳しい実態を訴え、事業者に対する財政

支援も含め、具体的な提案を重ねてこられたと

承知をしております。 

 現在も建設業、第１次産業、サービス業など

各方面から、コロナ禍を上回る危機感を持って

いる、コロナ融資の返済も重なり経営が逼迫し

ているなどの声が寄せられ続けております。今

後、国の予備費の使途が示されていく過程にお

いて最も重要なことは、一日も早く県民の皆様、

事業者の皆様へ支援の手を届けることにほかな

りません。 

 原油不足、物価高騰において困っておられる

県民の皆様や県内事業者の皆様に対して、県と

して必要な緊急支援策についてどのように検討

がなされているのか、知事にお聞きをいたしま

す。 

 次に、休眠預金等活用制度についてお聞きを

いたします。地域や子供たちのためになくては

ならない取組であっても、既存の行政の補助金

の枠組みでは支援が届かない、こうした制度の

はざまにある課題に、私たちは幾度となく直面

をしてまいりました。行政には財源の制約があ

り、まだ形になっていない小さなアイデアを拾

い上げ、育てることは容易なことではありませ
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ん。前例のない地域課題にいち早くチャレンジ

をする人や団体を伴走型で支える仕組みとして

注目をされているのが、休眠預金等活用制度で

あります。10年以上動いていない預金を社会の

ために活用するこの制度は、2019年から日本民

間公益活動連携機構、ＪＡＮＰＩＡを中心に全

国に展開をされております。 

 もちろん預金者の権利は万全に守られており

ます。約1,400億円の休眠預金のうち、半分は払

戻しの準備金として残され、残る700億円のうち

100億円が民間公益活動に充てられる仕組みで

す。ですから、いつでも払戻しができるように

保証されています。 

 この制度の特徴は、２つの目的と２段階の構

造にあります。２つの目的とは、１つ、国や自

治体だけではなかなか手が届きにくい現場の困

り事を解決すること。もう一つは、地域で活動

する人たちが自分たちの力で活動を続けられる

よう、資金面と環境面から支援をすることです。 

 仕組みについては、預金保険機構から指定活

用団体、ＪＡＮＰＩＡを経て資金分配団体へ財

源が交付をされます。そして、現場で事業を行

う実行団体へと分配されるという２段階の構造

です。重要なのは、単なる助成にとどまらない

ことであります。資金分配団体が伴走者となり、

課題分析から運営のアドバイスまで、実行団体

の活動を強力に後押しいたします。 

 実績として、2025年10月末現在、助成出資事

業数の累計は250事業、資金分配団体、活用支援

団体の団体総数は369団体、実行団体、支援対象

団体は延べ1,533団体、そして助成・出資予定の

総額は約394億4,000万円となっております。 

 全国で約394億円もの助成が展開をされており

ますが、課題もあります。それは、資金分配団

体や実行団体の地域間格差、偏在であります。

高知県もここに含まれております。2024年現在、

高知県を含めた15県には資金分配団体がありま

せん。しかし、本県には既に他県の資金分配団

体の下で、すばらしい活動をされている実行団

体が８団体も存在しています。この制度がもっ

と周知をされ、裾野が広がれば、高知から資金

分配団体が誕生する可能性は十分あると考えら

れます。また、そうしていきたいと思っており

ます。 

 そんな中、本年３月に東京で行われた休眠預

金等活用制度に関するセミナーに、県内の実行

団体の一つであるＮＰＯ法人子どもシェルター

おるきが登壇をされました。同団体は、2024年

３月に女子専用の緊急避難場所を開設、児童虐

待や非行などで安全に過ごせる居場所を失った

子供たちに、シェルターのみならず、おるカフェ

や街頭活動を通じて困っている子供に大人から

会いに行くという取組を続けていらっしゃいま

す。シェルター開設以降、途切れることなくニー

ズがあるため、県外の資金分配団体からの資金

と助言が活動の大きな支えになっております。 

 また、高知県西部の公益財団法人ＨＡＴＡの

取組も象徴的であります。３つの活動事例を紹

介させていただきたいと思います。 

 フリースクールを望むお母さんの子供たちの

ために何かをしたいという思いをサポート、名

刺の作成からロゴの作成などの支援を通して、

任意団体を立ち上げることができ、こども食堂

への補助金申請も可能となりました。平日にこ

ども食堂を開設して、孤立しがちな家庭の相談

場所として定着をしております。やってみたい

けれど、どうすればいいか分からない、できな

いと思っていた一個人が団体へと成長した自立

支援の一例であります。 

 また、多様なプレーヤーをつなぐ活動もあり

ます。川漁師と子供たちの居場所支援団体をま

ちの作戦会議という場で引き合わせ、漁師がア

ユ釣りを子供たちに教え体験する川のイベント

が誕生。これはマスコミ等でも紹介をされまし
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て、地元でも話題になっております。 

 また、高校生の取組もあります。例えば、部

費では買えない機材や遠征費に悩む高校生に対

して、学生チャレンジコースを活用して、かき

氷機や書道用具を提供しました。これが単なる

物品購入で終わらず、書道部が地域のイベント

で、その場所や人に合わせた言葉を揮毫するパ

フォーマンスへと発展、高校生が地域と関わり、

自分たちの言葉で町を元気にする、これらは行

政の公助では届かない、民間ならではの柔軟な

アウトリーチであります。 

 資金分配団体の全国的な先進団体である公益

財団法人長野県みらい基金にお伺いし、学んで

まいりました。クラウドファンディングや企業

からの寄附の仕組みを構築し、行政の行き届か

ないグレーゾーンの課題を解決しながら、さら

にその実績やエビデンスを基にして、さらなる

休眠預金の獲得を推進しておられました。同団

体では、行政、企業、ＮＰＯ法人などがばらば

らに動くのではなく、共通の目標に向かって知

恵を出し合う、コレクティブインパクトという

手法をとても大事にしていらっしゃいます。ビ

ジネスの専門家たちを派遣したり研修を行った

り、限界集落での新しい仕事づくりや居場所づ

くりといった難しい課題にも果敢に挑戦をして

おられます。 

 そして、高知の実行団体の御活躍もよく御存

じでありましたので、とても心強く感じました。

高知県でも休眠預金制度をさらに広く知ってい

ただき、地域課題の解決のために活用できない

ものかと考えます。 

 休眠預金等活用制度に対する認識と評価を知

事にお聞きするとともに、ＪＡＮＰＩＡと連携

し活用促進セミナーを開催するなど、地域課題

の解決を加速させるための取組について知事に

お伺いをいたします。 

 次に、職員の職務違反、規律違反に対する速

やかな事実確認と、その後の対応についてお聞

きをいたします。先般、管理職員が決裁を受け

ずに独断で業務を遂行した事案が公表されまし

たが、これは組織の指揮命令系統とガバナンス

を揺るがす重大な問題であります。 

 これまでも内部統制等の実施によってコンプ

ライアンスの徹底を図っているところだと思い

ますが、そうした中において今回の事案が発生

したことに対する知事の認識をお伺いいたしま

す。 

 今回のように職員による職務違反や規律違反

の疑いが内部や外部から寄せられた場合、適切

な調査による事実確認や調査プロセスの公表、

さらには再発防止の取組が重要になってまいり

ます。特に、事実確認という初動段階での対応

が重要であると考えております。当事者が主観

的な立場で事実関係を説明するのは当然であり、

一方的な説明や組織内部のみのヒアリングでは

事実が解明されないおそれがあります。事実確

認の初期の段階から利害関係のない外部の専門

家を関与させ、調査の公平性と中立性を担保す

る仕組みを構築するべきであると思います。 

 また、その事実が明らかになった場合は、調

査プロセスなどとともに速やかに公表し、県民

の皆様はもとより、関係する職員等の皆様へ事

案の説明、組織として何を是正しようとしてい

るのかを説明することは、信頼回復に不可欠で

あります。 

 こうした、調査から公表に至る一連の手続の

現状と今後の対応について総務部長にお聞きを

いたします。 

 次に、五台山エリアの回遊性向上と地域振興

の推進についてお伺いをいたします。五台山は、

私たち県民にとって遠足などで訪れた懐かしい

学びの地であり、高知市街地から浦戸湾、雄大

な太平洋を一望できる展望台は、高知の美しさ

を象徴するかけがえのない場所です。かつてロー
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プウエーに揺られながら山頂を目指した高揚感

や、眼下に広がるロマンチックな夜景を眺めた

思い出は、多くの県民の皆様の心に刻まれてお

ります。山、川、海が織りなす高知の原風景そ

のものである五台山は、世代を超えて愛され続

ける、私たちの心のよりどころです。 

 令和８年10月、この地に新展望施設ソラミア

ンが誕生いたします。先般の産業振興土木委員

会の出先機関調査で工事中の現地を訪れてまい

りました。工事の進捗状況や、株式会社みんぷ

ろ及び関係部局の計画を拝見し、牧野植物園や

竹林寺、そして周辺地域を含めた回遊性を高め

る絶好の機運が高まっていると、大きな期待を

寄せている一人であります。 

 今回のソラミアンの整備は、県として初めて

採用したＰａｒｋ－ＰＦＩ方式によるものです。

Ｐａｒｋ－ＰＦＩとは都市公園法に基づく制度

で、行政が管理してきた公園の魅力をさらに高

めるため、民間の知恵と資金を生かす手法です。

公募で選定された事業者は、公園の土地を借り

受けて収益事業を展開し、利益の一部を使って

広場やベンチなどを整備、管理いたします。民

間の皆様の柔軟な発想で魅力的な拠点が誕生す

ることは、訪れる人にとって、これまで以上に

心に残る場所になるはずであります。 

 一方で、牧野植物園をはじめ、この五台山エ

リアでは、駐車場問題は避けて通ることができ

ません。これまでも観光シーズンになると、牧

野植物園や五台山に向かう車の渋滞が発生して

きました。しかも、五台山への道路は入り口か

ら下り口までが一方通行で固定をされており、

一度山に上がると途中で引き返すことができま

せん。このため、救急車や消防車等緊急車両の

通行や近隣住民の生活にも支障が出るリスクが

ありました。 

 従来、多目的広場であるタナスカが駐車スペー

スとして利用されてきましたが、地元の方です

らこのタナスカの場所をうまく説明できないケー

スが多いのです。ましてや、県外から来られる

観光客の皆様がグーグルマップ等で検索しても

なかなかたどり着けないという、集客において

の最大のボトルネックと言えます。 

 この問題を何とか解決しなくてはならない、

そのための提案ですが、五台山の麓に位置する

高知市の中央卸売市場と連携することができな

いでしょうか。例えば、駐車場を市場の稼働が

終了する８時以降に限定して観光客の皆様に開

放し、ここを駐車場ハブとして五台山エリアへ

の周遊を図るというものであります。 

 市場の皆様や高知市の皆様との十分な協議が

必要であるということは言うまでもありません

が、これは単なる場所の貸し借りではなく、五

台山の自然と歴史と市場の食をつなぎ、高知の

魅力を点から面へとアップデートする地域活性

化のモデルとなり得るものだと思います。 

 私にこの知恵を授けてくださった女性がおっ

しゃいました。私なら絶対車に乗るときに買物

をする、市場で買物をしたくなるというのです。

私はその言葉を聞いて、本当にそうだなと実は

思いました。大きな荷物を持って五台山エリア

を回ると、やっぱり大変なので、いろんな散策

を経て車で帰ったときに市場があったら、そこ

で買物をして、楽しみをまた次につなげていき

たいと思う、そういうアイデアであると私は思っ

ています。 

 新鮮な魚が食べられるというのは言うまでも

なく、市場にはほかにも様々なプログラムがあ

ると聞いております。例えば、場内でお店を構

える青果店では、土佐の食文化と手仕事という

メニューがあり､｢土佐の台所 高知市卸売市場で

果物のセリ見学とマイフルーツバスケット作り」

として紹介をされておりました。高知の竹林保

全に取り組む国際的な竹芸家の方を講師に、高

知特産の虎斑竹で竹籠作り、手仕事を通して日
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本の暮らしや高知の自然を考えるという観光体

験は、国内外の皆様にもきっと喜ばれるのでは

ないでしょうか。 

 このように市場が新しい客層の獲得とリピー

ターを生むことにつながれば、交通渋滞対策と

いう守りの施策から、回遊性の向上と活性化の

観光プラットフォームとなる新たなモデルとし

て生まれるはずです。 

 そこで、土木部長にお聞きをいたします。ま

ず、新展望施設ソラミアンを含む五台山公園の

整備は、どのようなコンセプトで採用された事

業か、お聞きをしたいと思います。 

 次に、観光振興スポーツ部長にお聞きをいた

します。駐車場問題の解決と併せて、五台山エ

リアの活性化に向けた市場との連携についてお

考えをお聞きいたします。 

 また、このソラミアンが整備されることで、

五台山の観光地としての魅力がさらに高まると

思いますが、五台山エリアの観光振興をどのよ

うに進めていくのか、濵田知事のお考えをお聞

きいたします。 

 次に、クルーズ客船の寄港と地域活性化の取

組についてお伺いをいたします。昨年度から高

知新港へ寄港する外国クルーズ船は大幅に増加

しており、外国人観光客による消費拡大が期待

されるところであります。物販事業者の皆様も、

この間どうすれば高知県の観光の窓口としてお

もてなしの質を高めることができるのかと、取

組を進めてくださっています。 

 そこで、客船の寄港数が100隻を超える中、乗

客の皆様の利便性の向上や満足度の向上のため

に、客船ターミナルの物販ブースの拡充を図る

べきと考えますが、今後の取組について土木部

長にお伺いをいたします。 

 また、クルーズ船の乗客の皆様に対するおも

てなしをより充実させていくためには、物販事

業者をはじめとする関係者の皆様の現場の声を

共有し、受入れ環境の改善につなげていくこと

が重要であると思います。意見交換の場の設置

について土木部長にお伺いをいたします。 

 高知市の中心商店街を歩いておりますと、多

くの外国人観光客でにぎわう様子を何度も目に

し、少し勇気を出して話しかけてみると思わく

会話が弾みました。その国の空気に触れた気持

ちで心が広がるとともに、町の活気もうれしく

感じます。 

 一方で、お店の前で日本語の表示を見ながら、

何か困った様子でしばらく立ち止まり、そのま

ま入店せずに立ち去る外国人観光客のお姿も目

にいたしました。外国人観光客が商店街を訪れ

ても、実際の買物や飲食につながらなければ、

地域への経済効果は十分とは言えません。昨年

の乗客の方からの要望には、探している商品を

見つけられなかった、店が休みだったというも

のもあり、今後高知市の中心商店街や高知市と

の連携の強化が必要であると思われます。 

 県内での消費額や滞在中の満足度を高め、地

域経済への波及効果を最大限に引き出す観点か

ら、県は外国クルーズ船による消費拡大に向け

た取組をどのように考えていらっしゃるか、観

光振興スポーツ部長にお聞きをいたします。 

 次に、浄化槽の適正な管理についてお伺いを

いたします。 

 浄化槽の適正な管理は、住民の皆様の暮らし

と環境を守るために重要であり、行政、指定検

査機関、業者の３者が浄化槽法に基づき、それ

ぞれの役割を果たしております。中でも、指定

検査機関である高知県環境検査センターでは、

第三者の目として、保守点検、清掃が法にのっ

とり実施されているかを客観的に評価するとい

う役割を担っていただいております。その判断

の根拠となるべき記録票は、浄化槽の適正管理

を証明するカルテと言えます。 

 しかし、現状ではこの記録票が十分に確認さ
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れておらず、管理カードという簡易的な書類の

確認で済まされております。これは、単なる書

類の不備ではなく、浄化槽の適正管理のサイク

ルを揺るがす違法行為として、指導、是正され

る事案です。 

 また、指定検査機関が法定検査を行う際、過

去３年間の記録票の提示を求め、行政とともに

ダブルチェックをする体制が確立をされており

ます。この指定検査機関は、指定管理者のよう

に指定期間はないため、一度指定をされるとずっ

と指定をされたままであります。ですから、不

備等があった場合、都道府県が速やかに指導し、

是正を求めると同時に、三重県のような先進事

例のように指定取消しを含めた具体的な処分基

準を条例、要綱として明文化する自治体もあり

ます。 

 今後、データの電子化を見据えた上で改善を

求め、以下お聞きをいたします。 

 浄化槽法における記録票の作成及び保管に対

する現在の取組状況について土木部長にお聞き

をいたします。 

 浄化槽指定検査機関に対する処分や指定の取

消しの基準の明確化について、これも土木部長

にお聞きをいたします。 

 また、指定検査機関の評議員への外部有識者

の導入の必要性についての見解を土木部長にお

聞きいたします。 

 最後に、第２指定検査機関の設立の可能性に

ついても土木部長にお聞きをいたします。 

 次に、浸水対策についてお聞きをいたします。 

 これまで県議会におきまして、平成26年に設

置をされました高知市街地浸水対策調整会議で

検討されている紅水川、久万川、江ノ口川の浸

水対策についてお聞きをしてまいりました。特

に、紅水川の右岸の内水排除の対策として、福

井第二排水機場ではポンプの増強が行われてお

ります。紅水川の福井扇橋の上下流に設置をさ

れている福井第一・第二排水機場について、河

床への土砂の堆積により排水規制を受けるリス

クが高くなっているのではないかと感じます。 

 河川の断面を広げる対策として河床の掘削を

検討できないか、土木部長にお伺いをいたしま

す。 

 また、その下流域にある石神橋は、高潮対策

の堤防よりも低い位置にあるため、橋の根元部

分から水があふれ出るという根本的な課題があ

り、外水が、川の水がすり鉢状の地形の底にあ

る万々商店街や周辺の住宅地へと流れ込んでい

ました。 

 今までは土のうや簡易的なかさ上げで対応し

てまいりましたが、紅水川の課題である石神橋

からの溢水対策を今後どのように進めていくの

か、土木部長にお聞きをいたします。 

 令和５年９月議会にて、浸水対策が急務であ

ると当該エリアの現状を訴え、濵田知事より令

和６年度からの国分川水系流域治水プロジェク

トの改定に当たり、国の研究機関等の知見を生

かし、より効果的な対策を検討するとの旨の答

弁がありました。本年、その解析結果がまとめ

られたということを受けまして、先日国土技術

政策総合研究所、国総研を訪問し、調査結果を

お聞きしてまいりました。 

 高知市の市街地は標高が低く、外水と内水が

複雑に絡み合う地形です。今回の調査では、外

水氾濫、これは川からあふれ出て氾濫するとい

うことです。内水氾濫、これは陸地にある排水

施設の能力の不足によって、逆流とかで住宅街

が浸水してしまうということです。この外水氾

濫と内水氾濫を一体的に解析する高度なモデル

を用い、下水道や排水ポンプ、水路網までを緻

密にデジタル上で再現した結果、外水と内水の

相互影響が可視化をされていました。実際のイ

ンフラ能力を計算モデルに精緻に反映させたこ

とで、長年地域住民の皆様が抱いてきた浸水に
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対する脆弱性の実感を数値的根拠として裏づけ

る内容ともなっておりました。様々示唆に富む

提案をいただきました。中でも、国総研より流

域治水として雨水貯留施設の設置の効果なども

示されたところであります。 

 紅水川、久万川、江ノ口川流域の今後の対策

について土木部長にお伺いをいたします。 

 また、この令和５年の知事の答弁でも、地域

の皆様はどのようになったかということをとて

も関心を持っていらっしゃいますので、住民の

皆様への説明会は定期的に行っていただきたい。

これは、要請として求めておきたいと思います。 

 次に、被災者支援システムについてお伺いを

いたします。 

 災害時における被災者の生活再建をいかに迅

速に支えるか、これこそが公助の要であり、行

政の最も重要な使命であると私は考えています。

とりわけ罹災証明書の迅速な発行は、被災され

た方々の生活再建のスタートラインであり、切

実かつ重大な問題です。発行業務そのものは、

基礎自治体である市町村の役割ですが、県が行

う被災者支援システムの整備は市町村とも連動

することを踏まえ、市町村の判断に大きな影響

を及ぼすと思います。 

 そこで、県としてここは譲れないという事業

者選定の条件である仕様書の内容について、以

下４点に絞ってお伺いをいたします。 

 まず１点目、災害が発生したとき、住民基本

台帳と連動した被災者台帳が速やかに作れるの

かどうか、これは最も重要な点でありますので、

どのように担保されるのか、危機管理部長にお

聞きをいたします。 

 ２点目、能登半島地震のような災害時のネッ

トワークの寸断時に対応できるものなのか、こ

れについても危機管理部長にお聞きをいたしま

す。 

 ３点目、広域で避難する場合、住民の皆様の

避難先を把握するために活用するのは、この被

災者支援システムなのか、それともまた別のシ

ステムを構築するおつもりなのか、危機管理部

長にお聞きをいたします。 

 最後に、コストについてお伺いをいたします。

初期費用だけでは全体像が見えませんので、維

持管理コストもトータルで見る必要があります。

情報システムの場合、カスタマイズのたびに費

用が加算されたり、見えない経費がかさみ、こ

れがブラックボックスと言われるゆえんである

ため、審査に当たってはどのような評価基準が

必要だとお考えか、危機管理部長にお聞きをい

たします。 

 脳脊髄液減少症対策についてお聞きをいたし

ます。 

 本年２月、脳脊髄液減少症について広く知っ

ていただくためのシンポジウムが県庁正庁ホー

ルで開催されました。開催に向けて御尽力をい

ただきました関係者の皆様に心から感謝を申し

上げます。 

 シンポジウムでは、高知県で医療体制を整え

てくださっている高知大学医学部附属病院をは

じめ、子供たちの症例に豊富な実績をお持ちの

香川大学医学部附属病院及び松山市民病院から

専門医の先生方を招聘いたしました。さらに、

脳脊髄液減少症患者・家族支援協会の代表理事

にも御登壇いただくなど、大変具体的で分かり

やすい内容でした。当日は、患者御本人や御家

族、医療・教育関係者など約70名が参加をされ、

本疾患に対して関心を寄せておられる方がたく

さんいらっしゃることを実感いたしました。 

 脳脊髄液減少症は、交通事故等の外傷のみな

らず、日常のささいな衝撃によっても発症する

疾患です。その症状は、目まい、吐き気、視覚

障害、耳鳴り、重度の倦怠感と多岐にわたり、

身体的な苦痛に加え、怠けや精神的な問題では

ないのかといった誤解や偏見にさらされること
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も少なくありません。適切な専門医への受診が

遅れることで症状が悪化するケースも多く、気

温の変化や気圧の変化で突如寝たきり状態にな

るような不安定な体調が、学校生活や社会参加

への大きな壁となっておりますので、正しい診

断と早期治療の体制が急がれます。高知県にお

ける医療提供体制のさらなる拡充並びに教育現

場における理解促進と適切な支援体制の構築を

求め、以下質問をいたします。 

 高知県内では、子供たちへの検査、治療の受

皿が少ない状況にありますが、今後どのように

検査、治療の体制を整えられるのか、健康政策

部長にお聞きをいたします。 

 入院や自宅療養などで学校に登校できない期

間中、オンライン授業などを通して学習の機会

を確保していますが、今後どのようにさらなる

拡充を図っていくのか、教育長にお聞きをいた

します。 

 最後に、社会教育の充実についてお伺いをい

たします。 

 私はこれまで高知県青年団協議会の皆様と活

動することをはじめ、浸水対策など地域課題に

取り組む住民の皆様との活動やボランティア活

動に身を置いてまいりました。その活動を通し

て強く実感しているのは、互いに学び合い、力

を引き出し合うことの大切さです。地域をより

よくしたいという熱意を持つ人々と出会い、社

会教育の原点がここにあると学びました。この

市民の皆様による学び合いの場を県内全域へ広

げることが私の切なる願いです。 

 また、本県の未来を考える上で、学校教育と

社会教育の連携は不可欠な視点です。制度化さ

れた学校教育に加え、全世代が自発的に学び続

ける社会教育の場は、地域社会の基盤でありま

す。特に、子供たちが社会教育の現場に触れる

ことは、彼らの成長にとって極めて重要な意味

を持つと思っておりますので、社会教育に対す

る認識について教育長にお聞きをいたします。 

 次に、社会教育主事の育成と拡充について申

し上げます。社会教育主事は、社会教育法に基

づき教育委員会において専門的な助言・指導を

担う重要な教育公務員です。私は、この職を単

なる法的な配置基準としてではなく、地域をよ

りよくしようとする思いや実践を持続可能な仕

組みとして定着させるための人材戦略の要であ

ると捉えております。 

 地域づくりに悩むとき、あるいは新しいアイ

デアを形にしようとするとき、学びを軸にして

課題解決の糸口を一緒に探してくれる、社会教

育主事は、まさに地域の相談役であり、コーディ

ネーターです。その方々が県内各地でさらなる

活躍ができるように全力を尽くしてまいりたい

と思います。 

 その観点から、県内の社会教育主事の現状と

今後の育成について教育長にお聞きをいたしま

す。 

 以上で第１問といたします。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 西森議員の御質問にお答

えをいたします。 

 まず、物価高騰などへの支援策についてお尋

ねがございました。 

 県民生活や事業者への影響を軽減いたします

ため、県として必要な支援をいち早く届けてい

くことは極めて重要であると考えております。 

 このため、本議会におきまして、およそ６億

8,000万円の規模の物価高騰対策の補正予算を

提案いたしております。また、これに先立ちま

して、国の令和７年度補正予算におきます重点

支援交付金を活用いたしまして、昨年の12月補

正予算以降、合わせて130億円余りの県予算を計

上し、順次実施に移してまいっております。 

 こうした対策によりまして、価格転嫁の難し

い産業分野での物価高騰の影響の軽減といった
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取組のほか、物価高騰に強い経済への構造転換

を推進してまいりました。例えば、この物価高

騰の影響の軽減対策といたしましては、施設園

芸農業あるいは漁業用の燃油の高騰への支援、

そして医療や介護・福祉分野におきます人件費

あるいは資材費への支援、こういった支援を実

施しております。 

 また、将来を見据えた構造転換対策といたし

ましては、１つには今回追加予算をお願いいた

しております所得向上の総合補助金、そして太

陽光などの再生可能エネルギーの活用に向けま

した支援など、こうした施策を展開していると

ころでございます。 

 まずは、こうした既に計上した予算を早期に

執行し、県民の皆さん、事業者の皆さんへの支

援を確実に、かつ速やかに行き渡らせていくと

いうことが最も重要だと考えます。 

 中東情勢が不透明な中、資材価格高騰などの

長期化も懸念をされます。このため県庁内の特

別経済対策プロジェクトチームにおきまして、

各分野の状況把握を定期的に行う、こういう体

制を継続してまいります。 

 今後も国の経済対策予算などの動向につきま

して鋭意情報収集をしながら、必要に応じて国

に対してさらなる財政措置の要望を行いまして、

迅速に対策を講じてまいる考えであります。 

 次に、いわゆる休眠預金等活用制度の活用に

つきましてお尋ねがございました。 

 この制度は、御紹介ございましたように、10

年以上取引のない銀行の預金などを活用いたし

まして、行政だけでは対応することが難しい社

会課題の解決に取り組む、そうした民間団体の

活動を促進できる、そういう枠組みでございま

す。県内におきましても、これまで９つの団体

が厳しい環境にある子供たちの居場所づくりで

ありますとか防災活動、あるいは住民参加型の

地域づくり、こういった取組を展開されており

ます。この制度は、こうした様々な地域課題に

意欲や思いを持って取り組む民間団体の活動を

後押しする意義のあるものと考えております。 

 しかしながら、制度があまり知られていない

ということに加え、事業採択後に提出をする書

類が大変多いといった事情もあるようでござい

まして、活用する団体は県内ではまだまだ少な

いというのが実情でございます。 

 このため、県におきましては、まずは事業採

択後の支援も含めました制度の内容について広

く周知を図るというところから始めてまいりた

いと思っております。具体的には、制度を所管

いたします団体、ＪＡＮＰＩＡ、これは全国団

体でございますが、これと連携をいたしまして、

ＮＰＯ法人などを対象に制度や取組事例を紹介

する、そうした機会を設けたいと考えます。 

 また、高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

におきまして、各種助成事業の広報や申請手続

に関します相談対応などを通じて、制度の活用

を後押ししてまいります。あわせまして、県庁

内にも制度の周知を図り、関係する部局を通じ

て、団体などにおけます活用を呼びかけてまい

りたいと考えます。 

 地域の課題が複雑化をいたしまして、住民ニー

ズも多様化しております。こうした中、ＮＰＯ

法人をはじめ住民により近い立場で、様々な課

題解決に取り組む民間団体の果たす役割はます

ます重要となっております。民間団体の皆さん

の地域に根差した活動が一層広がりますように、

こうした有効な制度の周知と活用の促進に取り

組んでまいる考えであります。 

 ちなみに、私自身の話になって恐縮ですが、

10年ほど前に内閣府に勤務しておりましたとき

に、この制度がちょうど始まったときに担当し

たという御縁がございます。当時議論しており

ましたのは、国や自治体の補助制度、支援制度

とどう差別化をするかという観点から、これは
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永続的な補助ではなくて事業の立ち上がり３か

年の支援として、あとはこの取組が自律的に動

いていくように、そういった制度として仕掛け

たいという思いで検討しておりました。 

 そうした意味では、いわゆるソーシャルビジ

ネスといいますか、例えば公共ライドシェアの

ような事業ですが、料金をいただいて事業をす

るけれども、最初は事業規模もなかなか大きく

ならないので赤字だと、そういうような期間を

３年間この制度を使ってしのいでいただいて、

その３年たったら事業の収入で自活をするとい

うような、そういった形で利用をいただけると

いうことを目指していこうというような議論を

した記憶がございます。 

 そういった制度でもございますので、ぜひ本

県でも、より多くの方に、団体に活用いただけ

れば、有効な対策ができるのではないかと思っ

ておりまして、ただいま申し上げましたような

方法を通じて、この活用を促してまいりたいと

考えております。 

 次に、県の職員の不適切な業務遂行の事案に

対します認識についてお尋ねがございました。 

 先月公表いたしました本県の管理職員による

不適切な事務処理に関しましては、法令遵守の

徹底、あるいは風通しのよい職場づくりなどに

努めてきた中での事案でございまして、誠に遺

憾でありますし、県民の皆さんに大変申し訳な

いという思いでいっぱいでございます。特に、

この事案は、法令などを職員に遵守させる立場

の管理職員によるものというところを深刻に受

け止めておりまして、組織運営上、非常に重大

な問題だと考えております。 

 そして、今回の事案が起こりました原因を考

えますと、大きく２点あろうかと考えておりま

す。１点は、管理職員の立場にありながら、法

令遵守に関する認識が希薄であったという本人

の心がけの問題。もう一つは、より構造的で注

意が必要だと思いますが、業務が属人化をして

しまった面があるのではないか、かつ情報共有

や業務管理が不十分であったために、組織とし

て職員の状況を適切に把握できていない、この

状況が長く続いていってしまったのではないか

ということ、こういった問題意識を持っている

ところでございます。 

 今回の事案を受けまして、まずは信賞必罰と

いうことはございますので、対象の職員には懲

戒処分という厳しい対応を行ったところであり

ます。あわせまして、県庁全体、全庁に綱紀粛

正の通知を行いまして、特に管理職員に対して

法令遵守、組織的な対応につきまして率先垂範

する立場であるということを徹底させておりま

す。 

 今後は、職員研修あるいは服務説明会などを

通じまして、個人の資質を高めるため、管理職

員をはじめ全職員へのさらなる法令遵守の徹底、

そして組織力向上のため、管理職員のマネジメ

ント力の一層の強化、風通しのよい職場環境づ

くりの取組をより一層強化してまいるという方

針で対応したいと思います。 

 これに加えまして、以上、人事当局のほうで

考えてくれている案でありますが、私どもから

指示申し上げましたのは、ただいま申し上げた

ように、今回の事案は、当人が今の所属がかな

り長期化をしていたと、１人での仕事をかなり

長期にわたって継続する、人事異動が十分に行

われていなかった。そういった中で属人化とい

うような結果が生まれているんではないかとい

うことはございますので、こういった属人化を

回避するというためには、同一のポストに一定

期間以上配置するということは避けるというこ

とを、今まで以上に徹底するというのが１つ必

要ではないかというふうに思います。 

 そして、管理職員の業務遂行ぶりを把握する

評価制度、これを私のほうから指示しましたの
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は、のべつ幕なしにこの管理職員全般をやると、

これは手間も大変ですので、先ほど申しました

ように、かなり長期ですね、この職員は７年間

くらい同じポストにいたというふうにも聞きま

すけれども、ある程度一定期間以上長期に同じ

ポストに続けてあるというような管理職員につ

いては、この人事評価の制度をよりきめ細かく

できるような工夫、そんな評価制度の拡充といっ

た対応なども検討するということで、対応を検

討するように指示をいたしたところでございま

す。 

 私自身からも管理職員に対して機会あるごと

に法令遵守、組織的な対応という点を徹底させ

まして、県民の皆さんの期待と信頼に応えられ

ますようにしっかりと取り組んでまいりたいと

考えております。 

 それから最後に、五台山エリアの観光振興に

ついてのお尋ねがございました。 

 五台山は、牧野富太郎博士を顕彰する施設で

あります牧野植物園、そして四国遍路の札所で

あります竹林寺、これらを擁します大変魅力の

ある観光地であります。中でも牧野植物園は、

らんまんの放送が行われました令和５年には、

施設利用者数が過去最高の44万人を記録すると

いった形で、多くの方が訪れ、今なおにぎわい

を維持しているところでございます。 

 その五台山に展望だけではなく、食事、イベ

ント開催などの機能も有するソラミアンが今年

の秋に開業する予定でございます。この点は御

紹介があったとおりでございまして、ソラミア

ン、牧野植物園、そして竹林寺、この３つの施

設を一体的に捉えますと、五台山は観光上の誘

客、特にインバウンドの誘致を牽引できる、そ

うしたポテンシャルを持ったエリアであるとい

うふうに考えるところであります。 

 また、ソラミアンの営業を見据えまして、展

望台近くの駐車場の拡充に取り組んでおります。

また一方、例年繁忙期にはエリア全体での駐車

場不足が発生をしているというのが実情でござ

いますので、ソラミアンの開業ということを踏

まえて考えますと、新たに臨時駐車場の確保な

どの検討が必要な時期も、一時的な時期も出て

くるのではないかというような想定もいたして

いるところであります。 

 さらに、五台山エリアのポテンシャルを引き

出すためには、五台山内での周遊性を向上させ

るという点、あるいは各施設におけます高付加

価値サービスの提供、こういった新しい誘客施

策への挑戦が求められると考えております。 

 これらの検討すべき課題、事項に対して、各

施設の管理者をはじめといたしまして、県の行

政担当者、そして事業者などの関係者が知恵を

出し合って取り組みますことで、エリア全体の

魅力やおもてなしの向上につなげてまいりたい

と考えております。 

 御紹介ありましたように、ソラミアンは県と

して初のＰａｒｋ－ＰＦＩの事案であります。

そして、この牧野植物園も来年度に向けまして

指定管理の切り替わりの時期になりますけれど

も、この公募に当たりましては、この公募の応

募条件といたしまして、企画ですとか広報の事

業に実績のある民間の事業者の参画も求めると

いうようなこともしてまいりたいと思っており

ます。 

 こうした形で民間と行政が手を携えながら、

五台山エリアを一体として捉えました総合的な

観光振興策を積み重ねていくということにより

まして、桂浜に並ぶような本県が誇る観光地と

していくということを目指してまいりたいと思

います。 

 私からは以上であります。 

   （総務部長永渕智大君登壇） 

○総務部長（永渕智大君） 職員の不適切な業務

遂行に係る事案におけます調査から公表に至る
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一連の手続についてお尋ねがございました。 

 職員による不適切な事務処理などが発覚した

際には、知事、副知事へ速やかに報告いたしま

すとともに、事案の全容を把握するため、所管

部局におきまして迅速に調査を行うこととして

ございます。その過程の中で、職員や関係者か

らの聞き取りや裏づけとなる証拠の確認を行い、

場合によっては弁護士から事実確認のためのア

ドバイスをいただくなど、正確な事実の把握に

努めているところでございます。また、事実を

確認した後には、今後の対応方針や再発防止策、

事案の公表の有無などを検討しております。 

 こうした中、現在調査から公表に至るまでの

具体的な手順を明記したものがないことから、

各部局におきまして事案に対応する際に、調査

の進め方や事案の公表などの検討に時間を要す

る場合も考えられます。このため今後、不適切

な事務処理などが発生した際に行うべき手順書

を策定してまいります。その中には、議員から

お話のありました公平性や中立性の観点から、

調査への外部専門家の関与を検討することも盛

り込み、迅速かつ正確な事実確認と事案の解決

につなげてまいりたいと考えてございます。 

   （土木部長横地和彦君登壇） 

○土木部長（横地和彦君） まず、新展望施設ソ

ラミアンを含む五台山公園整備のコンセプトに

ついてお尋ねがございました。 

 現在、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ制度を活用し再整備

を行っております五台山公園は、眺望と豊かな

自然を体験でき、何度も訪れたくなる公園をコ

ンセプトとしております。 

 このコンセプトに基づく３つの基本方針とい

たしまして、五台山公園の最大の魅力でありま

す眺望と夜景を満喫できる空間の創出、豊かな

自然や見晴らしのよさなど自然環境を生かした

魅力の磨き上げ、牧野植物園や竹林寺をはじめ

といたします周辺観光施設と連携した五台山全

体を周遊させるきっかけづくりを挙げておりま

す。この基本方針に基づきまして、飲食店や売

店などを含む展望施設と周辺の園路や照明など

を一体とした公園整備を行っているところであ

ります。 

 浦戸湾や高知市街地を一望できます五台山公

園のリニューアルをきっかけに、五台山エリア

が活性化し、ひいては本県における観光振興に

寄与することを期待しております。 

 次に、高知新港客船ターミナル内におけます

物販ブースの拡充のための今後の取組について

お尋ねがございました。 

 高知新港は海からの観光の玄関口であり、ター

ミナル内の物販事業は県産品などの販売にとど

まらず、高知の魅力を乗客に印象づける重要な

役割を担っております。クルーズ船の寄港数の

増加に伴いまして、高知新港への新たな出店希

望者も増加傾向にあり、希望しても出店できな

いケースも出てきております。こうした状況を

受けまして、事業者からはブースの増設につい

て要望いただいておりました。 

 このため、物販エリアの拡大が可能となるよ

う国に申請を行い、５月下旬に変更が承認され

たところであります。今後は、新たな運用に基

づき、物販スペースを10ブースから最大15ブー

スまで増設することが可能となっております。 

 引き続き、乗客の皆様にとって、より満足度

や利便性の高いターミナルとなるよう取組を進

めてまいります。 

 次に、物販事業者等の関係者との意見交換を

行う場の設置についてお尋ねがございました。 

 高知新港におけますもてなしの充実を図るた

めには、乗客の満足度の向上につながる受入れ

環境の改善が大変重要であると認識をしており

ます。こうした考えの下、本年１月に行政や指

定管理者、物販事業者などの関係者が一堂に会

します意見交換の場を設置しました。この場で
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は、受入れ環境の改善点などについて率直な意

見交換を行い、関係者間で課題や方向性を共有

したところであります。 

 この意見交換会を契機として、行政及び物販

事業者双方が観光の窓口として、乗客の利便性

や満足度の向上に向け連携して取り組むことが

可能となりました。また、物販事業者が相互に

改善策を話し合う動きも生まれてきております。 

 今後も、定期的に意見交換の場を設け、関係

者と連携をしながら、現場の声を着実に受入れ

環境の改善につなげていくことで、乗客へのお

もてなしを充実させてまいります。 

 次に、浄化槽法における記録票の作成及び保

管に関する現在の取組についてお尋ねがござい

ました。 

 浄化槽法における記録票については、保守点

検の記録と清掃の記録がございます。これらの

記録票は、浄化槽の維持管理の履歴を示すもの

でありまして、住民などの浄化槽の管理者と、

管理者から委託をされました事業者は、これを

３年間保管する義務がございます。 

 県では、事業者に対しましては、浄化槽に関

する連絡協議会や浄化槽管理士研修の場で、こ

れらの義務を周知してまいりました。さらに、

管理者を対象に、保守点検や清掃の記録票の保

管の義務などについて、県のホームページで周

知をするとともに、市町村に対しても周知を依

頼したところであります。 

 こうした取組を通じて、記録票の作成や交付、

保管の義務について今後も引き続き周知・啓発

をしてまいります。 

 次に、浄化槽の法定検査を行う指定検査機関

に対する処分や指定取消しの基準明確化につい

てお尋ねがございました。 

 指定検査機関については、省令で定められた

基準に適合しなければならないと定められてお

りまして、これにそぐわない場合は指定を取り

消す場合がございます。この基準は指定の要件

の基準でありまして、定量的な記載もないこと

から、どの程度違反した場合に指定を取り消す

ことになるかなどは規定をされておりません。 

 こうした取消し等の処分の具体的な基準を作

成し、公表している自治体は少ないのですが、

三重県など既に基準を定めている自治体に対し

聞き取り調査を行った上で、本県での基準の要

否について判断してまいります。 

 次に、指定検査機関の評議員への外部有識者

を導入する必要性についてお尋ねがございまし

た。 

 指定検査機関におきます法定検査の品質確保

のためには、法令、浄化槽の構造や維持管理、

水質検査・分析、公衆衛生、組織経営などの総

合的な見識が必要と認識をしております。 

 県といたしましては、当該指定検査機関の理

事の立場から、まずは理事会の場で、先ほど申

し上げた総合的な見識をその組織において、い

かに担保していくのかという具体的な議論を進

めてまいりたいと考えております。その上で、

評議員の改選時期などに、幅広い分野からの評

議員の選出について提案をしてまいりたいと考

えております。 

 次に、新たな指定検査機関設立の可能性につ

いてお尋ねがございました。 

 指定検査機関は、浄化槽法施行時の環境省通

知におきまして、指定検査機関は都道府県ごと

に１つの機関を指定することが適当と示されて

おります。また、同通知では、やむを得ず１つ

の都道府県に複数の機関を指定する場合は、機

関ごとに担当区域を定めること等により、地域

ごとでは検査機関の一元化が図られるように配

慮されたいと示されております。 

 こうした点を踏まえますと、より確実な検査

体制の確立のためには、指定検査機関を増やす

というよりも、理事の一員として内部からの課
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題提起や提案を通じて、指定検査機関の品質の

向上を図ることが重要であると考えております。 

 次に、紅水川の河床掘削についてお尋ねがご

ざいました。 

 水害の発生を防ぐためには、河川が流すこと

のできる水量、いわゆる流下能力が最大限発揮

できるよう、日頃から河川内に堆積した土砂や

草、木の除去といった維持管理を適切に行うこ

とが重要であります。 

 このため、土木事務所の職員が定期的に土砂

の堆積状況等の巡視点検を行っているほか、市

町村や地元の方々から情報提供を受けた際には

速やかに現地調査を行い、治水上の安全を確保

するため、河床掘削などの対応を行っていると

ころであります。 

 御指摘のございました福井扇橋付近の上下流

につきましては、現状では必要な流下能力を確

保していることを確認しておりますが、引き続

き出水後等に現地確認を行いながら、必要に応

じて土砂や草等の除去を行ってまいります。 

 なお、事業の実施に当たりましては、県にとっ

て有利な起債であります緊急浚渫事業債などを

活用することで、より多くの土砂の撤去を進め

るなど、事前防災対策に積極的に取り組んでま

いります。 

 次に、紅水川に架かる石神橋からの出水の対

策についてお尋ねがございました。 

 平成26年８月降雨においては、久万川や紅水

川沿川で浸水被害が発生し、石神橋付近からの

溢水も確認をされたところであります。 

 この水害を契機に、高知市街地の浸水被害を

防止、軽減するため、県では河床の掘削や局所

的な護岸のかさ上げ等の対策を実施し、流下能

力の向上に取り組んでまいりました。具体的に

は、紅水川及び下流の久万川におきまして、両

河川合わせ延長1.7キロメートル、約１万4,000

立方メートルの堆積土砂のしゅんせつを実施し

ております。 

 これによりまして、平成26年８月降雨と同程

度の洪水に対して、石神橋付近で約20センチメー

トルの水位を低減できるなど、一定の効果が期

待されております。 

 一方、石神橋につきましては、桁の高さが低

く河川の流下能力の阻害要因となっております

ことから、溢水の抜本的な解決を図るためには、

橋梁を高く架け替える必要があります。高知市

とも連携して検討を行っております。しかしな

がら、橋梁の桁の高さを上げようとすると、橋

梁前後の取り合わせ区間の路面も高くしなけれ

ばならず、沿道の商店街や住宅への出入り等へ

の影響が大きいといった課題があり、事業着手

から長期間を要することが想定をされます。 

 こうしたことから、県としては架け替えに先

立ち、まずは応急的に河川からの溢水を防ぐこ

とのできる、早期に実現可能な対策について検

討を進めているところであります。 

 最後に、流域治水に今後どのように取り組ん

でいくのか、お尋ねがございました。 

 国土技術政策総合研究所、いわゆる国総研で

は、地域の浸水特性を把握し、流域治水の推進

につなげていくことを目的に、令和６年度から

久万川や江ノ口川流域等をケーススタディーと

した研究が実施されたと承知をしております。 

 この研究成果の中では、浸水被害の防止対策

として、森林保全、防災調整池の整備、雨水貯

留施設の整備といった３つの対策を想定し、そ

れぞれの効果についてシミュレーションによる

検証が行われております。このうち、雨水貯留

施設の整備につきましては、降雨時に雨水を一

時的に貯留することにより、内水氾濫リスクを

軽減する効果が定量的に示されております。こ

うした検証結果を参考とし、県では市内３か所

で整備をしてきた雨水貯留施設をさらに追加す

べく、候補となります施設を抽出し、施設管理
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者と協議を進めていくこととしております。 

 県といたしましては、河川改修や河床掘削と

いった治水対策及び森林の整備や保全といった

従来からの対策に加えまして、雨水貯留施設の

整備を促進するなど、流域のあらゆる関係者が

連携し総合的に取り組む流域治水の推進により、

浸水被害の防止、軽減に努めてまいります。 

   （観光振興スポーツ部長小西繁雄君登壇） 

○観光振興スポーツ部長（小西繁雄君） まず、

駐車場問題の解消と併せた五台山エリアの活性

化に向け、高知市中央卸売市場との連携を図る

ことについてお尋ねがございました。 

 県では、食の宝庫である中央卸売市場で、果

物の競り見学やフルーツを入れる竹籠作り体験

を組み合わせた、どっぷり体験商品の造成を支

援しており、観光面で市場との連携を始めたと

ころです。 

 議員からお話のありましたとおり、五台山エ

リアの自然と歴史、そして市場の食といった本

県観光の強みがそろっていますことから、今後

さらなる商品づくりに挑戦していきたいと考え

ております。また、五台山エリアにおける駐車

場対策に関しても、ゴールデンウイークなど観

光客の多い時期などに卸売市場と連携すること

は、選択肢の一つとなるのではないかと考えて

おります。 

 今後、市場を所管します高知市に協議を持ち

かけ、市場の関係者の意見も丁寧に伺いながら、

一層の連携について検討してまいります。 

 次に、外国クルーズ船による消費拡大に向け

てどのように取り組んでいくのか、お尋ねがご

ざいました。 

 令和７年度の外国クルーズ船では、約10万人

の外国人観光客が下船し、およそ半数の５万人

が高知市中心市街地を訪問して、観光や買物を

楽しまれております。 

 県では、消費拡大につなげるため、高知市や

中心商店街と連携し、昨年度から多言語で商品

の説明を行う宣伝ツールの作成や、簡単な英会

話、キャッシュレスなどに関するセミナーを開

催し、希望者には伴走支援も行ってまいりまし

た。その結果、これまでに約50店舗で多言語の

宣伝ツールが作成され、それらを活用された事

業者からは、外国人観光客が増えた、売上げの

増加につながったといった声をいただいている

ところです。 

 また、昨年度民間の調査会社が行ったアンケー

ト調査では、外国人観光客の99％が旅行中に地

図アプリを利用しているとのデータがございま

す。このため今年度の消費拡大セミナーでは、

地図アプリ内に商品の内容や営業時間などの店

舗情報を登録する事業者を増やしていく取組を

強化してまいります。 

 このような一連の取組を通じまして、外国人

観光客の満足度をさらに高め、消費拡大につな

げてまいります。 

   （危機管理部長江渕誠君登壇） 

○危機管理部長（江渕誠君） まず、被災者支援

システムの仕様書に関して、住民基本台帳と連

動した被災者台帳の作成についてどのように担

保するのかとのお尋ねがございました。 

 災害で一定の被害に遭われた被災者が速やか

な生活再建に向けて様々な公的支援を受けるた

めに、市町村は住家被害認定調査や罹災証明書

の交付、被災者台帳の作成などの被災者支援業

務を迅速に実施することが重要です。市町村が

こうした多くの業務を迅速かつ的確、効率的に

実施するためには、住民基本台帳の情報を基に

被災者台帳を作成する機能を実装した被災者支

援システムが必要と考えています。 

 このため、現在被災者支援システムの導入に

向けて検討している公募型プロポーザルの仕様

書には、住民基本台帳と連携する機能を盛り込

むことを考えています。 
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 今後、こうした機能に加え、市町村が望む必

要な機能も含めて適切なシステムとなるよう、

県と市町村で構成する被災者支援システム導入

検討会での協議を踏まえて、仕様書を作成する

ようにいたします。 

 次に、災害時のネットワーク寸断への対応に

ついてお尋ねがございました。 

 南海トラフ地震に備えるためには、能登半島

地震のように、ＬＧＷＡＮなどのネットワーク

が寸断されることも想定しておく必要がありま

す。 

 このため、公募型プロポーザルの仕様書には、

ネットワークが寸断された状況でも罹災証明書

の交付に必要となる住家被害認定調査がタブ

レットなどのモバイル端末で行えて、調査を進

めておくことができる機能などを盛り込みたい

と考えています。また、一部の市町村でネット

ワークが確保されているような状況も想定し、

自治体間で相互支援する方法について具体的に

企画提案を求めることを考えています。 

 このように、ネットワークが寸断された場合

においても、できる限り被災者支援業務に支障

が少ないシステムを選定できる仕様書とすると

ともに、代替手段を確保することも進めてまい

ります。 

 次に、広域避難者の避難先を把握するために

活用するシステムについてお尋ねがございまし

た。 

 能登半島地震などにおいては、市町村の区域

を越えた広域避難者に関する情報の把握や集約

に課題があったと承知しております。このよう

な課題などから、昨年災害対策基本法や国の防

災基本計画が見直され、広域避難における避難

元と避難先の市町村間での情報連携の推進や、

広域避難者などに対する情報提供の充実が盛り

込まれています。こうした法律改正や国の計画

の修正に伴い、今年２月に高知県地域防災計画

を修正し、同様の趣旨を明記いたしました。 

 このような背景を踏まえて、このたびの被災

者支援システムにおいては、広域避難者の避難

先や連絡先を適切に管理できる機能を実装した

いと考えております。こうしたシステムを基に、

関係市町村や広域避難者に対して必要な情報を

提供できるようにしたいと考えています。 

 加えまして、システム導入後には、平時から

の操作研修や訓練を通じて市町村間の情報連携

の実効性を高め、広域避難が円滑に行えるよう

努めてまいります。 

 最後に、コスト審査に当たっての評価基準に

ついてお尋ねがございました。 

 一般的に、情報システムは初期の導入経費に

加えて、運用保守に要するコストのほか、シス

テムのバージョンアップやカスタマイズを行う

際の改修にも費用が必要となります。このため、

いつ発生するか予測できない南海トラフ地震に

備えることが大きな目的であるこのたびのシス

テムの選定に当たっては、導入経費だけでなく、

導入後における運用保守や、システム改修のコ

ストについても評価しておく必要があると考え

ております。 

 こうしたことから、今回の公募型プロポーザ

ルにおいては、このようなコストを評価すると

ともに、南海トラフ地震の規模でも十分に活用

できるシステムの機能やサポート体制なども含

めて、総合的に評価したいと考えています。 

 こうした考えの下、様々な審査項目を総合的

に評価できる基準を設定した上で、プロポーザ

ル審査において事業者からの企画提案を多角的

に評価し、市町村にとって最適な被災者支援シ

ステムを選定するようにいたします。 

   （健康政策部長藤野晋太郎君登壇） 

○健康政策部長（藤野晋太郎君） 子供の脳脊髄

液減少症に対する検査や治療体制の整備につい

てお尋ねがございました。 
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 県内で脳脊髄液減少症の検査や治療ができる

医療機関は高知大学医学部附属病院のみとなっ

ております。高知大学では、治療の方法として

患者自身の血液を使用するブラッドパッチ療法

が行われており、近年はその実施数が増加して

います。しかしながら、令和３年から令和７年

までの５年間の患者数39人のうち、20歳未満の

方は３人と少なく、県外で治療を受ける方もい

らっしゃると承知しております。 

 一方で、現在高知大学では脳神経外科など関

係する診療科が連携し、これまで以上に子供の

患者を受け入れる体制の検討を始めているとお

聞きしています。脳脊髄液減少症が疑われる子

供たちが県内で検査や治療を受けられることは、

心身の負担軽減はもとより、経済的な面からも

望ましいと考えております。 

 県としましては、高知大学の動きに合わせて、

高知県小児科医会などと連携し、子供を診察す

る医師に脳脊髄液減少症に対する理解と専門医

療機関につなぐ意識を深めていただき、円滑に

検査や治療を受けられる仕組みづくりに取り組

んでまいります。 

   （教育長今城純子君登壇） 

○教育長（今城純子君） まず、入院や自宅療養

などで学校に登校できない期間中における学習

機会の充実についてお尋ねがございました。 

 児童生徒が病気療養などで学校に登校できな

い期間においても、学校や社会とのつながりを

維持し、学びの機会を保障することは大変重要

であると認識しております。そのため病気療養

などにより一定の期間登校できない場合には、

医師や保護者と相談した上で、各学校から１人

１台タブレット端末を活用した同時双方向型の

授業配信や、体調のよい時間に視聴できる授業

動画の提供等を行っております。 

 また、本年５月に文部科学省により、ＩＣＴ

を活用した遠隔教育の具体的な指導のプロセス

や実践事例等を盛り込んだハンドブックが新た

に作成されました。県教育委員会といたしまし

ては、本ハンドブックの周知とともに、通信機

器の扱い方のポイントや留意点などを取りまと

めたものを市町村教育委員会や学校に共有して

まいりたいと考えております。 

 次に、社会教育に対する認識についてお尋ね

がございました。 

 社会教育は、全ての人があらゆる場所、時間、

方法により自発的に学習することができ、その

成果を発揮できる社会の実現を図るという生涯

学習の理念を実現するための重要な教育の一つ

です。そのため本県では、地域や家庭で共に学

び支え合う社会の実現に向け、第４期教育振興

基本計画において、ともに学び支え合う生涯学

習・社会教育の推進を位置づけ、多様な学びの

機会の提供や、地域の学びを支える人材の育成

などに取り組んでいます。 

 子供たちを健やかに育むためには、社会教育

と学校教育が車の両輪となり、学校・家庭・地

域が連携して地域全体で教育に取り組むことが

一層重要になっています。実際に私が勤務した

学校では、地域の方々による子供の登下校の見

守り活動が行われておりました。この活動によっ

て、地域の方々にとっては生きがいや自己実現

につながり、子供たちにとっては安全面だけで

なく規範意識や周りの人たちへの感謝の気持ち

が育まれ、改めて社会教育の重要性を実感いた

しました。 

 このように、学校と地域などが協働・連携す

ることが、子供たちだけでなく学校や地域にも

よい効果をもたらし、地域のつながりや絆を深

め、地域の教育力の向上にもつながるものと考

えます。 

 最後に、県内の社会教育主事の現状と今後の

育成についてお尋ねがございました。 

 社会教育や生涯学習に関する様々な活動を行
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う社会教育主事は、県及び市町村の教育委員会

に合わせて19名が配置されています。県におい

ては、県内全域を対象とした事業の企画や実施、

ＰＴＡや青年団といった社会教育関係団体の支

援、子供たちの体験活動などを推進しています。

また、市町村においては、公民館や図書館など

の社会教育施設の運営管理や、地域のニーズに

応じた学習機会の提供など、より地域に密着し

た活動を行っています。 

 本県では、少数にとどまっている市町村の社

会教育主事の配置拡大を目指していますが、市

町村からは、資格取得に必要な講習を受講する

には職員が長時間職場を離れることになること

が課題であるとお聞きしています。こうした課

題は、本県に限らず全国に共通したものである

ため、国が主催する講習では、業務への影響が

少ないオンラインでの受講や、複数年度に分割

した受講が可能となっています。 

 このため、県教育委員会としては、社会教育

主事の拡充に向け、市町村教育委員会に対して

様々な機会を捉え積極的な受講を働きかけてま

いります。あわせて、社会教育主事の活動に役

立つ研修会や、社会教育主事を含む社会教育関

係者が集まる実践交流会を開催するなど、社会

教育に関する活動の後押しを行ってまいります。 

○24番（西森美和君） 様々御答弁をいただきま

した。ありがとうございます。 

 まず、クルーズ船の寄港についてなんですけ

れど、土木部長から10店から15店に拡充をされ

たというお話がありました。観光振興スポーツ

部長のほうから、主には私が中心商店街のこと

を質問もさせていただいたので、その御答弁だっ

たと思います。 

 そこに加えまして、例えば10店から15店、あ

そこの新港のターミナルには拡充されたんです

けれど、観光の、高知市のバスターミナルから、

それから商店街のほうに来るときに、あそこの

商店街にはたくさん空き店舗もあるということ

で、そういうところを使って、例えば空き店舗

を休憩所にしたりとか体験スペースだったり限

定のショップだったり、ひょっとしたらまだ手

を挙げたいけれど新港のターミナルには出店が

できない方も、空き店舗を利用して出店ができ

るようであれば、これもまたプラスの要素にな

るのではないかと思うんです。 

 先ほど、いろんなキャッシュレスの取組とか

もしっかり取り組んでくださっているというこ

とでありましたので、もう一つ中心商店街との

連携を深めていただけるようにお願いできたら

と思います。 

 私は、高知市は土佐山とか鏡とか五台山のエ

リアとかもそうですけれど、まだまだポテンシャ

ルが高いけれど、県と市で連携がもう少ししっ

かりかみ合っていただけたらありがたいかなと

思っているんです。 

 先ほどの五台山の駐車場のことにつきまして

も、部長のほうから積極的に依頼というか、働

きかけをしていくというお話がありました。こ

れは本当に高知市にとってもすごくプラスにな

ることなので、どのような恩恵があるのかとい

うこと、高知市自体もいろいろ試算をしたりと

か連携することによってどういう効果を生むの

かということを、市場の関係者の皆さんにも知っ

ていただかなくてはいけないので、上だけで話

をしてできることではないというのはよくよく

承知しております。丁寧に進めていただきまし

て、駐車場だけではないプラスアルファの恩恵

があるんだということを県と市でしっかり共有

していただけたら、一番いい形で進めれるよう

にお願いをしたいと思います。 

 これは知事、部長からも様々御答弁をいただ

いたんですけれども、あそこの五台山のソラミ

アンも含めて、知事はやはり五台山エリアの振

興に物すごく思いを持っていらっしゃると思う



令和８年７月１日  

－109－ 

 

ので、知事と市長もそういうことを共有ができ

るような話合いの場があったときには、知事の

ほうからも要請というか、一緒にやるというス

タンスでお話をしていただけたら大変ありがた

いと思います。そこについてちょっとお考えを

お聞きできたらと思います。それが知事に対し

て１問。 

 それから知事、休眠預金について、10年前か

らよく知っていらっしゃったということで、高

知県の中で一番詳しかったのは知事だったん

じゃないかと思って、僣越でございました。け

れど、この10年間たって物すごく実績もできて、

思いを持って資金分配団体と、それから実行団

体、行政も後押しをしながら育てているところ

は、長野県なんかは物すごくいい取組になって

いらっしゃる。一足飛びにはいかないとは思う

んですけれど、やっぱり人口減少で中山間の問

題で、行政から助成を出せないケースっていっ

ぱい実はあるんです。こども食堂もそうですし、

居場所づくりも行政からこれがもう精いっぱい

ということで、ちょっと縮小傾向になっている

大事な取組もあるので、休眠預金をしっかり活

用ができるように、広がるように御尽力をいた

だけたら大変ありがたいと思います。 

 それから、知事のほうから先ほどありました

職員の件なんですけれど、２点あって、意識の

希薄と属人化というお話だったんですけれど、

私の問題意識はちょっと違っています。属人の

こともあるかもしれませんが、このことがいろ

んな人から耳に入ったときに、初動態勢が不十

分だったのではないかと、内部だけで聞き取り

調査をすると、やっぱり限界があったのではな

いかと思います。 

 総務部長からもガイドラインのような基準を

つくっていただけるということなので、それも

これからクリアされていくとは思うんですけれ

ど、やっぱり職員の皆さんのことも守れる組織

になってもらいたい。いろんなことでやり過ぎ

てしまったりとかあるかもしれませんけれど、

もっと守れる体制があったのではないかと思う

し、組織の問題やと私は思っている節がありま

して、これからも取組を私も見守っていきたい

と思っています。 

 そして、もう一つ、２問は浄化槽のことで土

木部長にお聞きをしたいと思います。様々対応

をしっかりしていただきまして、記録票に関し

てもホームページでもしっかり保管をしてやる

ようにということでやってくださっている。 

 １つ私が懸念をしていたのが、記録票に代わ

る管理カードを、これでチェックよしとしてい

たところに関しては、高知県としてはどういう

認識で、そして高知県の環境検査センターに対

してはどのような助言なり指導をされたのか、

土木部長にそのあたりの認識について確認させ

ていただいてもいいでしょうか。 

 以上で第２問といたします。 

○知事（濵田省司君） 五台山の観光振興に関し

ての再質問でございます。 

 お話がありましたように、桑名市長とは定期

的な話合いの場を持っておりますし、それ以外

も含めてしばしばお話をする機会もございます。

ただ、このお話の性格は、組織としてきっちり

とやって、トップ同士もということだと思いま

すので、詳細は検討いたしますけれども、まず

担当の観光振興の部と市の窓口というところか

ら協議を始めてもらいまして、最終的にトップ

同士でも確認をするというような段取りを考え

たいと思います。 

○土木部長（横地和彦君） お答えいたします。 

 先ほど西森議員からお話がございました、こ

の点検の仕方に関しましては、環境省のほうで

出されております環境省告示というものがござ

いまして、この中で点検の仕方について記載が

ございます。この中では、書類検査は浄化槽管
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理者が保存している保守点検及び清掃の記録、

そのほか参考となる書類について行うものとす

るというふうに記載がございます。一次的には

この保守点検、清掃の記録と書いておりますの

が、いわゆる記録票というものがございまして、

これを確認するということは一次的なんですけ

れども、このその他参考となる資料について行

うというところが、先ほどお話のございました

管理カードということになるかというふうに思

います。 

 この管理カードの記載の内容と、それから実

際に見ていく内容、これを照らし合わせると、

記録票に記載されている内容と基本的に確認す

ることはできますので、そういう意味では、水

質検査等におきまして管理カードの記録でもで

きることはできますし、そういう意味では直ち

に、例えば法令に抵触しているとか、そういっ

たことには当たらないのではないかというふう

に思っております。 

 ただ、実はこの記録票に関しては、管理者が

しっかりこれを管理するということが記載され

ておりまして、そこの管理がされているかどう

かということについて、この検査センターがき

ちんと確認をするというところまで至っていな

かったというところがあるのは確かだというふ

うなことが確認が取れましたので、これはこれ

からちゃんと改めてこの記録票の管理というも

のを確認するように、というような、そういう

指導というか、お話をさせていただいたという

ような状況でございます。 

○24番（西森美和君） 部長、ありがとうござい

ます。 

 私もこの間、管理カードと、それから記録票

とどこまで厳密に環境省のガイドラインに掲載

されているのかということを様々調べてまいり

ました。確かに部長がおっしゃるように、最終

的に水質検査がオーケーであればということも

あるんですけれど、これは管理カードは異常の

有無とか、それから経年変化の兆候とか、作業

を完了したというものなので、管理カードだけ

でチェックしていた、それで本来は駄目である

という認識があったのかどうかということが大

事だったと思うので、結果オーライではないと

思うんです。 

 そこの部分だけしっかり指導していただいて

いるのであれば、これからこの記録票がデータ

ベースの大事なものになっていきますので、そ

この部分は私は指導するべき内容であったと

思っておりますので、今後も厳格にお願いをし

たいと思います。 

 以上で質問は終わりたいと思うんですけれど、

先ほど職員の方の職務違反に関して、ちょっと

語弊がある言い方をしてしまったかもしれない

と思うんですけれど、私はこの当該の職員の方

を擁護するつもりはないんです。やっぱり中身

を見てみますと、あってはならないことでもあ

りますし、ただそれがもっと早くになぜ分から

なかったのかということを考えています。どう

いう組織であったとしても、いろんなことがあっ

たときに早期発見ができて、すぐに対応ができ

るかどうかというリスク管理というか、大事だ

と思うんです。 

 もう一方で思うのが、職員の皆さんがどんど

んどんどん萎縮して、必要以上のことはもうや

らなくてもいいみたいなことになるのは、県民

の皆さんにとってすごく不利益だと思います。

いろんなことを、これから現場の課題は複雑で

多様化しているので、今までのルールの中でで

きなかったりすることに対しては、きちんと組

織の中で相談ができて、新しいルールをつくら

なくてはいけないことになるかもしれませんし、

そこが何か職員の皆さんも安心して仕事ができ

るような職場環境にもしていただきたいし、駄

目なことは厳格に駄目だと思うので、そこの両
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面を私は大事ではないかと思っているので、そ

ういう思いから言わせていただきました。 

 とにかく住民の皆さんもそうですけれど、職

員の皆さんは本当に防災の面でも地域でも頼っ

て一緒に活動していらっしゃいます。私は今回、

社会教育のことを提案させていただきましたが、

私は行政の職員の皆様も社会教育の実践を学ぶ

チャンスがあったらいいのにと実は思うんです。

同じ課題に向けて今回クルーズ船もそうですし、

ソラミアンのこともそうですし、初めてのこと

をやるときって、立場を超えて同じ場所でテー

ブルに着いて話し合って、新しい知恵が生まれ

たり、これならできるというものが固まったり

すると思うんです。そういう意味では、これか

らの行政職員にとって何よりも大事なのは社会

教育ではないかと私は思っています。 

 そのことを申し上げまして、全質問を終わら

せていただきたいと思います。ありがとうござ

います。（拍手） 

○副議長（土居央君） 以上をもって、本日の議

事日程は終了いたしました。 

 明２日の議事日程は、議案に対する質疑並び

に一般質問であります。開議時刻は午前10時、

本日はこれにて散会いたします。 

   午後２時57分散会 
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       16番  西 内 隆 純 君 

       17番  加 藤   漠 君 

       18番  弘 田 兼 一 君 

       19番  明 神 健 夫 君 

       20番  三 石 文 隆 君 

       21番  畠 中 拓 馬 君 

       22番  依 光 美代子 君 

       24番  西 森 美 和 君 

       25番  寺 内 憲 資 君 

       26番  西 森 雅 和 君 

       27番  䬢 口 秀 洋 君 

       28番  水 野 雪 絵 君 

       29番  岡 﨑 哲 也 君 

       30番  岡 田 竜 平 君 

       31番  坂 本 茂 雄 君 

       32番  は た   愛 君 

       33番  細 木   良 君 

       34番  岡 田 芳 秀 君 

       35番  岡 本 和 也 君 

       36番  中 根 佐 知 君 

       37番  塚 地 佐 智 君 

欠 席 議 員 

       な   し 

 

―――――――――――――――― 

 

説明のため出席した者 

  知     事  濵 田 省 司 君 

  副  知  事  西 森 裕 哉 君 

  総合企画部長  小笠原 直 樹 君 

           濱 田 憲 司 君 

  総 務 部 長  永 渕 智 大 君 

  危機管理部長  江 渕   誠 君 

  健康政策部長  藤 野 晋太郎 君 

           近 藤 由 佳 君 

  文化生活部長  依 光 香代子 君 

           濱 田 美和子 君 

  商工労働部長  大 原 英 樹 君 

           小 西 繁 雄 君 

  農業振興部長  橋 本 卓 夫 君 

           坂 田 省 吾 君 

  水産振興部長  山 下   修 君 

  土 木 部 長  横 地 和 彦 君 

  会 計 管 理 者  池 上 隆 章 君 

  公営企業局長  中 嶋 真 琴 君 

  教  育  長  今 城 純 子 君 

  人 事 委 員 長  門 田 純 一 君 

           澤 田 昌 宏 君 

  公 安 委 員 長  松 尾 晋 次 君 

  警 察 本 部 長  岩 田 康 弘 君 

  代表監査委員  和 田  男 君 

           梅 森   実 君 

子 ど も ・ 
福祉政策部長 

産 業 振 興 
推 進 部 長 

観 光 振 興 
スポーツ部長 

林 業 振 興 ・ 
環 境 部 長 

人 事 委 員 会 
事 務 局 長 

監 査 委 員 
事 務 局 長 

理事（人口減少・ 
中 山 間 担 当 ）
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―――――――――――――――― 

 

事務局職員出席者 

  事 務 局 長  猪 野 貴 之 君 

  事 務 局 次 長  大 﨑 和 幸 君 

  議 事 課 長  飯 田 志 保 君 

  政策調査課長  溝 渕 松 男 君 

  議事課長補佐  谷 内 恵 美 君 

  主     幹  大 川 美千子 君 

  主     幹  元 吉 博 子 君 

        

――――  ―――― 

 

議 事 日 程（第４号） 

   令和８年７月２日午前10時開議 

第１ 

 第 １ 号 令和８年度高知県一般会計補正予算 

 第 ２ 号 職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ３ 号 公益的法人等への職員の派遣等に関

する条例の一部を改正する条例議案 

 第 ４ 号 高知県税条例の一部を改正する条例

議案 

 第 ５ 号 高知県地方活力向上地域における県

税の特例措置に関する条例の一部を

改正する条例議案 

 第 ６ 号 高知県指定障害児通所支援事業者等

が行う障害児通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例議

案 

 第 ７ 号 高知県認定こども園条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ８ 号 高知空港国際線ターミナルビルの指

定管理者の指定に関する議案 

 第 ９ 号 県有財産（災害対応車両）の取得に

関する議案 

 第 10 号 国道494号（第二川ノ内組橋上部工）

防災・安全交付金工事請負契約の締

結に関する議案 

 報第１号 令和７年度高知県一般会計補正予算

の専決処分報告 

 報第２号 高知県税条例等の一部を改正する条

例の専決処分報告 

第２ 一般質問 

   （３人） 

 

――――  ―――― 

 

   午前10時開議 

○議長（明神健夫君） これより本日の会議を開

きます。 

 

――――  ―――― 

 

質疑並びに一般質問 

○議長（明神健夫君） 直ちに日程に入ります。 

 日程第１、第１号「令和８年度高知県一般会

計補正予算」から第10号「国道494号（第二川ノ

内組橋上部工）防災・安全交付金工事請負契約

の締結に関する議案」まで並びに報第１号「令

和７年度高知県一般会計補正予算の専決処分報

告」及び報第２号「高知県税条例等の一部を改

正する条例の専決処分報告｣､以上12件の議案を

一括議題とし、これより議案に対する質疑並び

に日程第２、一般質問を併せて行います。 

 １番浜口卓也議員。 

   （１番浜口卓也君登壇） 

○１番（浜口卓也君） 本定例会におきまして初

登壇となります自由民主党の浜口卓也でござい

ます。濵田知事をはじめ執行部の皆様におかれ

ましては、県民の皆様への分かりやすい御答弁

をよろしくお願いいたします。 
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 本年２月８日に行われました県議会議員補欠

選挙高知市選挙区におきまして、５万3,960票を

賜り、県議会に議席を与えていただきました。

初当選から約５か月間、県内各地を訪れながら、

厳しい現実に直面する一方、新たな希望も感じ

ております。 

 県人口は64万人を下回り、63万人台となり、

いまだ人口減少に歯止めはかかっておりません。

中山間地域をはじめ、様々な産業で人材不足は

深刻化をしております。現状の資本主義経済の

指標から見れば、本県経済は厳しい状況にある

と言えますが、世界的にも大量生産、大量消費

の時代は終わり、自然環境に配慮しつつ持続可

能性を模索する時代に転換しています。我が国

に昔からある三方よしといった経済システムで

ある公益経済、循環型経済が、今後さらに必要

とされるものと考えます。 

 そのような観点から見ますと本県は、日本列

島の南部にあり、太平洋に面して東西に長く、

森林と海までの距離が近いために清流が多く、

大変恵まれております。森林資源、海洋資源、

豊富な農畜産物など、暮らしていく上では豊か

であると言えるのではないでしょうか。県内で

循環する経済システムをいかに構築できるかが

鍵であると思います。 

 ただし、地方経済にとっては、政府の政策に

よるところが大きいと言わざるを得ません。国

民所得倍増計画、日本列島改造論、高度経済成

長からのバブルの崩壊、失われた30年、三位一

体の改革と連動した規制緩和など、地方経済は

これまでも政府の政策によって様々な影響を受

けてきました。 

 令和７年10月21日に高市内閣が発足し、令和

８年２月８日には高市内閣の政策を実行してい

くことについて国民の皆様に信を問うための解

散総選挙が行われました。その結果、自由民主

党は衆議院において３分の２を超える議席を与

えていただきました。選挙戦では､｢日本列島を、

強く豊かに｡｣をスローガンに掲げ、挑戦しない

国に未来はないとのメッセージとともに、我が

国の国力を徹底的に強くしていくための本丸と

して、長年続いてきた過度な緊縮志向、未来へ

の投資不足の流れを断ち切るため、責任ある積

極財政の実現が訴えられました。私自身も、こ

れで日本が変わるかもしれないと、大いに高市

内閣に期待した一人でございます。国民の皆様

から多くの期待を受けて、いよいよその政策実

現が始まろうとしております。 

 地域未来戦略についてお伺いをいたします。 

 農山漁村・中山間地域をはじめ、47都道府県

のどこに住んでいても安全に生活することがで

き、必要な医療・福祉や質の高い教育を受ける

ことができ、働く場所がある、これが高市内閣

の目指す我が国の姿であり、そのために何より

重要なことは強い地域経済の構築であります。

その上で、地方が持つ伸び代を活かし国民の暮

らしと安全を守るため、地域ごとの産業クラス

ターを全国各地に形成し世界をリードする技術・

ビジネスを創出するとともに、地場産業の付加

価値向上と販路開拓への強力な支援などの検討

のため、令和７年11月、内閣に地域未来戦略本

部が設置されました。 

 本年５月に提案された四国地域における戦略

産業クラスター計画の素案では、１、造船、２、

ＧＸ、３、四国ブランドの３分野についてクラ

スター形成を進めるとされております。四国ブ

ランドには、食、観光、防災分野の強みを伸ば

すとあり、フードテックをはじめとするこれら

の分野の高度化を支えるデジタル基盤の整備を

進めることとされております。 

 先月24日に政府において開催されました日本

成長戦略会議、経済財政諮問会議の合同会議で

は、縮み志向から脱却し、果敢に成長戦略を実

行し、大胆に投資を拡大すれば、累計410兆円も
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のさらなる国内投資が実現され、2040年には国

内民間設備投資額は年間230兆円、ＧＤＰは1,100

兆円に迫る経済成長が実現できることが示され

ました。 

 高市内閣が強い地域経済の構築に向け推進し

ようとしている地域未来戦略を本県にどのよう

に生かしていくおつもりなのか、濵田知事にお

伺いをいたします。 

 今回の中東情勢の影響を受け、燃料等のエネ

ルギー価格の高騰、また石油由来の様々な資材

の供給不足など、資源、エネルギーの海外依存

度の高い日本の脆弱性も露見しております。 

 本県が強みとする１次産業においても、トラ

クター、コンバイン等の耕作機械や、林業では

伐採、集積、製材用の機械、漁業であれば船舶

等、いずれも動力源である燃料価格の高騰は生

産現場でのコスト上昇につながり、経営基盤に

大きな影響を与えているものと思います。加え

て、肥料、飼料などの価格も高騰しており、い

かに生産現場での生産性を上げ収益を確保して

いくかが大きな課題と言えます。 

 もとより１次産業では、特に中山間地域にお

いて、人手不足に加え、高齢化による担い手の

減少も大きな課題となっております。今後、強

い地域経済を構築していくためにも、こうした

課題に対応し、１次産業の明るい未来を描いて

いくことも必要ではないでしょうか。 

 地域未来戦略を本県の１次産業分野でどのよ

うに生かしていくおつもりなのか、農業振興部

長、林業振興・環境部長、水産振興部長にそれ

ぞれお伺いをいたします。 

 １次産業、またそれに関連する食を強みとし

ている本県にとって、１次産業の省力化等を含

んだフードテック産業の発展は、県民の皆様に

とって希望となるはずです。 

 農林水産省が令和５年２月にフードテック官

民協議会として発表したフードテック推進ビ

ジョンの目指す姿によると、日本発のフードテッ

クビジネスを育成することで、日本と世界の食

料・環境問題の解決に貢献するとともに、日本

を活性化する新しい産業を創出し、日本経済の

発展に貢献する。また、世界の食料需要は2050

年に2010年比で1.7倍になると想定されており、

増大するタンバク質源等の需要への対応が必要

であるとあります。 

 人口減少問題について考える際、どうしても、

減少する人口の数字に対してどうすれば人口が

増加するかという点に着眼するあまり、国内の

都市部や県内の諸課題に思考が偏りがちになっ

てしまいますが、ここで申し上げたいことは、

視点を、前述いたしました世界の食料・環境問

題の解決に貢献するという方向にシフトする必

要があるのではないかということです。この、

世界に貢献するという理念が、長期的に見れば、

現在の若者の志を育てるのではないかと考えて

おります。 

 フードテック推進ビジョンにおきましても、

課題と必要な取組には、世界でフードテックビ

ジネスが急速に拡大するなかで日本を活性化す

る新しい産業を創出するためには、産業を担う

プレーヤーの育成と新たな市場を創り出すため

の環境整備を同時に早急に進める必要がある。

また、フードテック企業を生み出すためには、

オープンイノベーションを推進するための環境

整備とスタートアップの創業促進の双方が必要

不可欠であるとされております。 

 今後、県内の若者にとっても、起業、スター

トアップは必要不可欠なテーマとなります。本

県が国内におけるフードテック分野で起業しや

すい地域として、また新たなスタートアップ企

業が多数県内各地で活躍することで、新たな１

次産業の創造発展、本県における起業文化の醸

成が図られるものと考えます。 

 今後、県内で若者がフードテック分野で活躍
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できるよう、起業にチャレンジするための環境

整備、また関連企業の誘致を行うべきと考えま

すが、産業振興推進部長の御見解をお伺いいた

します。 

 次に、令和８年１月より一部供用開始、令和

９年４月より全面供用開始となる高知空港国際

線ターミナルビルに関連してお伺いいたします。 

 令和９年４月の高知空港国際線ターミナルビ

ルの供用開始に伴い、台湾への定期便就航に向

け、準備が進んでおります。また、韓国便につ

いては、チャーター便の誘致に向け取り組まれ

ていると、知事の提案理由説明にありました。 

 令和９年４月の国際線ターミナルビル完成に

よる台湾との定期便就航に向けた進捗状況につ

いて観光振興スポーツ部長にお伺いをいたしま

す。 

 国際線の就航を、単なるインバウンド・アウ

トバウンドにとどまらず、前項でも申し上げま

した地域未来戦略と連動させた取組が必要と考

えております。県経済のさらなる発展のため、

地産外商、フードテック産業、防災関連産業の

活性化など可能性は広がります。 

 台湾は、御存じのとおり、ＴＳＭＣ、フォッ

クスコンなど、その他数多くのハードウエアメー

カーの集積地であり、世界的なＩＴ産業先進国

であります。フードテック分野においても、フー

ドテック台北が毎年開催されるなど、先駆的な

取組が既に進んでおります。高知空港から台湾、

韓国への定期便が就航することになれば、経済、

文化、観光など様々な分野で相互に発展する可

能性があります。そういったチャンスをより一

層確実なものとしていかなければなりません。 

 今後、台湾路線が定期便化した際に、高知県

台湾オフィスの役割は今以上に重要になるもの

と期待されます。高知県台湾オフィスの機能の

充実について産業振興推進部長の御見解をお伺

いいたします。 

 また、韓国との航空路線就航による本県にとっ

て考えられるメリットについて観光振興スポー

ツ部長にお伺いをいたします。 

 続きまして、教育行政についてお伺いをいた

します。高等学校等教育改革促進事業について

お伺いをいたします。 

 文部科学省が、強い経済を実現する総合経済

対策の閣議決定を受け、令和７年度補正予算2,955

億円を計上し、同省として初めてとなる全国の

公立高等学校への改革プラン、高校教育改革に

関する基本方針、2040年に向けたネクストハイ

スクール構想が示されました。 

 課題として､｢2040年には、産業構造や社会シ

ステムの変化を踏まえた労働力需給ギャップに

より、地域の経済社会を支えるエッセンシャル

ワーカーの圧倒的不足、いわゆる理系人材の不

足が懸念されるところであり、産業イノベーショ

ン人材の育成が重要。少子高齢化、生産年齢人

口の減少、地方の過疎化が一層深刻化（2040年に

は高校１年生が約36％減少)｡現状でも約64％の

市区町村において公立高校の立地が０又は１で

あることなどを踏まえ、地理的アクセスを踏ま

えた多様な学びの確保が重要｡｣とされておりま

す。 

 産業イノベーション人材育成等に資する高等

学校等教育改革促進事業では、各都道府県に基

金を設置し、類型に応じた高校教育改革を先導

する拠点のパイロットケースを創出し、取組・

成果を域内の高校に普及するとされ、本県教育

委員会からは、アドバンスト・エッセンシャル

ワーカー等育成支援では高知農業高校、理数系

人材育成支援では高知小津高校、多様な学習

ニーズに対応した教育機会の確保では高知東高

校、高知丸の内高校の４校を申請しておりまし

たが、一昨日、文部科学省から、高知小津高校

の１校が採択となったと発表がありました。 

 高等学校等教育改革促進事業の公募要領によ
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りますと、人口動態、産業構造の変化を踏まえ、

都道府県における人材育成上の課題を設定。教

育委員会のみならず総合教育会議等を活用し、

首長や関係部局等、地域の産業界や高等教育機

関も関わって事業を推進する体制を構築とあり

ます。 

 本県において、知事部局はもとより、産業界、

大学などとどのように連携していこうとされて

いるのか、教育長にお伺いをいたします。 

 また、高等学校等教育改革促進事業の採択状

況を踏まえ、拠点校の取組などを他の県内高等

学校にどのように生かしていかれるのか、併せ

て教育長にお伺いをいたします。 

 次に、県立高等学校振興再編計画に関連して

お伺いをいたします。 

 本年４月より総務委員会に所属し、４月27日

から６月２日にかけて出先機関等の業務概要調

査にて県内の県立高等学校等を視察いたしまし

た。私にとりましては初めての経験で、学校名

は聞いたことはあっても校内に入ったことはな

く、各校長先生から学校の取組について直接お

伺いできましたことは大変貴重な機会となりま

した。現場で働いておられる教員の方々はもち

ろん、何よりも生徒の皆様の生き生きとした姿

を目の当たりにし、高知県の未来に希望を感じ

ることができました。また、各学校それぞれに

地域性を生かしながら特色ある学びを展開され

ていることに、多くの発見と感動がありました。 

 令和７年３月に策定されました県立高等学校

振興再編計画では、令和６年10月に検討委員会

より、これからの県立高等学校の在り方に関す

る報告を受けたとされ、報告概要として、各高

等学校は子どもたちの視点に立ち、生徒・保護

者が行きたい、行かせたい学校となるため、魅

力化・特色化に取り組むべきである。学校の魅

力化・特色化のためには、各高等学校が市町村、

小中学校、大学、企業、関係機関等とつながり、

連携・協働を進めることが重要である。以上の

２点が挙げられております。 

 また、検討委員会の報告を受け、本計画の基

本的な考え方として、１､｢｢多様性への対応」・

｢共通性の確保」と地域とのつながりによる教育

の質の向上及び環境の充実」では､｢地理的状況

や各学校・課程・学科の枠に関わらず、いずれ

の高等学校においても、生徒一人一人の個性に

応じた多様な可能性を伸ばす学びを実現するた

めの学校づくりに取り組む。また、いずれの学

校・課程・学科にあっても、生徒の進路実現を

図るため、義務教育における学びを土台として、

社会で生きていくために必要となる資質・能力

を全ての生徒が共通して身に付けられる環境づ

くりに取り組む。さらに、これらの教育活動の

充実を図るため、市町村や地域、関係機関との

連携・協働を進める｡｣｡２つ､｢適切な配置と学校

規模の確保による学びの機会の保障」では､｢各

地域における生徒の学びの可能性を広げるため、

学校・課程等の配置の見直しを行う。また、生

徒の集団における社会性の育成や協働的な学び

を実現するため、生徒数の確保に向けた取組を

進める｡｣とされております。 

 中山間地域等の小規模校については､｢魅力

化・特色化を推進するため、学校と市町村・地

域等の関係者で構成される地域コンソーシアム

において、生徒数確保に向けた努力目標を設定

の上、その実現に向けた具体的取組のアクショ

ンプランを策定する｡｣とあり、努力目標案とし

て、入学者数、本校、１学年２学級規模の場合

41人以上、四万十高等学校は25人以上、１学年

３学級規模の場合81人以上。分校、１学年11人

以上。地元中学校からの進学割合、基本50％以

上、連携型中高一貫教育校は70％以上、近年の

実績が20％未満の学校は個別に目標設定とあり

ます。 

 中山間地域等の小規模校における地域コン
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ソーシアム等で出された意見や課題、生徒数確

保に向けたアクションプランの実施状況、また

今後の実施予定について教育長にお伺いをいた

します。 

 また、産業系の専門高校の取組内容では､｢企

業や小中学校、大学等の高等教育機関、関係機

関等との連携を強化し、社会の変化や各産業界

の最新の動向を捉えつつ、高度化された産業技

術等を授業に取り入れることで教育課程の充実

を図り、生徒個々の知識及び技術の向上に努め

る｡｣､２つ目として､｢学校と地元企業とが協働で

産業人材を育成するための会議等を定期的に開

催する｡｣､３つ目､｢義務教育段階から地元産業

に興味・関心を持ってもらうため、小中学校や

産業界と連携したキャリア教育を推進する｡｣と

されております。 

 産業系の専門高校における取組内容のさきに

述べました３項目につきまして、これまでの取

組内容、また今後の取組予定について具体的に

お答えください、教育長にお伺いをいたします。 

 次に、生徒の居住施設についてお伺いをいた

します。総務委員会の出先機関等の業務概要調

査にて、県立梼原高校を視察しました際に、学

校長より運営上の課題として、梼原町が整備し

た生徒の居住施設での食事の提供など運営する

上での人員の確保に苦慮しているとの意見があ

りました。 

 生徒の居住施設の設置、運営に関しては、第

一には市町村によるものと考えられます。梼原

高校のホームページには、入学検討者へとして、

寮ゆすゆすが紹介されております。その説明書

きには、ゆすゆすは全国の公立高校の中でも屈

指の設備と教育環境を誇る学生寮です、四万十

川の源流域である梼原川を全室から望む絶好の

ロケーションと、学びを支える充実したサポー

ト体制が整っていますとあります。 

 県教育委員会としては、生徒数確保に向けて

こうち留学の取組を推進し、高知県外にお住ま

いの中学生に向けて、高知の高校で一緒に学び

ませんか、思い切り自分らしくこうち留学と呼

びかけております。本年７月19日には神奈川県

川崎市で、８月２日には大阪府大阪市において、

こうち留学フェアが開催される予定となってお

り、参加校には梼原高校もエントリーされてお

ります。また、地域みらい留学等促進事業費補

助金を創設し、高知県立高等学校への入学を検

討する高知県外在住の中学生や中学既卒者とそ

の同伴者１名が学校訪問等をする際の旅費に対

し、１人当たり３万円を上限に支給しておりま

す。 

 高知県外から県立高校に入学を希望される

方々にとって寄宿舎の管理運営体制は、入学を

決める大きなポイントの一つになると思います。

県立高校の生徒数確保、魅力化向上のために生

徒の居住施設を市町村で設置していただいてい

ることは、大変ありがたく、貴重な存在である

と言えます。 

 市町村が整備した生徒の居住施設の管理運営

について、第一に市町村によるとはいえ、県教

育委員会としてもでき得る限り管理運営のバッ

クアップをすべきと考えますが、教育長の御見

解をお伺いいたします。 

 次に、高知県公立大学法人と教育委員会の連

携についてお伺いをいたします。 

 さきに述べました文部科学省が創設する高等

学校等教育改革促進事業の公募要領、また県教

育委員会の策定した県立高等学校振興再編計画

にもありますとおり、今後の人材育成において

は産業界、大学との連携が必要となります。 

 本県が所管する県立大学、高知工科大学は、

文部科学省の示す地域の経済社会を支えるエッ

センシャルワーカー、理系人材、産業イノベー

ション人材のどの分野の人材育成も網羅してお

り、教育委員会と連携することで、幼少期から
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多様な分野の学問に触れ、興味、関心を持つこ

とができるようになります。県内全ての高等学

校の連携は当然のこととして、さらに幼児教育、

小中学校との連携を図り、さらなる学力向上や

県立高等学校が有する幅広い様々な専門分野へ

の進学につなげていただきたいと思います。 

 さらに、例えば県立高知東高等学校看護専攻

科を卒業後、保健師、助産師の資格を取得希望

する生徒を県立大学の３年次に編入学できる制

度の再導入など、県立高等学校から県立大学、

高知工科大学への入学に当たっても柔軟に対応

いただければ、生徒の学習意欲も高まるものと

期待できます。 

 今後のさらなる高知県公立大学法人と教育委

員会の連携強化について文化生活部長の御見解

をお伺いいたします。 

 次に、県内私立大学への支援についてお伺い

をいたします。 

 先月６月11日に、高知県私学・大学振興議員

連盟におきまして、令和８年度高知県内私立大

学との意見交換を行いました。第１部では高知

学園大学・短期大学、高知リハビリテーション

専門職大学、第２部では高知健康科学大学、そ

れぞれの大学から学長をはじめ関係者に御出席

いただき、意見交換を行う中で、各大学の取組

や課題を共有することができました。 

 高知学園大学・短期大学からは、高知県の未

来を守る地域エッセンシャルワーカーの育成の

とりでとして、本学の現状報告と厳しい局面を

打破する地域共創への新たな挑戦と題した概要

説明があり、その中でも、少子化に伴う深刻な

経営危機と地方大学が直面する淘汰の荒波、教

職員一丸となった自助努力の限界と突きつけら

れた学校存続の危機という項目では、山下学長

自ら危機感を訴えられ、これまでも徹底した経

営の合理化や学生募集努力を重ねてまいりまし

たが、構造そのものが一大学の自助努力では乗

り越えられない限界に達しつつありますと発言

されるなど、大学存続そのものが危ぶまれる状

況にある実態が明らかになりました。高知リハ

ビリテーション専門職大学、高知健康科学大学

におきましても、学生確保においては同じ境遇

下にあります。 

 これまで、議連の会長であります横山文人議

員も度々本会議で質問されておりますが、県内

私立大学は、看護師、歯科衛生士、理学療法士、

作業療法士などの私たち県民生活に欠くことの

できないエッセンシャルワーカーを育成してお

ります。卒業生の県内就職率も約80％と、本県

に定着する人材を育成、供給する役割を果たし

ていただいております。 

 県内私立大学が存続の危機にある現状を鑑み

ますと、これから県民生活に欠くことのできな

いエッセンシャルワーカーの人材育成の場が消

滅してしまうことになります。県としても、こ

れまで以上に一歩も二歩も踏み込んだ議論が必

要であると考えます。今後、県と県内私立大学

はこれまで以上に連携を深め、若年人口の人口

減少対策、人材育成に向けて協議の場が必要だ

と考えます。私は、本県の未来を考えますとき、

財政的な支援も含めた議論を開始すべきタイミ

ングに来ていると感じております。 

 県内私立大学への支援として、さらなる連携

強化の必要について濵田知事の御見解をお伺い

いたします。 

 最後に、県庁本庁舎、西庁舎、北庁舎の一体

的な建て替えについてお伺いいたします。 

 本定例会での濵田知事からの提案説明におい

ても、多様な人材が活躍できる環境の実現の中

で、県内最大規模の事業所である県庁自身が若

者や女性に選ばれる職場環境の実現に率先して

取り組んでいますとの発言もありました。 

 本庁舎は昭和37年に竣工し、64年が経過。西

庁舎は昭和57年に竣工し、44年が経過。北庁舎
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は平成３年に竣工し、35年が経過しております。

本庁舎の耐震改修は平成23年度に行われ、15年

後の令和23年度には耐震の耐用年数を迎えると

のことです。 

 現在、各庁舎は、耐震という点では満たされ

ているとはいえ、県庁職員の執務環境としては

徐々に悪化しております。働き方改革も県庁が

県民の先頭に立って進めている中、様々な機能

が経年劣化し、部局横断的な仕事を多く必要と

する県庁庁舎の一体整備は急務と考えます。 

 本庁舎に関しましては、史跡高知城跡地内に

あることから、平成16年３月に県の教育委員会

が策定した史跡高知城跡整備計画において、将

来的に移転を図ると記載されており、現位置で

建て替える場合には文化庁との協議が必要と

伺っております。 

 県庁本庁舎、西庁舎、北庁舎の一体的な整備

の必要性について総務部長の御見解をお伺いい

たします。 

 以上で第１問といたします。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 浜口議員の御質問にお答

えをいたします。 

 まず、国の地域未来戦略を本県の経済の活性

化に向けてどのように生かしていくのか、お尋

ねがございました。 

 御指摘がございましたように、現在国では地

域未来戦略の策定の作業が進められております。

その目的は、強い地域経済の構築に向けまして、

地方に大規模な投資を呼び込み、各地に産業ク

ラスターを戦略的に形成することにあります。 

 そして、この戦略の考え方は、県がこれまで

取り組んでまいりました産業振興計画の目指す

ところと軌を一にするものと考えます。今後、

展開されます国の財政支援などの追い風をしっ

かりと捉えまして、本県経済のさらなる成長に

つなげていく、このことが重要だと考えており

ます。 

 地域未来戦略は、国が地方経済産業局単位で

取りまとめます戦略産業クラスター計画と、都

道府県知事が策定をいたします地域産業成長プ

ラン、この２つの枠組みで構成をされます。 

 このうち、後者の地域産業成長プランにつき

ましては、本県として、本年夏頃の公表を目指

して、現在策定に向けた作業を進めているとこ

ろであります。具体的には、本県では、１次産

業を核としたフードテックや防災関連産業分野、

さらにお酒をはじめといたします食品分野での

クラスター形成などを盛り込んでいきたいと考

えております。あわせて、各市町村におきます

それぞれの地域の特色を生かした１次産業、観

光などの地場産業の振興の取組もこの計画に位

置づけてまいります。 

 本県が強みを有します分野で民間投資を促進

いたしまして、各産業の競争力を高めることを

通じ、産業振興計画で目指しております県民所

得の向上という目的が実現をされますように取

り組んでまいります。 

 こうした産業の育成に向けましては、中長期

的な視点に立った国からの継続的な財政支援が

必要だと考えます。このため、せんだって、担

当大臣などへの国への政策提言も行ってまいり

ました。今後も、国の動きと連動いたしました

取組を進めまして、新たに講じられる支援策、

こういったものを余すことなく活用しながら、

地域未来戦略を本県の産業振興に最大限生かし

てまいりたいと考えております。 

 次に、県内の私立大学とのさらなる連携強化

の必要性についてお尋ねがございました。 

 県内の私立大学は、御指摘もありましたよう

に、看護師、保育士、理学療法士などの医療・

福祉分野を中心とした専門性の高い人材を養成

いたしております。そして、卒業生の約７割は

県内に就職をされております。こうしたＡＩで
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代替ができないエッセンシャルワーカーは、高

齢化が進みます本県において、地域社会を維持

していく上で、将来にわたって、なくてはなら

ない存在だと考えております。また、県内の私

立大学では、約1,200人の若者が現に修学をいた

しております。本県の若者人口、若年人口の確

保、定着という面でも大きく貢献をしていただ

いているわけでございます。 

 仮にもこうした県内の私立大学がなくなる、

あるいは十分に機能しなくなるということにな

りますと、県民の皆さんへの保健・福祉のサー

ビスを支える若い人材が供給をされないという

ことになります。こういう事態になりますと、

本県におきまして人口減少にさらに拍車がかか

るといった悪循環に陥りかねないというふうな

危惧を抱いております。 

 一方で、県立大学をめぐる経営環境の見通し

は、議員からも御指摘がございましたように、

客観情勢は大変厳しいものがあると考えます。

県内の赤ちゃんの出生数は、ここ20年で半減し

ております。6,000人から3,000人というペース

であります。これまで、この半減のペースは、

40年かけて半減といったところでありましたが、

今からはその倍のスピードで進んでいくという

ことでありますし、このことは、今後大学の入

学の年齢に達する若者も激減する、非常な急速

なスピードで減っていくということを覚悟しな

ければなりません。 

 こうした中で、県内の私立大学の定員充足率

は現在でも約７割といった水準にとどまってお

りまして、今後の人口減少、若者人口の減少を

考えましたときに、大学の魅力を高め入学者を

確保するという対応ができなければ、近い将来、

大学の存続自体が危ぶまれる、そういったこと

も想定をされる事態であろうというふうに考え

ます。 

 こうした言わば危機的な状況を踏まえて、昨

年発足をいたしました高知県の若者応援産学官

フォーラムにおきまして、保健あるいは福祉の

分野も含めました産業界の方々、そして私立大

学を含めた大学等の高等教育機関、そして行政

などの関係者が集まり、県内で若者にとって魅

力ある仕事づくりを進めるということと併せま

して、県内の大学などにおけます将来的な産業

人材の育成の在り方、これをどう考えるかとい

うことについて意見交換を行い、目指すべき方

向性を明らかにしてまいりたいというふうに考

えております。 

 具体的な作業といたしましては、全国的に高

齢化がピークを迎えます2040年、この年次を想

定いたしまして、県内の産業分野別の労働需給

を推計いたします。その上で、県内におきます

大学などの高等教育機関に求められる人材育成

の機能あるいは規模などについて検討をしたい

と考えております。その際には、ＡＩあるいは

ロボットの導入などによりまして事務系の人材

に余剰が発生をするということが見込まれる一

方で、いわゆるエッセンシャルワーカーあるい

は理系の人材につきましては大幅にこれが不足

をするということが予測されます。こうしたこ

とも見据えまして、社会人に対しますリスキリ

ングの機能を充実させていくという議論も必要

ではないかと考えております。 

 こうした観点も含めて、県内の大学が果たす

べき役割につきまして、県内でのいわゆる守り

のみにとどまらず、県外から学生を呼び込むと

いった視点も含めて追求をしていく必要がある

というふうに考えております。 

 このような事情は、ある意味、大学について

共通をしております。このフォーラムの発足に

当たりまして、高知大学の受田学長ともよくお

話をさせていただいております。受田学長がよ

く言われますのは、例えば国立の高知大学にお

きましても、学生と教職員とを合わせますと8,000
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人の本県の若者人口あるいは就業人口を支えて

いるということであります。その意味で、高知

大学が傾くということになりますと、県の人口

の１％以上に影響が及ぶということであります。

その意味で、私は、受田学長とは、高知大学と

高知県は一蓮托生で頑張ってまいりましょうと

いうことを絶えず申し上げておりまして、これ

は私立大学についても状況は全く同じだという

ことだと思います。 

 これを行政としてどう対応していくかという

ことになりますけれども、大学を含みます高等

教育の分野は、行政分野としましては国の管轄

になります。定員の許認可、また設置の許認可

も含めてでありますが、ないしいわゆる私学助

成を含めました財政的な支援の枠組み、こういっ

たものも国において担当されているという分野

でございます。あわせまして、高等教育の人材

を全国的にどういうふうに配置していくかとい

うのは、国の政策的な意図が反映をし得る場面

だと思います。 

 そういう意味で、かねて申し上げております

多極分散型の国土の形成というのを国に本気で

取り組んでいただくということに当たりまして

は、企業の分散もそうでありますけれども、高

等教育の分野におきまして国が持てる行政権限

を発揮して、地方分散ということを本気で取り

組んでいただくというのが、ぜひとも私は必要

だと思っております。もちろん、大都市部等を

含めまして相手のある話でございますので、こ

れは相当大変な取組になります。しかし、私立

大学に関します、お話があった財政的支援とい

う局面も含めまして、国に対してこういった国

土政策として、国の政治的な意思としてこの問

題に取り組んでもらいたい、地方分散の道を開

いてもらいたいということは、ぜひ県議会の皆

様のお力もお借りして取り組まなければいけな

いというふうに思っているところでございます。 

 県におきまして、産学官のフォーラムにおい

て将来を展望した議論を行うということと並行

いたしまして、当面の学生確保の取組、これを

県としても私立大学の方々と連携を強化して進

めなければいけないというのは、足元の努力と

して当然だというふうに考えております。この

具体的な取組といたしましては、県立の大学な

どを含めて県内の大学の魅力をまとめましたガ

イドブックを新たに作成いたしまして、県内の

大学などが一堂に会するような説明会も開催を

する。こうしたことで、従来よりも力を込めま

して、県内の高校生に対してＰＲを強化してい

くという取組を既に始めております。これによ

りまして、大学などと高校生、保護者の方々と

の接点を増やして、各大学の魅力を伝えたいと

いうふうに考えております。 

 こうした取組を通じまして、私立大学などと

の連携も強化をしながら、ただいま申し上げま

したような看護師、保育士、理学療法士等々の

エッセンシャルワーカーの道を志されます県内

の若者が県内で学び、そして県内で生き生きと

仕事ができる、そうした環境の整備を、ぜひと

も進めていかなければいけないと考えておりま

す。ぜひお力もお貸しいただきまして、産学官

一丸となって道を切り開いてまいりたいと思っ

ております。よろしくお願い申し上げます。 

 私からは以上であります。 

   （農業振興部長橋本卓夫君登壇） 

○農業振興部長（橋本卓夫君） 地域未来戦略を

農業分野でどのように生かしていくつもりなの

かとのお尋ねがございました。 

 本県が夏頃の公表を目指している地域産業成

長プランのうち、地域産業クラスター計画は、

各県が育成すべき産業分野を特定して民間投資

を促進し、国内市場の上位シェアの獲得や海外

輸出による外貨の獲得を目指すものです。この

ことは、農業分野においては産業振興計画で取
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り組んでいる生産性向上や流通・販売の強化に

より、ナスやニラ、ミョウガなどの園芸品を大

消費地へ安定的に供給するという本県の役割を

しっかり果たしていくことと方向性を同じくす

るものと考えています。 

 このことから、本県の強みである施設園芸農

業の生産量を伸ばすとともに、販売力を強化し

て園芸品の国内シェアをさらに高めていくため、

生産・販売両面の強化策をクラスター計画に盛

り込む準備を進めているところです。具体的に

は、生産面では、全国に先駆けて取り組んでい

る農業のデジタル化を、販売面では、本県の特

徴である県内全域での共同出荷体制による販売

力を、それぞれさらに強化したいと考えていま

す。 

 こうした生産から流通・販売までの強化策を

国の支援も最大限活用してしっかりと進めてい

くことで、本県農業の持続的な発展につなげて

まいります。 

   （林業振興・環境部長坂田省吾君登壇） 

○林業振興・環境部長（坂田省吾君） 地域未来

戦略を林業分野でどのように生かしていくのか

とのお尋ねがございました。 

 林業分野では、本県の最大の強みである、全

国一の森林率を誇る豊富な森林資源を最大限に

活用し、原木の生産から製材品の加工・販売に

至る一連の流れを活性化していくことが重要と

考え、強化策を計画に盛り込む準備を進めてい

るところです。具体的には、県産木材の付加価

値向上について、近年の円安や環境意識の高ま

りに伴い、外国産材から国産材への代替需要の

増加や、森林資源の成熟により年々増加してい

る大径材の効率的な加工に向けた施設整備の支

援に取り組んでまいります。 

 加えて、木質バイオマス発電による未利用木

材のさらなる活用により、良質材から低質材ま

での木材全体の価値を高める取組を推進してま

いります。また、高性能林業機械の導入を促進

するとともに、林業大学校での人材育成による

担い手の確保を進め、原木生産体制を強化して

まいります。 

 これらの取組により、県産木材の価値向上と

原木生産の拡大を実現し、林業分野での雇用創

出と所得向上につなげることで、山で若者が働

く国産材産地を目指してまいります。 

   （水産振興部長山下修君登壇） 

○水産振興部長（山下修君） 地域未来戦略を水

産業分野でどのように生かしていくのかとのお

尋ねがございました。 

 本県の養殖業は、令和６年の生産額が全国４

位と全国有数の産業であり、また計画的な生産

が見込めることから、産業振興計画で取り組ん

でいる輸出拡大において重要な役割を果たして

います。こうしたことに加え、近年海外市場に

おいて水産物の需要が高まっていることから、

外貨の獲得を目指す地域産業成長プランの支援

対象として養殖業が有望と考えています。 

 さらなる外貨獲得を目指すためには、養殖魚

を中心とした輸出の拡大、産地加工体制の拡充、

養殖生産量の増加などが必要となります。この

ため、生産・加工・流通・販売が地域で完結す

る力強い産業の集積に向け、販路の拡大、新た

な産地加工施設の整備や養殖生産量の増加に必

要な漁場の拡大などに対する支援策をクラス

ター計画に盛り込む準備を進めているところで

す。 

 こうした支援を通じて、養殖業を中心とする

地域経済の好循環を促進し、本県水産業の持続

的発展を図ってまいります。 

   （産業振興推進部長濱田美和子君登壇） 

○産業振興推進部長（濱田美和子君） まず、フー

ドテック分野における起業への挑戦に向けた環

境整備や関連企業の誘致についてお尋ねがござ

いました。 
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 フードテックは、本県の強みである農林水産

業と先端技術を結びつけ、新たな産業や付加価

値を生み出すだけでなく、世界の食料や環境に

関する課題の解決にもつながる可能性を持つ分

野であると考えます。また、こうした社会課題

の解決に貢献できるこの分野は、若い世代にとっ

て魅力ある挑戦の場となり得るものであり、本

県の未来を担う人材が志を持って活躍できる分

野であると期待しております。そうしたことか

ら、フードテック分野での起業にチャレンジし

やすい環境づくりや関連企業の誘致を進めてい

くことは重要です。 

 県では、起業を目指す方に対しては、起業コ

ンシェルジュによる相談対応をはじめ、アイデ

ア段階から事業化まで準備段階に応じたきめ細

かな伴走支援を行っています。また、中山間地

域等の地域課題の解決につながる起業に対して

は、国の交付金を活用した補助制度も設けてお

ります。加えて、スケールアップを目指す起業

家同士が切磋琢磨する場づくりへの支援も行っ

ています。 

 食品関連企業にとりましても、豊かな農林水

産資源に恵まれている本県は、進出メリットの

ある地域であると考えます。そのため高知県企

業誘致戦略において、本年度から食品加工業を

新たなターゲットに位置づけ、１次産業分野の

デジタル化や高付加価値化につながるフード

テック関連企業も含めて誘致に取り組んでいる

ところでございます。 

 今後も、若者がフードテック分野に挑戦し活

躍できる環境づくりや関連企業の誘致に取り組

んでまいります。そうしたことで、志を抱いて

挑戦する人材や新たな価値の創出を目指す企業

が高知から生まれるよう、本県の強みである食

に関する産業の集積を進めてまいります。 

 次に、台湾路線が定期便化した際の高知県台

湾オフィスの機能の充実についてお尋ねがござ

いました。 

 高知県台湾オフィスは、食品や工業製品をは

じめとする県産品の販路拡大や本県への観光客

誘致、さらには地域間の文化交流の促進を目的

として、平成29年に設置いたしました。 

 これまで台湾オフィスは、県内事業者の食品

見本市や防災展示会への出展支援、航空チャー

ター便の誘致活動、現地フェスティバルへのよ

さこいチームの派遣などに携わってまいりまし

た。こうした取組の成果として、本県における

台湾向け食品の輸出額は、平成29年の2,900万円

から令和６年には１億4,000万円へと大幅に増加

をしております。また、台湾からの延べ宿泊者

数も、平成29年の１万8,000人から令和７年には

５万5,000人に増加し、外国人延べ宿泊者数の約

半分を占めるまでになっています。 

 お尋ねのあった定期便化の実現は、将来にわ

たった本県と台湾を結ぶ航路の安定化につなが

ります。そのことにより、本県と台湾との交流

が一層進展し、両地域の関係はさらに深まるも

のと考えます。その結果として、観光客やビジ

ネス客の増加に加え、企業間交流の拡大や、空

輸便による生鮮食品等の輸出の可能性が広がる

など、経済面において大きな効果が期待できま

す。 

 そうしたことから、定期便化が実現した際に

は、台湾オフィスも含めた本県の台湾向け経済

施策の強化について検討が必要になると考えま

す。具体的には、現地の企業や市場に関する情

報収集機能の強化、商談機会の拡大に向けた支

援など、県内事業者の挑戦を後押しする取組の

充実が考えられます。こうした施策の充実につ

きましては、定期便化によるビジネスニーズの

高まりなどを見極めた上で具体的に検討してま

いりたいと考えます。 

 今後とも、台湾オフィスを本県と台湾との交

流の拠点として最大限に活用することで、様々
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なビジネスチャンスを的確に捉え、県経済の発

展に生かしてまいります。 

   （観光振興スポーツ部長小西繁雄君登壇） 

○観光振興スポーツ部長（小西繁雄君） まず、

台湾との定期便の就航に向けた進捗状況につい

てお尋ねがございました。 

 今年で４年目に入りました台湾との定期

チャーター便につきましては、現在も90％を超

える搭乗率を維持し、順調に推移しております。

航空会社からも高い評価をいただいており、高

知空港国際線ターミナルビルの供用開始に合わ

せた定期便化を前向きに検討いただいておりま

す。定期便化に当たっては、航空法に基づく国

際定期便が就航できる空港としての指定を受け

る必要があることから、国土交通省と事前調整

を行うなど、その準備を進めております。 

 また、定期便化の実現には、現在の高い搭乗

率を維持していくことが必要と考えております。

このため、今後増加が見込まれます個人旅行者

に向けて、カツオのたたきや土佐酒など本県の

自慢の食や自然の魅力を、ＳＮＳやメディアと

連携し、情報発信を強化してまいります。加え

まして、本県から台湾への旅行需要の掘り起こ

しも重要と考えており、県民の皆様への広報を

行うとともに、よさこいやスポーツなどを通じ

た交流を促進してまいります。 

 このように、空港の整備と併せて搭乗率の維

持に努め、来年４月からの定期便化に向けて準

備を進めてまいります。 

 次に、韓国との航空便の就航によるメリット

についてお尋ねがございました。 

 韓国は、訪日客が最も多い国であることに加

えまして、日本からの旅行需要も高いことから、

韓国との航空路線が実現することは本県にとっ

て大きな意義のあることだと考えております。 

 そのメリットとしまして大きく３つあると考

えております。まず１つ目は、韓国からの旅行

者が増加することで、宿泊や飲食、交通、買物

など県内での消費拡大につながり、地域経済へ

の波及効果が見込まれることです。２つ目は、

教育や文化、スポーツなど幅広い分野での交流

が促進され、人と人とのつながりが深まること

で、交流人口の拡大や本県の国際化につながる

ものと考えております。３つ目は、韓国は若者

に人気の高い旅行先であることや、韓国を経由

して世界各地へのアクセスも広がることから、

旅行や新たなビジネスの機会創出につながるも

のと考えております。 

 高知にいながら海外が身近になることで、高

知への愛着を育み、若者の定着にも寄与するも

のと期待しております。引き続き関係者の皆様

と一緒に、まずはチャーター便の誘致に取り組

み、その実績を積み重ねながら、韓国との航空

便の就航に向けて取り組んでまいります。 

   （教育長今城純子君登壇） 

○教育長（今城純子君） まず、高等学校等教育

改革促進基金における関係機関との連携につい

てお尋ねがございました。 

 少子化や人口減少が進む中、本県が今後も活

力を維持・向上していくため、地域の持続可能

な発展を担う人材の育成は重要な課題であり、

産学官で連携して取り組まなければならないも

のと認識しております。 

 このため、県教育委員会としては、知事も参

加する次世代総合教育会議で高校教育改革を議

題とするとともに、新たに県内大学や産業界の

有識者などで構成する検討委員会を創設したと

ころです。 

 今後も、これらの場を通じて、本県の課題や

人材育成の方向性、目指す社会の姿を産学官で

共有しながら、高校教育改革を継続的に推進し

てまいります。 

 次に、高等学校等教育改革促進事業における

拠点校の取組などを他の高校にどう生かしてい
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くのかとのお尋ねがございました。 

 本県からは、高等学校等教育改革促進事業に

対して４校の改革先導拠点を申請し、高知小津

高校の１拠点が採択されました。今回採択され

た高知小津高校では、大学や企業等からの助言・

支援の下で、文理融合の新たなカリキュラムを

編成し、生徒が高度な機器を利用して学びを深

めたり、教員が探究学習に関する指導方法の研

究を進めたりすることとしています。 

 県教育委員会としましては、こうした取組の

中で蓄積されたノウハウを人事異動や研修等を

通じて他校にも普及させ、県内の各高校におけ

る教育の質の向上を図ってまいりたいと考えて

おります。 

 次に、中山間地域等の小規模校における地域

コンソーシアム等の意見や課題、生徒数確保に

向けたアクションプランの実施状況と、今後の

取組についてお尋ねがございました。 

 中山間地域等の小規模校においては、現在地

域コンソーシアムで策定したアクションプラン

に基づき、生徒数確保のための様々な取組が進

められています。 

 例えば清水高校では、地域から、生徒数確保

のためには地域外からの入学者が必要であると

の御意見があり、土佐清水市が生徒も居住でき

る交流施設を整備したほか、高校自体も県外イ

ベントへの参加などに取り組みました。その結

果、この春県外生を含め７名が交流施設に入居

し、入学者数も46名と、昨年度と比べ倍増した

ところです。 

 県教育委員会としましても、以前から関東や

関西で独自の留学フェアを実施するなど、積極

的に生徒数確保に向けて取り組んでまいりまし

た。また、今年９月には、地元中学校からの進

学率向上のため、中山間地域等の小規模校の特

色や魅力について地元の中学生やその保護者等

に知っていただくシンポジウムを新たに開催す

ることとしております。 

 次に、産業系専門高校におけるこれまでの取

組内容と今後の取組予定についてお尋ねがござ

いました。 

 議員からお話がありました３つの項目のうち、

まず１点目の、企業等との連携による高度な産

業技術の授業への取り入れについては、例えば

高知工業高校の建築科の取組が挙げられます。

同校では、今年度県内企業と連携し、建築物の

施工管理においてＡＩを活用した画像のデータ

管理により業務の効率化を図るといった最先端

の技術や知識を学んでいます。 

 次に２点目の、産業人材を育成するための会

議等については、例えば令和５年度から、高校

生が複数の県内企業の方に企業の魅力や働きが

いについて直接話を聞き、意見交換を行う交流

会等を実施しております。３点目の、小中学校

や産業界と連携したキャリア教育の取組として

は、高知海洋高校の土佐海援丸において、小中

学生を対象とした体験航海を実施し、水産業へ

の理解や魅力につなげている例など、各校の多

様な実践があるところです。 

 今後、産業や社会の仕組みが大きく変化する

中、ＤＸや新しい技術に対応した産業教育の実

現を図るためには、産業界や大学等との連携が

さらに重要となります。県教育委員会としては、

このように外部の機関と連携した取組を推進す

ることで、高い専門知識や技術の習得を図り、

次世代の産業の担い手育成につなげてまいりま

す。 

 最後に、市町村が整備した生徒の居住施設の

管理運営に対する県教育委員会のバックアップ

についてお尋ねがございました。 

 県外からの生徒が安心して生活を送るために

は、生徒の居住施設の運営体制を県教育委員会

が支援することは大変重要であると認識してお

ります。 
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 そのため、県教育委員会では、これまでも地

元の自治体や後援会と連携し、宿直業務に従事

する臨時連絡員を確保することに加え、調理員

の人件費の補助を行ってまいりました。また、

本年度からは、人件費の増額のほか、新たな職

として高等学校寄宿舎指導員を県が任用し、生

徒の生活指導に加えて、夜間や平日の昼間に体

調不良となった生徒への対応ができる体制を整

えております。 

 生徒たちが居住施設で円滑な集団生活を送る

ためには、地元の自治体や後援会と学校、そし

て県教育委員会が緊密に連携していくことが必

要であると考えております。県教育委員会とし

ましても、定期的な校長へのヒアリングを通し

て、生徒の居住施設での生活状況を把握し、支

援を行ってまいります。 

   （文化生活部長依光香代子君登壇） 

○文化生活部長（依光香代子君） 公立大学法人

と教育委員会の連携についてお尋ねがございま

した。 

 大学の専門的な知識や技術、研究活動などに

幼少期から触れる機会の充実は、次世代を担う

子供たちの人材育成という観点から大変重要で

す。こうしたことから県内の公立大学では、小・

中・高等学校の希望に応じて、子供たちの将来

の学びや学問への興味につながる取組として、

大学の教員による出前授業を行っています。昨

年は、県立大学で13回、工科大学で41回実施し

ており、子供たちからは、将来に迷っていたが

道筋が見えたとの声も届いているところです。

今後は、さらに回数、内容ともに充実させるよ

う、両大学との協議を進めてまいりたいと考え

ております。 

 また、新たな取組として、先ほど教育長から

答弁がございました高等学校教育改革の拠点校

となる高知小津高校との連携を検討しています。

例えば、文理融合の学びを推進するため、従来

から実施している高校と大学との連携事業も活

用しながら、生徒が情報活用力やデータ分析力

を習得するための授業などについて工科大学が

連携協力することを考えております。 

 引き続き、大学法人と教育委員会との連携を

通じまして、子供たちの学習意欲の向上はもち

ろんのこと、将来の地域を担う人材の育成に資

するよう、両大学と協力してまいります。 

   （総務部長永渕智大君登壇） 

○総務部長（永渕智大君） 県庁本庁舎、西庁舎、

北庁舎の一体的な整備の必要性についてお尋ね

がございました。 

 県の公共施設等総合管理計画におきまして庁

舎等については、維持管理を適切に行い、でき

る限り長く使うことを基本的な考え方としてご

ざいます。 

 本庁舎は、平成23年度に完了した免震化工事

によりまして、その時点から30年以上使用でき

ることが確認をされ、現時点におきましては、

直ちに建て替える必要はないと考えてございま

す。一方で、新たな本庁舎の整備には、検討も

含め、相当の期間を要することとなります。 

 このため、検討を開始するに当たりましては、

本庁舎の残りの耐用年数を見据えつつ、まずは

建物の状態を改めて確認をする必要がございま

す。その結果も踏まえて、西庁舎と北庁舎との

一体的な整備を行うのかといった点も含めまし

て、本庁舎の在り方について検討していく必要

があると考えております。その際には、各庁舎

の状況や土地に係る制約のみならず、県民の皆

様の利便性や、議員御指摘の職員の働きやすさ

といった観点も踏まえまして、慎重かつ計画的

に議論を進めていくべきものと認識をしてござ

います。 

○１番（浜口卓也君） それぞれ御丁寧に、濵田

知事をはじめ御答弁いただきましてありがとう

ございました。第２問を行いたいと思います。 
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 高等学校等教育改革促進事業に関しましてお

尋ねいたしたいと思います。今回、高知小津高

校が採択されましたことは大変喜ばしいことで

ございますし、今後３年間で４億1,000万円の文

科省からの交付金があるということで大変あり

がたく思っております。 

 一方で、採択されませんでした３校につきま

しては、私は非常に悔しい思いを持っておりま

す。本来でありましたら、高知農業高校が予算

的には一番ウエートが重かったというふうにも

お伺いしております。また、協力校のウエート

におきましては高知東高校が最も多かったとい

うことで。結局、県内全域の高校にこの文科省

からの恩恵をもたらす必要があるというふうに

強く感じておるところでございますが、松本文

部科学大臣からの御発言では、本気で改革する

という意欲の感じられない計画は採択しないと

いう厳しい御指摘もいただいておるところでご

ざいます。私は、これから高知県がこの国の施

策に乗って変わっていっていただきたいという

ふうに思います。 

 また、全国の採択状況を見ておりましても、

お隣の徳島県では４校全てが採択をされており

ます。また、愛媛県におきましては２校となり

ましたが、造船に関して、地域未来戦略にのっ

とって、これも採択を受けております。 

 本県が、知事ございました、冒頭、地域未来

戦略で申し上げましたとおり、１次産業をこれ

からフードテックを含めて強みとしていくとい

う中にございましたら、切磋琢磨していくべき

九州の地区におきましては、農業高校において

の採択は福岡県、長崎県、熊本県、そして宮崎

県、鹿児島県と、これらの各県で農業高校が採

択をされております。ですから、地域未来戦略

にある程度沿った今回の高知農業高校が採択さ

れなかったということは、私は残念に思ってお

ります。 

 当然、東高校そして丸の内高校の採択に向け

て、今月の下旬に再申請ができるということで

ございますが、それに向けてどのように、今度

こそ漏れることのないように取り組んでいただ

きたいと思います。 

 教育長の意気込み、お考えがありましたらお

尋ねしたいと思います。 

 以上、２問といたします。 

○教育長（今城純子君） お話がありました今回

採択に至らなかった申請ということに対しまし

ては、実は国から、改善を要する点ということ

につきまして説明が行われることとなってござ

います。それから、国からはまた追加募集があ

るということで、採択に至らなかった計画等の

提案というものを７月下旬から受け付ける予定

であるということを聞いております。 

 ですから、私どもといたしましては、先ほど

お話もございましたように、全国の採択状況、

それから今後国から説明をされます改善を要す

る点という、そういったことをさらに分析いた

しまして、適切に内容を検討した上で、追加公

募にまた再申請する予定でございます。 

○１番（浜口卓也君） 教育長の力強い御答弁を

いただきまして、ぜひ頑張っていただきたいと

いうふうに思います。 

 今回、初登壇となりまして、本当に執行部の

皆様には大変いろいろな面で御苦労もおかけし

まして、何とか初質問を終えることができまし

て、心から感謝申し上げたいと思います。 

 ぜひ、地域未来戦略、これからになりますけ

れども、国の大きな目玉の政策の一つでもござ

います。これから、人口減少下にありましても、

私も、濵田知事おっしゃるとおり諦めることな

く、いろいろな手を考えながら、若い方が希望

を持ってこの高知県で働いて生活することがで

きるという社会を目指して共に頑張ってまいり

たいというふうに思っております。 
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 今後とも御指導を賜りますようにお願い申し

上げまして、私の一切の質問を終わりたいと思

います。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 暫時休憩いたします。 

   午前11時19分休憩 

 

――――  ―――― 

 

   午後１時再開 

○副議長（土居央君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 議案に対する質疑並びに一般質問を続行いた

します。 

 ８番久保博道議員。 

   （８番久保博道君登壇） 

○８番（久保博道君） 自民党会派の久保博道で

ございます。副議長のお許しをいただきました

ので、順次質問を始めさせていただきます。 

 まず、再生可能エネルギーについてお聞きを

いたします。 

 高知県は、全国トップクラスの森林率を誇り、

日照時間にも恵まれ、加えて降水量も多く、水

資源が豊富であり、太陽光、水力・特に小水力、

風力、木質バイオマスなど多様な自然資源を有

しており、全国の中でも有数の再生可能エネル

ギーに適した県の一つであると考えます。また、

本県ではこれまでも、再エネ導入を進めるため、

公営企業局で水力発電や風力発電等の事業を直

接行ったり、林業振興・環境部では補助金や設

置運営ガイドラインを整備して、事業者や自治

体の導入を支援してきています。 

 ただ、再エネをめぐっては、幾つかの根本的

な課題もあり、これまで十分に拡大されてきて

おりませんでした。例えば、１、送配電網の容

量の制約、そして２、再エネに伴う大規模開発

に対する住民の反対、３、再エネの不安定性と

系統全体の安定確保、４、ＦＩＴ価格の改正や

出力制御の問題による収益性の不確実性、５、

太陽光パネル等の設備の寿命等があります。 

 そこでまずは、これまでの県の再生可能エネ

ルギーの取組と課題について知事の御所見をお

伺いいたします。 

 昨年度実施された高知県地球温暖化対策実行

計画の改定、そして第Ⅱ期脱炭素社会推進アク

ションプランのバージョンアップにおいて、知

事が再生可能エネルギーの地産地消や再生可能

エネルギーで経済成長を打ち出されたことは極

めて重要であり、私はその方向性に強く賛同い

たします。脱炭素政策はもはや環境部門だけの

政策ではなく、産業政策であり、地域振興策で

あり、人口減少対策とも密接に結びつく総合戦

略だと考えます。 

 再生可能エネルギーの導入量のみを目標とす

るのでなく、高知県地球温暖化対策実行計画で

は、2030年度以降再エネ由来の電力自給率が100

％を大きく上回る目標が掲げられていますが、

その再エネを生かし、県内経済への波及効果、

雇用創出効果、投資誘発効果なども指標として

位置づけても私はよいのではないかと思います。 

 そこで、高知県地球温暖化対策実行計画の改

定及び第Ⅱ期脱炭素社会推進アクションプラン

のバージョンアップにおいて、再生可能エネル

ギーに経済戦略としての視点をどのように位置

づけたのか、林業振興・環境部長の御所見をお

伺いいたします。 

 高知県の取組として、こうち型地域還流再エ

ネ事業を県内６市町村７か所で地元自治体等と

共同で太陽光発電事業を展開し、発電収益等の

還元によって地域に経済的な貢献をしており、

再エネと地域経済を融合させた施策であると評

価されています。しかしながら、2014年に設置

されており、ＦＩＴ制度の適用開始から20年を

迎える設備が今後順次発生をしてまいります。

このことは、県内のＦＩＴを活用した全ての太
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陽光発電施設にも言えることであり、県が主導

してＦＩＴ終了後について検討すべき時期に来

ていると思います。 

 そこで、ＦＩＴ制度が終了した後も再エネ設

備の活用を続けるため、県が主導する形でＦＩ

Ｐ制度への移行などをどのように進めていくお

考えか、知事の御所見をお伺いいたします。 

 次に、自家消費型再エネ及び蓄電池導入支援

の強化についてお聞きをいたします。太陽光発

電は、近年発電コストが既存電力と同等あるい

はそれ以下となる、いわゆるグリッドパリティー

がおおむね達成されたと評価をされております。

一方で、蓄電池は、依然として高額であり、蓄

電池を要する太陽光発電は、既存電力と同等の

ストレージパリティーには到達しておらず、補

助金があって初めて採算が取れる状況であると

言われております。 

 今後はＡＩの普及により、電力需要は増加し、

電気料金の上昇も見込まれます。そんな中、県

内企業や公共施設が自ら電力をつくり、使う体

制を整えることは、エネルギーコストの抑制の

みならず、経営安定と競争力強化にも直結をい

たします。また、蓄電池は災害対策にもつなが

ります。災害時には電力は不可欠のインフラで

すが、能登半島地震でも停電の復旧に多くの日

数を要しておりました。 

 そこで、自家消費型再エネと蓄電池の導入促

進をどのように強化し、持続可能な制度として

発展をさせていくお考えか、知事にお伺いをさ

せていただきます。 

 次に、エネルギーの地産地消と地域経済循環

の確立についてお聞きをいたします。再生可能

エネルギーの導入が進んでも、発電した電力が

県外へ流出し、利益が地域外へ出ていく構造で

は、県経済の底上げにはつながりません。重要

なのは、発電、供給、消費までを県内で循環さ

せる地産地消の仕組みづくりであります。 

 先日、北川村と四国電力は、村内の再エネの

供給に向けた基本合意書に締結をいたしました。

私も北川村の小水力発電の建設現場にお伺いを

して、地元住民の電気代を引き下げる仕組みに

ついて勉強してきました。この取組は、まさに

エネルギーの地産地消の仕組みであると考えま

す。 

 地産地消の仕組みづくりのためには、地域新

電力の育成や自治体新電力モデルの構築、県営

水力発電等の県内優先供給の仕組みづくり、公

共施設の電力調達方針の見直しなど、踏み込ん

だ政策の展開が求められます。さらに、県が主

体的に関与することも含め、総合的な検討が必

要であると考えます。 

 そこで、再生可能エネルギーを県内で循環さ

せ、真のエネルギーの地産地消を実現するため

の取組方について知事にお伺いをさせていただ

きます。 

 次に、再生可能エネルギー産業の育成に向け

た人材戦略についてお聞きをします。再生可能

エネルギーは、単に設備を導入するだけでは持

続的な経済効果は生まれません。設計、施工、

保守管理、さらにはアグリゲータービジネスに

代表されるエネルギーマネジメント、蓄電池制

御など関連産業が県内に根づくことで初めて地

域経済の底上げにつながると考えます。県内中

小企業が再エネ分野へ参入しやすい環境整備、

施工技術者やエネルギーマネジメント人材の育

成、再エネ関連企業の誘致と県内企業とのマッ

チング、再エネと蓄電池を組み合わせた地域レ

ジリエンス強化などを一体的に進めることが重

要だと考えます。 

 そこで、再生可能エネルギーを本県の成長産

業へと育成するための具体的な人材戦略につい

て林業振興・環境部長にお伺いをさせてもらい

ます。 

 この項目の最後に、データセンター時代を見
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据えた再エネ戦略と県の将来像についてお聞き

をいたします。今後、データセンターの設置が

全国的に進み、電力需要は飛躍的に増大すると

予測をされます。安定的かつ安価な電力供給が

可能な地域が、新たな産業立地競争を制する時

代に入ります。高知県は、豊富な再エネ資源を

有しており、再エネの地産地消を前提とした産

業誘致戦略を構築することで、新たな成長機会

を創出できる可能性があると私は考えます。 

 これまでにも、さきに触れました北川村の事

例のように、再エネを活用した全国でも先行的

な取組が県内で生まれてきています。そのよう

な先行的な取組が県内の他の自治体や企業にも

横展開され、様々な産業振興の場面で再エネが

活用されるようになることが重要であると考え

ます。このことは、元観光庁長官で大阪観光局

の溝畑理事長が今年の１月の御講演でも述べら

れていますように、本県のクリーンなイメージ

やブランドの確立につながり、本県の産業振興

全般にとっても、大いに価値のある取組だと考

えます。 

 そこで、高知県内全体に再エネの活用を前提

とした産業振興の取組を広げていくことについ

て知事の御所見をお伺いします。 

 次に、四国の新幹線の実現についてお聞きを

いたします。 

 四国の新幹線は、昭和48年に基本計画路線と

して位置づけられて以来50年以上にわたり、四

国地域の悲願として、その実現が強く求められ

てきました。しかしながら、これまで具体的な

整備には至っておらず、半世紀以上経過した現

在においても、なお基本計画路線の段階にとど

まっている状況です。このことは、四国のみが

新幹線空白地域として取り残されており、全国

と同じスタート地点に立てていない、極めて大

きな課題であると認識しております。 

 こうした中、整備計画路線は、ルートや工事

中の地質の問題など様々な理由で整備が遅れて

いる状況にあることから、四国の新幹線をはじ

めとする基本計画路線の格上げについては、見

通しが立ちにくい厳しい状況にあると言わざる

を得ません。まずは、このことについて知事の

御認識をお伺いいたします。 

 次に、整備手法に対する基本的な認識につい

てお聞きをします。これまで四国の新幹線は、

フル規格での整備を目標としてきたところです

が、国のほうでは新幹線の整備において、近年

の建設費の高騰や人口減少、さらには国の財政

事情を踏まえ、費用対効果の観点から既存イン

フラの有効活用といった手法も含めて検討する

機運が出てきているのではないかと私は考えま

す。四国の新幹線の整備手法の選択は、将来の

輸送力や利便性、さらには地域の発展にも影響

を与えると同時に、整備完了までに要する時間

や整備に要する地方負担にも大きく関係してき

ます。 

 そこで、まずは現在の仕組みの中で考えられ

る幹線鉄道の高速化の手法について知事の御所

見をお伺いします。 

 次に、財源確保と地方負担の在り方について

お聞きをします。新幹線整備には多額の事業費

が必要であり、建設費等が高騰する中、国の財

政制約は年々厳しさを増しており、新規事業へ

の投資には慎重な姿勢が見られます。そのため

整備の加速化を図るためには財源確保が重要と

なってまいります。 

 また、四国の新幹線の場合、採算性が高いと

は言い難く、国費の投入を正当化するためには、

南海トラフ地震対策等の国土強靱化や事前防災

インフラの位置づけ、また地方創生といった政

策的意義を明確に示し、国に働きかけていく必

要があると考えます。具体的には、国土強靱化

実施中期計画に係る予算や国際観光旅客税など

国費の確保、貸付料の徴収期間の延長や算定方
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法の見直しに向けた戦略が必要です。また、沿

線自治体においても、各地域の理解を得られる

負担の在り方を構築する必要があります。 

 そこで、新幹線整備の加速化を図るためには

財源確保が必要となりますが、今後どのように

取り組んでいかれるのか、知事の御所見をお伺

いします。 

 そうした中、国土交通省は令和８年度におい

て、基本計画路線の中から路線を選定し、整備

手法や運行手法についてケーススタディーを実

施するための調査費を計上しております。この

動きは、今後の新幹線の整備において、従来の

ように全ての新幹線をフル規格で整備するのか、

既存インフラの有効活用なども含め、より現実

的かつ柔軟な視点から幹線鉄道ネットワーク全

体の在り方を再検討しようとするものではない

かと私は推察をします。 

 ともあれ、このケーススタディーは、四国の

新幹線にとって長年停滞してきた状況を打開す

る大きな契機となり得るものであり、まずは対

象路線として選定されることが、事業化に向け

た第一歩であると考えます。そしてその上で、

ケーススタディーの調査結果を踏まえ、法定調

査へと進み、最終的にフル規格新幹線へとつな

がるものと期待をするところでありますが、知

事の御所見をお伺いいたします。 

 しかしながら、その過程においては、解決す

べき課題が存在していることもまた事実であり

ます。先日も、四国公共交通議員連盟のメンバー

で、財務省や国土交通省、また四国選出の国会

議員の先生方に、四国の新幹線のケーススタ

ディーへの選定について要望してきましたが、

全国の多くの基本計画路線の中から選定される

こととなっており、四国の新幹線は、東九州新

幹線や山陰新幹線など長年要望活動が行われて

きた路線との競合関係に置かれています。 

 四国は、瀬戸大橋の現行構造が新幹線仕様に

なっていること、本州との接続性や、比較的コ

ンパクトな路線延長、さらには四国４県が一体

となった取組、中国地方との連携等が強みと考

えられます。 

 そこで、四国の新幹線として必要性や優位性

をどのように打ち出し、国に対して訴えていく

のか、知事の御所見をお伺いします。 

 この項目の最後です。四国の新幹線は、四国

４県のみならず、本州側の岡山県や関西圏との

連携を含めた広域的なプロジェクトであり、広

域全体の将来像を見据えた中で、事前防災機能

の強化や産業振興、観光振興などを実現する上

で必要不可欠なインフラであることを関係自治

体と共有することが何より求められます。その

上で、四国の新幹線の実現に向けては、公共事

業である以上、限られた財源と厳しい需要環境

の中で、いかに現実的かつ説得性のある整備モ

デルを国民に提示できるかが極めて重要だと考

えます。 

 そこで、令和８年度のケーススタディーは、

四国の新幹線の方向性を大きく左右する重要な

機会であり、沿線の自治体とも連携をしながら、

本県としても主体的かつ戦略的に取り組む必要

があると考えますが、ケーススタディーの選定

をはじめとした四国の新幹線の整備に向けての

知事の決意をお伺いいたします。 

 次に、観光についてお聞きをします。 

 知事は、今議会の提案説明の冒頭で観光分野

について取り上げ、ＮＨＫ連続テレビ小説らん

まんやあんぱん、そして再来年に大河ドラマジョ

ン万が放送されることに触れて、現在取り組ん

でいるどっぷり高知旅キャンペーンの考え方を

取り入れた博覧会を県内全域で開催するとのこ

とです。 

 私はこのことに大賛成でして、ジョン万とどっ

ぷり高知旅には親和性が大いにあると思います。

そしてまた、先を見据えたとき、これまでずっ
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と私、提案してきていますナイトタイムエコノ

ミーの夜の観光やバリアフリー観光について取

り上げたいと思います。 

 県では、オフシーズンの今年の２月初旬から

３月中旬にかけて、宿泊施設を起点とした五台

山における夜間観光商品造成モデル事業を、夜

の竹林寺や牧野植物園などをフィールドに、旅

行会社に委託してモニターツアーを行いました。

私も申込みをして参加させていただいたのです

が、この事業の目的は、１、観光客の宿泊日数

の延長、２、夜の時間帯の観光消費の創出、い

わゆるナイトタイムエコノミー、３、冬場など

の観光閑散期対策、４、旅行会社が扱う募集型

企画旅行商品化を前提とした実践型の実証実験

事業だと認識をしております。参加者からは、

課題もありつつも、非日常性や特別感に対する

高い評価が得られたとお聞きをしています。 

 そこで、まずはこの五台山のモニターツアー

の参加状況やアンケート結果、旅行会社の商品

化に向けた動きも踏まえ、本事業をどのように

評価しているのか、観光振興スポーツ部長にお

伺いをします。 

 加えて、今後展望台のソラミアンが今年の10

月に完成すれば、もう一段評価も上がると思い

ます。そこで、本事業を今後さらに発展させ磨

き上げていく観点からお聞きします。本事業で

は、参加料金は大人2,000円、座席を利用する小

学生まで1,000円であり、今回は実証実験的な価

格設定となっておりますが、早くも来年の２月

に向けて、大手の旅行会社による五台山をフィー

ルドとする自立した夜の旅行商品の造成が検討

されているとお聞きをしています。このように、

旅行会社等による募集型企画旅行商品として自

走していくためには、適正な価格設定と収益構

造の確立が重要であると考えます。 

 そこで、参加者アンケートにおける竹林寺、

牧野植物園などに対する評価も踏まえ、収益事

業として夜の旅行商品を販売するに当たって、

価格の設定を含めてどのような課題があると分

析しているのか、観光振興スポーツ部長にお伺

いをします。 

 次に、アンケート結果のさらなる活用につい

てお聞きをします。商品力を向上させるために

は、前段の課題を解決するとともに、体験内容、

所要時間、移動手段、ガイドの質など、評価さ

れている要素を磨き上げていくことが大変重要

であると考えます。 

 そこで、アンケート結果や分析内容を、今後

旅行会社が造成する商品の改良や磨き上げにど

のように反映していくのか、観光振興スポーツ

部長にお伺いをいたします。 

 次に、今回の実証実験には夕食が含まれてい

ませんでした。地元の食材をふんだんに使った

高知ならではの食文化を組み合わせることは、

滞在価値の向上や単価向上にも資するものと考

えます。 

 今後の商品造成において食の要素をどのよう

に位置づけていくのか、このことについて観光

振興スポーツ部長にお伺いをします。 

 次に、本事業の成果の県内一円への横展開に

ついてお聞きをします。夜の竹林寺、牧野植物

園、展望台ソラミアンという優れた観光資源を

有する五台山の取組の知見は、他地域における

夜の観光の商品造成にも生かせるものと考えま

す。 

 私は、これまでも定例会など多くの機会を捉

えて、県内各地の夜の観光素材の磨き上げの必

要性について取り上げてきました。最近では、

私もメンバーであります土佐経済同友会におい

て、屋台の実証実験を令和９年度に行うべく先

進地視察を行っていますし、帯屋町商店街や旅

館、ホテルも、青年部を中心に、夜の商店街の

活性化について具体的に検討を始めています。 

 そこで、今回の五台山での実証実験をきっか
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けに、延泊と消費につながるナイトタイムエコ

ノミーを観光振興の柱の一つとして位置づけた

上で、県内各地域での取組を後押ししていくこ

とについて知事の御所見をお伺いいたします。 

 次に、高知新港に寄港するクルーズ船につい

てお聞きをいたします。まず、寄港時間の延長、

とりわけ夜間遅い時間までの停泊についてであ

ります。 

 私は昨年度、クルーズ業界で主に国際クルー

ズの寄港地開発に関わる実務と政策の両面に精

通している専門家の方に本県に来ていただき、

高知新港へ寄港するクルーズ船について政務調

査を行いました。調査の中で、寄港時間の延長

には夜間観光のコンテンツの充実が不可欠であ

り、他港においても、函館や長崎の夜景や食文

化など、その地域ならではの夜の魅力を有する

港は地方であっても遅い時間までの停泊が実現

しているとアドバイスを受けました。 

 そこで、先ほど申しましたように、本県でも

国内観光客の滞在日数を延ばすべく、夜の観光

商品の造成がスタートしていますし、今後も多

くの夜の観光資源の磨き上げが行われると思い

ます。 

 そこで、クルーズ船の高知新港での夜間の停

泊延長を実現するための戦略として、まずはこ

うした夜の観光商品を紹介した上で、具体的な

造成について、船社をはじめランドオペレーター

や販売旅行会社に対して積極的に働きかけてい

くべきだと考えますが、知事の御所見をお伺い

いたします。 

 この項目の最後に、クルーズ船の乗客に対す

る事前周知や情報提供についてお聞きをします。

専門家のアドバイスでは、この分野は全国的に

も確立された手法が少ないものの、船内での案

内や既存媒体の活用に加え、近年ではデジタル

媒体を活用した新たな情報発信の重要性が指摘

されています。特に、クルーズ船の乗客に対し

て乗船前や寄港前の段階で高知の観光コンテン

ツや滞在モデルを効果的に伝えることが、消費

拡大や満足向上、そしてリピーターにつながる

と考えられます。 

 そこで、本県として、従来の情報発信の強化

に加え、乗船前や寄港前の段階から高知での過

ごし方や観光コンテンツを効果的に伝えるため、

船社との連携やデジタル媒体の活用をどのよう

に進めていくのか、今後の具体的な取組につい

て土木部長にお伺いをさせていただきます。 

 次に、バリアフリー観光の推進についてお尋

ねします。 

 本県では、車椅子利用者や高齢者、障害のあ

る方も安心して観光していただけるように、様々

なバリアフリー情報をまとめた専用サイトの運

営や、バリアフリー宿泊施設の紹介などを行う

バリアフリー観光相談窓口を開設して、本県を

訪れる方に必要な情報を提供しており、一定の

成果を上げているものと評価をしております。 

 そこでまず、このバリアフリー観光相談窓口

の相談内容や現状の課題について観光振興ス

ポーツ部長にお伺いをします。 

 一方、観光庁が指定する心のバリアフリー認

定制度は、ハード面の整備状況を踏まえつつ、

特にソフト面、すなわち人的対応や情報発信、

体制整備を重視した制度であります。対象とな

る施設は、観光に関係する幅広い施設が対象で

あり、ホテル、旅館、飲食店、観光案内所、博

物館などの観光施設であり、地域全体で優しい

観光地をつくるのが狙いです。 

 そこで、本県にはお接待に代表されるおもて

なしの文化が根づいておりますが、心のバリア

フリー認定制度の認定状況について観光振興ス

ポーツ部長にお伺いをします。 

 さて、バリアフリー観光は、現時点では市場

規模は限定的ではあるものの、今後は大きな伸

び代のある観光分野だと考えます。そこで、他
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県に先駆けてバリアフリー観光を推進して、バ

リアフリー観光といえばおもてなしの高知県と

ブランド化していくことが大切だと思います。 

 というのも、我が国は人口減少局面にある一

方で高齢化が進行しており、今後高齢者の旅行

需要の増加が見込まれます。一方、障害者差別

解消法の改正が2024年４月に施行され、民間施

設のバリアフリー化も進んでいますが、付き添

う家族への迷惑や、身体的な自信がないことか

ら、観光旅行に出かけることにちゅうちょする

障害をお持ちの方が多いとお聞きをしています。 

 観光庁の調査では、外出に何らかの不自由の

ある高齢者や障害者が不便さが解消された場合

の潜在的市場規模は年間1,200万人も増加する

と推計をされています。こうした状況を踏まえ

ますと、本県としても、バリアフリー観光を重

要な成長分野の一つとして位置づけ、戦略的に

取り組んでいく必要があると考えます。 

 そこで、まずは高知県のバリアフリー観光の

位置づけについて観光振興スポーツ部長にお伺

いをします。 

 さらに、欧米をはじめ海外では、バリアフリー

観光はアクセシブルツーリズムと呼ばれ、誰も

が自立して旅行を楽しめる権利を支える観点か

らも重要視されています。情報提供やデジタル

技術の活用が鍵となり、バリアフリー対応が目

的地選定の重要な要素となっています。 

 本県がこうした動きを的確に捉え、バリアフ

リー観光の取組を強化することは、潜在的な国

内需要の掘り起こしに加え、クルーズ船の寄港

が今年度も100隻を超え、また高知龍馬空港の国

際ターミナルの供用も近づく中、インバウンド

市場の獲得にもつながるものと考えますが、観

光振興スポーツ部長の御所見をお聞きいたしま

す。 

 次に、着地型商品についてお聞きします。本

県が持つ豊かな自然や歴史、食などの観光資源

と、高齢化が先行する中で培ってきた介護のノ

ウハウやサポート人材などの介護資源を連携・

活用することにより、安全で付加価値の高いバ

リアフリー観光サービスを着地型商品として提

供できるのではないかと考えます。 

 例えば、旅行業の認可を持っています高知県

観光コンベンション協会が主体となり、移動手

段や介助サービス、観光プログラムなどを一体

的に提供する着地型観光商品のバリアフリー観

光モデルパッケージツアーを造成して販売する

取組は、高齢者、障害者などの観光ニーズに合

致しているのではないかと考えます。ちょうど

今年の秋にはよさこい高知文化祭2026が開催さ

れ、障害のある方を含め、全国から多くの来訪

者が見込まれております。 

 そこで、この絶好の機会を捉え、県、市町村、

観光事業者、福祉・介護関係者等が連携し、高

知県観光コンベンション協会が主体となってバ

リアフリー観光モデルパッケージツアーを造成、

販売することについて観光振興スポーツ部長の

御所見をお伺いします。 

 そして、既存のバリアフリー観光サイトとの

連動により、ツアーの実証結果を具体的な成功

体験として発信し、さらなる誘客につなげるこ

とは、誰もが楽しめる高知の実現に大きな第一

歩となると考えます。 

 こうした取組により、高知県を全国に先駆け

たバリアフリー観光の先進地としていくために

も、観光振興の柱の一つにバリアフリー観光を

位置づけるべきと考えますが、知事の御所見を

お伺いします。 

 次に、帯屋町商店街のＡＩカメラについてお

聞きをいたします。 

 このＡＩカメラは、商店街デジタル化支援事

業の中で、県内の商店街が商圏人口の減少や郊

外大型店との競合など様々な課題に向き合う中、

デジタル技術の活用やデータに基づく経営手法
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のモデルをつくることを目的に、令和６年度か

ら令和７年度にかけて実施をしています。この

事業では、15のモデル店舗に参画していただき、

ＡＩカメラから得られたデータを活用して、そ

れぞれの店舗における経営課題の解決に向けて

取り組まれたとお伺いをしています。 

 そこで、本事業において主な取組としてどの

ようなものがあり、どのような効果があったの

か、商工労働部長にお伺いをします。 

 今回のモデル事業は、令和６年度、７年度の

２年間でした。モデル事業に参画した15の店舗

では、売上アップや業務効率の向上など一定の

効果があったとの声もお伺いをしています。た

だ、こうしたデジタル化の恩恵が一部の店舗の

皆様だけにとどまっていてはもったいないと思

います。 

 この２年間で取組が完結したわけではなく、

デジタル化の取組を商店街全体に普及させてこ

そ、ＡＩカメラの設置やモデル事業の本当の効

果が発揮されると言えます。そこで、このこと

について商工労働部長の御所見をお伺いします。 

 次に、今後の展望についてお伺いします。人

口減少や消費行動の変化が進む中、商店街の活

性化には、データに基づく戦略的な取組がます

ます重要になってくると考えます。 

 そこで、本事業で得られたＡＩカメラをはじ

めとするデジタル技術の知見を今後どのように

帯屋町商店街のみならず県内各地域の商店街振

興へ生かしていくのか、商工労働部長にお聞き

をします。 

 この項目の最後に、本事業で得られたデータ

の活用先として今後特に期待されるのが、増加

するインバウンド需要への対応であります。現

在は多くのクルーズ船が高知県に寄港しており、

昨年度は108隻、今年度も100隻を超すことが予

想されています。 

 ただ、残念ながら多くのクルーズ船が寄港し

ても、それに見合うだけの消費につながってい

るとは言い難い状況だとお聞きをしています。

多くのクルーズ船は、午前中の早い時間に高知

新港に寄港して夜の早いうちに離岸するスケ

ジュールとなっており、クルーズ船利用客の消

費は一定限られたものになっているというふう

にお聞きをしています。 

 一方で、令和６年度と７年度を通じて、クルー

ズ船を利用した外国人や日本人のＡＩカメラに

よる時間帯ごとの人の流れや来街者の属性など、

継続的かつ詳細なデータが蓄積されており、商

店街ではそのデータを分析、活用して消費を促

す取組を模索しているところであります。 

 そこで、商店街がＡＩカメラによる分析結果

を活用し、クルーズ船利用客の消費拡大に向け

た取組を進めるに当たり、県もこの商店街の動

きに連携して取り組むべきと思いますが、この

ことについて商工労働部長にお伺いをいたしま

す。 

 以上で第１問とします。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 久保議員の御質問にお答

えをいたします。 

 まず、再生可能エネルギーに関しまして、こ

れまでの県の取組と課題についてお尋ねがござ

いました。 

 再生可能エネルギーの導入促進は、脱炭素に

向けた取組にとどまることなく、議員からも御

指摘がありましたように、県経済の活性化の効

果ももたらす重要な取組であると考えておりま

す。 

 本県では、平成23年に高知県新エネルギービ

ジョンを策定いたしまして、再生可能エネルギー

導入に関する方針と目標を定めて、太陽光発電

あるいは木質バイオマスエネルギーの導入など

を進めてまいりました。これまでの取組を通じ

まして再エネの導入量は、平成26年当時の約82
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万キロワットから令和６年には約125万キロワッ

ト、およそ1.5倍に増加をいたしております。 

 一方、議員から御指摘がございましたように、

課題といたしまして、送配電網の容量に制約が

ある、あるいは開発に対する住民の皆さんの合

意形成が難しいといった課題がございます。こ

れに加えまして、設備の導入に係ります費用が

高額である、あるいは施設の設置に適した場所

が限られているといったことなども課題として

挙げられます。さらに、大規模な再エネ導入は、

立地地域に対して必ずしも負担に見合った利益

が還元されていないという指摘がある、こういっ

たところも大きな課題であると考えております。 

 今後も、再エネの導入を推進していくために

は、県としても、ただいま申し上げましたよう

な課題に対応していく必要があると考えており

ます。 

 次に、県が主導して、いわゆるＦＩＰ制度へ

の移行などを進めることについてお尋ねがござ

いました。 

 太陽光発電につきましては、全国的にも多く

の施設が、2030年代後半以降にＦＩＴ、固定価

格での買取り方式の期間の終了を迎えます。こ

のため、既存の導入量をどのように維持してい

くかというのが課題となっております。 

 このＦＩＴ終了後には市場での取引が基本と

なりますため、事業を継続する上では、価格的

に有利な時間帯に売電を可能といたしますため

の蓄電池の導入、あるいは販売先の確保、こう

いった点がポイントとなります。 

 さらに、県内の再エネ発電事業者は小規模な

事業者が多いということもございまして、事業

継続の取組を推進いたしますためには県が主導

した対策が必要であると、そういった側面もあ

ると考えております。県が主導する取組といた

しまして、蓄電池の導入につきましては、県と

市町村が共同出資をいたしますメガソーラーを

モデルケースとして整理をしたいと考えており

ます。具体的には、蓄電池の導入費用や事業収

支の試算など、将来を見据えた事業継続に係る

検討を進めてまいります。 

 また、販売先の確保に関しましては、大口の

需要家への販売促進に向けまして、県が主体と

なり県内発電事業者の情報を取りまとめていく

ということも有効な手段と考えます。このため

今後、事業者を取り巻く現状や課題をより詳細

に把握し、必要な施策について検討を進めてま

いりたいと考えております。 

 さらに、こうした状況を踏まえまして、蓄電

池の導入に関する補助や、需要家と県内事業者

を結びつける体制の強化といった点につきまし

ても、国への政策提言を行ってまいります。 

 次に、自家消費型再エネと蓄電池の導入の促

進につきましてお尋ねがございました。 

 議員から御指摘がございましたように、自家

消費型の太陽光発電設備の導入に当たりまして、

蓄電池の導入費用はいまだ高額であるというふ

うに考えております。 

 このため、これまでも家庭及び事業者に対し

ます蓄電池も含めた自家消費型太陽光発電設備

の導入の支援を行ってまいりました。今年度は、

国の物価高騰の重点支援地方交付金なども活用

いたしまして、前年度比でおよそ１億円増の３

億6,000万円余りの助成のための予算を措置いた

しております。 

 今後も、国に対しまして、蓄電池の導入に係

ります必要な対策を講じていただくように提言

を行います。また、その動向を注視しながら、

民間の蓄電池の導入に活用ができます国からの

財源の確保にも取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

 さらに、自家消費型再エネと蓄電池の導入を

継続して進めていくために、これらの設備の導

入によります経済効果のＰＲを進めてまいりま
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す。このように、自家消費型の再エネ活用の利

点を県民の皆さんに分かりやすくお伝えいたし

ますことで、県民意識の醸成を図ってまいりま

す。 

 次に、エネルギーの地消地産と私はあえて使

わせていただきます。議員のほうからは地産地

消というお話でございましたが、私の気持ちと

いたしましては、地産のほうに、エネルギーを

産出するほうに、生産するほうに特に経済成長

上の意味があるということを強調したいという

ことで、あえて地消地産と言わせていただきま

す。地消地産を実現するための取組方について

お尋ねがございました。 

 この、エネルギーの地消地産によりまして、

県内で消費するエネルギーを再エネの活用に

よって県内で生産をして確保するということに

よりエネルギー収支を改善するという観点から

も、こういった取組が重要であるというふうに

考えております。 

 本県におきましても、昨年度から有識者の御

意見あるいは採算性などを踏まえながら、エネ

ルギーの地消地産についてどのような取組が実

施できるか、検討を進めてまいりました。 

 この結果、県の事業として、企業局を中心に

新たに小水力発電などの実施に向けた取組を進

めることとしております。具体的には、小水力

発電の有望地点での実施に向けた調査とともに、

既存の発電施設についても高効率化を図ってこ

こで利益を上げていくといった検討などに取り

組んでまいります。 

 また、県が間接的に関与いたします事業とい

たしまして、先ほど述べました県と市町村、民

間事業者が共同出資をいたしておりますメガ

ソーラー事業のさらなる活用の強化を図りたい

と考えます。 

 こうした取組を進めます上では、再エネの立

地地域への利益の還元という視点が不可欠であ

るというふうに考えております。御紹介のあり

ました北川村では、小水力発電によります利益

を電気料金の低減という形で地域の皆さんに直

接還元するという画期的な、大変分かりやすい

取組が進められております。まさに、エネルギー

の地消地産と地域への利益還元を併せて実現し

ようとしている好事例だというふうに言えます。 

 そのため、県のこれからの取組におきまして

も、再エネ事業で得られました利益について地

域への還元を考えていくという、そういう方向

で検討を進めてまいります。 

 次に、再エネの活用を前提といたしました産

業振興の取組を県内全体に拡大をするというこ

とにつきましてお尋ねがございました。 

 本県は、地球温暖化対策実行計画や脱炭素社

会推進アクションプランにおきまして、再エネ

の導入推進を主要な取組として位置づけており

ます。これらの計画におきましては、全国トッ

プクラスの日照時間、全国一の森林率といった

本県の豊かな環境を活用して再エネの導入を推

進し、産業振興にも生かしていくというふうに

位置づけております。 

 本県におきましては、全国的に見ましても先

進的な取組が進められております。具体的には、

１つには、バイオマス企業によります、木質バ

イオマス発電の熱と二酸化炭素を園芸作物の栽

培に活用する、そして付加価値の向上と雇用の

拡大に貢献をする本山町におけます取組。そし

て、国の脱炭素先行地域といたしまして、木質

バイオマス発電の熱を町内の温泉あるいはプー

ルにも利用するということで観光分野にも活用

していくという梼原町の取組。こういった例な

どが挙げられると考えます。 

 また、国におきましては、脱炭素先行地域の

実績を踏まえまして、地域が稼ぐとの視点に立っ

た取組をモデル化し、重点的に支援すると、こ

うした方針が示されております。 
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 そして、再エネ活用の取組は、脱炭素を契機

とした地場産業の振興あるいはエネルギー収支

の改善に資するといった効果のみならず、イメー

ジの問題として、本県のクリーンなブランドイ

メージを確立していく、そのことで言わば付加

価値をつけていくというような点でも寄与でき

るのではないかというふうに考えております。 

 県といたしましては、国の方針も踏まえまし

て、再エネを活用した産業振興にも資する先進

的な取組を県内各地へと横展開していきたいと

いうふうに考えております。 

 次に、四国の新幹線に関します一連の御質問

にお答えをいたします。まず、基本計画路線の

整備計画路線への格上げの見通しはどうかとい

う点についてのお尋ねがございました。 

 国は、基本計画路線の整備につきまして従来

から、現在進行中の整備計画路線の完成、これ

を図ることが先決だと、基本計画路線はその後

の問題だという方針を、これは頑として変えて

おられません。先行いたします整備計画路線、

北海道、北陸などの進捗状況を見ますと、これ

らが全て完成するまでには、今からさらに相当

長い年月を要するというふうに考えられます。 

 具体的に見ますと、北海道新幹線は、トンネ

ル工事の難航などによりまして、札幌までの全

線開業時期が大幅に遅れております。北陸新幹

線につきましても、敦賀から新大阪までのルー

ト、これを再検討を行うというような事態になっ

ておりまして、この区間の着工に目途が立って

いない、むしろ混迷の度が深まっているのでは

ないかというような状況でございます。 

 この整備新幹線の完了、整備完了を待つとい

うことについては様々な課題があるというふう

に承知をしております。このような状況を踏ま

えますと、従来の国の方針によりましては、お

話にありましたように、基本計画路線の整備路

線への格上げという見通しは極めて立ちにくく、

容易ではない状況だというふうに考えておりま

す。 

 しかしながら、四国の新幹線は、昭和48年に

基本計画路線に位置づけられて以来50年以上も

経過をしている、言わば四国の悲願となってお

ります。先行する路線の完成をただ手をこまね

いて待つということではなく、四国の関係者が

一丸となって、粘り強く整備計画への格上げを

国に訴えていくということが重要だと考えてお

ります。 

 次に、幹線鉄道の高速化の手法についてはそ

もそもどういった手法があるのか、お尋ねがご

ざいました。 

 幹線鉄道の高速化につきましては、大きく分

けまして、在来線の改良という手法、そして新

幹線の整備という手法、２つの整備手法が挙げ

られると考えます。 

 まず、在来線の改良でございますが、これは

線路のカーブを緩やかにすること、あるいは一

部区間にトンネルや高架を整備するということ

によりまして直線区間を延長する、こういった

手法で在来線の高速化を図っていくという手法

であります。これを四国に当てはめて考えます

と、在来線は整備時期が大変古うございますし、

地理的にも山肌を縫うような線形が続いており

ます。単線や非電化区間が大半を占めるという

ような状況、おおむね土讃線の状況を御想像い

ただければと思いますが、こういう状況でござ

いますから、こういったものをベースに改良し

て高速化をするという方法には、効果には限界

があるのではないかというふうに考えます。 

 一方、新幹線でございますと、時速200キロメー

トル以上の高速走行が可能、そして軌道や路盤、

トンネル、こうしたインフラが災害にも強い高

規格で整備をされるということでございます。

したがって、この整備には多額の費用も発生を

いたしますけれども、効果の面でいえば、近年
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開業いたしました北陸などのように顕著な経済

効果も見込まれます。さらに、災害時には輸送

ルート等としての機能も大いに期待をされると

いうことでございます。 

 経済効果や災害への対応力の強化という観点

を踏まえますと、２つの考えられる整備手法の

中では新幹線のほうが私としては優位にあると

いうふうに考えます。 

 他方で、国におきましては、費用を抑えなが

ら速達性を高めるという手法としまして、単線

の新幹線整備といった手法、あるいは在来線を

高速化して段階的に新幹線に移行する手法、こ

ういったものについても調査が行われておりま

す。 

 こうした国の調査結果も参考にした上で、四

国にとって最適な整備手法について関係者と共

に検討をしていきたいと考えております。 

 次に、新幹線整備の財源確保について今後ど

のように取り組むのかという点についてお尋ね

がございました。 

 将来的な新幹線の整備に向けましては、議員

のお話にありましたように、あらゆる財源を確

保して基本計画路線の整備の加速化を図ること

が必要だと考えます。 

 そのため、これまで県単独での政策提言に加

えまして、四国４県や経済界と連携をし、国に

対して提言を行ってまいりました。さらに、昨

年度からは他の基本計画路線のある全国各地の

推進団体とも連携・協力をしながら、国への提

言活動を強化いたしております。 

 具体的には、国土強靱化実施中期計画に基づ

きまして、新幹線分を別枠として明示し、新幹

線整備に係る予算を大幅に拡充するということ。

また第２には、外国人観光客の旅行先が新幹線

沿線に集中しているという実情を踏まえまして、

地方へ観光需要を分散するという観点から、新

たな新幹線整備の財源として国際観光旅客税を

活用すること。第３に、ＪＲ各社が負担をする

貸付料につきまして、受益者負担の観点から、

徴収期間の延長あるいは算定方法の適正化など

の見直しを進めるということ。 

 こうしたものなど、単に予算の規模を拡充す

る、拡大するというだけではなくて、制度的に

新たな財源を確保するといったような提案も含

めて国に対して提言、要望を行ってまいってお

ります。 

 一方、将来的に新幹線の整備に着手される際

には、四国に至るまでの間の沿線自治体、これ

は具体的には岡山県をイメージしていただけれ

ばと思います――ここも路線が通りますので、

整備費用の一部を負担するというのが制度の建

前となっております。このためこうした団体に

対しましては、整備によって得られるメリット

を正しくお伝えしまして、費用負担への御理解

をいただくように説得をしていくということが

必要になろうかと考えます。 

 こうした財源の確保などにつきまして、引き

続き国への提言を行いますとともに、四国４県

で連携をいたして、沿線自治体の理解と協力を

得られるように取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

 次に、いわゆるケーススタディーの調査結果

を踏まえまして、フル規格の新幹線へとつなげ

ることについてお尋ねがございました。 

 いわゆるケーススタディーは、基本計画路線

について検討の熟度を高めるために、輸送需要

あるいは投資効果の推計などを含めた検討を行

うということを目的といたしまして、国が本年

度初めて予算計上をしたものであります。 

 このケーススタディーの結果により次の段階

では、整備計画への格上げにつながるいわゆる

法定調査の実施など、新幹線整備への具体的な

動きが進展するということが期待されます。こ

れまで、半世紀以上も動きのなかった基本計画
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路線を前進させるきっかけになるという意味で、

大きな期待を持って受け止めているところであ

ります。 

 現在のところ、ケーススタディーの具体的な

対象となります路線の具体的な選定基準は示さ

れておりませんけれども、四国が確実に採択を

されますように、関係者一丸となって、より一

層強力に国に働きかけてまいります。 

 次に、四国の新幹線として必要性あるいは優

位性をどのように打ち出し、国に対して訴えて

いくのか、お尋ねがございました。 

 全国に基本計画路線は11ございます。こうし

た中で、まずはケーススタディーの対象に選定

されるということがポイントになってまいると

思いますが、そのためには、その必要性、優位

性につきまして多くの国民から理解を得られる

ように訴えていくことが重要です。 

 まず、四国における新幹線の必要性につきま

しては、第１に、四国は全国の地域ブロックで

見まして唯一新幹線の空白地域となっていると

いうことであります。国土の均衡ある発展の観

点から、新幹線ネットワークにおける未整備区

間の解消は最も優先すべき課題だと言えます。

第２に、南海トラフ地震による甚大な被害が想

定される中で、瀬戸内側からの応援部隊あるい

は物資輸送の確実なルートとして、新幹線は重

要な役割を果たすということが期待をされます。

このことは、災害に強い国づくりにもつながり

ます。 

 次に、四国の優位性についてであります。こ

の点につきましては、第１に、四国内は主要な

都市間の距離や整備延長もコンパクトとなりま

す。都市が点在をしております他の基本計画路

線に比べましても、整備効果は高いと言えると

考えます。あわせまして、現在の整備計画路線

の地域と比較いたしましても、四国内の主要都

市の人口規模は遜色がありません。中国地方あ

るいは関西圏との接続によって生み出される経

済効果は高いものとなると考えます。 

 第２に、既に瀬戸大橋が新幹線との併用を前

提に先行投資をされているということがござい

ます。海峡部に新たな橋梁、トンネルの整備を

することが不要であるということであります。

未使用の資産を有効に活用することで、瀬戸大

橋本来の価値を生み出すことにもつながります。

第３に、四国の政官民が一体となって取り組ん

でいること、そして中四国の経済界のつながり

もある、こういったことも大きな強みであると

考えられます。 

 ケーススタディーの採択に向けましては、こ

うした新幹線の必要性あるいは四国の優位性に

ついて、しっかりと国に訴えてまいります。 

 次に、四国の新幹線の整備に向けての決意に

ついてお尋ねがございました。 

 新幹線は四国にとって、災害対応力を高め、

地域間競争に打ち勝つためにも、なくてはなら

ぬ社会基盤だと考えております。 

 この点、さきの昭和の南海地震から80年がた

ちました。おおむね100年に一回の間隔で南海ト

ラフ地震が発生をしてきていることを考えます

と、次の南海トラフ地震はいつ起きてもおかし

くない、そういう状況だというふうに考えます。

先ほど申しましたように、南海トラフ地震によ

ります甚大な被害が想定される本県にとりまし

ては、特に新幹線の整備はいわゆるリダンダン

シーの確保、災害時の代替性の確保という点に

ついても大変重要だというふうに考えます。 

 そのため、一日も早く新幹線を整備して地震

に備えなければならないという強い危機感を持っ

ております。新幹線の整備が南海トラフ発生後

になっては意味がないという点を強く訴えてい

かないといけないのではないかというふうに考

えます。 

 また、全国各地で新幹線ネットワークが整備
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される一方で、四国の新幹線は、先ほども申し

ましたように、50年以上も前に基本計画路線に

位置づけられたまま全く事態が進んでおりませ

ん。これは、我々から見れば基本計画路線とい

うのは放置をされてきたというふうな思いで受

け止めております。この状況は、何とか打開を

したいという思いが私自身日に日に強くなって

いるところでございます。 

 こうした中、今回国におきましてケーススタ

ディーが予算計上されましたことは、四国の新

幹線実現に向けた千載一遇の大きなチャンスで

あります。まずはケーススタディーに採択され

ますように、そしてその後の検討におきまして

も、四国の新幹線が国土強靱化、経済活性化の

ために必要であるということを継続的に訴えて

まいります。 

 また、四国内だけではございませんで、新幹

線の結節点となります中国地方、主要な目的地

となり得る関西圏も含みました全国の方々に必

要性、メリットを理解していただくことも重要

だと考えます。そのため四国の政治、行政、経

済の関係者が一堂に会します東京大会を夏に開

催することに加えまして、中国地方、関西圏で

の啓発活動も強化をし、さらなる機運の醸成を

図ってまいります。 

 四国の新幹線が何としても実現をいたします

ように、今後も四国の政官民が一体となって、

むしろ本県が他の３県をリードするというくら

いの強い気持ちに立って、主体的に取り組んで

まいる決意であります。 

 次に、県内各地域で夜の観光を楽しみます、

いわゆるナイトタイムエコノミーの取組を後押

しすることについてお尋ねがございました。 

 県におきましては、産業振興計画におきます

観光分野を代表する目標、指標といたしまして、

県外観光客総消費額を掲げております。その上

積みに向けて施策を展開しております。ナイト

タイムエコノミーの推進は、必然的に宿泊を促

すわけでありまして、滞在日数の増加につなが

りますことから、観光消費の拡大に大いに寄与

する取組と考えております。 

 これまでも、高知城のライトアップ、ひろめ

市場におけるよさこい演舞の披露などを行いま

して、多くの観光客に夜間イベントを含めて高

知の夜を楽しんでいただきました。また、どっ

ぷり高知旅キャンペーンでは、県内各地で、土

佐のおきゃく文化体験、スターウオッチング、

屋形船での蛍の観賞といった夜の観光コンテン

ツの拡充を図っております。加えまして、本年

度強化いたしました中山間地域で長期滞在でき

る受入れ体制づくりにおきましても、宿泊施設

の整備とその近隣エリアでの夜の観光商品の造

成を一体的に進めております。 

 お話のありました、御紹介いただきました五

台山のツアーにおきましても感想といたしまし

て、ライトアップが幻想的であったとか、少人

数で特別感があったといった、夜の観光ならで

はのお声を多くいただいており、需要の高さを

再認識いたしております。 

 今後、大河ドラマジョン万を契機に多くの観

光客が本県にお越しになられます。これまで以

上に県内各地への周遊を促進してまいりたいと

考えます。あわせまして、ナイトタイムエコノ

ミーの取組が県内各地域に広がりますように支

援を行い、長期滞在による観光消費額のさらな

る拡大につなげてまいりたいと考えます。 

 次に、クルーズ船の寄港時間の延長に向けま

した船会社などへの働きかけにつきましてお尋

ねがございました。 

 本県に寄港いたしますクルーズ船は、朝８時

頃に入港し夕方５時頃に出港するといったケー

スが多くなっております。乗客の皆さんには、

日中を中心に県内観光地をお楽しみいただいて

いるところでございます。寄港時間の夜間への
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延長は、乗客の滞在時間の増加につながりまし

て、地域における観光振興そして消費拡大への

効果が期待をされるものと考えております。 

 ただ一方で、寄港時間の延長いたしますと、

次の寄港地への到着時刻や運航速度など、船の

運航計画にも影響を及ぼすということになりま

す。例えば、次の寄港地へ元の予定時刻に到着

をするためには、船の速度を上げる、スピード

を上げる必要がありまして、燃料費がかかり増

しになる、コスト増につながるということもご

ざいますので、それに見合う観光コンテンツの

提案をいたしませんと、なかなか交渉が進んで

いかないというようなこともございます。 

 こうしたこともございまして、本県では、例

年よさこい祭りに合わせて寄港するクルーズ船

がございまして、その際には深夜まで停泊をし

ていただいている、あるいは他県においても夜

景観賞ツアーなどの観光コンテンツを提供する

ということで寄港時間の延長を後押ししている

という事例がございます。 

 本県におきましても、先ほど御説明申し上げ

ました五台山などの夜の観光コンテンツを組み

込んだモニターツアーを通じまして、船会社へ

の寄港時間の延長を提案すべく準備を進めてお

ります。今後は、私自身も機会を捉えて、船会

社などのキーパーソンに対して積極的にトップ

セールスを仕掛けるということも含めて対応し

てまいりたいと考えます。 

 こうした取組を通じまして、クルーズ船の寄

港時間の延長に取り組みますことで、観光振興、

そして本県経済のさらなる浮揚に努めてまいり

ます。 

 最後に、バリアフリー観光を取組の柱に位置

づけるということについてお尋ねがございまし

た。 

 いわゆるバリアフリー観光の推進に向けまし

ては、例えば身体の障害あるいは言語の違いと

いった、旅行に際して何らかのバリアを感じら

れる方々が安全かつ快適に旅行を楽しめますよ

うに、受入れ環境の整備を進めてまいりました。

具体的には、バリアフリー観光の相談窓口でご

ざいますとか特設ウェブサイトを設けまして、

個別の相談への御対応、そして情報発信に取り

組んでおります。 

 一方で、高齢者や障害のある方々に安心して

旅行していただくためには、移動手段や介助サー

ビスなどを一体的に提供できる仕組みが必要で

はないかと、こうした課題も見えてまいってお

ります。議員のお話のとおり、国内の高齢者人

口の増大、そしてグローバル化の進展によりま

す市場の拡大を鑑みますと、バリアフリー観光

のニーズはますます高まることが想定をされる

と考えます。 

 こうしたことから、これまでのおもてなしに

よる満足度の向上に加えまして、新たなニーズ

に対応した商品づくりを進め、誘客を図る取組

を充実させる必要があると考えます。このため、

御提案もいただきましたが、観光コンベンショ

ン協会をはじめといたしまして、市町村や関係

事業者と共に、まずは移動や介助、通訳などの

必要なサービスを一体的に提供できる体制づく

りに取り組んでまいりたいと考えます。 

 こうした取組を観光振興の柱の一つとして位

置づけまして誘客面を強化していくことにより、

御提案のありました誰もが楽しめる高知の実現

を目指してまいりたいと考えます。 

 私からは以上であります。 

   （林業振興・環境部長坂田省吾君登壇） 

○林業振興・環境部長（坂田省吾君） まず、再

生可能エネルギーについて、県計画の中で経済

戦略としての視点をどのように位置づけたのか

とのお尋ねがございました。 

 県では、昨年度、地球温暖化対策実行計画と

第Ⅱ期脱炭素社会推進アクションプランの改定
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を実施し、脱炭素社会の実現に向けた取組を進

めているところです。 

 改定後の計画では、本県のエネルギー収支に

ついて環境省が公表しております2020年度版の

分析ツールを用いて試算したところ、石油や石

炭製品などを県外に依存していることから、約

566億円のマイナスとなっており、再生可能エネ

ルギーの導入などを推進することで収支改善に

寄与することをお示ししております。 

 こうした状況を踏まえ、計画では、本県の豊

富な森林資源や日照量、降水量などを生かし、

再エネの導入を推進することで、エネルギーの

地消地産を一層進めることとしております。具

体的な取組としましては、先ほど知事から答弁

がありましたように、新たな県営の小水力発電

の実施検討、家庭・事業者の自家消費型の太陽

光発電や木質バイオマスボイラーの導入支援な

ど、再エネの導入を推進することとしておりま

す。 

 このような再エネの導入は、経済戦略の視点

から、県内経済への波及効果を通じて本県のエ

ネルギー収支の改善につながるものと位置づけ

ているものでございます。 

 次に、再生可能エネルギーを成長産業へと育

成するための人材戦略についてお尋ねがござい

ました。 

 豊富な自然資源を有する本県において、再エ

ネの導入は産業振興に寄与する成長産業として

大きな可能性を有しており、その発展のために

は、事業を担う人材の育成・確保が不可欠とな

ります。 

 一方で、あらゆる産業分野で人材不足が深刻

化する中、県内の事業者からは、電気施工に関

する専門の技術者などの確保を懸念するお声を

お聞きしております。また、ＦＩＴ制度終了後

には、市場における電力取引が主流となること

から、議員からお話がありましたように、エネ

ルギーマネジメントに対応できる高度な知識や

技術を有する人材の育成・確保も課題となって

まいります。 

 こうした中、今年５月に国から示されました

脱炭素先行地域の取組としまして、事業者が地

元高校と連携し再エネ関連の人材育成講座を実

施し、地元企業の就職実績につなげている事例

が紹介されております。 

 本県におきましても、こうした先行事例も参

考にしながら、人材の育成・確保に向けた対策

を進めていくことが必要であると考えておりま

す。そのため、まずは県内の事業者の皆様から、

人材の確保に関する現状や課題、今後の事業展

開などについて丁寧にお話をお伺いし、その内

容を分析してまいります。その上で、分析結果

を踏まえ、人材の育成・確保につながる必要な

対策を検討してまいります。 

   （観光振興スポーツ部長小西繁雄君登壇） 

○観光振興スポーツ部長（小西繁雄君） まず、

五台山でのモニターツアーの参加状況や評価に

ついてお尋ねがございました。 

 このツアーは、五台山の夜景観賞や竹林寺で

の瞑想体験、ライトアップした牧野植物園をガ

イドつきで楽しめる内容で、10回催行し、合計

220名の皆様に御参加いただきました。ツアー後

のアンケートでは、ほとんどの参加者から、満

足したとの評価をいただいており、夜の体験は

貴重であり継続開催してほしい、ソラミアン完

成後のツアーに期待したいといった御意見もご

ざいました。 

 今回のツアーを通じて、夜の観光資源として

の五台山エリアの魅力を改めて確認できたほか、

参加者の貴重な意見を得られたことから、有意

義な取組であったと考えております。 

 次に、アンケートの評価を踏まえた課題の分

析と、今後の商品改良や磨き上げについてお尋

ねがございました。関連しますので、併せてお
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答えいたします。 

 アンケートを詳細に見ていきますと、ガイド

のおかげで五台山を深く知ることができた、竹

林寺では夜の静けさで行う瞑想に特別感があっ

た、牧野植物園はライトアップされた植物が美

しかったといった評価をいただいております。

その一方で、ツアー時間が移動を含めて３時間

なのは長かった、１つのスポットを時間をかけ

てゆっくりと楽しみたいという、今後の改善に

向けて参考となる御意見もいただいております。 

 また、催行に携わった旅行会社からは、日帰

りバスツアーの価格は１万円以内が望ましい、

採算を考慮するとツアー内容の取捨選択が必要

といった、販売面からの御意見もお聞きしてお

ります。そのため、旅行商品化を見据えた場合、

商品に盛り込む魅力的なコンテンツの選別と採

算を確保できる価格設定とをどのように両立し

収益化を図るかという点が課題であると考えて

おります。 

 県としましては、アンケート結果やその分析

を踏まえ、販売価格に対して、より満足度が高

いツアー内容となるよう、商品の磨き上げを行

い、旅行会社に提案してまいります。 

 次に、夜の観光商品の造成における食の位置

づけについてお尋ねがございました。 

 議員の御指摘のとおり、行程の中に高知なら

ではの食をお楽しみいただける要素を盛り込む

ことは、観光消費の拡大につながるとともに、

夜の旅行商品の魅力化につながるものと考えて

います。 

 今回の五台山のツアーには食の提供を組み込

んでいませんでしたが、商店街で途中下車でき

ることを案内し、高知の食を楽しむ機会が持て

るように工夫を凝らしたところでございます。 

 今後につきましては、旅行会社に本県ならで

はの食材や食文化、食事を提供する施設などの

情報を積極的に提案することで、ツアーの行程

に食を組み込んでいただけるよう働きかけてま

いります。 

 次に、バリアフリー観光相談窓口の相談内容

や現状の課題についてお尋ねがございました。 

 県では、誰もが安心して観光を楽しんでいた

だき、満足度の向上とさらなる誘客につなげる

ため、令和２年度から高知市中心部にバリアフ

リー観光相談窓口を設置しております。 

 窓口での相談のうち、バリアフリー関連の相

談件数は、令和７年度の１年間で185件となって

おり、開設時と比べて約５倍に増加しておりま

す。相談内容としましては、観光施設や旅館、

ホテルのバリアフリーの状況や観光地を巡る移

動手段に関するものなど多岐にわたっており、

中でも訪問先で車椅子対応ができるかどうかと

いう相談が多く寄せられています。 

 また、相談窓口に関する課題としましては、

観光客や県内の観光関連事業者の皆さんに窓口

の存在やその役割が十分には伝え切れていない

ことが挙げられます。このため観光案内サイト、

こうち旅ネットや県外イベントでのＰＲをはじ

め、観光関連事業者向けのセミナーで紹介する

など、様々な媒体や機会を活用して相談窓口の

周知拡大に努めてまいります。 

 次に、心のバリアフリー認定制度の認定状況

についてお尋ねがございました。 

 心のバリアフリー認定制度は、観光庁が令和

２年に創設したもので、高齢者や障害者など多

様な旅行者を受け入れるための接遇や情報発信

の取組を評価し、認定する制度です。 

 認定施設には、宿泊施設や観光案内所のほか、

博物館や飲食店など様々な施設が対象となって

おり、県が主催するバリアフリー観光の理解促

進セミナーなどで制度の周知を図ってまいりま

した。現在、本県においては、38施設がこの制

度による認定を受けております。県としまして

は、認定施設が増えることでおもてなしのさら
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なる推進につながることから、引き続き本制度

の周知に努めてまいります。 

 次に、本県におけるバリアフリー観光の位置

づけと、取組の強化についてお尋ねがございま

した。関連しますので、併せてお答えします。 

 バリアフリー観光につきましては、誰もが観

光を安心して楽しんでいただくために大変重要

な取組と考えており、本県の観光戦略の中に位

置づけ、相談窓口の設置や特設ウェブサイトで

の情報発信などに取り組んでいるところです。 

 議員の御指摘のとおり、今後、国内ではます

ます高齢化が進展し旅行を楽しみたいシニア層

が増えると同時に、世界的に見ても、バリアフ

リー対応が充実している地域は旅行先として選

ばれる傾向はさらに強まると予想されます。 

 こうしたことから、本県がインバウンドも視

野に入れまして新たな旅行者層を取り込み、持

続可能な観光地としてさらなる発展につなげて

いくためには、バリアフリー観光の取組をさら

に強化していくことが重要だと考えております。 

 最後に、モデルパッケージツアーの造成と販

売についてお尋ねがございました。 

 本県では、高齢者や障害のある方の旅行需要

を喚起するため、県内各地におけるバリアフリー

観光のモデルとなるコースを特設サイトで情報

発信しております。 

 コースの開発に当たっては、障害のある方に

モニターとして実際に旅行していただくことで、

施設のバリアフリー化の状況やスタッフの対応

についての検証を行っています。こうした検証

により、観光関連事業者のバリアフリー化への

理解が深まるとともに、よりニーズに即したコー

スの充実化を図ってまいりました。 

 しかし、現状では、モデルコースに沿って旅

行する場合、旅行者本人が移動手段や宿泊施設

を予約する必要があることから、こうした負担

感や不安を解消していく必要があります。この

ため、議員からお話のあった移動手段や介護サー

ビスを組み込んだ観光商品を造成・販売するこ

とは、今後新たな旅行者層を獲得する上で有効

だと考えます。 

 ただ、こうした商品の造成に当たっては、障

害の程度に応じて必要なサービスを組み合わせ

るノウハウの蓄積や、旅行に帯同できる介護人

材をいかに確保するかといった多くの課題もご

ざいます。 

 このため、こうした課題の解決に向けて、ま

ずは観光コンベンション協会をはじめとする関

係者との間で検討の場を設けてまいります。あ

わせまして、本年開催されますよさこい高知文

化祭2026を契機に、現在情報発信しているモデ

ルコースを試行的にパッケージツアーとして販

売するよう取り組んでまいります。 

   （土木部長横地和彦君登壇） 

○土木部長（横地和彦君） クルーズ船の乗客に

対する効果的な情報提供についてお尋ねがござ

いました。 

 外国から日本へのクルーズ旅行に参加されま

す乗客の中には、高知に関する十分な情報を持

たないまま寄港される方も少なくないものと考

えております。 

 こうした中、クルーズ船が高知の１つ前の寄

港地を出港してから本県に到着するまでの時間

は、乗客の関心が次の寄港地である高知に向け

られる絶好のタイミングであります。この間に

本県の観光コンテンツなどの情報を提供するこ

とは、県内を積極的に観光していただくきっか

けとなり、地域での消費拡大にもつながる効果

的な取組であると考えております。 

 このため、本県では、一部のクルーズ船にお

きまして高知の１つ前の寄港地から県の担当者

が乗船をし、本県観光のＰＲを行っているとこ

ろであります。加えまして、例えば１つ前の寄

港地の出発ロビーや船内のデジタルサイネージ
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といったインフォメーションなどに本県の観光

に関する情報を掲示いただくことも、有効な手

段の一つであるというふうに考えております。 

 こうした取組を実現するためには、１つ前の

寄港地のある県や船会社との協力関係の構築が

不可欠であります。県といたしましては、これ

らの関係機関との意見交換の機会等を活用し、

効果的なデジタル媒体を含めた情報発信の手法

について検討、研究を進め、より多くの乗客の

方々に高知の魅力を届けることができるよう取

組を進めてまいります。 

   （商工労働部長大原英樹君登壇） 

○商工労働部長（大原英樹君） まず、商店街デ

ジタル化支援事業の主な取組と効果についてお

尋ねがございました。 

 ＡＩカメラのデータを活用した帯屋町商店街

の取組の中から２つの事例を御紹介させていた

だきます。 

 １つ目は、飲食店の事例です。この飲食店で

は、自分たちがこれまで認識していたよりも、

ＡＩカメラのデータを分析すると、商店街には

家族連れの方が多くいらっしゃるということが

分かりました。そこで、30代、40代の家族連れ

にターゲットを絞ったお子様向けメニューをつ

くり、ウェブ広告を配信することで、来客数が

前年同期比で約３割増加しました。この結果、

売上げは前年同期と比べ４割以上増加、当該店

舗における同期間での過去最高の売上げとなる

大きな効果が得られました。 

 ２つ目は、雑貨店の事例です。ＡＩカメラの

データを分析し、観光客が多くなると見込まれ

る時間帯に、高知県限定グッズのコーナーを設

けました。この取組により、当該グッズの売上

げは前年同期と比べ約２倍に増加し、店舗全体

の年間売上げも対前年比で３割増加させるとい

う効果がもたらされました。 

 このように、ＡＩカメラのデータを活用し、

顧客ニーズの可視化や的確なターゲット設定を

行うことは、店舗全体の売上げに大きな効果を

もたらすものと考えます。 

 次に、デジタル化の取組を商店街全体に波及

させることの所見についてお尋ねがございまし

た。 

 まず、モデルとなった15店舗の皆様には、こ

れまでの経験やノウハウに新たにデータに基づ

く経営手法を加えることで、店舗ごとの売上げ

が増加することや、業務の効率化、省力化につ

ながることを実証していただきました。 

 そして、議員御指摘のとおり、この取組を一

過性のものとせず、商店街全体の持続的な成長

へつなげていくことが極めて重要であると認識

しております。こうした中、現場では既に、こ

の成果を広く波及させるための自律的な動きも

見えてきています。現在、全店舗の方々がデー

タにアクセスし、自店の状況に応じて分析を行

うことが可能となっています。また、ＡＩカメ

ラの設置主体である協同組合帯屋町筋が、人流

データを分析し、天候やイベントによる影響、

前年比較、販売促進の提案などを月次レポート

にまとめ、各店舗へ配信しています。 

 このように、データを基に自ら仮説を立て、

実践し、改善していく、いわゆるＰＤＣＡサイ

クルを回す機運が店舗ごとに醸成され、さらに

それを波及させる取組が始まったことで、帯屋

町商店街全体がデータに基づく攻めの経営へと

移行しつつあるものと受け止めております。 

 県としましても、この自律的な動きが一過性

のものとならないようしっかりと後押しすると

ともに、デジタルスキルの向上に向けたさらな

る取組について伴走支援を行ってまいります。 

 次に、事業で得られたデジタル技術について

の知見を県内各地域の商店街振興へ今後どのよ

うに生かしていくか、お尋ねがございました。 

 帯屋町商店街の取組からは、さきの答弁で申
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し上げました事例のほかにも、デジタル技術の

活用によって、売上げの向上や業務改善につな

げる知見、言わば成功事例を得ることができま

した。 

 例えば、民間の位置情報分析ツールを活用し

た顧客分析に基づき、ターゲットに合わせた情

報発信を行うことで売上げを伸ばしたものや、

在庫管理をＡＩの活用によって効率化、省力化

したものなどです。県では、ほかの地域の商店

街のデジタル化に役立てていただくため、これ

らの成功事例を事例集としてまとめ、ホームペー

ジに掲載しています。 

 さらに、今年度は、デジタル化を促進するた

めのより実践的な取組として、県内５地域でセ

ミナーを開催します。このセミナーでは、例え

ば、帯屋町商店街のモデル店舗となった方々か

ら、売上向上につながった具体的な取組につい

ての事例発表を行っていただく予定です。また、

実際に取組を始めたいという店舗については、

よろず支援拠点と連携し、課題に応じたデジタ

ル化の伴走支援を行ってまいります。 

 これらを踏まえて、他の地域の商店街でもデ

ジタル技術の活用が促進され、それぞれの商店

街の活性化や振興へつながりますよう、しっか

りと取り組んでまいります。 

 最後に、クルーズ船利用客の消費拡大に向け、

ＡＩカメラによる分析結果を活用し、商店街と

連携して取り組むことについてお尋ねがござい

ました。 

 ＡＩカメラのデータから、クルーズ船が寄港

した日の来街者数は増加することが確認されて

います。多いときには、同じ曜日、同じ時間の

人流データと比較して２倍以上の来街者数を記

録した日もありました。 

 また、生成ＡＩのレポートによりますと、ク

ルーズ船が寄港する日の中でも特に、商店街で

何らかのイベントが開催されているときに来街

者数が増加する傾向が示されています。言い換

えますと、イベントの開催と商店街への来街者

数には相関関係があると分析されています。一

方で、議員の御指摘にもありますように、商店

街全体で見ると、来街者数に見合う消費にはつ

ながっていないという声もお聞きしているとこ

ろです。 

 こうした課題に対して、大きく２つの対策に

取り組んでまいります。１つ目は、まず商店街

に足を運んでいただけるように魅力的なイベン

トを開催すること。２つ目は、そこから各店舗

に回遊していただくための仕掛けづくりです。 

 中でも、対策を充実させなければならないの

は、２つ目に申し上げました回遊の仕掛けづく

りだと考えています。例えば、クルーズ船利用

客向けに、商店街の店舗で使えるクーポン券を

配付し、回遊を促進することなどが考えられま

す。高知市とも連携し、個別店舗での消費を喚

起する効果的な仕掛けを検討してまいります。 

 今後、クルーズ船利用客が商店街で充実した

時間を過ごし、さらなる消費拡大につながりま

すよう、関係者と一層の連携を図りながら取組

を進めてまいります。 

○８番（久保博道君） それぞれに大変御丁寧な、

そして前向きな御答弁をいただきまして、あり

がとうございます。 

 ２問はございません。ただ、御答弁をいただ

いたことに対しまして、私なりの思いを少し述

べさせていただきたいと思います。 

 まず、再生可能エネルギーです。御承知のと

おり、高知県はこの再生エネルギーに向けての

自然資本というのが本当に豊富だと思っていま

す。先ほど申しましたように太陽光しかり、そ

して水力、バイオ、風力、本当に豊富であり、

それを生かしていく。かつそのときに、私は環

境、もちろん環境は、カーボンニュートラルと

いうのは大事ですけれども、それにとどまらず、
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この再生可能エネルギーを産業振興と結びつけ

ていく、産業と結びつけていく。このことが、

高知県の再生可能エネルギーを進めていく上で

のポイントではないかなというふうに思ってお

ります。 

 それには、まずは自家消費型の再エネ、これ

を企業ですとか例えば県内の公共施設等で設置

して進めていく。もちろんそのときには、蓄電

池。進めていくときのキーワードは、先ほど知

事もおっしゃいましたように蓄電池のまだまだ

高価なところがありますんで、それに対して国

に対して提言、提案をして、その補助、支援を

求めていくことが、目の前においては大切かな

というふうに思います。 

 そしてこれから、知事も最後におっしゃって

いただきましたけれども、私も御質問の中で言

いましたけれども、やはり高知県のブランド化。

クリーンなイメージというのを、この再生可能

エネルギーをずっと県内一円に展開していくこ

とによって、その先には高知県のブランド化、

クリーンなブランド化というのが出てくると思

います。それは高知県の産業振興に大きな付加

価値をつけると思います。そこまで私は持って

いくことが、高知県のこの再生可能エネルギー

においては大切じゃないかなというふうに思い

ます。 

 そして、新幹線です。今回初めて、令和８年

度国交省、国のほうでケーススタディーの調査

費がつきました。これは何としても勝ち取らな

ければならないと思います。これをきっかけに、

まさにケーススタディー、ケースですんで、幾

つかのケースで勉強すると思います。フルがあっ

たり、そしてまた既存の軌道の高速化があった

り、もっと言えば、それを組み合わすやり方も

出てくるんじゃないかと思います。 

 ただ、最終的には、最終的には組み合わせた

としても、最終的には高知から高松・徳島、高

知から岡山、徳島・高松から岡山、松山から岡

山に向けて、最終的にはフルをどうしても目指

していかなければならないんじゃないかなとい

うふうに思います。そのためにも、いろいろ四

国の国会議員の先生方にも御尽力いただきたい

と思います。 

 そして次に、夜の観光です。本当にありがと

うございます、前向きな御答弁をいただきまし

て。そして、これを進めていくことによって、

先ほど知事もおっしゃっていただきましたよう

にクルーズ船の夜遅くまでの停泊、これにつな

がるというふうに思います。また、機会を捉え

まして知事も御自身自らそういう船社ですとか

旅行会社のほうにも出向いていただけるという

ふうな、本当に前向きなありがたい御答弁をい

ただきましたんで、よろしくお願いいたします。 

 そして、バリアフリー観光につきましては、

今は残念ながら規模としては大きくないかもわ

かりませんけれども、これは間違いなく大きく

なると思います。そのときに、今年の秋のよさ

こい高知文化祭、この機会を捉えて、この機会

をショーケースとして、この商品の造成をモデ

ル的にしていただけるというふうな御答弁を部

長のほうからいただきましたので、どうかよろ

しくお願いをいたします。 

 そして、ＡＩカメラにつきましても、商工労

働部長のほうから大変前向きな御答弁をいただ

きました。やはりこのＡＩカメラというのは私

は可能性は大いにあると思いますんで、ぜひこ

れにつきまして、今後もう一段、今の効果を進

めていただきたいと思いますんで、よろしくお

願いします。 

 以上で、私の一切の質問を終わります。あり

がとうございました。（拍手） 

○副議長（土居央君） 暫時休憩いたします。 

   午後２時35分休憩 
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   午後３時再開 

○議長（明神健夫君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 議案に対する質疑並びに一般質問を続行いた

します。 

 ９番上田貢太郎議員。 

   （９番上田貢太郎君登壇） 

○９番（上田貢太郎君） 自由民主党の上田貢太

郎でございます。それでは、議長のお許しをい

ただきましたので、通告に従い、早速質問に入

らせていただきます。 

 まずは、ＮＨＫ大河ドラマジョン万を契機と

して県内各地の観光振興へつなげるための取組

についてお伺いいたします。今年４月９日ＮＨ

Ｋが、2028年の大河ドラマに本県の偉人の一人

であるジョン万次郎を起用するとの発表があり

ました。この発表は、高知県にとって大変大き

な朗報であり、とりわけジョン万次郎ゆかりの

地である土佐清水市の皆様にとっては、長年に

わたり顕彰活動や誘致活動を続けてこられた努

力が一つの形となった、まさに念願の出来事で

あったと受け止めております。 

 ジョン万次郎は、高知県が全国そして世界に

誇る偉人であり、その生涯は挑戦、国際交流、

教育、地域の誇りといった、これからの高知県

が発信すべき価値そのものを体現している人物

です。大河ドラマ化は、観光振興はもちろん、

県産品の販売促進、歴史文化の発信、インバウ

ンド誘客、さらには若い世代に対する郷土教育

にも大きな効果が期待されます。 

 かつて、坂本龍馬を題材とした大河ドラマ龍

馬伝は、高知県の観光や地域経済、そして県民

の郷土への誇りに大きな影響を与えました。県

内各地に多くの観光客が訪れ、高知の歴史や人

物、食、文化に全国から注目が集まったことは、

今なお記憶に新しいところです。 

 今回のジョン万においても、龍馬伝と同じよ

うに、本県に多くの県外観光客が訪れることに

なると考えます。上治議員への答弁にもあった

ように、県外観光客入り込み数の目標を500万人

としたのも、関係者が共通認識を持って目指す

目標としてよかったと思っています。 

 しかしながら、土佐清水市をはじめとする幡

多地域、桂浜や高知市中心部には多くの方が来

るだろうと想像はできますが、一部の地域だけ

がにぎわうだけでは、その効果を十分に取り込

んだとは言えません。ＮＨＫ連続テレビ小説ら

んまんやあんぱんでも多くの県外観光客にお越

しいただきましたが、県内各地に足を延ばした

のかと言われると、必ずしもそうではないと考

えます。 

 誘客の効果を県内各地域に広げていくことで、

県内各地の経済効果につながり、県経済の活性

化が図られます。ジョン万で得られた効果を県

内各地に広げていくことが県が果たす役割だと

私は考えます。難しいことは承知していますが、

チャレンジをしていただきたいと思います。 

 そこで、知事にお伺いいたします。ＮＨＫ大

河ドラマジョン万の放送による効果を最大限生

かすために、官民が連携し県内全域で展開する

博覧会を開催して観光振興を進めるとされてい

ますが、どのように県内各地域に誘客を図って

いくのか、知事の御所見をお伺いいたします。 

 県全体で展開する博覧会を開催するに当たっ

ては、各地域における観光コンテンツの磨き上

げや宿泊施設の整備などを進める必要がありま

す。せっかく来ていただいた県外観光客の皆さ

んに満足していただき、高知県観光を楽しんで

いただき、さらにもう一度来ていただくような

仕掛けをしっかりとつくっていただきたい。そ

のためには、市町村との連携は不可欠です。 

 今後、住民の盛り上がりや具体的なイベント
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企画が地域で動き出すと思いますが、県が全体

方針を示し、県と広域も含めた市町村が同じ目

線を持ってこの博覧会をつくり上げていく必要

があると考えます。また、市町村は財政面でも

厳しく、県がしっかりと支援を行っていかない

と、具体的な取組まで進まないとも思います。 

 そこで、知事にお伺いいたします。博覧会を

成功させるためには、県内各地の観光コンテン

ツの磨き上げや受入れ体制の整備が必要かと思

いますが、どのような方針で市町村などの取組

を支援していくのか、知事の御所見をお伺いい

たします。 

 次に、外国クルーズ船の受入れについてお伺

いいたします。高知新港へのクルーズ船寄港は、

この数年着実に増加しており、インバウンド観

光の拡大や地域経済への波及効果が出てきてい

ます。クルーズ船による観光は、一度に数百人

から数千人規模の観光客が短時間で県内を周遊

するため、地域経済への波及効果が大きく、本

県のインバウンド観光を推進する上で大変重要

な取組であると考えております。 

 一方で、受入れ現場からは、必ずしも明るい

話ばかりではなく、具体的な課題も上がってき

ております。例えば、英語対応ができるガイド

が不足しているという声があること。資格を持っ

ていても、40人規模の外国人観光客をバスで案

内し、時間どおり安全に港へ戻すには大きな責

任があり、実際に現場に出られるガイドが限ら

れていること。結果として、高知県内だけでは

ガイドが賄い切れず、県外から呼ばざるを得な

い実態もあると伺っております。 

 また、クルーズ船の観光ルートにつきまして

も、高知城や桂浜など本県を代表する観光地が

中心となっておりますが、地域ならではの食や

自然など、本県の魅力を生かした新たな訪問先

を充実させ、県内各地へ観光客の流れを広げて

いくことが重要ではないかと考えております。 

 来年は、クルーズ船の寄港が1.5倍程度になる

とお聞きしております。このクルーズ船の寄港

増加を、単なる入港実績やインバウンド客数の

増加に終わらせるのではなく、県内各地への経

済波及、そして再び高知を選んでもらえる満足

度の向上につなげていく必要があります。その

ためには、実践的なガイドの育成と、観光ルー

トを県内各地へ拡大していくことが重要ではな

いかと考えています。 

 そこで、お伺いいたします。クルーズ船寄港

に伴う通訳ガイドを今後どのように育成し、さ

らなる観光振興につなげていくのか、観光振興

スポーツ部長にお伺いいたします。 

 また、クルーズ客の観光ルートをこれまでの

定番のルートからどのようにしてさらに拡大さ

せていくのか、観光振興スポーツ部長にお伺い

いたします。 

 次に、ブロイラー産業を核としたフードテッ

ク産業クラスターの形成についてお伺いいたし

ます。 

 ５月11日の特別国会、参議院決算委員会にお

いて高市総理は、地域未来戦略の中核として各

地域における産業クラスター形成を推進してい

く考えを示されました。その中では、ＡＩ、半

導体、造船など17の戦略産業分野を軸に、国が

地方への大規模投資やインフラ整備を後押しし、

地域経済を牽引する新たな産業集積を形成して

いく方向性が打ち出されております。 

 また、今回特に重要だと感じたのは、国が単

なる中央主導ではなく、地域発のアイデアを募

集し、知事主導型の産業クラスター形成を支援

するという考え方です。私は、この流れは高知

県にとって極めて重要な転換点になると考えて

おります。 

 その中で、本県が重点的に取り組むべき分野

の一つがフードテックであります。高知県は、

全国に先駆けて施設園芸分野においてＩｏＰを
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推進し、環境データや生育データを活用した次

世代型農業に取り組んでまいりました。これは

単なる農業支援にとどまらず、データを活用し

て生産性や品質を向上させる高知発の先進的な

産業モデルとして、全国から注目を集めており

ます。 

 一方、国においても、フードテックを成長戦

略の一つに位置づけており、その中には、スマー

ト畜産、ＡＩ活用、センサー技術、データ活用、

自動化技術などが含まれ、畜産分野においても

大きな技術革新が進みつつあります。さきの２

月議会の大トリの加藤漠議員の鳥の質問にも

あったとおり、現に県西部の大月町では、長年

にわたり高品質な鳥の生産と技術革新に取り組

んできた事業者がその功績を認められ、天皇杯

を受賞するなど、本県の養鶏技術の高さが全国

的にも評価されております。 

 さらに今、鳥肉を取り巻く市場環境にも大き

な変化が生じております。物価高騰の中で食肉

需要が、牛肉や豚肉から、比較的価格面で選ば

れやすい鳥肉へと移りつつあり、その結果、鳥

肉相場は上昇傾向にあります。加えて、これま

で国内市場に多く流通してきたブラジル産鳥肉

についても、中国や韓国などとの国際的な買い

付け競争が強まる中で日本が買い負けする場面

も生じており、輸入鳥肉の価格上昇にもつながっ

ております。つまり、国内外の需給環境を見て

も、鳥肉は今後、食肉分野の中で一層重要性を

増していく品目であり、高知県が戦略的に取り

組む意味は大きいと考えております。 

 私は、高知県のフードテック戦略においては、

このブロイラー産業を中核の一つとして位置づ

けるべきではないかと考えております。現在、

県内のブロイラー産業は重要な農業生産基盤の

一つとなっておりますが、一方で、飼料価格の

高騰、人手不足、鳥インフルエンザ対策、生産

性向上など多くの課題を抱えております。だか

らこそ、県全体でＩｏＰの発想を畜産分野へ展

開し、言わば畜産ＩｏＰあるいは畜産版ＳＡＷＡ

ＣＨＩとも言うべき仕組みを構築していく必要

があるのではないでしょうか。 

 例えば、鶏舎環境のデータ化やＡＩによる飼

育管理、生産情報の共有、疫病予測、飼料効率

の向上などを進めることで、生産性と収益性の

向上を図ることができると考えます。さらに、

養鶏事業者だけではなく、大学や試験研究機関、

ＩＴ企業、飼料メーカー、食鳥処理事業者など

が連携することで、高知ならではの養鶏フード

テッククラスターを形成する可能性もあるので

はないでしょうか。加えて、県内で生産された

鳥の一部は、現在も県外で食鳥処理が行われて

おります。今後は、生産だけでなく、処理・加

工・流通・ブランド化までを含めた付加価値の

県内循環を進めることによって、地域経済への

波及効果をさらに高めることができる、いや、

高知を鳥の都にするくらいの勢いで展開を進め

るべきであると考えます。 

 そこで、農業振興部長にお伺いいたします。

高知県が推進するフードテックの中で、ブロイ

ラー産業を核とした産業クラスター形成の可能

性をどのように考えているのか。 

 また、大月町での先進的なスマート畜産の取

組を県内にどのように横展開するのか、農業振

興部長の御所見をお伺いいたします。 

 次に、食品ロス削減、特に外食や宴会の場に

おける食べ残し対策についてお伺いいたします。 

 私自身、先般５月30日に県政報告会を開催い

たしましたが、その後の懇親会におきましては、

多くの皆様に御参加いただき盛会のうちに終え

ることができた一方で、会場には手つかずに近

い料理や食べ切れなかった料理が相当量残って

おり、主催者としてその光景を目の当たりにし

たとき、これは単なる一つの会合の問題ではな

いと感じました。高知県では、宴会や会合など



 令和８年７月２日 

－154－ 

 

の場面において、同じような食品ロスが日常的

に発生しているのではないでしょうか。 

 高知県は、皿鉢料理に代表されるように、お

客様をもてなす文化を大切にしてきた地域であ

り、たくさんの料理を用意しにぎやかに囲むこ

とは、高知の食文化であり人情でもありますが、

一方で、人口減少や物価高、食料費の高騰、環

境負荷の問題を考えますと、これからは、もて

なしともったいないを両立させる新しい考え方

が必要であると感じます。 

 国においては、令和６年12月に消費者庁と厚

生労働省が食べ残し持ち帰り促進ガイドライン

を策定し、環境省においては、飲食店での食べ

残しを持ち帰る取組として、mottECOの普及啓発

を進めております。 

 mottECOは、令和２年に環境省が選定した持ち

帰り行為の愛称で、もっとエコと、持って帰ろ

うというメッセージが込められています。単な

る持ち帰りではなく、まずは食べ切れる量を注

文し、それでも残った場合に、店舗の了解の下、

衛生面に十分配慮しながら持ち帰るというもの

であります。令和８年４月30日時点の環境省mo

ttECO利用申請者一覧には高知県も掲載されて

おり、これは高知県がmottECOのロゴの利用申請

を行い、普及啓発に取り組んでいることを示す

ものと受け止めております。 

 この３月に高知県が策定した第２期高知県食

品ロス削減推進計画では、食品ロス問題削減に

向けた様々な施策の充実を図る中、mottECOにつ

いてホームページ等に掲載し、取組を促すこと

とされていますが、mottECOはさらに広く県民に

周知・啓発することが必要ではないかと考えま

す。 

 一方で、宴席などでは、刺身やすしなど、持

ち帰りに適さない食品もあり、飲食店側からす

れば、食中毒など万が一の問題に対し責任を負

う立場にあるため、慎重にならざるを得ない事

情もあります。このため県としては、単に持ち

帰りを進めましょうと呼びかけるだけでなく、

保健所や関係団体と連携し、持ち帰りに伴うリ

スクの軽減に向けたガイドラインを分かりやす

く示す必要があります。そうして事業者と消費

者が共通のルールを持ち、行政が正しい情報を

周知していくことが重要であります。 

 食品ロス削減は、環境問題であると同時に、

食材費の高騰に苦しむ飲食店や生産者への敬

意、そして高知の食文化を未来につなぐ取組で

もあります。高知の宴会文化やおもてなしの心

を大切にしながら、残さず食べる、安全に持ち

帰る、もったいないを減らすという新しい県民

運動につなげていくべきだと考えます。 

 そこで、県は、食べ残し持ち帰り促進ガイド

ライン及び環境省が進めるmottECOの取組につい

てどのように受け止めているのか、またこれら

の取組のこれまでの周知・啓発と今後さらなる

普及啓発をどのように進めていくのか、文化生

活部長にお伺いいたします。 

 さらに、高知市の食べきり協力店のような制

度の創設を含め、今後外食時の食品ロス削減に

向けどのように取り組んでいくのか、文化生活

部長にお伺いいたします。 

 次に、建設関連委託業務における入札制度に

ついてお伺いいたします。 

 昨年は副議長を拝命し四国４県議会正副議長

会で国交省を訪れた際に、本県の公的需要のＧ

ＤＰに占める割合が42.4％という数字が示され

驚きましたが、そのくらい高知県において公共

工事は県内経済を支える重要な柱であり、建設

業、測量業、建設コンサルタント業などは、災

害対応や社会資本整備を担う、地域に欠かせな

い産業であります。 

 一方で、人口減少や少子高齢化が進む本県に

おいては、限られた財源をいかに県内経済の循

環につなげ県内事業者の育成や雇用の維持に結
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びつけていくかという視点が、これまで以上に

重要になっております。特に、測量設計などの

委託業務においては、大型ダムや港湾関係など

高度な専門性を要する業務において県外事業者

の力を借りる必要があるとは理解いたします。

しかしながら、県内事業者で対応可能な業務ま

で県外事業者が参加する形となっていないか、

また県内事業者のみ、県内外混在といった入札

参加者の区分がどのような考え方に基づいて設

定されているのかが不明確であるといった声も

お聞きしております。 

 そこで、お伺いいたします。現在、県が発注

する測量設計等の委託業務において、県内事業

者のみを対象とする案件、県内外の事業者が混

在する案件はそれぞれどのような基準や考え方

に基づいて区分されているのか、土木部長にお

伺いいたします。 

 また、県内事業者の受注機会の確保、県内経

済への波及、技術力の維持・向上という観点か

ら、現在の入札制度をどのように評価している

のか、土木部長の御所見をお伺いいたします。 

 次に、県立高校における入試と学習環境につ

いて教育長にお伺いいたします。現在の県立高

校入試のＡ日程においては、５教科250点満点で

実施されていると承知しておりますが、一部の

学校では、５教科合計で50点にも満たない生徒

も入学していると聞いております。 

 もちろん、私は、点数だけで子供の可能性を

否定するつもりは全くありません。また、多様

な子供たちに学びの場を保障することは公教育

の重要な役割であり、教育の多様性を大切にす

ることも必要であると理解しております。しか

し一方で、あまりにも基礎学力が不足した状態

で高校へ進学した場合、本人が授業についてい

けず、結果として不登校や中途退学、さらには

自己肯定感の低下につながる懸念もあるのでは

ないでしょうか。 

 そこで、教育委員会として、基礎学力が不足

した状態で高校に入学している実態や、入学後

の学力格差、それに伴う教員負担についてどの

ように認識しているのか、教育長にお伺いいた

します。 

 また、現場では、高校教育以前の基礎学力の

補習に多くの時間が割かれ、本来行うべき高校

教育やクラス運営に負担が生じているのではな

いか。また、教員が授業運営や個別対応に苦労

を抱え、結果として他の生徒への教育にも影響

が及ぶケースがあるのではないかとも危惧して

おります。 

 基礎学力が不足している生徒に対する学習支

援、高校教育の質の維持、現場教育への負担軽

減について、現在どのような対応を行っている

のか、教育長にお伺いいたします。 

 近年、少子化の進行により、県立高校におい

ても定員確保や学校経営上の課題を抱えている

ことは理解しております。しかし、生徒数の確

保を優先し、高校で学ぶための基礎的な準備が

十分に整わないまま生徒が入学する状況がある

のであれば、それは生徒本人にとっても教育現

場にとっても決して望ましい姿ではないと思い

ます。高等学校は、義務教育ではありません。

だからこそ、入学させることだけではなく、卒

業まで責任を持って育てる教育という視点が重

要ではないでしょうか。 

 卒業まで責任を持って育てる教育という観点

から、今後の入学後の生徒支援の在り方をどの

ように考えているのか、教育長の御所見をお聞

かせください。 

 次に、不登校児童生徒へのオンライン学習支

援についてお伺いいたします。現在、全国の小

中学校における不登校児童生徒は過去最多とな

り、子供たちや保護者の不安や孤立、さらには

保護者の離職といった深刻な社会問題へと発展

しております。 
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 そのような中、国では以前より、不登校児童

生徒がＩＣＴを活用したオンライン学習を行っ

た場合、一定の条件の下で出席扱いとする制度

を設けております。５月11日の特別国会、参議

院決算委員会においてもこの制度について議論

が行われ、文部科学省からは、令和６年度にお

いて全国で約１万3,000人がＩＣＴを活用した学

習活動により出席扱いとされたとの答弁があり

ました。 

 一方で、不登校児童生徒数全体から見ると、

利用率は僅か3.7％程度にとどまっており、保護

者の多くが制度を知らない、学校側から説明を

受けていない、申請しても認められなかったケー

スがあるという実態も指摘されております。 

 まず、県教育委員会として、不登校児童生徒

の出席扱い等に関する制度について、これまで

市町村や学校にどのような周知や指導を行って

きたのか、教育長にお伺いいたします。 

 不登校は単なる欠席の問題ではなく、子供の

命や将来に関わる重要な課題であり、学校に行

けない状況でも学びを止めない環境づくりが求

められています。高知県では、校内サポートルー

ムや教育支援センター等において、ＩＣＴを活

用した学習環境のための通信環境や端末の整備

が進んでおり、環境面は整えられてきたものと

承知しております。 

 そこで、県内において実際にＩＣＴを活用し

た学習活動により出席扱いとした事例について

教育長にお伺いいたします。 

 また、今後県教育委員会として、不登校の児

童生徒に対するＩＣＴを活用した学習活動をど

のように進めていくのか、教育長の御見解をお

伺いいたします。 

 最後に、不登校の子供たちは、学びたくない

のではなく、今の学校環境では学べないケース

も少なくありません。高知県として、学校に来

られる子供だけを支える教育から、どこにいて

も学びにつながる教育へ転換していく必要があ

ると考えます。特に、中山間地域を多く抱える

高知県だからこそ、ＩＣＴを活用した学びの多

様化は大きな可能性を持っています。県教育委

員会の前向きな対応を強く求め、オンライン学

習支援の質問といたします。 

 次に、県立高校の統廃合と地域維持の関係に

ついて教育長にお伺いいたします。現在、高知

県では、急速な少子化が進行しております。県

内の多くの県立高校では定員割れが続き、今後

学校再編や統廃合の議論は避けて通れない状況

にあることは私も理解しております。しかし、

私は、この問題を教育行政の効率化の視点だけ

で議論するべきではないと感じております。 

 地方において、県立高校は単なる教育機関で

はありません。地域の若者が地元に残る最後の

拠点であり、地域経済、さらには地域コミュニ

ティーそのものを支える存在でもあります。実

際に、高校がなくなった地域では、若い世代の

流出が加速し、地域の活力低下につながった例

は全国各地で見られます。 

 特に、高知県の中山間地域では、高校がある

かどうかが、その地域に子育て世代が住み続け

られるかどうかに直結している現実があります。

私は、今後の高校再編は、生徒数が減ったから

統合するという単純な議論ではなく、地域をど

う残すのかという視点で考えるべきであると思

います。 

 そこで、県教育委員会は、今後の県立高校再

編について単純な統廃合や効率化ではなく、地

域維持といった観点をどのように位置づけてい

るのか、教育長にお伺いいたします。 

 地域維持のためには、従来型の普通科中心の

発想だけでなく、ＩＴ教育や映像・コンテンツ

分野、ｅスポーツなど、それぞれの学校で特性

を生かした特色校化を進めることで、地域外か

らも生徒を呼び込む発想が必要ではないでしょ
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うか。また、オンライン教育や企業連携をさら

に強化していくことで、小規模校でも新たな教

育モデルを構築できる可能性は十分にあると考

えます。 

 小規模校を地域の拠点として、特色ある学校

づくりによって地域活性化にどのようにつなげ

ていくのか、教育長の御所見をお聞かせくださ

い。 

 次に、県立高校の特色づくりと地域維持に関

連して、窪川高校の事例について申し上げます。

窪川高校では、以前活動していた野球部が一時

期途絶えていたものの、近年熱意ある指導者や

有望な生徒が集まり、野球部を再び盛り上げて

いこうという機運が生まれていると伺っており

ます。特に、現在の１年生の中には将来性のあ

る選手もいると聞いており、こうした生徒たち

が２年、３年へと成長していく中で学校や地域

が一体となって支えていくことができれば、窪

川高校の新たな魅力づくりにつながるものと期

待しております。 

 私は、この動きを単なる一つの部活動の再開

として終わらせるのではなく、窪川高校の魅力

化、地域の活性化、さらには県内の他地域から

も窪川高校で学びたい、窪川高校で成長したい

と思う子供たちを呼び込むための起爆剤として

捉えるべきだと考えます。県立高校の統廃合や

再編が議論される時代だからこそ、地域に残す

べき学校については、単に規模や効率だけで判

断するのではなく、その学校ならではの特色を

磨き、地域と一体となって魅力を高めていく視

点が必要であります。 

 窪川高校の野球部再開の動きは、地域の子供

たちに夢と目標を持たせるため、地域の高校を

どう支え、ひいては若者の県外流出をどう防い

でいくのかという非常に重要なテーマを含んで

おります。これは窪川高校に限ったことではあ

りません。県としても、このような地域の前向

きな動きをしっかりと受け止め、学校、市町村、

地域団体、民間企業などと連携しながら、窪川

高校のように学校の魅力化と地域の活性化につ

なげていただくことを強く提言いたします。 

 私は、学校の部活動は学校の活性化、魅力化

にとって大切な要素だと考えています。しかし

ながら、残念なことに、雨天時の屋内練習環境

が充実していないために、県内の有望な中学生

が県外の高校へ進学する例もあると聞いており

ます。こうしたことは、高校スポーツの問題に

とどまらず、若者の県外流出、地域の担い手不

足、県立高校の魅力低下にもつながる大きな問

題だと感じています。 

 高校の部活動の魅力は練習環境だけの問題で

はありませんが、魅力ある練習環境に対抗でき

る質の高い練習内容が県立高校には必要だと思

います。窪川高校の取組はあくまで一例ではあ

りますが、こうした県と市町村とが一体となっ

た取組こそ現在求められていることだと感じて

います。そして、この機運をさらに高めていく

ことが、中山間地域などの学校を応援すること

に最も効果があるのではないでしょうか。 

 そこで、教育長にお伺いいたします。高校の

魅力化、特色化の一つに部活動の活性化も大切

だと考えますが、現在本県ではどのような魅力

ある部活動があるのか、また今後県ではどのよ

うに取り組んでいこうと考えているのか、教育

長にお伺いいたします。 

 次に、学校における情報セキュリティー対策

についてお伺いいたします。５月28日、高知市

立神田小学校において、校内の共有パソコンが

外部から遠隔操作され、関係者約1,850人分の個

人情報が漏えいした可能性があるという事案が

発生しました。この事案は高知市立の学校で起

きたことではありますが、私は、この問題は単

なる一学校のミスではなく、どの学校でも生じ

るおそれのある情報セキュリティーの重大な危
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機として捉えております。 

 今回の神田小学校の事案では、パソコン上に

表示されたうその警告画面を教員が信じてしま

い、その画面に記載された電話番号に連絡して、

そのまま指示に従って操作してしまったと聞い

ています。このようなサポート詐欺型の手口に

だまされてしまった背景には、学校現場におい

て情報セキュリティーに関する意識や知識が必

ずしも十分ではなかったことも指摘され得るの

ではないかと考えます。 

 学校現場で扱われる情報の中には、守られる

べき重要な個人情報も多数含まれており、それ

らの情報は適正に取り扱われなければなりませ

ん。個人情報に当たるデータを取り扱う以上は、

そのようなデータの保存場所や保存期間を適切

に設定した上で、管理の責任を負う者を決める

など、しっかりとしたルールを策定し、着実に

運用する必要があると思います。また、万が一

学校で使用しているパソコン上に不審な画面が

表示されたり不正なアクセスが疑われる事態が

生じた場合には、端末の隔離やネットワークの

遮断、教育委員会、警察、専門機関との適切な

連携が必要であることは言うまでもありません。 

 このような事案発生時の対応をスムーズに行

うためにも、どのような詐欺行為、不正アクセ

スの手口が存在しているのかを教職員が知って

おくことが重要です。人ごとと思わずに、これ

までに実際に生じた被害の事案を学んだり、流

行している不正アクセスの手口を知っておくこ

とが求められるでしょう。 

 生徒たちの個人情報を守る責任は重大です。

このため、各学校の管理運営を担う教育委員会

には、現場の先生方に気をつけてくださいと注

意喚起するだけでなく、データの取扱ルールの

策定、徹底などによる情報管理意識の向上や、

不正アクセスの手口などに関する最新知識の共

有を図っていただきたいと思います。 

 このような観点から、県教育委員会として、

各学校における情報セキュリティーの確保に向

けてこれまでどのように取り組んできたのか、

また今後さらにどのように取り組むのか、教育

長の御所見をお伺いいたします。 

 中山間地域の小規模な市町村教育委員会は職

員数も少ないため、学校における情報資産の取

扱ルールの作成や、教職員への研修の実施、技

術的な相談への対応といった一定水準以上のセ

キュリティー対策を単独で実施するのは難しい

状況にあるのではないでしょうか。そういった

小規模な市町村教育委員会に対して、県が積極

的に関わって支援することも必要であると考え

ます。 

 県として、小規模な市町村教育委員会に対し

て支援を行ったり、その役割を補完する取組を

実施することが必要だと思いますが、教育長の

所見をお伺いいたします。 

 最後に、客引き、ぼったくり問題についてお

伺いいたします。 

 高知県には、昭和38年10月１日に公布され令

和６年12月26日に最終改正された、高知県公衆

に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止

に関する条例、いわゆる迷惑防止条例がありま

す。その第８条に、不当な客引き行為等の禁止

が明記されています。 

 私が過去にこの問題を取り上げたのは、令和

元年の９月議会でした。当時の宇田川県警本部

長は、平成28年には20件あったものの近年は減

少しつつある、本年は現在までに受理したもの

は２件です、昨年は２件２名、今年は２件２名

を迷惑防止条例または風俗営業適正化法違反で

客引き行為で検挙したとの答弁でした。 

 その後、県警察として、客引きの取締りや、

客引きを行わせている悪質な風俗営業店の検挙、

制服警察官による警戒活動、高知市と共同で年

末の繁華街防犯パレードなどの取組を行ってい
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ることは承知しています。しかしながら、現在

も高知市の中心繁華街には多数の客引きがたむ

ろしており、県民からも、これら客引きに迷惑

をしているという声が聞こえております。さら

に、近年では客の意図していない高額料金の請

求、いわゆるぼったくりを行う店舗があるとい

うことや、県外からの観光客がこのような悪質

な店舗の被害に遭う事例も増えているというこ

とも聞き及んでおります。 

 このようなぼったくりについて、東京都をは

じめとする１都１道１府５県において、いわゆ

るぼったくり条例が制定されておりますが、実

際にはこれらの不当な勧誘や取立ての立証は難

しいようです。やはりぼったくりに対する有効

な手だては、まずその温床となっている客引き

をさせないこと、そしてこれら客引きから客の

あっせん、紹介を受けた店を処罰するなど、店

側に対する方策が必要だと思われます。 

 そこで、県警本部長に、県警としての不当な

客引き行為への対策の現状と今後の取組方針に

ついてその所見を伺います。 

 現在、高知市では、風営適正化法や県の迷惑

防止条例だけでは対応し切れないいわゆる客待

ちや、紹介、あっせんを装った悪質な客引き行

為の撲滅に向け、高知市議会の横山公大市議が

中心となり、議員提案で条例制定に向け民間団

体と精力的に取り組んで、高知市独自の条例制

定を検討している動きがあると承知しておりま

す。中心繁華街における客引きやこれを温床と

するいわゆるぼったくり被害は、単に一部店舗

や一部通行人の問題にとどまらず、観光地高知

のイメージを大きく損なう深刻な問題です。県

警としても、風営適正化法や県条例による取締

りだけでなく、高知市が独自に条例を制定する

場合には、その実効性を高めるため、県警の立

場から必要な助言や情報提供、取締り体制の連

携が不可欠であると考えます。 

 そこで、警察本部長にお伺いいたします。高

知市が制定を検討している条例が形だけのもの

に終わることなく、実際に不当な客引き行為の

排除につながるよう、県警として高知市とどの

ように連携を行っていくお考えなのか、お伺い

いたします。 

 最後に、この数年繁華街や商店街に激増して

いる風俗無料案内所については、その多くが客

引きグループの隠れみのであったり、ぼったく

り店が自分の店に誘導するために出店している

と聞いております。 

 そこで、風俗案内所の公安委員会への届出制

を導入し、違法、無届けの店を風俗案内所が紹

介することを防ぐ仕組みを構築して、不当な客

引き行為の抑制につなげる必要があると思うの

ですが、警察本部長の御所見をお聞かせいただ

き、第１問といたします。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 上田議員の御質問にお答

えをいたします。 

 まず、観光博覧会におきましてどのように県

内各地域に誘客を図っていくのかとお尋ねがご

ざいました。 

 このたびのドラマ化を最大限生かせますよう

に博覧会の開催前から、ジョン万次郎のふるさ

と高知の魅力を全国さらに海外に向けて強力に

発信いたしまして、官民一体となって誘客に努

めたいと考えております。博覧会の開催に当た

りましては、県内に広く誘客効果を波及させて

いく必要がございますので、戦略的に大きく３

つの階層に分けて、県内全域での観光振興に取

り組んでまいります。 

 まず、第１層目でございますが、これがコア

となる施設ということであり、誘客の要といた

しましてジョン万次郎資料館や足摺海洋館SATO

UMI、坂本龍馬記念館、キラメッセ室戸鯨館など

を位置づけまして、全国から多くの観光客を呼
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び込みます。そして、中村駅や高知駅など主要

な交通結節点の周辺施設の案内機能を充実させ

まして、この第１層、コア施設で集客した方々

を各地域の第２層に送り出す、そうした形を取

りたいと思います。 

 この第２層でございますが、ジョン万次郎ゆ

かりの地や幕末をはじめとする歴史施設と、どっ

ぷり高知旅キャンペーンで売り出している体験

プログラムとを連動させて、観光客を受け入れ

るという仕掛けを試みたいと考えます。例えば、

東部エリアの中岡慎太郎館を訪れた方が、地元

の方に教わりながらユズ狩りを体験した後、田

舎ずしを食べるといった形での企画によりまし

て、ジョン万次郎ゆかりの地の観光とどっぷり

高知旅キャンペーン地域の特色を生かした長期

滞在を目指すキャンペーンでございますが、こ

れとの連動をしていってはどうかというふうな

構想を持っております。 

 次の第３層目には、これまで磨き上げてきま

したそれぞれの地域の核となるそれぞれの観光

施設あるいは自慢の食、草花のスポットなどを

総動員いたしまして、魅力のある観光コンテン

ツ群として各エリアに位置づけてはどうかと考

えております。第２層に訪れた方々に対しまし

て、地域の観光協会がエリア内にあります第３

層のコンテンツへの周遊を促して、さらなる滞

在時間の延長につなげてまいります。 

 こうした３層構成によりまして、多くの県外

観光客を受け入れて、中山間地域への周遊も促

進をし長期滞在を図っていく、こうしたシナリ

オで県内各地に大河ドラマの効果を広げてまい

りたいと考えております。 

 次に、この博覧会におけます市町村への支援

方針につきましてお尋ねがございました。 

 大河ドラマジョン万の放送によります誘客効

果を一過性のものに終わらせることなく、持続

的な観光振興につなげていくことが重要である

と考えております。この点は議員と同意見でご

ざいます。こうした考え方を市町村と共有いた

しまして、県全体の観光の底上げを図りながら、

博覧会後も各地域への誘客が続く、そうした仕

組みを構築する必要があります。 

 まず、ジョン万次郎ゆかりの地のある市町村

に対しましては、ドラマの世界観あるいは本物

の歴史が体感できる関連施設の充実に加えまし

て、史跡等の環境整備への支援を検討いたして

おります。また、大河ドラマを契機とした観光

戦略を検討されています市町村に対しましては、

県からアドバイザーを派遣いたしまして、それ

ぞれの地域の実情に応じた伴走型の支援をする、

こういったことを検討いたしております。具体

的には、幕末関連の観光資源に加えまして、地

域ならではの食や自然などの魅力を体験してい

ただける周遊ルートあるいは観光商品の造成な

どの助言、提案を行います。 

 さらに、県内で御活躍をされておりますガイ

ドの皆さんが、ジョン万次郎の物語あるいは県

内の幕末の偉人とのつながりを分かりやすく伝

えられますように、学ぶ機会を提供してまいり

ます。 

 こうした市町村の取組を人的、財政的に支援

いたしまして、博覧会を契機とした誘客効果を

持続的な観光振興につなぐ、それを通じて観光

消費額の拡大につながる、そうした仕組みづく

りを進めてまいりたいと考えております。 

 私からは以上であります。 

   （観光振興スポーツ部長小西繁雄君登壇） 

○観光振興スポーツ部長（小西繁雄君） まず、

通訳ガイドを今後どのように育成していくのか

とのお尋ねがございました。 

 本県への外国クルーズ船は、今年度も100隻程

度の寄港が予定されており、多くの外国人観光

客が県内各地を訪れるものと見込んでおります。

こうした観光客の皆様に高知での旅を満足して
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いただくためには、本県の文化や歴史、食、自

然などの魅力を分かりやすく外国語でお伝えす

るガイドの役割が大変重要と考えております。 

 このため、県では、通訳ガイドのスキルに加

えまして、本県の歴史や伝統文化などを学ぶ地

域通訳案内士の育成研修を実施しており、現在

133名の方に登録をいただいております。 

 地域通訳案内士の登録者は増加する一方で、

クルーズ船の現場では大型バスツアーに対応す

る方が限られており、県内だけでは必要な人数

を確保できないといった状況がございます。県

が行った地域通訳案内士への聞き取り調査では

大型バスツアーのガイドを行うことに対しまし

て、一度に多くの観光客を案内する自信がない、

時間管理や安全管理に不安があるとの声があり、

最初の一歩を踏み出せないといった課題が見え

てまいりました。 

 このため、今年度の育成研修では、新たに集

合時間などの行程管理や危機管理のマニュアル

を作成し、それを基に高知城や五台山での実際

の大型バスツアーを想定した模擬研修を実施し

てまいります。 

 このように、地域通訳案内士の不安を取り除

き、現場での活躍を後押ししていくことで、ク

ルーズ客の満足度を高めてまいります。 

 次に、クルーズ客の観光ルートをどのように

拡大していくのか、お尋ねがございました。 

 クルーズ船は、県内で観光できる時間が６時

間程度に制約されるケースが多いことから、高

知市中心商店街を自由に観光するフリープラン

や、大型バスで港から比較的近い観光地を巡る

ツアーが主流となっております。 

 県では、観光ルートを拡大するため、広域観

光組織などと定期的に協議を行い、効率的に周

遊できるモデルコースづくりや、団体客の受入

れが可能な施設の掘り起こしなどを行っている

ところです。また、観光コンベンション協会と

連携し、船会社や旅行会社へのセールスやモニ

ターツアーの実施、旅行会社と広域観光組織と

の商談会の開催を継続的に行っております。 

 こうした取組を重ねてきた結果、現在の訪問

先は、高知城や桂浜の定番コースに加えまして、

東部ではモネの庭や室戸世界ジオパーク、中部

では絵金蔵や酒蔵見学、西部では佐川町や名越

屋沈下橋など、県内50か所以上にまで広がって

まいりました。 

 今後は、こうした取組に加えまして、台湾の

定期チャーター便の大型バスツアーで人気のあ

る隈研吾建築群や、ごめん・なはり線の車窓観

光など、船会社や旅行会社に積極的に提案して

まいります。このようにして、引き続きクルー

ズ客の観光ルートの拡大を図り、クルーズ船の

効果が県内各地に広がりますよう取り組んでま

いります。 

   （農業振興部長橋本卓夫君登壇） 

○農業振興部長（橋本卓夫君） まず、ブロイラー

産業を核とした産業クラスター形成の可能性に

ついてお尋ねがございました。 

 ブロイラー産業を核とする産業クラスターは、

生産者をはじめ、飼料会社や食肉事業者など地

域の関係事業者が連携し、それぞれの強みを生

かしながら、付加価値の向上や地域内での経済

循環につなげていく取組であります。 

 こうした取組は、ブロイラー産業の振興に大

きく寄与するものと考えますが、本県のブロイ

ラー農場は中小規模の経営体が大部分を占め、

飼育規模や経営状況なども異なることから、県

内一律に展開するには一定の時間を要するもの

と考えています。 

 一方で、こうした取組は、農林水産省の進め

る畜産クラスター事業の方向性と共通するもの

であります。お話のあった大月町では、令和２

年度に畜産クラスター計画が策定され、この計

画に基づき、スマート畜産技術の導入や飼料用
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米の活用、ブランド鶏の流通など、生産から流

通まで関係事業者が連携した取組が進められて

いるところです。 

 このため、まずは大月町における畜産クラス

ターの取組を着実に推進し、その成果やノウハ

ウを蓄積しながら、各地域の実情に応じた情報

提供や技術導入支援などを通じて取組の拡大に

つなげてまいります。 

 次に、大月町での先進的なスマート畜産の取

組をどのように横展開するのかとのお尋ねがご

ざいました。 

 大月町の大規模ブロイラー農場では、餌や飲

み水の管理に加え、温度や湿度などの飼育環境

も一元的に管理する先進的なシステムが導入さ

れています。例えば餌については、貯蔵タンク

の残量や鳥の食べる量を24時間監視して、餌の

補充を自動で行うほか、食欲の低下などの異常

を早い段階で把握できるシステムとなっており、

効率的な飼育管理と生産性の向上につながって

います。 

 一方で、先ほど申し上げましたとおり、県内

のブロイラー農場は中小規模の経営体が大部分

を占めていますので、大月町の先進事例をその

まま導入するのではなく、それぞれの農場の規

模や経営に合った技術を取り入れていくことが

大切であると考えています。 

 このため、県では、県内外の優良事例につい

て各農場の実情に応じて情報提供や研修を行う

とともに、国や県の事業によりスマート技術の

導入を支援しているところです。こうした取組

により、奈半利町や中土佐町の農場では、餌や

飲み水の補給を自動で行う装置や空調の管理シ

ステムが導入されています。 

 今後も、優良事例で得られた知見を広く共有

するとともに、各農場に合ったスマート技術の

導入を着実に進めることで、県内ブロイラー産

業全体の生産性の向上と経営基盤の強化につな

げてまいります。 

   （文化生活部長依光香代子君登壇） 

○文化生活部長（依光香代子君） まず、食べ残

し持ち帰り促進ガイドライン及びmottECOについ

てお尋ねがございました。 

 このガイドラインは、宴会や外食時の食べ残

しの持ち帰りについて、飲食店と顧客の双方の

注意事項を整理して衛生面などのリスクの低減

を図ろうとするものです。また、mottECOは、印

象に残るキャッチフレーズと愛らしいロゴによ

り持ち帰りを啓発するものです。いずれも、食

べ残しを発生させないための意識の変化や行動

につなげる効果的な取組だと考えております。 

 一方で、飲食店の方々からは、持ち帰りに対

して慎重な御意見もいただいております。特に

宴会などでは、刺身など持ち帰りに適さない料

理が多いことや、飲酒状態のお客様に持ち帰り

は自己責任で行っていただくことを伝えること

が難しいなど、持ち帰りはリスクや負担が大き

いといった課題をお聞きしています。 

 県では、持ち帰りなどの取組を高知県食品ロ

ス削減推進計画に位置づけ、ホームページなど

により、ガイドラインやmottECOの周知を図って

きたところです。今後は、課題も踏まえまして、

飲食店などが行っているよい事例などを収集し

て広報することで取組を促していきたいと考え

ております。 

 次に、外食時の食品ロス削減に向けた取組に

ついてお尋ねがございました。 

 外食時の食品ロス削減については、飲食店、

顧客の双方が適量を注文し提供することを心が

ける食べ切りと、食べ残しの持ち帰りが有効な

方法とされています。 

 このうち、持ち帰りについては先ほど申し上

げた課題もあることから、県としましては、ま

ずは飲食店、顧客の双方の負担が少なく取り組

みやすい、食べ切りの推進に重点を置いて取り
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組むこととしております。具体的には、宴会に

おける乾杯から30分間とお開きの前の10分前は

御自分の席で料理を楽しみ、食べ残しを減らす

ことを目的とした3010運動について、今年度ポ

スターなどの啓発物を作成し、飲食店や宴会場

などに配付して普及啓発を図ります。 

 また、議員からお話のありました高知市の食

べきり協力店登録制度は、食べ残しの削減に積

極的に取り組む飲食店などをホームページで紹

介し、お店選びの参考にするよう呼びかけてい

るものです。 

 県としましては、3010運動の推進とともに、

高知市の制度も参考に、より効果的となるよう

な普及・啓発を進めていきます。こうした取組

により、県民や飲食店などの皆様の食品ロス問

題への理解と積極的な行動を促し、食品ロスの

削減に取り組んでまいります。 

   （土木部長横地和彦君登壇） 

○土木部長（横地和彦君） 測量設計等の委託業

務における入札参加の考え方と、現在の入札制

度をどのように評価しているのかについてお尋

ねがございました。関連いたしますので、併せ

てお答えをいたします。 

 県が発注いたします測量設計委託業務におけ

る入札参加につきましては、議員からお話があ

りましたとおり、受注機会の確保、県内経済へ

の波及、技術力の維持・向上という観点から、

まずは県内事業者への発注を優先することを基

本としております。 

 このため、発注案件の技術的難易度に鑑み、

県内事業者で履行可能な案件につきましては、

県内事業者のみを対象とした競争入札を原則と

しております。ただし、一定の技術力が必要な

案件で、県内事業者だけでは履行可能と見込ま

れる事業者の数が限られる場合には、入札不調

を回避する観点等から、県外事業者の参加を認

める場合もございます。 

 このように、県内事業者の受注機会を最大限

確保することを念頭に入札参加要件を設定して

おりますことから、現在の入札制度はおおむね

妥当であるというふうに考えております。なお、

この入札制度につきましては、固定的なもので

はなく、県内事業者の技術力向上の状況などを

見極めながら適時見直しを行っていく必要があ

るものと考えております。 

 今後におきましても、関係団体等の御意見も

伺いながら、県内事業者の受注機会のさらなる

確保や県内経済への波及、技術力の維持・向上

につながる入札制度となるよう努めてまいりま

す。 

   （教育長今城純子君登壇） 

○教育長（今城純子君） まず、県立高校におけ

る入学後の学力格差、また学習支援や高校教育

の質の維持、教員の負担軽減に向けた対応につ

いてお尋ねがございました。関連しますので、

併せてお答えします。 

 高校入学後に各校で実施する学力定着把握検

査において昨年度、義務教育の学び直しが必要

とされるいわゆるＤ３層の生徒は、県全体で18.8

％という結果になっています。このことから、

義務教育段階の学習が改めて必要な生徒が一定

数在籍しており、多様な学力層の生徒への対応

に当たる教員の負担も推察されるところです。 

 このため、各学校では、習熟度別授業による

学力に応じた指導に加え、授業の中で生徒の学

びをサポートする学習支援員の配置や、生徒の

理解度に合わせた学習ができるデジタルドリル

の活用などを通して、基礎学力の定着に取り組

んできています。さらに、本年度からは、生徒

の学習意欲の向上や学習習慣の定着を目的とし

て、退職教員や大学生などが放課後に定期的な

面談や個別支援を行うエンカレッジティー

チャー事業もスタートさせたところです。 

 今後も、これらのＩＣＴや学習支援員等の外
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部人材も活用した取組を通じて、教員の負担軽

減を図りながら、入学後の生徒の学習支援を行っ

てまいります。 

 次に、高校入学後の生徒支援の在り方につい

てお尋ねがございました。 

 県立高校では、これまでも生徒一人一人の個

性や学力状況等を踏まえながら、卒業後の進路

を意識した丁寧な指導・支援を行ってきていま

す。特に高校への入り口段階では、中高の円滑

な接続のため、高校入試の合格発表後、高校の

教員が中学校に学校生活の様子などについて聞

き取りを行い切れ目のない支援に役立てていま

す。また、定期的に生徒支援会議を開催し、教

員間で生徒の生活面や学習面についての情報共

有や支援策の検討など、きめ細かい生徒支援の

実施につなげています。 

 今後も、各校において個々の生徒に寄り添い

ながら、それぞれの卒業後を見通し、学力の定

着や向上を図るとともに、キャリア教育等を通

じて、社会を生き抜く力の育成に取り組んでま

いります。 

 次に、不登校児童生徒の出席扱い等に関する

制度について、市町村や学校にどのような周知

や指導を行ってきたのか、お尋ねがございまし

た。 

 不登校児童生徒の出席扱い等に関する制度

は、自宅や学校外の施設等で行う学習において

一定の要件を満たす場合には、学校長の判断に

より出席扱いとすることができるものです。 

 県教育委員会は、この制度について国の通知

を周知した上で、市町村教育長や学校長、教職

員に対して会議や研修の場で、制度の趣旨や留

意事項を繰り返し発信してまいりました。加え

て、学校現場での運用を支援するため、令和７

年３月には高知県版のガイドラインを策定しま

した。その中で、教育支援センター、フリース

クール、自宅等での学習による出席の取扱いや

ＩＣＴ活用の例を明記し、制度の一層の活用を

促してまいりました。さらに、保護者に対して

は、この制度の理解を促すため、本年４月に文

部科学省が作成したリーフレットを各市町村や

県立学校を通じて配付しています。 

 引き続き、全ての学校でこの制度が適切に運

用されるよう、制度の趣旨の理解促進に向けて

取り組んでまいります。 

 次に、実際にＩＣＴを活用した学習活動によ

り出席扱いとした事例についてお尋ねがござい

ました。 

 児童生徒が自宅等で行う学習を出席扱いとす

るためには、学校と保護者が密接な連携を保っ

ていることや、教員による定期的な対面指導を

通じて学校側も当該児童生徒の学習活動の状況

を把握していることなどが求められます。 

 本県においては、こうした要件を踏まえ、児

童生徒が市町村の教育支援センターにおいて学

校のオンライン授業を視聴したことを出席扱い

とした例や、家庭においてＡＩドリルなどの課

題に取り組んだ学習活動を出席扱いとした例な

どがございます。 

 次に、不登校児童生徒に対するＩＣＴを活用

した学習活動をどのように進めていくのか、お

尋ねがございました。 

 不登校児童生徒に対しては、一人一人の学び

の機会を確保するため、ＩＣＴの活用が有効と

考えております。 

 このため、県教育委員会では、校内サポート

ルームや市町村の教育支援センター、自宅など

の多様な場において、１人１台端末を用いた課

題のやり取りやオンライン学習などを推進して

まいりました。これに加えて、令和７年度から

は心の教育センターで、オンライン上の仮想空

間であるメタバースを活用した取組を開始しま

した。メタバースの中では、子供たちが分身と

なるキャラクターを用いて、スタッフの支援の
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下、個人での学習や交流活動などに自分のペー

スで取り組むことができています。 

 県教育委員会としましては、今後も一人一人

の状況に応じてＩＣＴを有効に活用し、誰一人

取り残さない学びの保障に向けた重層的な支援

の充実を図ってまいります。 

 次に、県立高校再編に関して、地域維持の観

点をどのように位置づけているのか、また小規

模校を地域の拠点として地域活性化にどのよう

につなげていくのかとのお尋ねがございました。

関連しますので、併せてお答えします。 

 高校は地域における重要な生活基盤の一つで

あると考えております。特に中山間地域におい

ては、高校の存続が地域の維持にも関わる大変

重い意味を持つものと認識しております。 

 そのため、中山間地域等の小規模校では、地

域コンソーシアムを構築し、学校の存続のため、

市町村による支援や地域の協力をいただき、ア

クションプランを実行しています。 

 例えば室戸高校は、海外に一番近い高校を打

ち出し、室戸市の支援を受けながら、香港やマ

レーシアなどジオパーク関連の都市との国際交

流を推進しています。また、窪川高校は、国か

らＤＸハイスクールに指定され、四万十町の協

力も得ながら、高度な情報機器を備えたラボを

設置し地域の方と協働して先端的な教育に取り

組んでいます。 

 こうした魅力化、特色化の取組により、県立

高等学校振興再編計画策定以前と比較して入学

者数が増加している学校もあり、地域のにぎわ

い創出にもつながっています。 

 県教育委員会としては、このような成果のあっ

た好事例を地域コンソーシアムで共有、普及す

ることで、地域の活性化につなげてまいります。 

 次に、県立高校の部活動の魅力化に関し、そ

の現状と今後の取組についてお尋ねがございま

した。 

 議員からお話のありました窪川高校における

野球部の復活など、部活動が活性化することは、

学校の魅力や特色を高め、地域にも活力をもた

らすものだと考えております。 

 現在、県内では多くの高校で、市町村や地域

と連携した部活動の活性化に取り組んでおりま

す。例えば、四万十川の豊かな流れを生かした

中村高校西土佐分校のカヌー部や、専門性を

持った地域の人材を生かした清水高校のテニス

部などでは、全国大会に出場するといったすば

らしい活躍を見せています。また、大方高校で

は、地元自治体による外部指導者の招聘により、

女子サッカー部が注目され入学者数も増加して

います。 

 県教育委員会としましては、こうした各校の

部活動の魅力化を後押しするため、専門的指導

のできる外部指導者の配置やクラウドファン

ディングによる環境整備に努めています。また、

本年度は、地元市町村が行う各校の部活動を活

性化するための取組に対する財政支援を拡充す

るとともに、地域づくりの専門家による伴走支

援も行うこととしております。 

 今後も、部活動のさらなる魅力化に向け、地

元市町村と連携して取り組んでまいります。 

 次に、学校における情報セキュリティー対策

の確保に向けた取組についてお尋ねがございま

した。 

 校務のデジタル化が進む中、個人情報など重

要な情報資産を保護しながら安全・安心に教育

活動を行うためには、情報の適正な取扱いに関

するルールを確立することが必要です。 

 このため、県教育委員会では、昨年度県立学

校における情報の取扱いの基本的なルールとし

て高知県版の教育情報セキュリティポリシーを

策定し、その確実な遵守を促してきたところで

す。また、各市町村教育委員会に対しても、情

報セキュリティーポリシーを策定する必要性や
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県のポリシーの内容を丁寧に説明するなどの支

援をしております。 

 さらに、不正アクセス被害の防止の観点から、

県教育委員会では、県内での事案の発生や警察

からの情報提供を受けて各県立学校や市町村教

育委員会への迅速な情報提供に努めてまいりま

した。今回の高知市内の小学校で生じた事案に

際しても、事案の発覚後速やかに県内の学校等

に注意喚起を行うとともに、高知県警の協力を

得て被害が多発している不正アクセスの手口に

関する資料の提供を行っております。 

 今後も、学校における情報セキュリティー対

策の徹底を図るため、各学校や市町村からの相

談に丁寧に応じるとともに、警察等の専門機関

と連携して、最新の知見の収集、発信等に努め

てまいります。 

 最後に、小規模な市町村教育委員会における

情報セキュリティー対策への支援についてお尋

ねがございました。 

 小規模な市町村教育委員会においては、情報

資産の取扱いなどについて、所管する学校から

寄せられる専門的、技術的な相談への対応が難

しい場合も考えられます。 

 このため、県教育委員会では、各市町村教育

委員会から日常的に情報セキュリティーやデー

タの取扱いに関する相談を受け付けており、今

後とも丁寧に課題の解消に協力してまいりたい

と考えています。また、学校現場で実際に個人

情報を含むデータを取り扱う各教職員に対して

は、教職員の経験年数ごとに実施する悉皆研修

の中で、遵守すべき服務の一環として情報セキュ

リティー意識を向上させるよう取り組んでいま

す。 

 県教育委員会としては、各市町村において十

分な情報セキュリティー対策が講じられるよう

支援することは大変重要と考えており、各市町

村のニーズもお聞きしながら、より効果的な支

援の在り方を引き続き研究してまいります。 

   （警察本部長岩田康弘君登壇） 

○警察本部長（岩田康弘君） まず、客引き行為

への対策の現状等についてお尋ねがございまし

た。 

 県警察では、客引きについて、令和６年、令

和７年ともに、高知県迷惑防止条例違反で２件、

２名の被疑者を検挙しており、本年２月には検

挙した客引き被疑者の供述を端緒として、当該

被疑者に違法な客引きを行わせていた風俗営業

店の営業者を無許可営業及び客引きの事実によ

り検挙するなど、客引きと共生関係にある店舗

についても取締りを実施しております。 

 また、風俗営業店に対しては、立入りを実施

し禁止事項や遵守事項等の違反があれば厳正な

対処を実施しているところでありますが、客引

きへの苦情をはじめとする繁華街の治安を危惧

する声を受け、令和７年には県下の社交飲食店

に対し54件の立入り、35件の行政処分を行って

おります。 

 このほか、客引き行為を抑止するため、令和

６年からゴールデンウイークや年末等、人出が

多い時期を選定し、高知市中心部の繁華街にお

いて制服警察官による警戒活動を実施しており、

本年６月には移動交番車を活用し、客引き行為

に対する注意喚起を行っております。 

 県警察としては、関係法令に基づき、悪質な

客引きの取締りを一層強化するとともに、風俗

営業店等に対する立入りを積極的に実施するほ

か、高知市や商店街と一体となった各種の広報

啓発活動などにより、客引き行為の抑止を含め、

繁華街の安全・安心の確保に努めてまいります。 

 次に、高知市が検討している条例をめぐる高

知市との連携についてお尋ねがございました。 

 高知市は独自条例の制定を検討しており、県

警察としては当該条例の制定に向けた勉強会に

参加し、県警察で把握している客引き行為等が
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行われた区域等について高知市と情報共有を

図っているところでございます。 

 今後とも、当該条例が客引き行為等の抑止に

実効性のあるものとなるよう、繁華街における

客引き行為等の実態把握に努め、情報共有を行

うなど、高知市と連携してまいります。 

 最後に、風俗案内所の届出制度の構築につい

てお尋ねがございました。 

 近年、高知市中心部の繁華街において、無料

案内所と称する社交飲食店等の風俗営業店への

案内所が増加しております。これら風俗案内所

への客引き、勧誘行為については、現行の高知

県迷惑防止条例第８条違反が適用され得るもの

であり、また無許可の風俗営業店への顧客を紹

介するなどの行為は風営適正化法違反となりま

す。 

 県警察としては、違法行為を助長するなど悪

質な風俗案内所についてはあらゆる法令を駆使

して取り締まるなど、客引き行為等の抑止に努

めてまいります。その上で、他府県において運

用中の風俗案内所の届出制度に係る条例につい

て、客引き行為等の抑止の観点から、有効性、

実効性について調査研究してまいりたいという

ふうに考えております。 

○９番（上田貢太郎君） 執行部の皆様方には本

当にそれぞれ前向きで丁寧な御答弁をいただき

ましてありがとうございました。２問目はいた

しませんが、２点要望させていただきたいと思

います。 

 １点目は、ジョン万放送による効果を最大限

生かすための官民の取組についてでございます。

2028年、ＮＨＫの大河ドラマが始まってジョン

万が大ブームになって、幡多地域に多くの観光

客が流れても、飲食・宿泊施設が足りないとい

う問題が発生します。 

 そこで今、清水、あしずり港に客船を浮かべ

て観光客を受け入れるプランを経済同友会のメ

ンバーと今進めております。あしずり港は、過

去には6,000トン級のフェリーの受入れ実績もあ

りますし、水深も4.5メートルほどと確認できて

おりますから、中型の船なら問題はないと考え

ます。これが成功すれば、今後国内各地で行わ

れるイベントにも提案できますし、災害時の海

上避難訓練も兼ねた大変意味のある試みと私は

捉えております。県として、でき得る限りの協

力体制をぜひお願いしたいと思います。 

 それともう一点、客引き、ぼったくり問題に

ついて。実は私２度被害に遭っています。高知

県内ではないですけれども国内、海外で２回遭

いまして、本当に命の危険を感じました。そう

いったことで、先ほど本部長からは前向きな答

弁をいただきましたけれども、今回のこの高知

市が制定する、検討している条例が、本当に、

形だけのものに終わることのないように、ぜひ

連携を取っていただくことをお願い申し上げま

す。 

 以上、全ての質問といたします。ありがとう

ございました。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、本日の議

事日程は終了いたしました。 

 明３日の議事日程は、議案に対する質疑並び

に一般質問であります。開議時刻は午前10時、

本日はこれにて散会いたします。 

   午後４時17分散会 
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 令和８年７月３日（金曜日） 開議第５日 
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       ３番  戸 田 宗 崇 君 

       ４番  上 治 堂 司 君 

       ５番  桑 鶴 太 朗 君 

       ６番  土 森 正 一 君 

       ７番  槇 尾 絢 子 君 

       ８番  久 保 博 道 君 

       ９番  上 田 貢太郎 君 

       10番  今 城 誠 司 君 

       11番  金 岡 佳 時 君 

       12番  下 村 勝 幸 君 

       13番  田 中   徹 君 
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       18番  弘 田 兼 一 君 

       19番  明 神 健 夫 君 

       20番  三 石 文 隆 君 

       21番  畠 中 拓 馬 君 

       22番  依 光 美代子 君 

       24番  西 森 美 和 君 

       25番  寺 内 憲 資 君 

       26番  西 森 雅 和 君 

       27番  䬢 口 秀 洋 君 

       28番  水 野 雪 絵 君 

       29番  岡 﨑 哲 也 君 

       30番  岡 田 竜 平 君 

       31番  坂 本 茂 雄 君 

       32番  は た   愛 君 

       33番  細 木   良 君 

       34番  岡 田 芳 秀 君 

       35番  岡 本 和 也 君 

       36番  中 根 佐 知 君 

       37番  塚 地 佐 智 君 

欠 席 議 員 

       な   し 

 

―――――――――――――――― 

 

説明のため出席した者 

  知     事  濵 田 省 司 君 

  副  知  事  西 森 裕 哉 君 

  総合企画部長  小笠原 直 樹 君 

           濱 田 憲 司 君 

  総 務 部 長  永 渕 智 大 君 

  危機管理部長  江 渕   誠 君 

  健康政策部長  藤 野 晋太郎 君 

           近 藤 由 佳 君 

  文化生活部長  依 光 香代子 君 

           濱 田 美和子 君 

  商工労働部長  大 原 英 樹 君 

           小 西 繁 雄 君 

  農業振興部長  橋 本 卓 夫 君 

           坂 田 省 吾 君 

  水産振興部長  山 下   修 君 

  土 木 部 長  横 地 和 彦 君 

  会 計 管 理 者  池 上 隆 章 君 

  公営企業局長  中 嶋 真 琴 君 

  教  育  長  今 城 純 子 君 

  人 事 委 員 長  門 田 純 一 君 

           澤 田 昌 宏 君 

  公 安 委 員 長  松 尾 晋 次 君 

  警 察 本 部 長  岩 田 康 弘 君 

  代表監査委員  和 田  男 君 

           梅 森   実 君 

子 ど も ・ 
福祉政策部長 

産 業 振 興 
推 進 部 長 

観 光 振 興 
スポーツ部長 

林 業 振 興 ・ 
環 境 部 長 

人 事 委 員 会 
事 務 局 長 
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―――――――――――――――― 

 

事務局職員出席者 

  事 務 局 長  猪 野 貴 之 君 

  事 務 局 次 長  大 﨑 和 幸 君 

  議 事 課 長  飯 田 志 保 君 

  政策調査課長  溝 渕 松 男 君 

  議事課長補佐  谷 内 恵 美 君 

  主     幹  元 吉 博 子 君 

        

――――  ―――― 

 

議 事 日 程（第５号） 

   令和８年７月３日午前10時開議 

第１ 

 第 １ 号 令和８年度高知県一般会計補正予算 

 第 ２ 号 職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ３ 号 公益的法人等への職員の派遣等に関

する条例の一部を改正する条例議案 

 第 ４ 号 高知県税条例の一部を改正する条例

議案 

 第 ５ 号 高知県地方活力向上地域における県

税の特例措置に関する条例の一部を

改正する条例議案 

 第 ６ 号 高知県指定障害児通所支援事業者等

が行う障害児通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例議

案 

 第 ７ 号 高知県認定こども園条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ８ 号 高知空港国際線ターミナルビルの指

定管理者の指定に関する議案 

 第 ９ 号 県有財産（災害対応車両）の取得に

関する議案 

 第 10 号 国道494号（第二川ノ内組橋上部工）

防災・安全交付金工事請負契約の締

結に関する議案 

 報第１号 令和７年度高知県一般会計補正予算

の専決処分報告 

 報第２号 高知県税条例等の一部を改正する条

例の専決処分報告 

第２ 一般質問 

   （１人） 

 

――――  ―――― 

 

   午前10時開議 

○議長（明神健夫君） これより本日の会議を開

きます。 

 

――――  ―――― 

 

質疑並びに一般質問 

○議長（明神健夫君） 直ちに日程に入ります。 

 日程第１、第１号「令和８年度高知県一般会

計補正予算」から第10号「国道494号（第二川ノ

内組橋上部工）防災・安全交付金工事請負契約

の締結に関する議案」まで並びに報第１号「令

和７年度高知県一般会計補正予算の専決処分報

告」及び報第２号「高知県税条例等の一部を改

正する条例の専決処分報告｣､以上12件を一括議

題とし、これより議案に対する質疑並びに日程

第２、一般質問を併せて行います。 

 20番三石文隆議員。 

   （20番三石文隆君登壇） 

○20番（三石文隆君） お許しをいただきました

ので、まず初めに知事の政治姿勢についてお尋

ねいたします。 

 本県の人口がこの10年で１割以上、特に34歳

以下の若年人口が約２割も減少するという極め

て深刻な危機感の下、知事は人口減少への適応
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策として４Ｓプロジェクトを打ち出されました。

この賢い縮小という理念に接したとき、私は土

佐が誇る先駆者、野中兼山のハマグリの逸話を

思い起こさずにはいられませんでした。兼山は、

江戸から持ち帰った貴重なハマグリを目先の空

腹を訴える人々の前で土佐の海に投げ入れまし

た。これは今食べるためではなく、末代までの

土産、子や孫たちへの土産である。この言葉に

凝縮された、目先の利益にとらわれず、100年後

の豊かさを思う利他の精神こそ、まさに４Ｓプ

ロジェクトが目指す地域づくりの原点ではない

でしょうか。 

 現在、知事が進めようとしている消防の広域

化などは、短期的には縮小や負担という形を伴

いますが、持続可能な高知県を次世代に引き継

ぐための令和の種まきであり、賢明な決断であ

ると私は確信をしております。 

 しかし、歴史は同時に厳しい教訓も教えてく

れます。兼山が築いた山田堰などの大事業は、

後世に計り知れない恩恵をもたらした一方で、

完成まで26年もの歳月を要する中で、当時の民

衆からは重い負担に対する非難の声が上がり、

それが兼山の悲劇的な失脚の一因となったとい

う指摘も無視できません。 

 ４Ｓプロジェクトが対象とする分野は、県民

の命と暮らしに直結するものです。対象地域の

住民にとっては、自分の地域が切り捨てられる

のではないかという切実な不安を伴うものでも

あります。大いなる理想を掲げ、大きな改革を

断行するときほど現場との摩擦は激しくなりま

す。だからこそ、知事には、不安や反対の声す

らも、未来をよくするための産みの苦しみとし

て包み込み、数十年後の県民から、あのときの

決断があったから今の高知があると語り継がれ

るような、不朽の成果として成し遂げていただ

きたいと強く願います。 

 知事は、今後県民の不安とどのように向き合

い、合意形成を図っていくのか、困難な時代に

立ち向かう政治家としての合意形成の哲学をお

聞かせください。 

 次に、カスタマーハラスメント対策について

質問いたします。 

 改正労働施策総合推進法により、本年10月か

ら全企業でカスタマーハラスメント対策が義務

化されます。先行して方針を定めている東京都

によると、令和６年度に実施した実態調査の結

果、職員の約半数が過去３年間にカスタマーハ

ラスメントを受けたと回答しています。一部の

利用者や関係者からの過度な要求、あるいは威

圧的な言動により職員の尊厳や心身の健康を著

しく損なう実態が浮き彫りになっています。 

 本県においても県庁職員が同様の苛酷な状況

に置かれ、疲弊し切っていることは想像に難く

ありません。高知県庁は、本年３月にカスタマー

ハラスメント対応基本方針を策定していますが、

本県職員の被害実態をどう認識し、今回の方針

策定に至ったのか、副知事にお伺いいたします。 

 この方針は、単なる事務的なマニュアルであっ

てはなりません。今、求められているのは、副

知事自身が旗を振り、不当な要求には組織とし

て毅然と対応する、職員は私が守るという強い

メッセージを全ての関係者に発することではな

いでしょうか。 

 東京都の基本方針では、対象となる来訪者な

どに議員も含まれていることが明記されました。

私たち議員には県民の負託を受けた監視責務が

ありますが、度を超えた資料提出の要請や、長

時間にわたる説明要求などは公務を停滞させ、

職員の勤務環境を破壊するカスタマーハラスメ

ントになり得るという自覚を私自身もしっかり

と持ち、自らを律する決意であります。 

 この基本方針を議員も含めた関係者に対しど

のような具体的な手段を持って周知徹底し、意

識改革を図っていくおつもりか、副知事の御所
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見をお伺いいたします。 

 次に、教育現場における対応について伺いま

す。現在、教職員が保護者などからの過度な要

求にさらされ、心身ともに疲弊している状況は

極めて深刻です。教員の成り手不足が加速する

中、対策は一刻の猶予も許されません。 

 一方、念頭に置くべき点があります。それは、

学校現場は一般のサービス業とは異なるという

ことであります。相手は不特定多数の顧客では

ありません。日々の教育活動は、保護者や地域

の方々との顔の見える信頼関係の上に成り立っ

ております。私も中学校教員時代は校区を自転

車で回り、保護者や地域の方々に積極的に声を

かけるなど、日々の何げない会話を積み重ねる

ことを大切にしてきました。 

 先行する東京都教育委員会では、不当な担任

変更や教員の異動要求、成績評価や内申点に関

する不当な要求を明確にカスタマーハラスメン

トと定義し、具体例として、学校内での無許可

撮影や長時間の居座りなども列挙されています。

一部の過剰な権利意識や、お客様意識による不

当な攻撃が、教育の土台である信頼関係に深刻

な亀裂を生じさせていると言わざるを得ません。 

 学校現場出身である教育長が自ら旗を振り、

現場の先生方が一人で抱え込まず、組織として

対応できる学校版カスタマーハラスメント対応

指針を早急に策定すべきであると考えますが、

具体的な内容や策定スケジュールについて教育

長にお伺いいたします。 

 次に、昭和100年事業について質問いたします。 

 本県では本年度、昭和100年記念事業実施委託

料として約930万円を計上し、記念式典や若者参

加型イベントを開催するとお聞きしております。 

 私は、本事業の目的である本県の歴史や未来

に関心を高める機運醸成を真に達成するために

は、次の100年を見据え、日本人が古来より大切

にしてきた不易の価値を次世代の糧として受け

継いでいくことが不可欠であると考えておりま

す。不易とは、時代がいかに移り変わろうとも、

決して失ってはならない日本人の美徳です。そ

れは、親を敬い、家族を大切にする慈しみの心

であり、他者を思いやり、社会のために尽くす

奉仕の精神にほかなりません。 

 今回の事業を単なる一過性のイベントに終わ

らせてはなりません。先人が守り抜いてきた歴

史や伝統文化にいま一度立ち戻り、日本人とし

て、また高知県民としての誇りと自信を取り戻

すこと。これらを次の100年へと語り継ぐことは

できないでしょうか。 

 教育は国家百年の大計と言われます。そのた

めにも教育委員会と緊密に連携を図り、若者の

感性に響く具体的なアプローチを検討すべきと

考えますが、本事業の進捗状況と今後の施策の

在り方について総合企画部長にお伺いいたしま

す。 

 次に、こども食堂について質問いたします。 

 県内各地で取組が進むこども食堂は、地域の

大人が孤食になりがちな子供や保護者に無料ま

たは安価で食事を提供する活動であります。私

は、この取組自体を否定するものではありませ

ん。経済的に困難な状況にあるなど、真に支援

を必要とする御家庭にとって、地域の見守りや

居場所づくりとしての側面は有効な取組である

と評価するものであります。 

 しかし、直近令和５年６月議会において警鐘

を鳴らしたとおり、月１回程度の食事提供で子

供の日々の暮らしを根本から変えられるかとい

う疑問が残ります。安易な拡大は、結果として

家庭教育の弱体化を招きかねません。ＮＨＫの

番組「ダーウィンが来た！」などでも紹介され

るように、野生の生き物たちは、自分が飢えて

でも我が子に獲物を運び、心血を注いで育て上

げます。私たち人間もまた生き物である以上、

この自らの手で我が子を育むという営みこそが、
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種を問わず、親子の絆を深める愛情の根源では

ないでしょうか。 

 もちろん家庭には様々な事情があり、地域の

支えが必要な場面があることは重々承知をして

おります。しかし、教育基本法第10条に定めら

れた保護者の第一義的責任を鑑みれば、生活習

慣や自立心を育む教育の原点が家庭にあること

は明白であります。中途半端な優しさは、本来

向き合うべき家庭の課題を先送りさせ、親子の

絆を断ち切る行為になりかねません。 

 こども食堂を利用している保護者に対して、

親の第一義的責任を改めて自覚していただくた

めの啓発をどのように行っているのか、子ども・

福祉政策部長にお伺いいたします。 

 こども食堂の到達目標とは、実施箇所の増加

ではなく、むしろ家庭の教育力を高めることに

よって、最終的にはそれを必要としなくなる家

庭を増やすことにあると私は考えております。 

 こども食堂の具体的な出口戦略をどう描いて

いるのか、子ども・福祉政策部長にお伺いいた

します。 

 次に、幼児教育について質問いたします。 

 私は、教育とは不易流行、すなわち時代に応

じて柔軟に変化するものと、時代がどれほど変

わろうとも変えてはならない本質との調和であ

ると考えております。 

 今日、教育現場ではＩＣＴ活用など新しい学

びが進められております。しかし、その土台と

なる人としての根っこを育てる教育の重要性は、

時代が変わっても決して変わるものではありま

せん。そして、その人格形成の土台を培う最も

重要な時期が乳幼児期であります。例えて言う

ならば、法隆寺の五重塔であります。1,300年以

上もの間、その姿を保ち続けているのは、目に

は見えない地中深くに強固な基礎が築かれてい

るからであります。人間も同じであり、乳幼児

期に築かれた土台は、その後の人生全体を支え

る基盤になります。 

 近年、学力や認知能力だけでなく、自己肯定

感や感情をコントロールする力、他者を思いや

る力といった、いわゆる非認知能力の重要性が

指摘されています。こうした力もまた乳幼児期

の関わりの中で育まれるものであると考えます。 

 人格形成の土台となる乳幼児期の教育は、子

供のその後の人生にどのような影響を与えると

認識されているのか、その教育的意義について

教育長の御所見をお伺いいたします。 

 また、子供にとって最大のお手本は保護者に

ほかなりません。オオカミに育てられた子はオ

オカミのように育つと言われるように、人は乳

幼児期に接した環境から大きな影響を受けます。

だからこそ、保護者の関わりは人格形成に極め

て重要であると考えます。 

 共働きや地域とのつながりの希薄化などによ

り、保護者自身も孤立や不安を抱えながら子育

てをしている現状があるからこそ、親育ちの取

組を充実強化していくことが必要であると考え

ますが、今後の展開について教育長にお伺いい

たします。 

 次に、本県の交通マナーについて質問いたし

ます。 

 私は、令和４年９月議会において、信号機の

ない横断歩道における歩行者優先の定着につい

て質問いたしました。令和５年時点の本県の一

時停止率は35.3％、全国35位という低迷した状

況にありました。直近のデータを見ますと、令

和６年には42.2％、令和７年には54.8％。この

１年間での上昇幅は全国第３位という極めて優

れた成果が見られます。これまで県警察が粘り

強く展開してきた活動が着実に実を結んでいる

ものと高く評価いたします。 

 そして、何よりも私は、この数字の向上は単

なる交通ルールの遵守にとどまらず、本県の未

来に向けた教育の好循環を生んでいると考えて
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おります。大人が横断歩道で範を示す姿を見て、

子供たちは守られているという安心感とともに、

感謝の心とルールの大切さを学びます。止まっ

てくれたドライバーに対し子供たちが会釈を返

す光景も増えており、こうした心の交流こそが

次世代の優良ドライバーを育てる明るい兆しに

ほかなりません。 

 この１年間で大幅に停止率上昇を成し遂げた

要因分析と、この改善傾向を県民文化として定

着させるための今後の展開について警察本部長

にお伺いいたします。 

 次に、高知市の学力向上対策について質問い

たします。 

 高知市には県内の児童生徒の約半数が在籍し

ており、県全体の教育水準の向上に大きな影響

があります。県は、平成30年度から高知市学力

向上推進室に小中学校課の指導主事を派遣して

集中的な訪問指導を行ってきました。１つの市

町村に県から多くの指導主事を派遣するのは異

例中の異例であり、あくまで緊急的な対応であっ

たはずです。 

 高知市学力向上推進室への派遣指導主事によ

る成果や課題をどう整理し、本年度はどのよう

な支援を行っているのか、教育長にお伺いいた

します。 

 また、高知市が抱える課題対応策として、高

知市と高知市以外の教員の人事交流を強力に行

うべきであると考えますが、その現状を教育長

にお伺いいたします。 

 次に、学習指導要領の改訂について質問いた

します。 

 現在、約10年に一度の改訂に向け、中央教育

審議会で論議が進められています。令和７年９

月の論点整理では、主体的・対話的で深い学び

の実装、多様性の包摂、実現可能性の確保の３

つの柱が示されました。また、目的として、自

らの人生をかじ取りし、持続可能な社会のつく

り手となる子供たちを育むことも示されていま

す。 

 こうした方針に基づき、小中学校における調

整授業時数制度の創設といった教育課程編成の

柔軟化が打ち出されましたが、私はこれに対す

る現場の受け止め方に強い危機感を抱いており

ます。それは、この方針が授業時数が減って負

担が軽くなるといった制度の表面的な理解にと

どまっている節が否めないからであります。 

 今回の柔軟化の真の狙いは、単なる業務負担

の軽減ではありません。生み出された時間を裁

量的な時間へと昇華させ、教育課程の質的転換

に向けた余白を創出することにあります。 

 改訂の方向性が明らかになっている今こそ、

柔軟な教育課程編成の研究実践に着手をし、そ

の真の狙いの理解を深めるとともに、成果を学

校現場に浸透させていく必要があると考えます

が、その具体策について教育長にお伺いいたし

ます。 

 次に、高校教育改革に関して、まず高校入試

について質問いたします。私は令和６年６月議

会において、本県の高校入試を早期に改革すべ

きであると提言をいたしました。その際、学校

ごとに柔軟な選抜方法を導入している岩手県な

どの事例を引き合いに出し、生徒一人一人の多

様な可能性を伸ばし、適切な進路選択に資する

入試の必要性を訴えました。入試改革に着手す

ることは、本県の子供たちの学びがいかにある

べきか、どのような資質、能力を育むかといっ

た本県教育の根幹を問うことにほかないと確信

をしております。 

 しかし、県教育委員会の取組は目に見える形

で進展しているとは言い難く、ほかの都道府県

のスピード感と比較すれば強い焦燥感を抱かざ

るにはおれません。私が改革の加速を重ねて主

張するのは、全国的な評価の物差しの多角化が

想像以上の速さで進んでいるからであります。
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例えば、徳島県では令和11年度から学区制撤廃

を決定しました。和歌山県でも特色化選抜を拡

大するなど、全国での動きは止まりません。 

 翻って本県を見てみますと、昨年度中山間地

域の学校など10校、実施されたこうちフロンティ

ア募集は、学力検査に依存せず、面接や論文、

プレゼンテーションなどで多角的に評価をし、

時期を１月に前倒しするという画期的なもので

した。この試みは、県外からの受審者増加を招

くなど、本県教育の新たな魅力を提示する一定

の成果があったと認識をしております。 

 一方で、中学校の校長や教諭から、早期に合

格が決まることで学習意欲が低下する生徒がい

るといった副作用を懸念する声が上がっていま

す。しかし、私は、中学校の教壇に15年間立っ

ていた者として、あえて申し上げたい。それは

入試制度の欠陥ではありません。合格を学びの

ゴールとしてしか位置づけられない、これまで

の進路指導や入試点数のみを学力と定義してき

た既存の教育システムそのものが抱えている構

造的な課題であります。 

 合格後に学びが止まるのであれば、それは主

体的に学習を調整する力や、自身の人生と学び

を接続させるキャリア教育が十分に機能してい

ないことを露呈しているにすぎません。入試を

単なる出口の関門とする時代は終わりました。

今こそ、子供たちが主体的に学び始めるための

新たな出発点へとつくり変えるべきであります。 

 今回実施したこうちフロンティア募集の総括

と、本県独自の入試改革の具体的な検討状況に

ついて教育長にお伺いいたします。 

 次に、高校改革について質問いたします。文

部科学省は令和８年２月、今後の15年先を見据

えた高校教育改革の基本方針、通称ネクストハ

イスクール構想を策定しました。これは急激な

少子化や生成ＡＩの急速な普及を背景に、従来

の知識習得型教育から、生徒一人一人の個性や

探究心を伸ばす、生徒を主語にした教育への転

換を目指すものであります。 

 さらに、これを踏まえ各都道府県において、

高等学校教育改革実行計画を策定することに

なっています。この計画は単なる高校改革では

ありません。知事部局や大学、経済団体などと

共に、高校を地域のイノベーションを興す起点

へと再構築するための戦略図を描いていただき

たい。私は、そのような期待を抱いております。 

 今後、高等学校教育改革実行計画の策定をど

のように進めていくのか、教育長にお伺いいた

します。 

 私は、この高校改革には商工労働部が積極的

に関わり、その知見を高校の学びに注入すべき

であると考えます。例えば、工業高校の学生た

ちなどに県内製造業に興味を持ってもらえるよ

うな体験を高校生のうちから積ませることこそ

が、若者が本県産業に将来性を描き、県内定着

を決意する鍵になると確信をしております。 

 工業、商業の分野別の境界がなくなるこれか

らの時代、県教育委員会の進める高校改革に対

して、その専門性を発揮し、本県商工業の構造

変革をリードする若者の育成にしっかりと関

わっていく必要があると考えますが、商工労働

部長の展望をお伺いいたします。 

 この項最後に、知事に質問いたします。本県

が直面する最大かつ深刻な課題である人口減少、

そして若者の県外流出を食い止め、未来を切り

開くための高校教育改革。この転換は、高知県

の産業、経済、そして地域の存続そのものを左

右する県政の最重要戦略であります。これまで

のように教育は教育委員会に任せるという分断

された姿勢では、激変する社会に対応する人材

の育成も、その人材を地域にとどめる仕組みづ

くりも不可能であります。知事の強力なリーダー

シップによって、知事部局が持つ産業振興の知

見、学校現場、そして大学の専門性を一本の太
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い線でつなぐときが来ています。 

 高校を単なる学びの場にとどめず、産業界や

大学を巻き込んだオール高知の推進体制を構築

するため、知事自身はどのような役割を果たし

ていくおつもりか、お伺いいたします。 

 次に、国旗・国歌について質問いたします。 

 昨年度、私は県議会議長としてパラグアイ、

アルゼンチン、フィリピンなどの諸外国を訪問

いたしました。その中で強く感じたことがあり

ます。それは、どの国においても自国の国旗・

国歌を大切にすると同時に、他国の国旗・国歌

にも深い敬意を払っていたということでありま

す。 

 とりわけ、パラグアイで行われたピラポ入植

65周年記念合同慰霊祭で、日本の国歌君が代を

誇りを持って斉唱してくれた日系２世・３世の

学生たちの姿。フィリピン姉妹県州協定提携50

周年記念式典で互いの国旗を見詰め合い、国歌

を斉唱し合った光景。私は国旗・国歌を尊重し

合うことが国際親善の揺るぎない土台であるこ

とを肌身で実感いたしました。自国の象徴を愛

し、同時に他国の象徴をも尊重する態度は、国

際社会を生きる日本人として身につけておくべ

き教育の原点であります。 

 知事はこれまで海外訪問を重ね、多くの国や

地域との交流を進めてこられました。多岐にわ

たる海外訪問での経験を通じ、国際社会におけ

る国旗・国歌の重み、そして子供たちがそれら

を尊重する態度を身につけることの重要性につ

いてどのような認識をお持ちか、知事の御所見

をお伺いいたします。 

 私は、これまで本県教育の正常化と子供たち

の健全育成を願い、20年以上にわたりこの議場

で国旗掲揚、国歌斉唱の重要性を一貫して訴え

続けてまいりました。教育学者の高橋史朗先生

は令和７年３月に出版された最新著書の中で、

平成11年の参議院、国旗及び国歌に関する特別

委員会において次のように意見陳述したと記し

ておられます。 

 国旗や国歌の尊重は偏狭なる愛国心や軍国主

義につながるという考え方は間違っている。む

しろ、自国の国旗や国歌を粗末に取り扱う習慣

や態度こそが他国の国旗や国歌を尊重しないゆ

がんだ精神を生み、ひいては他国の人々の名誉

や誇りを理解できない日本の若者を生み出すこ

とになると警告し、教師の国旗・国歌に対する

先入観や偏見を強制することは、厳に慎むべき

であると述べておられます。さらに、入学式や

卒業式において国旗掲揚、国歌斉唱を行うのは、

国際社会において児童生徒にとって必要とされ

る基礎的、基本的な教育内容の一つであり、こ

のような内容を含む学校教育を行うことが、む

しろ児童生徒の教育を受ける権利を保障するこ

とになると断じておられます。 

 私は、まさにそのとおりであると考えます。

その後、国旗及び国歌に関する法律が成立し、

現在の学習指導要領では、小・中・高等学校全

てにおいて入学式や卒業式などにおいて国旗を

掲揚するとともに、国歌を斉唱するよう指導す

るものと明記されております。 

 そこで、まず公立小中学校及び県立学校にお

ける令和５年度卒業式から令和８年度入学式ま

での国旗掲揚、国歌斉唱の実施状況について教

育長にお伺いいたします。 

 また、私は令和４年９月議会で、各市町村立

の小中学校において屋外の掲揚台などに国旗を

常時掲揚し、子供たちが日頃から国旗に親しみ、

国旗を主体的に尊重する態度が育つような環境

づくりに努めてはどうかと提案いたしました。

続く令和６年６月議会では、県立学校同様に市

町村立の小中学校において、国旗はもとより市

町村旗や校旗も常時掲揚するよう市町村教育委

員会に働きかけてはどうかとの提案もいたしま

した。山口県萩市立明倫小学校で児童自身が毎
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朝国旗を掲揚し、降納しているという事例を紹

介したこともあります。 

 前教育長は、市町村教育長会議等の場で常時

掲揚の有効性について自らの考えを伝えていく

と答弁されましたが、現在市町村立小中学校に

おける常時掲揚の実施状況はどうなっているの

か、また各市町村教育委員会の現在の考え方と

県教育委員会として今後どのように働きかけて

いくのか、教育長にお伺いいたします。 

 次に、私立学校について質問いたします。私

立学校には建学の精神に基づく自主性や自律性

が認められておりますが、教育基本法第６条に

は、公の性質を有するものと規定されています。

だからこそ、私立学校には国や県から多額の補

助金が交付されているのであります。私はそれ

が問題だと言っているのではありません。公費

が投入されている以上、その実態を県民に明ら

かにすることは重要であると考えます。 

 そこで、令和７年度における県内私立学校へ

の国、県補助金について、法人ごとの交付額を

文化生活部長にお伺いいたします。 

 当然のことながら、私立学校においても、学

習指導要領に基づき入学式や卒業式で国旗を掲

揚し、国歌を斉唱することが求められておりま

す。 

 私立学校における令和６年度卒業式から令和

８年度入学式までの国旗掲揚、国歌斉唱の実施

状況について文化生活部長にお伺いいたします。 

 私は令和６年６月議会において、土佐中・高

等学校の状況について質問いたしました。これ

に対して前部長は、学校訪問を重ね入学式、卒

業式における国旗掲揚、国歌斉唱の実施を要請

してきたものの、学校側からは、伝統として行っ

てきたやり方があり、これを変えて実施すると

いう結論には至っていないなどの説明があった

と答弁されました。また、令和６年５月中旬担

当職員が文部科学省を訪問し、県議会での質問

や答弁の内容を示しながら、学校訪問の状況な

どこれまでの県の取組について説明した上で、

学習指導要領の法規性等について直接国の見解

を確認したということも述べられました。 

 文部科学省からは、学習指導要領の法規性に

ついては、学習指導要領は学校教育法等の委任

に基づき教育課程の基準として定められている

もので、法規としての性質を有している、国立、

公立、私立全ての学校において適用されるもの

であると見解が示されたことも明らかにされて

います。 

 私は、この長年にわたる土佐中・高等学校に

よる未実施の問題は、教育の公共性、そして子

供たちの教育を受ける権利に関わる極めて重要

な課題であると考えております。学校側の身勝

手な判断で、法規である学習指導要領を否定し

続ける行為は、教育に携わる者としてあるまじ

きことであり、もはや議論の余地などない、ま

さに是非にあらずであります。 

 前回の質問以降、未実施の土佐中・高等学校

に対し、文部科学省の見解を突きつけた上で、

どのように働きかけ、どのような応答があった

のか、文化生活部長にお伺いいたします。 

 平成28年当時の答弁では、県には指導権がな

いとの説明がありましたが、もはや要請という

言葉でお茶を濁し続けることは許されません。 

 法規としての性格を持つ学習指導要領が長年

守られていない現状を、私学を所管する責任者

としてどう受け止めているのか、今後是正に向

けてどのような具体的な姿勢と覚悟で臨まれる

のか、文化生活部長の御所見をお伺いいたしま

して、第１問といたします。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 三石議員の御質問にお答

えをいたします。 

 まず、私の政治家としての合意形成の哲学に

ついてお尋ねがございました。 
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 本県では、御紹介もありましたように、全国

に先行して少子高齢化が進んでおります。現在

の年齢別の人口構成に鑑みますと、当面総人口

の減少が続くことは避けられないものと考えま

す。 

 このような中、ただ手をこまねいていまして

は、担い手不足がますます進行し、地域社会の

存続そのものが危ぶまれます。厳しい状況でも

課題を先送りせず、よりよい未来をつくるため

に、変化を恐れず、持続可能な地域社会の実現

に向けた改革に取り組まなければならないと考

えます。こうした改革に全国の先頭に立って挑

戦するのが、人口減少のフロントランナーでも

ある高知県の知事としての務めだと考えており

ます。 

 このための県のマスタープランといたしまし

て、元気な未来創造戦略を策定し、総人口が減

少する中でも県民の皆さんが高知県の明るい未

来を展望できるように、34歳以下の若年人口の

増加に向けた取組を進めております。その一環

として、お話をいただきましたスマートシュリ

ンク、いわゆる賢い縮小の視点に立ちまして、

消防広域化をはじめとする４Ｓプロジェクトを

掲げ、県内の公共サービス提供体制の再構築を

進めております。 

 一方、こうした４Ｓプロジェクトの改革によ

りまして、長年なれ親しんできた仕事の進め方

でありますとか、公共サービスの仕組みが変わ

ることに対しましては、不安や抵抗感を感じる

方もおられます。そうした不安感あるいは抵抗

感にしっかりと寄り添いながら、課題の解決に

向けて着実に前進するという共感と前進の姿勢

を堅持しながら、次の世代の高知県を担います

若者たちのために少しでもよい地域社会を残し

たい、そうした一心で改革に取り組んでおりま

す。 

 その際には、まず客観的なデータに基づいて、

今後の人口減少が公共サービスの水準にもたら

すインパクトにつきまして、長期的な見通しを

分かりやすくお示しし、改革の必要性を浮き彫

りにしてまいりました。その上で、将来にわたっ

て持続可能なあるべき姿として、理想的と考え

られる選択肢をお示ししてまいりました。さら

に、現状変更について、不安や抵抗感をお持ち

の方々と真摯に対話を重ねて、目指すべき改革

の姿への道筋につきまして御意見を探っていく、

こういった手順で臨んでまいったところでござ

います。 

 また、ここぞという場面では、様々な意見が

錯綜し、または厳しく対立する中にありまして

も、自らがベストと信じますところに従って決

断を下し、一歩も引かない、時にはこうした強

いリーダーシップを発揮することが必要な場面

もあろうかと思っております。あるいは、現在

の世間の風潮とも言われます、金だけ、今だけ、

自分だけといった流れにあらがいまして、アン

パンマンの愛と勇気だけが友達さという歌にも

あやかり、高知県への愛、そして生まれ変わる

勇気、こういったものを唱えることも必要かも

しれないというふうに思っております。 

 今後も、人口減少が進む中でも持続可能で将

来への希望が持てる高知県を実現いたしまして、

次の世代にしっかりと引き継いでいく、このこ

とを自分に課せられた使命と思い定めて、県政

に誤りなきを期してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、高校教育改革のオール高知の推進体制

の構築についてお尋ねがございました。 

 県内の出生数は、ここ20年で6,000人規模から

3,000人規模に半減をしております。そして、こ

のことは向こう20年前後の県内高校生の数の激

減に直結するということを意味いたします。ま

た、今後の高齢化やＡＩ技術の進展は、この間

の就業構造や経済社会に大きな変化をもたらす
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ものと予想されます。具体的には、ＡＩあるい

はロボットの導入などによりまして、事務系の

人材に余剰が発生することが見込まれます一方

で、介護職などのいわゆるエッセンシャルワー

カー、あるいは理系の人材は大幅に不足するの

ではないかと予測されております。 

 こうした変化に対応いたしますために、高校

教育にはＡＩに代替されないエッセンシャルワー

カーの養成でございますとか理系人材の育成、

こういった分野に重点を移していくことが求め

られるのではないかと考えております。 

 さらに、人口減少が進行する中にありまして

も、本県の元気な未来をつくるためには、高校

生をはじめとして高知に生まれ育った子供たち

が地域に愛着を持ち、いつの日か地域を支える

担い手として高知に定着をし、活躍してもらわ

なければなりません。とりわけ高校教育の３年

間は、進路選択の分岐点となる重要な時期であ

ります。子供たちが自分の興味や将来の目標に

合わせて、進学や就職など将来の可能性を大き

く広げられるような力を育む、そんな環境をつ

くらなければなりません。 

 こうした時代の変化と本県の元気な未来の実

現に向けました道筋を展望しながら、昨年度私

から県内の産学官の代表者の方々に呼びかけを

いたしまして、新しい協議体を創設いたしまし

た。それが、県内で若者が一層活躍できる環境

づくりに向けて、双方向の協議の場を設けよう

という趣旨で設けられました若者応援産学官

フォーラムであります。 

 このフォーラムには、医療や福祉の分野を含

めました産業界の方々に加えて、小・中・高等

学校教育をカバーする県の教育長、そして大学

などの高等教育機関、さらには県及び市町村行

政の代表者が集結をいたしまして、まさしくオー

ル高知の体制を整えました。このフォーラムで

は、本年度は2040年の労働需給を推計いたしま

した上で、産業ニーズを見据えた教育機関のカ

リキュラム、あるいは定員などの在り方を議論

することを予定いたしております。あわせまし

て、県内の若者にとって魅力ある仕事づくりを

進めるために、産学官それぞれが果たすべき役

割について意見を交わし、大筋でのコンセンサ

スを得たいと考えております。 

 このフォーラムにおきます議論を進める中で

は、産学官の関係者の間で立場や意見の違いも

あるかと思います。そうした中にありましても、

私が知事として、合意形成に向けてリーダーシッ

プを発揮いたしまして、課題解決に向けた道筋

を示してまいる覚悟であります。 

 今回の高校教育改革に際しましては、国の基

本方針も踏まえながら、高校生たちが県内で学

びたいことが学べる、卒業後には県内で自分の

やりたい仕事ができる、そんな高知県の実現を

目指してまいります。その際には、私自身が先

頭に立ちまして、産学官の関係者の心を一つに

して、高知県の明るい未来を開く改革を進めた

いと考えております。 

 最後に、国際社会におきます国旗・国歌の重

み、また子供たちがそれらを尊重する重要性に

ついてお尋ねがございました。 

 私は知事就任以来、多くの国や地域を訪問す

る機会がございました。いずれの訪問先でも敬

意と歓迎の意を込めて、訪問国、そして我が国

の国旗を掲げていただいたところであります。

中でも昨年、議員と共に訪問させていただきま

したフィリピン・ベンゲット州では、参加者が

互いの国歌を斉唱する、そうした中に両地域の

間の長い交流に基づく敬愛を感じたところでご

ざいます。 

 また、お話もございましたように、南米の日

系社会の方々は、周年式典などの場面におきま

して、居住国と日本双方の国旗を掲げ国歌を斉

唱されるというふうに伺っております。日本が
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ふるさと、ルーツであるということの誇りをお

持ちであるというふうに感じております。 

 このように、国旗や国歌はその国の象徴でも

あり、他国との交流においても、礼節と友好の

要として欠かすことのできないものであると考

えます。国際社会に生きる私たちにとりまして、

自国、そして諸外国の国旗・国歌を尊重する姿

勢や態度を身につけることは大変重要だと考え

ます。そして、自国の国旗・国歌を大事にでき

ない人には、諸外国の国旗・国歌の重要性を理

解し、それに敬意を表することができないので

はないかとも考えます。 

 本県の子供たちには、我が国の歴史や文化を

学ぶ中で、国旗・国歌についても正しく理解を

し、日本人としての誇り、そしてアイデンティ

ティーを身につけてもらうことを心から願って

おります。 

 私からは以上であります。 

   （副知事西森裕哉君登壇） 

○副知事（西森裕哉君） まず、職員に対するカ

スタマーハラスメントの被害実態の認識と方針

策定に至った経緯についてお尋ねがございまし

た。 

 本県では、カスタマーハラスメントが社会的

関心を集め国において法整備の検討が始められ

た令和６年度に、職員に対してカスタマーハラ

スメントのアンケート調査を実施しております。 

 アンケートでは、会計年度任用職員を含めた

知事部局の職員約3,000人から回答があり、その

うち約３割が過去３年間の間にカスタマーハラ

スメントを受けた経験があると回答をしており

ます。ハラスメントを受けた場所としては、電

話、メールが最も多く、主な内容は、頻繁なク

レーム、長時間電話や居座り、脅迫、暴言となっ

ています。こうした実態を踏まえ、職員一人一

人が安心して仕事ができる環境をつくっていく

ことが急務であると改めて認識したところであ

ります。 

 このことに加え、昨年６月に改正労働施策総

合推進法が成立をし、カスタマーハラスメント

対策が事業者に義務づけられたことから、本県

においても、本年３月カスタマーハラスメント

対応基本方針を策定したものであります。 

 次に、基本方針を議員も含めた関係者に対し

周知徹底していく具体策についてお尋ねがござ

いました。 

 この基本方針においては、県民に限らず、県

外にお住まいの方や事業者のほか、議員も含め

た関係者が社会通念上許容されない言動により

職員の勤務環境を害することをカスタマーハラ

スメントと定義しております。 

 県政に関わる方々の御意見は、業務改善や行

政サービスの向上につながる貴重なものであり、

丁寧かつ真摯に対応することを基本としており

ます。一方で、御意見や御要望が職員への暴言

や威圧的な言動のほか、長時間の拘束や過剰な

要求となる場合には、カスタマーハラスメント

となり厳正な対応が必要となってきます。 

 特に、県の職員は全体の奉仕者として職務を

遂行するという意識があるあまり、仮に行き過

ぎた要求であっても受け入れてしまうといった

懸念があります。これは議員のお話にもありま

した、県議会議員と執行部の間にも起こり得る

可能性があるところであります。 

 こうしたことから、県のサービスの受け手と

提供する側の双方に、カスタマーハラスメント

に対する正しい知識と理解が必要であります。

そのためこれまでは、県庁各課の窓口などへの

基本方針の掲示や、県のホームページで周知を

図ってまいりましたが、今後は県の広報紙さん

ＳＵＮ高知やＳＮＳ等での情報発信により、幅

広く県のサービスを御利用いただく県民をはじ

め、関係者の方々への理解の浸透を図ってまい

ります。 
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 また、職員に対しては、カスタマーハラスメ

ントの判断基準や対応などについて周知をする

とともに、具体例からその対策を学ぶことがで

きる研修を行っております。さらに、今後基本

方針の浸透度合いをはかるための職員アンケー

トも予定をしているところであります。 

 こうした理解が進んだとしましても、カスタ

マーハラスメントの判断は様々な状況で異なっ

てまいりますため、個人の対応では孤立に陥り

やすく、やはり組織として毅然と対応すること

は必要不可欠と考えております。このため、総

務部が中心となって過剰な要求など深刻な事例

の把握に努めまして、行政サービスの低下や職

員の深刻な健康問題を引き起こさないよう、幹

部職員を含めて県庁全体として対応してまいり

ます。その際には、私自身も職員を守るという

姿勢を持って臨んでまいりたいと考えておりま

す。 

   （教育長今城純子君登壇） 

○教育長（今城純子君） まず、学校版カスタマー

ハラスメント対応指針の具体的な内容や策定ス

ケジュールについてお尋ねがございました。 

 子供たちに豊かな人間性や社会性など生きる

力を育むためには、学校、保護者、地域住民が

それぞれの教育力を生かすとともに、３者が連

携して取り組むことが大切です。そのため学校

では、保護者などからの意見や要望を学校運営

や教育活動に生かしていくなど、よりよい関係

づくりに努めているところです。 

 一方で、近年保護者などからの要望等は多様

化しており、中には社会通念を超えるものなど、

対応に苦慮する事例も発生しています。その結

果、子供たちと向き合う時間に影響が及んだり、

教職員の精神的な負担の増大、業務効率の低下

といった課題が生じています。 

 このため、学校と保護者、地域住民との相互

理解を深めるとともに、教職員が安心して働け

る職場環境を実現するため、カスタマーハラス

メント対応といった法改正の趣旨を踏まえ、学

校版の対応指針を本年９月を目途に策定するこ

ととしています。この方針では、学校現場特有

の事情を踏まえ、保護者等とのよりよい関係づ

くりや、トラブルを未然に防ぐための留意点を

定めたいと考えます。その上で、授業内容など

に関する過剰な干渉、担任の変更の執拗な要求

など、通常の対応では困難な事例があった場合

に、教職員を孤立させず、組織として毅然と対

応するためのルールを示す予定です。 

 指針策定の上は、県立学校長会や市町村教育

長会で周知を図り、県内全ての教職員が保護者

や地域住民の方と相互の信頼関係を構築できる

よう取り組んでまいります。 

 次に、乳幼児期の教育が子供の人生に与える

影響とその教育的意義についてお尋ねがござい

ました。 

 乳幼児期は、人間が生涯にわたって豊かな人

生を自らの手で切り開いていくための、言わば

生きる力の礎を築く極めて重要な時期であると

考えております。この時期には、保護者や身近

な大人との安定した関わりの中で愛着が形成さ

れ、愛情や安心感に包まれて育つことで、人に

対する基本的信頼感が育まれます。 

 こうした愛着の形成や基本的信頼感は、自己

肯定感や社会性などの基盤となり、将来様々な

困難に直面した際に粘り強く挑戦し、他者と協

働しながら課題を乗り越えていく力につながる

ものです。このことは、こども家庭庁から示さ

れた幼児期までのこどもの育ちに係る基本的な

ビジョンにおいても、愛着はこどもが自分や社

会への基本的な信頼感を得るために欠くことの

できないものであり、自他の心への理解や共感、

健やかな脳や身体を発達させ、非認知能力の育

ちにも影響を与える重要な要素であると明記さ

れています。 
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 こうした乳幼児期における教育は、その後の

人間としての生き方を大きく左右する重要なも

のであり、子供の成長に関わる全ての大人がそ

のことを認識すべきものと考えます。 

 次に、親育ちの取組の今後の展開についてお

尋ねがございました。 

 子供の心身の調和の取れた発達には、保護者

との触れ合いをはじめ、安心して過ごせる環境

や周囲の人々との温かな関わりは極めて重要で

す。しかし、近年少子化や核家族化、地域のつ

ながりの希薄化が進む中で、子供への適切な関

わり方や育て方が分からず、不安や孤立感を抱

えている保護者が増えていると認識しておりま

す。 

 そこで、県教育委員会では、保護者が子供の

発達や関わり方について理解を深めることで、

子育ての不安や悩みを軽減できるよう、親育ち

支援に取り組んでまいりました。具体的には、

保護者を対象とした子供への適切な褒め方、叱

り方などの講話や、基本的生活習慣の定着に向

けた啓発などを実施するほか、保育者に対する

保護者支援についての研修も行っています。本

年度からは、新たにモデル園を指定して、保護

者が子供への関わり方を学ぶための保護者の一

日保育者体験や、親子の良好な関係づくりに向

けた事例研修等を行い、その手法や効果を検証

することとしています。 

 今後は、県内のほかの保育所などにおいても

同様に親育ち支援が充実するよう、モデル園の

取組を県教育委員会のユーチューブチャンネル

である「とさまなチャンネル」で発信するとと

もに、研修等を通じて好事例の横展開に努めて

まいります。 

 次に、高知市教育委員会学力向上推進室への

派遣指導主事による成果や課題と、本年度の支

援についてお尋ねがございました。 

 平成30年度に高知市学力向上推進室が設置さ

れて以降、毎年度県教育委員会では、最大で10

名の指導主事を派遣してきました。派遣した指

導主事は、学校訪問において授業を参観し、学

習指導要領で求められる子供が自ら学び、互い

に学び合いながら理解を深める授業の実現につ

いて指導・助言を行ってきたところです。 

 その結果、小学校においては、児童同士が自

分の考えを磨き合う授業が多くの学校で行われ

るなど、授業改善の取組が進んできました。中

学校では、指導主事の助言を生かした授業改善

が進み、派遣開始当初と比較すると、全国学力・

学習状況調査の結果にも改善傾向が見られます。 

 こうした傾向を確かなものにするため、本年

度は中学校の学力向上対策に重点を置き、主幹

教諭を核として学校全体で授業改善が図られる

よう、その体制づくりを支援しています。 

 今後も、県市の教育次長と担当課長が出席し、

月１回程度開催する会議において、学力向上推

進室の取組状況を把握するとともに、具体的な

改善策を協議することで、学力向上の取組を徹

底してまいります。 

 次に、高知市と高知市以外の教員の人事交流

の現状についてお尋ねがございました。 

 教職員の県全域での人事交流については、全

県的な教育水準の平準化や学校の活性化、そし

て人材育成の観点から極めて重要であると考え

ております。 

 このため、本県では、県内を高知市と３つの

教育事務所管内の計４ブロックに分け、ブロッ

クをまたぐ広域人事交流を推進しています。こ

の広域人事交流を活性化するためには、県内小

中学校の全教職員の約３分の１が勤務する高知

市と、他の３教育事務所との交流が不可欠であ

り、これまでも高知市教育委員会と緊密に協議

を重ね、積極的に進めてきたところです。 

 令和８年４月１日付人事異動においては、高

知市と３教育事務所管内との間で74名の人事交



令和８年７月３日  

－183－ 

 

流を実施しており、これは10年前の約1.7倍と

なっております。そのうち、学校経営の要とな

る管理職については24名であり、これは10年前

の４倍となるなど人事交流は着実に進んでいま

す。こうした管理職の人事交流により、高知市

教育委員会からは、校長同士がこれまで培って

きた教育実践について積極的に情報交換を行う

ことで、高知市全体の学校教育の活性化につな

がっていると伺っております。 

 今後も、県全体の教育水準の向上、学力や不

登校対策といった教育課題の改善、学校組織の

さらなる活性化を目指し、高知市との人事交流

をより一層推進してまいります。 

 次に、学習指導要領の改訂に向けて柔軟な教

育課程の編成の狙いをどのように浸透させてい

くのかとのお尋ねがございました。 

 学習指導要領の改訂に向けて検討されている

調整授業時数制度は、単に授業時数を削減する

ものではなく、多様化する子供たち一人一人の

個性や特性に応じた教育を実現するため、授業

時数を柔軟に調整し、特色ある教育課程の編成

を促進する制度です。 

 本県では、本年度文部科学省の研究指定を受

け、７校の小中学校において調整授業時数制度

を先取りし、新たな教育課程を編成、実施する

研究に取り組んでいます。これらの研究校では、

年間授業時数の範囲内で一部の教科の授業時数

を調整し、各学校や地域の実情に応じたそれぞ

れの取組を進めています。例えば、総合的な学

習の時間を増やして探究的な学習の充実を図っ

たり、教員研修の時間を創出し授業について経

験豊富な教員と若年教員が共に学び合い指導力

の向上に取り組んだりしている学校もあります。 

 県教育委員会としましては、研究校への指導・

助言を通じて伴走支援を行うとともに、来年１

月には研究校の取組から得られた成果や課題を、

管理職等を対象にした研修会等で広く発信して

まいります。こうした取組を通して、県内の小

中学校において、この制度の狙いに基づき、特

色ある教育課程を編成できるよう支援してまい

ります。 

 次に、こうちフロンティア募集の総括と入試

改革の検討状況についてお尋ねがございました。 

 昨年度、中山間地域等の県立高校10校におい

て初めて実施したこうちフロンティア募集では、

県内外からの志願者の増加を目的として実施時

期を前倒しするとともに、多様な選抜方法を導

入いたしました。 

 その結果、県外からの志願者が増加したほか、

県内の中学生が地元高校へ進学するきっかけに

もなるなど、10校のうち８校で昨年度より入学

者数が増加しています。また、実施校からは、

入学した生徒が学校でやりたいことを明確に意

識し、熱心に授業や部活動などに取り組んでい

るとの報告も受けています。一方で、入試時期

が早まることによる生徒の学習意欲の低下を懸

念する声も一部にありますが、合格発表後に高

校側から課題を出すなど、生徒の学びを継続さ

せる取組も始まっています。 

 これらのことから、こうちフロンティア募集

は、改善すべき点はまだ残されてはいるものの、

志願者の増加など一定の成果があったものと考

えます。 

 また、入試制度の見直しにつきましては、来

年度に行う入試から生徒の強みや可能性を多面

的、多角的に評価する新たな選抜方法を実施す

ることとしており、現在関係者間で詳細を検討

しているところです。 

 今後も、国の動向や他県の状況、こうちフロ

ンティア募集の成果と課題等を踏まえ、高校入

試が生徒たちにとって将来に向けた新たな出発

点となるよう、本県の実情に合った入試改革の

検討を加速化してまいります。 

 次に、高等学校教育改革実行計画の策定をど
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のように進めていくのかとのお尋ねがございま

した。 

 本年２月に高校教育改革の基本方針であるネ

クストハイスクール構想が国から示されました。

この構想は、産業構造の大きな変化が予測され

る15年後の社会において、高等学校がイノベー

ションを興す力を底上げする起点としての役割

を果たすことを目指すものです。 

 本県としても、国の構想を踏まえ、現行の県

立高等学校振興再編計画の改定と合わせて、高

校教育改革に関する新たな実行計画を策定する

こととしております。この検討に当たっては、

知事部局はもとより、産業界や大学、学校の関

係者などとの十分な連携・協働が欠かせません。 

 このため、産業界や大学などの有識者による

検討委員会を新たに設置し、生徒数の減少や産

業界のニーズ、就業構造の変化などを踏まえ、

実行計画の具体的な内容について検討を進めて

います。また、総合教育会議や産業教育審議会

など様々な会議体においても、地域社会の基盤

となる人材育成の在り方等について御意見をい

ただくこととしております。 

 県教育委員会としましては、本年度中の計画

の策定に向けて、産学官などの関係者と共に議

論を深めてまいります。 

 次に、令和５年度卒業式から令和８年度入学

式における国旗掲揚、国歌斉唱の実施状況につ

いてお尋ねがございました。 

 公立小中学校及び県立学校を対象に毎年実施

している調査の結果では、令和５年度卒業式か

ら令和８年度入学式において、国旗掲揚、国歌

斉唱は全ての学校で実施されております。 

 引き続き、学習指導要領の趣旨に沿って、国

旗掲揚、国歌斉唱が適切に行われるよう、市町

村教育委員会と連携し、指導の徹底を図ってま

いります。 

 最後に、市町村立小中学校における国旗の常

時掲揚の実施状況と、各市町村教育委員会の考

え方、今後の働きかけについてお尋ねがござい

ました。 

 市町村立小中学校における国旗の常時掲揚に

ついては、現在30校で実施されており、４年前

の調査結果よりも増えてきています。 

 市町村教育委員会からは、常時掲揚は児童生

徒が日常的に国旗に親しみ、その意義について

理解を深める機会となるといった考えも聞いて

おりますが、常時掲揚には施設の状況や予算面

などの課題があるとの考えも伺っています。 

 先ほど知事のお答えにもありましたように、

これからの国際社会において、我が国の子供た

ちが日本の歴史や文化についての知識と誇りを

持ち、日本人としてのアイデンティティーを形

成することは大変重要であります。また、国の

象徴である国旗に日頃から親しみ、これを尊重

する態度を身につけ、あわせて他国の国旗をも

大切にする態度を養うことが必要であると考え

ます。 

 市町村立学校につきましては、国旗の常時掲

揚などの取組は、市町村教育委員会等において

適切に判断、実施されるものでありますが、機

会を捉え、市町村教育長に対して私の考えもお

伝えしていきたいと考えております。 

   （総合企画部長小笠原直樹君登壇） 

○総合企画部長（小笠原直樹君） 昭和100年事業

の進捗状況と今後の施策の在り方についてお尋

ねがございました。 

 この事業は昭和元年から数えて満100年の節目

となります本年12月、高知追手前高校芸術ホー

ルにて開催いたします。 

 主な内容を申しますと、まず第１部の記念式

典では、本県各界の方々をお招きし、戦争や復

興、その後の経済成長といった激動の昭和時代

を取り上げた記念映像を放映する予定です。こ

の映像には、昭和の振り返りだけでなく、未来
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への展望が描ける内容を盛り込みたいと考えて

おります。続いて、第２部の記念フォーラムで

は、中高生や大学生などを対象とした基調講演

とトークセッションを開催いたします。若者た

ちが本県の価値に気づき、共感し、広く発信す

るなど活力ある高知の実現に何が大事かを共に

考えるテーマを設定する予定でございます。 

 さらに、教育委員会と連携し、県内の小・中・

高校生を対象としたこうちみらいコンテストを

実施いたします。20年後の明るい高知県のニュー

スをテーマに、子供たちが考える理想を絵画や

新聞作品に描いてもらい、記念フォーラムの際

入賞者を表彰します。 

 これらの詳細につきましては、現在検討を行っ

ているところですが、郷土の発展に尽くした先

人たちの志、守り継がれてきた伝統的文化など、

言わば不易の価値を再認識すると同時に、未来

を担う若者が本県で活躍したい、一旦県外へ出

たとしても将来戻りたいと思える、そうした動

機づけの機会にしたいと考えます。また、本事

業を一過性のものとしないよう、例えば記念映

像やコンテスト作品を活用した学校でのふるさ

と教育、キャリア教育の充実などにもつなげて

いきたいと考えています。 

 この事業が、県民の皆さん、特に若者たちが

高知への誇りと自信、そして未来への希望を抱

けるものとなりますよう、教育委員会と力を合

わせ、しっかりと準備を進めてまいります。 

   （子ども・福祉政策部長近藤由佳君登壇） 

○子ども・福祉政策部長（近藤由佳君） まず、

こども食堂を利用する保護者への親の第一義的

責任を自覚するための啓発についてお尋ねがご

ざいました。 

 議員からお話がありました教育基本法には、

子供の教育については、保護者が第一義的責任

を有することが明記されています。また、国及

び地方公共団体は、保護者に対する学習の機会

や情報の提供など、家庭教育を支援するための

必要な施策を講ずるよう努めることとされてお

ります。 

 一方で、地域とのつながりの希薄化や核家族

化などにより、孤立や不安を抱えながら子育て

をしている保護者もおり、地域全体で子育て家

庭を支える環境の整備が求められております。 

 このため、県では、地域の交流の場でもある

こども食堂における子育て支援講座や、保護者

同士の情報交換の促進、食育に関するアドバイ

スといった取組を推進してまいりました。これ

らの取組は、保護者の子育て力や家庭の教育力

の向上を促し、保護者の責任や役割を改めて認

識していただく機会につながっているものと考

えております。 

 議員から御指摘のありましたとおり、子供の

生活習慣や自立心を家庭で育むことは極めて重

要だと考えますので、県教育委員会と連携し、

さらに一層取組を進めてまいります。具体的に

は、県教育委員会が作成した挨拶や社会のルー

ルを守る大切さなどが掲載された冊子「家庭で

取り組む 高知の道徳」などを保護者に見ていた

だけるよう、こども食堂に配布いたします。ま

た、こども食堂のスタッフを対象とした研修に、

親育ちをテーマとした内容を新たに追加いたし

ます。 

 今後も、こども食堂と協力して、保護者自ら

が子供の教育に関する責任を適切に果たすこと

ができるよう支援してまいります。 

 次に、こども食堂の出口戦略についてお尋ね

がございました。 

 県では、日本一の健康長寿県構想において、

こどもまんなか社会の実現を柱の一つに掲げ、

こども食堂の取組への支援など、住民参加型の

子育てしやすい地域づくりを進めているところ

です。 

 先ほど申し上げましたとおり、本県における
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こども食堂は、子育て支援講座や食育に関する

アドバイスなどの取組を通じ、保護者の子育て

力、家庭の教育力の向上に寄与していると考え

ております。また、子供たちがこども食堂の運

営に携わる方々と交流し、その活動に触れるこ

とで、他者を思いやる心や社会への奉仕の精神

が醸成されるといった効果も期待しています。

さらには、こども食堂は食事の提供の場にとど

まらず、地域の交流の場や、保護者の孤立感や

負担感を軽減する場として、住民参加型の子育

てしやすい地域づくりに資する役割を果たして

います。 

 一方で、教育基本法のほか、こども基本法に

おいても、子供の養育は家庭を基本とすること

が基本理念として掲げられており、家庭での養

育と社会全体で子育てを支えることの調和、バ

ランスを取ることが重要だと考えております。 

 こうしたことから、県としましては、こども

食堂など関係者の皆様と連携しながら、引き続

き教育基本法やこども基本法を尊重し、家庭で

の養育を基本としつつ、地域や社会全体で子育

てを支える環境づくりに取り組んでまいります。 

   （警察本部長岩田康弘君登壇） 

○警察本部長（岩田康弘君） 県内の信号機のな

い横断歩道における車の一時停止率が改善され

た要因と、今後の展開についてお尋ねがござい

ました。 

 県内の信号機のない横断歩道における車の一

時停止率の改善傾向の要因については、これま

でに信号機のない横断歩道の対策を重視して、

広報啓発や安全教育、交通指導取締りを強化し

てきたことに加えて、令和３年から関係機関・

団体の皆様と協力しながら県下全体の取組とし

て推進してきたあいさつ県民運動により、徐々

に県民の皆様に歩行者優先意識が浸透してきた

ものと考えております。 

 あいさつ県民運動では、歩行者、特に子供に

は学校で行う交通安全教室の際に、横断する意

思表示と停止した車への謝辞をすることの重要

性を伝えてきたほか、運転者には交通ボランティ

アの方々と協力して、街頭に立って歩行者優先

に係る意識の啓発を呼びかけるなど、交通ルー

ルとマナーが守られる社会となることを目指し

て粘り強く取り組んでまいりました。その結果、

県内の信号機のない横断歩道における車の一時

停止率は、調査結果の公表開始以降毎年上昇を

続け、昨年は54.8％となるなど一定の成果が認

められるところであります。 

 今後も引き続き、関係機関・団体と共に、あ

いさつ県民運動を中心とした歩行者優先意識を

醸成する広報啓発を展開してまいりますが、特

に学校や教育委員会等と連携した安全教育を通

じて、子供たちの譲り合いの気持ちや感謝の心

を育み、その子供たちが将来、交通ルールとマ

ナーを守るドライバーに成長するという好循環

によって、横断歩道では歩行者を優先するとい

う意識と行動が県民文化として定着するよう努

めてまいります。 

   （商工労働部長大原英樹君登壇） 

○商工労働部長（大原英樹君） 高校教育改革に

当たり、商工労働部が若者の育成に関わってい

くことの展望についてお尋ねがございました。 

 議員御指摘のとおり、将来の本県商工業を

リードする若者の育成は極めて重要な課題であ

ると認識しております。このため商工労働部と

しては、大きく３つの観点から高校教育改革に

積極的に関わりたいと考えています。 

 １つ目は、魅力ある県内企業を知る機会の創

出です。本県には、国内トップシェアを誇るも

のづくり企業など魅力的な企業が多数あります。

高校生のうちにこうした企業を知ることが、生

徒たち自身の地元定着や産業への関心を高める

第一歩となります。例えば、毎年開催している

ものづくり総合技術展には、昨年度も3,000人を
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超える高校生が来場しました。過去の出展者ア

ンケートでは、学生時代の来場をきっかけに入

社した方が18社、93名いるとの結果もあります。

若い世代が県内企業の魅力に触れ、将来就職す

る際の選択肢の一つとして考えてもらえるよう、

こうした機会の創出に努めてまいります。 

 ２つ目は、産業界と学校との連携の後押しで

す。具体的には、高知県工業会や製紙工業会、

情報産業協会などと毎年度意見交換を行い、そ

こで把握した人材ニーズなどについて教育委員

会へ的確にフィードバックします。あわせて、

企業と連携しながら、生徒たちが直接現場を見

る機会の創出にも取り組んでまいります。３つ

目は、若者が活躍できる魅力ある企業づくりで

す。若者から選ばれ、その力を存分に発揮でき

る県内企業を増やしていくため、高付加価値型

経営への転換支援や、働きやすい職場環境の整

備などを進めてまいります。 

 今後も、教育委員会と密に連携を図りながら、

本県商工業の構造改革をリードする若者の育成

と、その受皿となる県内企業の磨き上げに全力

で取り組んでまいります。 

   （文化生活部長依光香代子君登壇） 

○文化生活部長（依光香代子君） まず、令和７

年度に県内の各私立学校に対して交付された補

助金の額についてお尋ねがございました。 

 私立学校を設置している学校法人単位で、国

からの補助金の額と県からの補助金の額を、法

人の設立順にお答えいたします。 

 高知小・中・高等学校、国22万円、県４億8,700

万円余り。土佐中・高等学校、国2,100万円余り、

県５億5,600万円余り。土佐女子中・高等学校、

県２億8,800万円余り。清和女子中・高等学校、

県8,300万円余り。高知学芸中・高等学校、国1,100

万円余り、県５億2,400万円余り。高知中央高等

学校、県２億7,600万円余り。明徳義塾中・高等

学校、国700万円、県３億5,900万円余り。土佐

塾中・高等学校、国600万円余り、県４億4,200

万円余り。太平洋学園高等学校、国1,100万円余

り、県１億5,900万円余り。とさ自由学校、県3,000

万円余り。以上、10の法人、18校の合計では、

国5,700万円余り、県32億700万円余りとなって

います。 

 次に、私立学校における国旗掲揚、国歌斉唱

の実施状況についてお尋ねがございました。 

 県内18の私立の小・中・高等学校のうち、令

和６年度の卒業式から令和８年度の入学式にお

いて、式場内での国旗掲揚、国歌斉唱のいずれ

も実施されなかった学校は、土佐中・高等学校

と清和女子中・高等学校でした。 

 次に、土佐中・高等学校への働きかけと、学

校からの応答状況についてお尋ねがございまし

た。 

 令和６年の６月議会で三石議員の御質問にお

答えして以降、前部長や私、また副部長が合わ

せて９回学校を訪問し、理事長や校長に対して

学習指導要領にのっとった入学式や卒業式での

国旗掲揚、国歌斉唱の実施について重ねて要請

を行ってまいりました。また、その間、令和６

年度と昨年度には副部長と担当課長が文部科学

省を訪問し、本県の状況に関する見解を確認し

てまいりました。 

 まず、文部科学省の見解としましては、学習

指導要領は、法規としての性質を有しており、

国立、公立、私立全ての学校において適用され

ること。国旗・国歌の指導の趣旨は、日本人と

しての自覚、国を愛する心を育成するとともに、

他国の国旗・国歌への尊重の意識を高めること

であり、その機会を失うことは生徒の不利益と

なること。国旗掲揚、国歌斉唱を実施しないこ

とは適切ではなく、私立学校の独自性を理由と

して許容されるものではないというものでした。 

 次に、学校への働きかけ及び応答について、

２年分となりますので長くなりますが、順を追っ
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て申し上げます。 

 令和６年７月、前部長が学校を訪問し、文部

科学省の見解を含む同年６月議会での答弁内容

を説明しました。また、文書にて改めての実施

を要請するとともに、未実施の理由や実施に向

けた検討状況を回答するよう求めました。校長

からは、要請文書には責任を持って回答する旨

のお話がございました。その後、７月末日付で

同校理事長名による文書回答がございました。

回答は、長年検討してきたが教職員全員の理解

が得られていない中で実施はできない、学校独

自で考え実施の結論に至る必要があるといった

内容でした。また、理事長の見解として、学習

指導要領の規範性は十分承知しているが私立学

校の独自性という観点で許容される面もあるの

ではないかといった内容が示されていました。 

 同年11月に、前部長が訪問し、理事長の見解

に対して、私立学校の独自性によって許容され

るものではないという文部科学省に確認した内

容を伝え、再度の実施要請を行いました。校長

からは、12月の理事会で報告するとのお話がご

ざいました。令和７年１月、前部長が訪問し、

重ねての要請を行うとともに、理事会での状況

をお聞きしました。校長からは、理事会で県の

要請内容を伝えたが特段の意見などはなかった、

１月の卒業式は従来のやり方となる、今後も議

論を続けていくといったお話がございました。 

 令和７年度に入り、５月に前部長が訪問し、

直近の卒業式及び入学式における実施状況をお

聞きし、再度の要請を行いました。同年８月、

前部長が訪問し、新任の理事長、校長に対し、

学習指導要領の趣旨や、これまでの議会答弁の

内容を説明し、改めて要請を行いました。理事

長からは、伝統を変えることは難しい、引き続

き議論が必要という旨のお話がありました。 

 同年９月には、副部長が訪問し、文書にて改

めて実施を要請するとともに、未実施の理由や

検討状況について回答を求めました。校長から

は、理事長としっかり話をして回答する旨のお

話がありました。同年10月に、理事長名にて文

書回答がございました。理事長の見解として、

子供たちの成長を願う教職員と保護者の相互理

解と信頼に基づく一体感を持った学校運営は創

設以来の伝統であり、教職員全員の理解が得ら

れていない状態で実施し混乱を来すことは避け

たい、一方で、私学の独自性を理由として実施

しないことは適切でないという文部科学省の判

断については、学校運営とのバランスを考えつ

つ考慮していくべき課題であると認識している

といった内容が示されていました。この回答を

受け、同年12月に、前部長が訪問し、改めて入

学式及び卒業式における国旗掲揚、国歌斉唱の

趣旨を説明し、そうした指導が行われないこと

は生徒の不利益となる旨を伝え、再度理事会で

の議題として取り上げるよう要請しました。 

 令和８年２月にも、前部長が訪問し、生徒が

将来国際社会で活躍していくためには、自国の

国旗及び国歌に対する正しい認識と諸外国の文

化を尊重する意識の醸成が重要である旨のお話

をした上で、再度要請を行いました。校長から

は、理事会において話題として取り上げる、学

習指導要領は理解しており、これからも説明は

続けていく旨のお話がありました。 

 令和８年度に入り、私が部長に就き、同校に

おいても校長が交代されました。５月に私が、

理事長と校長を訪問し、学習指導要領の趣旨や、

これまでの議会答弁の内容を説明するとともに、

改めて実施の要請を行いました。校長からは、

校長に就任して間もないので時間をいただきた

い、検討していかないといけないという思いは

ある、理事会でも話はしていくとのお話がござ

いました。 

 最後に、学習指導要領が長年守られていない

現状の受け止め、また今後の是正に向けた具体
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的な姿勢と覚悟についてお尋ねがございました。 

 先ほど申しましたとおり、これまで長年にわ

たり担当部長が国旗掲揚、国歌斉唱の実施要請

を幾度となく行ってきました。しかしながら、

いまだに実施されていないというゆゆしき状態

に対し、私自身極めて残念に思うとともに、大

変歯がゆい思いを抱いております。誠に遺憾で

あります。 

 この状況の打開に向け、これまで学校に対し

国旗掲揚、国歌斉唱の実施要請とその回答を依

頼していた文書を、今後は行政指導文書と明示

した上で、さらに強く実施に向けた要請を行う

よう考えています。 

 引き続き、私自身が直接学校を訪問し、改め

て学習指導要領の法規性とともに、国旗掲揚、

国歌斉唱が持つ本来の意義と、生徒たちが不利

益を受けている現状を粘り強く説明してまいり

ます。 

○20番（三石文隆君） それぞれ丁寧な御答弁を

いただきましてありがとうございます。 

 特に、文化生活部長からは、国旗・国歌に関

する要請につきまして詳しい答弁をいただきま

した。それを踏まえて再度伺います。先ほど述

べましたとおり、私は昨年度外国を訪問する機

会に恵まれました。その際、現地の方々が私た

ちの訪問団を心から歓迎してくれ、日本の国旗

を大きく振って迎えてくださった光景に深い感

銘を受けました。国際社会において、国旗はそ

の国と国民に対する敬意と友情を表す最大のシ

ンボルであると身をもって実感をした次第であ

ります。 

 国旗は、特定の宗教の旗でもなければ、特定

の政党の旗でもありません。我が国が歩んでい

る平和と民主主義、そして日本人の美しい心、

さらには国民一人一人が同じ社会に所属してい

るという連帯感を一つにする象徴であります。

昨今のオリンピックやサッカーのワールドカッ

プなどのスポーツの現場で私たちが自然と国旗

を振って応援する、まさにそのあかしでありま

す。 

 しかしながら、このように国際社会や民間で

は広く親しまれ、尊重されている国旗・国歌が、

肝腎の我が国の教育現場において入学式や卒業

式での掲揚をあえて拒否するような動きや、国

歌を斉唱しないような否定的な教育がいまだに

まかり通っているとすれば、それはまさに是非

にあらずであります。断じて見過ごすことはで

きません。自国の象徴を大切にできない人間が、

どうして他国の象徴や文化を尊重できるという

のでしょうか。国旗・国歌を尊重する心は、国

際社会を生きる日本人として不可欠なものであ

ります。 

 国の学習指導要領においても、入学式や卒業

式における国旗掲揚、国歌斉唱が明確に定めら

れております。本県の未来を担う子供たちがど

この学校に通っていようとも、ひとしく国際社

会に通用する常識と豊かな心を育める環境をつ

くることこそ、今なすべき県政の重要課題であ

ると考えます。 

 未実施の学校に対して国旗掲揚、国歌斉唱の

適正な実施を強く要請していただきたいと考え

ますが、文化生活部長の決意を再度お聞きいた

します。 

○文化生活部長（依光香代子君） 私の決意につ

いて申し上げます。 

 改めまして、私自身の決意としましては、繰

り返しになりますが、学習指導要領は法規とし

ての性質を有していること、これを私立学校の

独自性を理由に否定することは、決して許され

るものではないこと。また、知事からも答弁が

ありましたように、国旗掲揚と国歌斉唱が持つ

意義について生徒が学ぶ機会を失っていること、

このことは、生徒が計り知れない不利益を受け

ている現状であること。 
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 これらを踏まえた国旗掲揚と国歌斉唱の実施

について、行政指導として今後も強く要請をし

てまいります。実施に向けて断固たる姿勢で臨

む所存でございます。 

○20番（三石文隆君） ありがとうございました。 

 私は、この国旗掲揚、国歌斉唱の未実施とい

う問題を単なる一部の学校現場の課題にとどめ

ず、国際社会を生きる一人の日本人を育てるた

めの県民の課題として真摯に向き合うべきだと

考えます。 

 ぜひとも、県庁挙げてこの課題意識を共有し、

解決に向けて全力で取り組んでいただくことを

強く要請いたしまして、私の一切の質問を終わ

ります。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、議案に対

する質疑並びに一般質問を終結いたします。 

 

――――  ―――― 

 

議 案 の 付 託 

○議長（明神健夫君） これより議案の付託をい

たします。 

 ただいま議題となっている第１号から第10号

まで並びに報第１号及び報第２号、以上12件の

議案を、お手元にお配りいたしてあります議案

付託表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に

付託いたします。 

    議案付託表 巻末244ページに掲載 

 

――――  ―――― 

 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、本日の議

事日程は終了いたしました。 

 お諮りいたします。明４日から９日までの６

日間は委員会審査等のため本会議を休会し、７

月10日に会議を開きたいと存じますが御異議あ

りませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 ７月10日の議事日程は、議案の審議でありま

す。開議時刻は午前10時、本日はこれにて散会

いたします。 

   午前11時42分散会 
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 令和８年７月10日（金曜日） 開議第６日 
 

出 席 議 員        

       １番  浜 口 卓 也 君 

       ２番  竹 内 健 造 君 

       ３番  戸 田 宗 崇 君 

       ４番  上 治 堂 司 君 

       ５番  桑 鶴 太 朗 君 

       ６番  土 森 正 一 君 

       ７番  槇 尾 絢 子 君 

       ８番  久 保 博 道 君 

       ９番  上 田 貢太郎 君 

       10番  今 城 誠 司 君 

       11番  金 岡 佳 時 君 

       12番  下 村 勝 幸 君 

       13番  田 中   徹 君 

       14番  土 居   央 君 

       15番  横 山 文 人 君 

       16番  西 内 隆 純 君 

       17番  加 藤   漠 君 

       18番  弘 田 兼 一 君 

       19番  明 神 健 夫 君 

       20番  三 石 文 隆 君 

       21番  畠 中 拓 馬 君 

       22番  依 光 美代子 君 

       24番  西 森 美 和 君 

       25番  寺 内 憲 資 君 

       26番  西 森 雅 和 君 

       27番  䬢 口 秀 洋 君 

       28番  水 野 雪 絵 君 

       29番  岡 﨑 哲 也 君 

       30番  岡 田 竜 平 君 

       31番  坂 本 茂 雄 君 

       32番  は た   愛 君 

       33番  細 木   良 君 

       34番  岡 田 芳 秀 君 

       35番  岡 本 和 也 君 

       36番  中 根 佐 知 君 

       37番  塚 地 佐 智 君 

欠 席 議 員 

       な   し 

 

―――――――――――――――― 

 

説明のため出席した者 

  知     事  濵 田 省 司 君 

  副  知  事  西 森 裕 哉 君 

  総合企画部長  小笠原 直 樹 君 

           濱 田 憲 司 君 

  総 務 部 長  永 渕 智 大 君 

  危機管理部長  江 渕   誠 君 

  健康政策部長  藤 野 晋太郎 君 

           近 藤 由 佳 君 

  文化生活部長  依 光 香代子 君 

           濱 田 美和子 君 

           小 西 繁 雄 君 

  農業振興部長  橋 本 卓 夫 君 

           坂 田 省 吾 君 

  水産振興部長  山 下   修 君 

  土 木 部 長  横 地 和 彦 君 

  会 計 管 理 者  池 上 隆 章 君 

  公営企業局長  中 嶋 真 琴 君 

  教  育  長  今 城 純 子 君 

  人 事 委 員 長  門 田 純 一 君 

           澤 田 昌 宏 君 

  公 安 委 員 長  松 尾 晋 次 君 

  警 察 本 部 長  岩 田 康 弘 君 

  代表監査委員  和 田  男 君 

           梅 森   実 君 

 

子 ど も ・ 
福祉政策部長 

産 業 振 興 
推 進 部 長 

観 光 振 興 
スポーツ部長 

林 業 振 興 ・ 
環 境 部 長 

人 事 委 員 会 
事 務 局 長 

監 査 委 員 
事 務 局 長 

理事（人口減少・ 
中 山 間 担 当 ）
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―――――――――――――――― 

 

事務局職員出席者 

  事 務 局 長  猪 野 貴 之 君 

  事 務 局 次 長  大 﨑 和 幸 君 

  議 事 課 長  飯 田 志 保 君 

  政策調査課長  溝 渕 松 男 君 

  議事課長補佐  谷 内 恵 美 君 

  主     幹  元 吉 博 子 君 

        

――――  ―――― 

 

議 事 日 程（第６号） 

   令和８年７月10日午前10時開議 

第１ 

 第 １ 号 令和８年度高知県一般会計補正予算 

 第 ２ 号 職員の給与に関する条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ３ 号 公益的法人等への職員の派遣等に関

する条例の一部を改正する条例議案 

 第 ４ 号 高知県税条例の一部を改正する条例

議案 

 第 ５ 号 高知県地方活力向上地域における県

税の特例措置に関する条例の一部を

改正する条例議案 

 第 ６ 号 高知県指定障害児通所支援事業者等

が行う障害児通所支援の事業等の人

員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例議

案 

 第 ７ 号 高知県認定こども園条例等の一部を

改正する条例議案 

 第 ８ 号 高知空港国際線ターミナルビルの指

定管理者の指定に関する議案 

 第 ９ 号 県有財産（災害対応車両）の取得に

関する議案 

 第 10 号 国道494号（第二川ノ内組橋上部工）

防災・安全交付金工事請負契約の締

結に関する議案 

 報第１号 令和７年度高知県一般会計補正予算

の専決処分報告 

 報第２号 高知県税条例等の一部を改正する条

例の専決処分報告 

修正動議 

 議発第２号 第１号令和８年度高知県一般会計

補正予算に対する修正案 

追加 

 第 11 号 高知県教育委員会の委員の任命につ

いての同意議案 

第２ 議員定数問題等調査特別委員会報告の件 

第３ 

 議発第１号  議員を派遣することについて議会

の決定を求める議案 

追加 

 議発第４号 軽油引取税の課税免除特例措置の

堅持を求める意見書議案 

 議発第５号 ドナーミルクの利用拡大を求める

意見書議案 

 議発第６号 住まいの安定と居住支援の抜本的

強化を求める意見書議案 

 議発第７号 中東情勢を踏まえた地域産業及び

国民生活への緊急措置を求める意

見書議案 

追加 

 議発第８号 核兵器禁止条約第１回再検討会議

へのオブザーバー参加を求める意

見書議案 

追加 

 議発第９号 衆議院議員定数の維持を求める意

見書議案 

追加 

 議発第10号 全てのケアラーに対する包括的な

支援と法的枠組みの整備を求める

意見書議案 
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追加 

 議発第11号 奨学金返済負担の軽減及び金利上

昇への支援強化を求める意見書議

案 

追加 

 議発第12号 令和８年度一般会計補正予算 新

高知県民体育館整備事業に関する

附帯決議議案 

第４ 高知県・高知市病院企業団議会議員の補欠

選挙 

追加 継続審査の件 

 

――――  ―――― 

 

   午前10時開議 

○議長（明神健夫君） これより本日の会議を開

きます。 

 

――――  ―――― 

 

諸 般 の 報 告 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 知事から、大原商工労働部長が御不幸のため、

本日の会議を欠席させたい旨の届出がありまし

た。 

 次に、各常任委員会から審査結果の報告があ

り、一覧表としてお手元にお配りいたしてあり

ますので御了承願います。 

 次に、人口減少対策調査特別委員長からこれ

までの調査についての中間報告書が、また議員

定数問題等調査特別委員長から調査の経過及び

結果の報告書が、それぞれ提出されましたので、

併せてその写しをお手元にお配りいたしてあり

ますので御了承願います。 

    委員会審査結果一覧表 巻末280ページ 

    に掲載 

    人口減少対策調査特別委員会中間報告 

    書、議員定数問題等調査特別委員会報 

    告書 それぞれ巻末に掲載 

 

――――  ―――― 

 

委 員 長 報 告 

○議長（明神健夫君） これより日程に入ります。 

 日程第１、第１号から第10号まで並びに報第

１号及び報第２号、以上12件の議案を一括議題

といたします。 

 これより常任委員長の報告を求めます。 

 久保博道危機管理文化厚生委員長。 

   （危機管理文化厚生委員長久保博道君登壇） 

○危機管理文化厚生委員長（久保博道君） 危機

管理文化厚生委員会が付託を受けた案件につい

て、その審査の経過並びに結果を御報告いたし

ます。 

 当委員会は、執行部関係者の出席を求め、慎

重に審査いたしました結果、第１号議案、第９

号議案、以上２件については全会一致をもって、

いずれも可決すべきものと決しました。 

 以下、審査の過程において論議された主な事

項について、その概要を申し上げます。 

 初めに、危機管理部についてであります。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

のうち、ＬＰガス料金高騰対策支援事業費補助

金について、執行部から、国の重点支援地方交

付金を活用し、ＬＰガス料金の高騰の影響を受

けている生活者に対して支援を行うものである。

国が行う都市ガス料金支援に合わせて実施して

おり、対象は県内でＬＰガスの供給を受ける一

般消費者等約21万世帯の予定で、１世帯につき

１か月当たり800円、２か月で合計1,600円を各

世帯のＬＰガス料金から減額する形で実施する

との説明がありました。 

 委員から、消費者からすれば、２か月分が値

引きされた後に３か月目に急に値上がりするこ
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ととなるが、消費者への周知はＬＰガス協会が

行うのかとの質疑がありました。執行部からは、

ＬＰガス協会がチラシを作成し、販売店が検針

の際にあらかじめ周知するとともに、新聞広告

での広報により消費者への周知を行うとの答弁

がありました。 

 次に、第９号「県有財産（災害対応車両）の

取得に関する議案」について、執行部から、５

つの総合防災対策推進地域本部に配備する自走

式シャワーカー５台を、予定金額7,194万円で、

アクアデザインシステム株式会社から買い入れ

ることについて議決を求めるものであるとの説

明がありました。 

 委員から、このシャワーカーは県内事業者が

製造することになるので、これを防災関連製品

として県が認定すれば、県外へのアピールとな

るが、防災関連製品の認定はどうかとの質疑が

ありました。執行部からは、シャワーカーは今

回新たに製造するものなので、製造後であれば

防災関連製品の審査会に諮ることは可能である。

なお、搭載される浄水器は既に防災関連製品に

認定されているとの答弁がありました。 

 次に、健康政策部についてであります。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

のうち、職場環境改善等支援事業費補助金につ

いて、執行部から、国の令和７年度補正予算に

より、医療機関における業務効率化、職場環境

の改善に資するＩＣＴ機器の導入等に係る経費

を支援するものである。医療機関への事前の意

向調査を踏まえ、国から各都道府県に示された

配分額により予算を計上している。今後、各病

院が作成する業務効率化計画等について、県で

実施する評価に基づき、厚生労働大臣において

補助対象事業者が決定されるとの説明がありま

した。 

 委員から、補助対象事業者の要件として、最

大３年間を対象とする業務効率化計画を作成し

ていることになっているが、現在作成している

病院は把握しているか、また国の採択の見込み

はどうかとの質疑がありました。執行部からは、

業務効率化計画を提出しているのは36病院であ

る。実際採択にならないと分からないが、予算

規模としては、２桁に行かないぐらいの件数に

なると想定しているとの答弁がありました。 

 さらに、委員から、採択されなかった病院に

対する救済は考えていないかとの質疑がありま

した。執行部からは、令和９年度以降は、地域

医療介護総合確保基金の事業メニューとして新

たに位置づけられることが決まっている。そう

したものもできる限り活用しながら、今回採択

されなかった病院にも支援ができる方法につい

て検討していきたいとの答弁がありました。 

 次に、報告事項についてであります。 

 まず、危機管理部についてであります。 

 消防広域化の取組状況について、執行部から、

令和８年５月に開催された実務協議会における

資料に基づき、移行の進め方と目標年次、県推

奨案における規約等の議決スケジュール案、分

賦金の算定に関する基本的な考え方などについ

て説明がありました。 

 委員から、消防は各市町村に権限がありなが

ら、県が広域化に踏み込むことなので、各市町

村の独自性の中でどういう判断をするのか丁寧

に聞き取る必要があると思う。現状と県のやり

たい中身を各自治体がしっかりと議論して、参

加をする、しないも含めて、そこに寄り添う形

にしないと、どこかで厳しい対応をするような

ことになってしまうのではないかと危機感を持っ

ている。責任のある現場に対して、リスペクト

しながら進めていかなければならないと思うと

の意見がありました。執行部からは、広域化の

議論に当たっては、統一すべきところと、地域

の独自性を残すところについて各消防本部など

と個別のヒアリングを行いながら、意見を取り
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入れる作業を丁寧に行っており、今後もその姿

勢で臨んでいきたいとの答弁がありました。 

 別の委員から、これまでも消防の広域化につ

いて、各市町村に対して説明はされてきたと思

うが、より一層の説明に努めるようにとの要請

がありました。 

 次に、健康政策部についてであります。 

 高知県収容動物飼養管理ガイドラインの策定

について、執行部から、県ではこれまで、県の

収容動物の飼養管理に関する取組の方針、具体

的な手続や根拠を明文化したものがない状態で

あった。このため令和７年度から、動物愛護の

関係者の意見も踏まえながら、その策定を進め

てきた。ガイドラインにより明確にした動物の

飼養管理、状態の評価に関する基準を適切に運

用し、県民にも分かりやすい動物愛護行政を進

めていきたいとの説明がありました。 

 委員から、動物愛護の観点で、譲渡、安楽死

の部分もガイドラインに位置づけてくれたこと

は、高く評価したい。県と高知市で連携をして

いきながら、新たにできる動物愛護センターの

活動につなげていただきたいとの意見がありま

した。執行部からは、これまでも安楽死処置と

いう選択肢は、国の考え方に準拠した形で持っ

ていた。ガイドラインでは一般家庭で飼養可能

な動物は積極的に譲渡した後、攻撃性の問題や、

治る見込みがない病気を抱えている動物がいる

場合は、動物福祉の観点から、やむを得ない最

終的な手段として、安楽死処置という選択肢を

持っておくことを明記したものである。また、

最後までしっかりと飼っていただくことの啓発

などの考え方もまとめた。このガイドラインを、

高知市も含め、全県で適切に運用していきたい

との答弁がありました。 

 次に、文化生活部についてであります。 

 高知県文化芸術振興ビジョンの改定について、

執行部から、平成29年４月に施行した高知県文

化芸術振興ビジョンについて、令和８年度が計

画期間の最終年度に当たることから、現在改定

に向けた取組を進めている。現行ビジョンでは、

ビジョン全体を貫く数値目標は設定していな

かったが、県が行う施策である以上、成果を測

定する指標が必要であるという考え方に基づき、

次期ビジョンでは全体を貫く数値目標及び基本

方針ごとの数値目標を設定する方向で検討して

いるとの説明がありました。 

 委員から、文化施設が県の中央部に集中して

いることで、中央部と郡部で地域間格差がある。

郡部で文化芸術に触れる機会を拡大するために、

どんなことを考えているのかとの質問がありま

した。執行部からは、施設が出前授業を行うこ

とや、学校であれば施設に来てもらうのも一つ

の方策である。令和６年度からは中山間地域を

中心にアーティストを派遣する取組を行ってお

り、それをより小さなイベントにも拡充してい

る。また、地域と文化芸術団体等をつなぐ役割

をアーツカウンシルという文化芸術振興組織が

担うべきではないかと考えており、どのように

強化していくのか、これから検討していきたい

との答弁がありました。 

 さらに、委員から、学校もどんどん小規模化

して専科の教員がいない。中央部には専科の教

員がいるので、美術館とも交流がありスムーズ

にいく。郡部における文化施設の教育普及活動

の活性化が図られるようにＫＰＩを設定してほ

しいとの意見がありました。 

 別の委員から、基本方針にある文化芸術を活

用した地域の振興は、これからすごく大切であ

る。ポイントとなるのは後継者、人材であり、

今後、特に中山間地域等において生み出してい

くには、発表の場がいかにあるのかが関係する

と思う。基本方針ごとの数値目標にある県内主

要施設等における文化イベントの開催数や中山

間地域における開催数は、まさに見方を変えれ
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ば発表の場につながるのではないか。発表の場

を設けることが、後継者、人材につながり、そ

れが地域の振興にもつながっていくと思うがど

うかとの質問がありました。執行部からは、今

年度のよさこい高知文化祭2026の開催により、

いろんな地域で様々なイベントが開催をされる。

今まで中断していた人たちなどが、これを契機

にやってみると、次につながっていくというこ

とを、ビジョンの改定にも入れている。文化だ

けでなくても、地域に関わるイベントをやって

いくことを、しっかりと後押しするようなビジョ

ンにしていきたいとの答弁がありました。 

 さらに、委員から、地域の文化、芸能活動の

発表の場が、イベントというと一過性のものの

ようなイメージを持つ。そうではなくて、よさ

こい高知文化祭2026をきっかけに、そういうも

のが復活し継続していく仕組みができれば、中

山間の振興に向けていいきっかけになると思う

との意見がありました。 

 以上をもって、危機管理文化厚生委員長報告

を終わります。 

○議長（明神健夫君） 横山文人商工農林水産委

員長。 

   （商工農林水産委員長横山文人君登壇） 

○商工農林水産委員長（横山文人君） 商工農林

水産委員会が付託を受けた案件について、その

審査の経過並びに結果を御報告いたします。 

 当委員会は、執行部関係者の出席を求め、慎

重に審査いたしました結果、第１号議案につい

ては全会一致をもって、可決すべきものと決し

ました。 

 以下、審査の過程において論議された主な事

項について、その概要を申し上げます。 

 初めに、商工労働部についてであります。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

のうち、特別高圧電気料高騰緊急支援給付金に

ついて、執行部から、国の物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金を活用し、特別高圧電力

を使用する県内の製造業者や商業施設のテナン

ト等に対し、電気料金高騰の負担軽減を支援す

ることとしている。支援対象期間は本年７月か

ら９月までとし、実績に基づいて順次給付する

との説明がありました。 

 委員から、本交付金による支援は事業者から

感謝されているが、交付金終了後の物価高騰対

策や、地場産業として存続を図るための伴走型

支援について、部としてどのように取り組むの

かとの質疑がありました。執行部からは、議会

終了後、県内企業を順次訪問し、直面している

課題や現場の意見を直接、聞くこととしている。

地場の製造業、商工業が持続的に活性化できる

よう、寄り添った支援の在り方を検討していき

たいとの答弁がありました。 

 次に、農業振興部についてであります。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

のうち、畜産経営体質強化緊急支援事業委託料

について、執行部から、中東情勢の影響による

配合飼料価格は高止まりが継続しており、畜産

経営に大きな影響を与えている。今後もこうし

た状況が継続すると見込まれることから、経営

安定のため、支援を行うものであるとの説明が

ありました。 

 委員から、中東情勢は、小規模事業者に対す

る影響が大きく、飼料コスト削減や生産性向上

の構造転換メニューの中から５％以上の改善を

補助要件とするには、今まで取り組んでいなかっ

た事業者にとってハードルが高いと考えるが、

支援はどうするのかとの質疑がありました。執

行部からは、小規模事業者は配合飼料価格の高

騰対策よりも生産性向上について県の指導を要

望する声があり、家畜保健衛生所が事業者へ生

産指導を行い、改善に取り組んでいるとの答弁

がありました。 

 さらに、委員から、飼料コストを削減し、稲
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ＷＣＳの利用拡大をする中、令和７年度は県の

計画に比べて収量が少なかったようだが、稲Ｗ

ＣＳの利用拡大に向けた支援策の強化にどのよ

うに取り組むのかとの質疑がありました。執行

部からは、稲ＷＣＳは食用米の増産に影響を受

け、生産面積が15ヘクタールほど減少している。

今年度より、収量が２倍以上期待できる専用品

種への変更を進めているとの答弁がありました。 

 別の委員から、終息が見通せない中東情勢に

影響を受け、事業継続が危ぶまれる事業者に対

して、どのような経営支援をするのかとの質疑

がありました。執行部からは、経営の安定のた

めには収益を上げ、生産費を下げることが必要

である。現状は、畜産物の価格が非常に好調で

あり、一定の収益を確保できている。生産費に

ついては、稲ＷＣＳの増産により、コストを下

げ、生産性向上対策を進めながら、経営体制の

強化を図っていくとの答弁がありました。 

 次に、水産振興部についてであります。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

のうち、燃油等高騰緊急対策給付金事務委託料

について、執行部から、燃油や配合飼料価格が

高止まりする中で、漁業経営の安定化を図るた

め、これらの価格上昇分の一部を支援するもの

であるとの説明がありました。 

 委員から、令和８年度漁業経営セーフティー

ネット構築事業に加入している漁業者等が支援

対象とのことだが、どれくらいの漁業者が加入

しているのかとの質疑がありました。執行部か

らは、漁業種類によって加入割合が異なってい

るが、全体で６割強の漁業者が加入している。

中型まき網漁業やカツオの一本釣り漁業といっ

た稼働日数や水揚げ金額の多い業種はほぼ100％

加入しているとの答弁がありました。 

 さらに、委員から、加入促進への取組はして

いるかとの質疑がありました。執行部からは、

加入促進については、セーフティーネットを取

り扱っている漁業団体と連携して取り組んでい

るとの答弁がありました。 

 次に、報告事項についてであります。 

 商工労働部についてであります。 

 まず、中東情勢に伴う新たな融資制度の創設

について、執行部から、中東情勢に伴う原油高

や資材不足、先行きの不透明感を受け、県内商

工団体や県議会会派からの金融支援強化の要望

に対応するために、国の対応を待たず、四国初

となる中東情勢特化型の原油・原材料価格高騰

対策緊急支援融資を５月18日より運用を開始し

た。緊急の資金需要に迅速に応えるため、事業

計画の策定を不要とし迅速な融資を実現するこ

とにより、中小事業者の当面の資金繰りを支援

しようとするものであるとの説明がありました。 

 委員から、制度自体は時宜を得た取組である。

しかしながら公費を使っての支援であることか

ら、審査の迅速化のためとはいえ、中東情勢の

影響を受けているかどうかの審査をどのように

行うのかとの質問がありました。執行部からは、

迅速化を図る一方、審査自体を緩めるわけでは

ない。仕入価格の値上げ通知書など、口頭だけ

ではなく、将来的に売上げが５％以上減少する

ことを一定客観的に証明できる書類等を確認す

ることで、金融機関や信用保証協会が適切に審

査しているとの答弁がありました。 

 別の委員から、四国初ということでこの融資

制度については、評価している。融資枠の残余

状況はどうかとの質問がありました。執行部か

らは、年間の融資枠は50億円を確保しており、

現状のペースであれば十分に対応可能であると

考えているとの答弁がありました。 

 次に、第12次高知県職業能力開発計画案につ

いて、執行部から、国が策定した第12次職業能

力開発基本計画を踏まえ、本県における今後５

年間の職業能力開発施策の基本的な方向や具体

的な取組を定めるものである。物価高騰の長期
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化などによる企業への影響拡大や、少子高齢化

による人手不足の深刻化、ＡＩの進化や業務の

デジタル化の動きを背景とした労働需要の変化

など、労働者や企業を取り巻く環境の変化に対

応するため、職業訓練や、キャリア形成支援な

どの職業能力開発施策を国や県、関係機関が連

携して推進しようとするものであるとの説明が

ありました。 

 委員から、県立高等技術学校については、大

事な施設だと考えている。人口減少が進む中、

高知市と四万十市の高等技術学校の統合につい

て、どのような検討を行っているのかとの質問

がありました。執行部からは、現在、職業能力

開発審議会へ諮問し、本年度末の取りまとめに

向け検討を進めている。昨年度の同審議会では、

定員の充足率が著しく低い現状から、委員より、

統合はやむなしではないかとの意見が複数出さ

れた。今年度秋頃の２回目の審議会において、

中間報告として素案を諮りながら議論を進めて

いくとの答弁がありました。 

 さらに、委員から、今後はものづくりという

ところにもっと光が当たっていくと言われてい

るので、丁寧な議論を進めていただきたいとの

意見がありました。 

 別の委員から、高いＩＴ・デジタルスキルを

身につけた人材は県外からの引き合いも強くな

り、流出してしまう懸念がある。県内に定着さ

せるための取組をしっかりやってほしいとの意

見がありました。執行部からは、まさに元気な

未来創造戦略において全力で取り組んでいる分

野である。所得向上や働き方の改善、県内転職

支援拠点の設置など、県施策を総動員して流出

防止に努めていくとの答弁がありました。 

 以上をもって、商工農林水産委員長報告を終

わります。 

○議長（明神健夫君） 加藤漠産業振興土木委員

長。 

   （産業振興土木委員長加藤漠君登壇） 

○産業振興土木委員長（加藤漠君） 産業振興土

木委員会が付託を受けた案件について、その審

査の経過並びに結果を御報告いたします。 

 当委員会は、執行部関係者の出席を求め、慎

重に審査いたしました結果、第１号議案につい

ては、修正案が提出され、採決の結果、賛成少

数で否決されました。引き続き、原案について

採決の結果、賛成多数をもって可決すべきもの

と決しました。なお、第１号議案に対し、委員

から附帯決議案が提出され、採決の結果、賛成

少数をもって否決されました。また、第10号議

案については、全会一致をもって可決すべきも

のと決しました。 

 以下、審査の過程において論議された主な事

項について、その概要を申し上げます。 

 初めに、産業振興推進部についてであります。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

のうち、産業振興計画推進費について、４月20

日から実施した所得向上推進企業等総合支援事

業費補助金の１次公募において、当初予算額を

大幅に上回る申請があった。県内事業者の稼ぐ

力を高め、若者をはじめとする従業員の賃金に

還元する流れを生み出していくためには、でき

る限り多くの事業者の高付加価値型経営への取

組を支援することが重要であることから、当初

予算を倍増させ、効果的な事業を数多く採択し

ていくものであるとの説明がありました。 

 委員から、今回の補正予算額はどのように積

算しているのかとの質疑がありました。執行部

からは、当初予算額の15億円に対し、64億円余

りの申請をいただいている。賃金向上に対し意

欲的な事業も多く、予算の都合がつく範囲で、

半数程度は支援を行いたいと考えているとの答

弁がありました。 

 さらに、委員から、ぜひ現場のニーズに沿っ

た形でできる限りの支援をお願いしたいとの意
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見がありました。 

 別の委員から、不採択となった事業者が再挑

戦できるような仕組みや、技術的な助言が必要

ではないかとの質疑がありました。執行部から、

不採択の中にも非常に意欲的な取組が多数あっ

たため、関係機関と連携し継続したサポートを

行うとともに、国等の補助制度を周知するなど、

少しでも多くの事業が前進するよう取り組んで

いきたいとの答弁がありました。 

 別の委員から、税金を使う以上、公共的な効

果がどの程度あったかを把握し、県民に知らせ

る責任がある。事業効果の検証や公表について

どのようにするのかとの質疑がありました。執

行部からは、先進枠については、県民の皆さん

の参考となるような形での公表は当初から考え

ている。公表の方法等については今後検討し、

横展開ができるように取り組んでいきたいとの

答弁がありました。 

 別の委員から、事業者にとって申請から審査

結果が分かるまでのスピード感も重要だと思う

が、どのような状況であるかとの質疑がありま

した。執行部からは、申請件数が想定よりも多

かったため、審査体制も強化したが、当初の計

画よりも１か月弱の遅れが生じている。できる

限り早期に審査し、事業者が取組に着手できる

よう対処していきたいとの答弁がありました。 

 次に、観光振興スポーツ部についてでありま

す。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

のうち、スポーツ施設管理運営費について、執

行部から、新県民体育館の整備に向けて、必要

となる調査、設計の委託や、設計段階から運営

面の知見を取り入れるため、専門家をアドバイ

ザーとして委嘱するための経費である。また、

新県民体育館整備設計等委託料の債務負担行為

について、新県民体育館の整備に伴い、次年度

以降必要となる基本設計、実施設計の委託及び

工程管理やコスト管理など建築設計の発注者支

援をする経費であるとの説明がありました。あ

わせて、新県民体育館整備等基本計画検討会に

おいて検討を重ね、パブリックコメントでいた

だいた貴重な意見も踏まえ、６月15日に新県民

体育館整備等基本計画を策定したとの報告があ

りました。 

 委員から、新県民体育館周辺の交通への影響

等について、人流や交通のシミュレーションを

行うのかとの質疑がありました。執行部からは、

設計段階で、交通混雑や人流などのシミュレー

ションを実施したいと考えているとの答弁があ

りました。 

 また、委員から、歩道橋や路面電車の停留所

の整備については、新県民体育館の予算とは別

組みとなるのかとの質疑がありました。執行部

からは、今後の検討となるが、新県民体育館と

一体的に整備するということで考えると、歩道

橋等の整備も含めて予算計上する可能性はある

との答弁がありました。 

 別の委員から、新県民体育館の進め方につい

て、パブリックコメントの約７割が慎重論であっ

たが、整備スケジュール案では、基本設計と実

施設計を同時にスタートすることとなっており、

丁寧なやり方になっていないのではないかとの

質疑がありました。執行部からは、基本設計が

おおむねまとまった段階で、概算事業費などが

明確になり、そうした節目で、議会や県民に丁

寧に説明を尽くして進めていきたい。今回の基

本設計と実施設計の一括予算計上は、老朽化の

進む現体育館に代わる新体育館の早期供用開

始、工期短縮が目的であるとの答弁がありまし

た。 

 また、委員から、基本設計を示した段階で、

再度パブリックコメントの実施や関係施設等の

皆さんから意見を聞くなど、基本設計と実施設

計の間のスケジュールを延ばすこともあり得る
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のかとの質疑がありました。執行部からは、現

時点では、スケジュールを後ろ倒しにすること

は考えていない。基本設計がおおむね固まる段

階で、万が一立ち止まる必要が生じれば柔軟に

対応するとの答弁がありました。 

 さらに、委員から、経費の上振れにより、収

支均衡を図るため、利用料金を上げざるを得な

い問題をリスクと捉えていないのかとの質疑が

ありました。執行部からは、物価上昇等により、

利用料金の負担が増えることも考えられるが、

県民の利用しやすい金額を検討し、条例議案に

より、県議会で諮りたいと考えているとの答弁

がありました。 

 複数の委員から、県民体育館などの長寿命化

を行うとしたら、どれくらいのコストで、どれ

くらいの維持管理費が必要か、収支シミュレー

ションを実施し、集約化した場合のコストと比

較し、県民へ選択肢を示す必要があるのではな

いかとの質疑がありました。執行部からは、現

時点で長寿命化の詳細な試算はしていないが、

概算としてどうかについては、しっかり比較す

る必要があり検討していきたいとの答弁があり

ました。 

 別の委員から、基本方針の中のまちづくり拠

点や、にぎわいの拠点を目指すことについて、

高知市との連携が必要であると思うが、ワーク

ショップなどで出た意見について、県はどのよ

うに対応しているのかとの質疑がありました。

執行部からは、新県民体育館を核としたまちづ

くりワークショップを、今年の３月と５月に実

施し、今月末には取りまとめを行う予定である。

にぎわいづくりに関する具体的なアイデアにつ

いて、県と市がしっかり受け止め、高知市とも

連携を深めながら、まちづくりの形を探ってい

きたいとの答弁がありました。 

 さらに、委員から、スピード感を持って取り

組むことが大事であり、結果として県民にとっ

て、できてよかったと言ってもらえる施設にな

るよう、様々な意見を反映すべきではないかと

の質疑がありました。執行部からは、まちづく

りのワークショップでいかに中心市街地と新県

民体育館の間で滞在する人口を増やしていくか

も非常に重要な視点だと考えている。高知市と

の連携を深め、また他県の具体的な取組事例も

参考にし、町なかと県民体育館がしっかりつな

がった形を目指していきたいとの答弁がありま

した。 

 次に、報告事項についてであります。 

 初めに、産業振興推進部についてであります。 

 東京アンテナショップ飲食部門の運営委託に

ついて、首都圏における飲食店での人手不足を

受け、令和４年以降、アンテナショップの飲食

部門において恒常的な人員不足が生じている。

そうした中で、首都圏での外商活動や情報発信

の拠点としての機能をさらに高め、より安定的

な運営につなげていくため、飲食部門の機能は

維持しつつ、経営ノウハウ等を有する民間事業

者に運営を委託することとし、このたび、受託

者が決定した。今後は店舗の改修等を行い、本

年11月にグランドオープンする予定であるとの

説明がありました。 

 委員から、県として、財政面を含めてどのよ

うなサポートをしていくのかとの質問がありま

した。執行部からは、情報発信や外商活動、ま

た家賃に関して一定の負担をしている。今回、

新たに生産者にスポットを当てる取組等の提案

もあったことから、受託者と連携しながら取組

を強化していきたいと考えているとの答弁があ

りました。 

 別の委員から、飲食部門と物販部門の連携や

調整体制はどうなっているのかとの質問があり

ました。執行部からは、飲食部門は地産外商公

社が委託を行い、物販部門と切り離さず一体で

運営をしていくこととなる。県も状況を確認し
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ながら支援していきたいとの答弁がありました。 

 さらに、委員から、意見の相違もあるかもし

れないが、県としても、状況を注視しながらサ

ポートをしてもらいたいとの意見がありました。 

 次に、観光振興スポーツ部についてでありま

す。 

 大河ドラマを活用した観光振興の検討の方向

性について、令和10年に県出身の中浜万次郎を

主役とするＮＨＫ大河ドラマジョン万の放送が

決定したことから、この追い風を最大限に生か

し、観光振興につなげていくため、県全体で展

開する博覧会を実施したいと考えている。博覧

会を通じ、国際交流をはじめ、地産外商や移住

などの人口減少対策の加速化を図ることにもつ

なげていきたいとの説明がありました。 

 委員から、土佐清水市の生家周辺の観光客の

受入れ体制はどのような状況か、また、ジョン

万次郎は県内外に広くゆかりの地があると思う

が、県内市町村との連携状況はどうなっている

のかとの質問がありました。執行部からは、土

佐清水市から生家周辺の駐車場の整備を検討し

たいと伺っている。また、県内市町村へのアン

ケート調査では、32の市町村が、自由民権運動

や捕鯨文化、多文化共生等のテーマで、ジョン

万次郎と連携した取組を目指したいと回答して

おり、今後は、専門家によるアドバイスのほか、

ヒアリングを通じて、具体策について検討した

いとの答弁がありました。 

 以上をもって、産業振興土木委員長報告を終

わります。 

○議長（明神健夫君） 金岡佳時総務委員長。 

   （総務委員長金岡佳時君登壇） 

○総務委員長（金岡佳時君） 総務委員会が付託

を受けた案件について、その審査の経過並びに

結果を御報告いたします。 

 当委員会は、執行部関係者の出席を求め、慎

重に審査いたしました結果、第２号議案から第

８号議案、報第１号議案、報第２号議案、以上

９件については全会一致をもって、また第１号

議案については賛成多数をもって、いずれも可

決または承認すべきものと決しました。 

 以下、審査の過程において論議された主な事

項について、その概要を申し上げます。 

 初めに、総合企画部についてであります。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

のうち、地域活性化支援事業費補助金の拡充に

ついて、執行部から、一定の集客が見込める施

設を管理運営する自律性向上団体を対象に、ふ

るさと納税型クラウドファンディングの仕組み

を活用し、県立施設におけるサービスの高付加

価値化に向けた新たなプロジェクトを後押しす

るためのメニューを追加するものである。資金

調達の方式としては、目標金額に達した場合の

み資金を受け取るAll or Nothing、目標達成型

と、目標金額にかかわらず集まった資金を全て

受け取るAll in、実行確約型から選択可能とし、

上限を設けず柔軟に運用していくものであると

の説明がありました。 

 委員から、資金調達はAll or Nothing型とAll 

in型の２つの方法から選択することができるた

め、補助事業者が悩む面もあると思うが、県と

してどうフォローしていくのかとの質疑があり

ました。執行部からは、施設を所管する課が万

全なフォローをすることに加え、当初予算で契

約しているクラウドファンディングサイト事業

者にも伴走支援に入ってもらうことを考えてい

るとの答弁がありました。 

 別の委員から、目標達成型で目標金額以上の

資金が集まった場合は、どういう対応になるの

かとの質疑がありました。執行部からは、目標

金額に達した場合は、クラウドファンディング

を終了する。結果的に多少金額は増えても、そ

の分は交付するとの答弁がありました。 

 次に、総務部についてであります。 
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 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

について、執行部から、所得向上推進企業等総

合支援事業費補助金など、総額で30億4,007万円

の増額補正を行うものである。補正予算の財源

として必要になる一般財源については、財政調

整基金の取崩しで対応するものであるとの説明

がありました。 

 委員から、６月補正予算で18億円余りを財政

調整基金から取り崩すことについて、どういう

議論があったのかとの質疑がありました。執行

部からは、所得向上推進企業等総合支援事業費

補助金について、多くの事業者から申請があり、

その思いに少しでも応えたいという考えがあっ

た。また、今後財政調整基金の安定的な運営に

一定の見通しがついていることも総合的に勘案

をして、今回の判断に至ったとの答弁がありま

した。 

 さらに、委員から、本来、売上高100億円を目

指すくらい勢いのある企業には、金融機関が伴

走していくものではないのか。そこへ県民の税

金を補助金としてつぎ込むことの妥当性につい

ては、もっと慎重な議論が必要ではないのかと

の質疑がありました。執行部からは、令和８年

度については、当初予算でこの補助金を交付し

ており、それに対して多くの申請をいただいた

ため、このスキームの中でやっていくと判断し

たものである。来年度以降の在り方については、

引き続き検討していくとの答弁がありました。 

 次に、教育委員会についてであります。 

 第６号「高知県指定障害児通所支援事業者等

が行う障害児通所支援の事業等の人員、設備及

び運営に関する基準等を定める条例の一部を改

正する条例議案」及び第７号「高知県認定こど

も園条例等の一部を改正する条例議案」につい

て、執行部から、県の基準条例が規定している、

人員、設備、運営等の基準について参照してい

る国の基準府省令が一部改正されたことを考慮

し改正するものであるとの説明がありました。 

 委員から、１学級の園児数や職員の配置基準

を経過措置の期限までに法令に基づく人数にす

る必要がある。保育士等が不足している中で人

員の確保についてはどうするのかとの質疑があ

りました。執行部からは、保育士の人材確保に

ついては、修学資金の貸付けや就職先のマッチ

ング、今年度も高校生向けバスツアーなど、い

ろいろな形で取り組んでいる。また、昨年、国

が配置基準を満たしていない施設の状況を調査

した際、基準を満たしている全国の施設の割合

が、97.2％になったことを受けて、配置基準の

経過措置は令和10年３月31日までとされたもの

であるとの答弁がありました。 

 次に、報告事項についてであります。 

 まず、総合企画部についてであります。 

 とさでん交通の令和７年度決算等について、

執行部から、営業損益については、令和７年度

は３億3,500万円の赤字となっているが、前年度

から1,200万円改善されている。また令和元年度

の５億600万円の赤字と比較しても、１億7,000

万円の改善となり、売上げの回復や経費削減と

いった経営努力の成果が出た。また、特別利益

は、県の債務償還支援の補助金のほか、国、県、

沿線市町からの補助金や給付金により15億8,100

万円となり、結果、当期純損益は、８億2,000万

円の黒字で過去最高の黒字決算となっていると

の説明がありました。 

 委員から、とさでん交通の職員の処遇はどの

ように改善されてきているのかとの質問があり

ました。執行部からは、毎年のベースアップに

併せ、賞与についても直近３年間で0.6月ほど増

やすなどの改善を行っているとの答弁がありま

した。 

 また、委員から、バスに乗った際、サービス、

対応のよい運転手とそうでない運転手の差があ

るように感じるが、どのような取組を行ってい
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るのかとの質問がありました。執行部からは、

接遇改善に向けた研修の実施をしたり、利用者

からの意見や、模範になるケースがある場合は、

社内で共有しているとの答弁がありました。 

 さらに、委員から、県民が気持ちよく公共交

通機関を利用できるよう、サービスの徹底をお

願いしたいとの意見がありました。 

 次に、総務部についてであります。 

 県有建築物における建築基準法に基づく定期

点検の未実施の対応状況について、執行部から、

本年３月に公表した建築基準法に基づく定期点

検を実施していないことが判明した各施設の７

月１日時点での対応状況についての報告である。

建築物の点検未実施が明らかとなった７施設15

棟では、点検が終了しているのは６施設10棟、

そのうち指摘なしは２施設２棟。指摘ありは１

施設１棟であるが、運営に支障がないため経過

観察中である。点検結果待ちは３施設７棟であ

り、点検中が１施設５棟である。また、外壁全

面打診調査は、未実施が明らかとなった14施設

23棟のうち、調査が終了している３施設３棟全

てで指摘があったが、１施設１棟は修繕発注済

み、２施設２棟は運営に支障がないため経過観

察中である。調査中は９施設16棟、調査発注手

続中は２施設４棟である。いずれの点検、調査

においても、今後、指摘があれば状況を踏まえ

た適切な対応を行う予定である。再発防止策と

して、４月に総務部長通知を発出し全庁へ法令

遵守の徹底を図ったほか、建築基準法以外にも、

各種法令により必要となる点検があるため、主

な点検内容をまとめた法定点検一覧表を全庁に

通知するなど、再発防止の徹底を図ったとの説

明がありました。 

 委員から、今回の複数の報告事案を聞くと県

庁職員はどのような仕事でも法令に基づいて

行っているということを忘れているのではない

かという思いになる。ささいなことでも仕事の

背景にどういった法律や条例があるかをきちん

と把握した上で仕事に当たっていただきたい。

引継ぎもきちんと徹底させたら、こういったミ

スはほとんどなくなってくるのではないかと思

う。公務の適正な執行について総務部長通知で

周知しているとのことだが、出先機関などの現

場に、対応できているか再確認をして、きちん

とするようにもう一回指導してはどうかとの質

問がありました。執行部からは、県庁職員は法

令に基づいて仕事をしているので、その点はしっ

かりやらなければいけないところである。そし

て、仕事を行っていく上で、根拠条文などを改

めて確認するということ、周りの人と情報共有

をきちんとするということは徹底しなければい

けないと思っている。また、人事異動があるた

め、行政として継続して仕事をやっていく上で

は、引継ぎが大変重要だと考えている。やり方

は今後検討が必要だが、全庁で徹底をするよう

に、各部局任せではなく総務部がしっかりと下

支えをしていきたいとの答弁がありました。 

 次に、教育委員会についてであります。 

 産業イノベーション人材育成等に資する高等

学校等教育改革促進事業について、執行部から、

本事業は、令和22年、2040年を見据えた「高校

教育改革に関する基本方針～ネクストハイス

クール構想～」の実現を目指す国の事業で、都

道府県に基金を設置、改革を先導する拠点校の

パイロットケースを創設し、取組、成果を域内

の高校に普及するものである。国が示す３類型

に基づき、高知農業高校、高知小津高校、高知

東高校、高知丸の内高校の４校を拠点とする事

業計画を国に申請したところ、審査の結果、理

数系人材育成拠点として申請した高知小津高校

の１校のみが採択された。このため不採択となっ

た３校の計画について、内容を再検討し、国の

再公募に申請する予定であるとの説明がありま

した。 
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 委員から、人的配置についても基金の対象と

なるのかとの質問がありました。執行部からは、

常勤の職員は対象外だが、会計年度任用職員に

ついては対象となるとの答弁がありました。 

 別の委員から、不採択となった事業について、

文部科学省から不採択の理由や点数などが示さ

れたのかとの質問がありました。執行部からは、

点数は開示してもらえなかったが、どういった

ところに改善点があるのかということは、文部

科学省から説明があったとの答弁がありました。 

 さらに、別の委員から、デジタル技術のよう

な最新技術の活用となった場合、指導する人材

も重要になってくるが、その点についてどう取

り組んできたのかとの質問がありました。執行

部からは、学校で取り組む内容について、各産

業団体や高等教育機関、県の出先機関も含め、

どういった協力をしていただけるのか話しに行

き、協力を得られるよう一定めどが立った上で

申請をしているとの答弁がありました。 

 以上をもって、総務委員長報告を終わります。 

 

――――  ―――― 

 

修正動議、提出者の説明（議発第２号） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 第１号「令和８年度高知県一般会計補正予算」

に対し、塚地佐智議員ほか５名から修正動議が

提出されましたので、お手元にお配りいたして

あります。その提出書を書記に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    議発第２号 巻末249ページに掲載 

○議長（明神健夫君） ただいま御報告いたしま

した第１号「令和８年度高知県一般会計補正予

算」に対する修正案を、本案と併せて一括議題

とし、提出者の説明を求めます。 

 33番細木良議員。 

   （33番細木良君登壇） 

○33番（細木良君） 日本共産党の細木良です。

私は、今議会に計上されています議発第２号「第

１号令和８年度高知県一般会計補正予算に対す

る修正案」について、提案理由の説明を行いま

す。 

 削除する予算は、新県民体育館の整備に向け

た地質等調査、基本設計及び実施設計予算等で

す。私たち日本共産党県議団は、県民体育館の

再整備については反対するものではありません

が、パブリックコメントで寄せられた多くの懸

念事項が解決されていない基本計画案の修正が

何らされないまま、最終となった新県民体育館

整備等基本計画検討会が開催された６月10日か

ら僅か２週間で約7.5億円もの関連予算を今議

会に提案されたことは拙速であると同時に、予

算計上の仕方として基本設計と実施設計の同時

提案はイレギュラーな手法であることを問題と

考え、予算削除をするものです。 

 今議会の質問戦では、新たな問題点や課題も

明らかになりました。１つは、県民体育館本体

も含め、集約される予定の武道館などの長寿命

化コストの試算が行われていなかったことです。

このことは、何が何でもトップダウンで決めた

計画内容を押し通すため、真剣に県民に情報提

供をしようとしない独断専行型の県政運営の問

題点があらわになったと言えるのではないでしょ

うか。 

 県は、人口減少等により公共施設等の利用需

要が変化、多様化していくことが予想されるこ

とを踏まえ、公共施設等の全体の状況を把握し

長期的な視点で、更新、統廃合、長寿命化等を

計画的に行うことにより、財政負担を軽減、平

準化するとともに、公共施設等の最適な配置や

有効活用を実現するため、高知県公共施設等総

合管理計画を策定しています。この計画は今年

度が最終年度ですが、県民体育館と武道館の期

間中の方針として計画的な維持管理を行うこと
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となっています。 

 管理計画では、維持管理・修繕の実施方針と

して、建築物をできる限り長く使うため、適切

な維持管理を行っていくことが重要でありと記

載されています。ぢばさんセンター大ホールを

含め、集約予定の全ての施設を長寿命化した場

合の総費用、新規建て替えの場合の費用など、

基本計画での209億円と比較検討する材料を県

民に明らかにすべきです。その際、有利な起債

となる公共施設等適正管理推進事業債の活用に

ついては、施設の使用年数を法定耐用年数を超

えて延長させる長寿命化事業にも適用されるこ

と、室戸市に譲渡した室戸体育館も面積削減対

象とすることも併せて考慮するよう提案したい

と思います。 

 また、別の質問の中では、コスト上振れ必至

の建設費を回収するため、県民負担につながる

利用料引上げを想定している旨の答弁がありま

した。県民のスポーツ権を侵害しかねない重大

な発言です。 

 知事は、当初想定されていたスケジュールを

前倒しし2031年度完成を目指すため、部局に多

少リスクがあっても急げと指示。急ぐ理由とし

て、知事は記者会見で、次期知事選挙の任期や

公約のためと発言しています。県民からは、県

政の私物化ではないかとの声が上がっています。

自らの政治的都合で建設を急がせ、県民の声を

丁寧に聞き、合意形成をする民主主義的なプロ

セスを軽視した重大な発言であり、職員にも大

きな負荷がかかっています。 

 狭い敷地に機能を詰め込み過ぎで機能不全に

なることを筆頭に、圧倒的な駐車場不足や浸水

エリアでの駐車場建設など防災面での課題。前

検討会の委員長辞任に至る契機ともなったプロ

リーグ誘致が困難となる中、誘致前提のアリー

ナ利用日数算定と過大なコンサート日程など、

願望的、期待値での利用シミュレーション。武

道館の武道場への格下げ。アスパルこうちグラ

ウンド取り込み。ぢばさんセンター大ホール廃

止に係る要請項目の達成困難。周辺への環境・

安全問題など様々な課題としっかり向き合い、

クリアすること。賢く縮小し、身の丈に合った

新県民体育館を造るべきだというのが私たち県

議団の考えです。 

 文化施設同様に社会体育施設を稼ぐ施設にす

る方針を撤回し、県民のスポーツ権をしっかり

保障する施設、県民の健康を増進する施設、子

供たちの学習権の保障など、県民のためのすば

らしい体育館を造るため、今回の関連予算は一

旦削除撤回し、再整備に向けた丁寧な論議を県

民参画で行うことを改めて求めます。 

 以上、修正案の提案理由説明といたします。

同僚議員の御賛同をお願いいたします。（拍手） 

 

――――  ―――― 

 

討  論 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま議題となっている議案については、

委員長並びに修正案提出者に対する質疑を省略

し、直ちに討論に入ることに御異議ありません

か。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより討論に入ります。 

 通告がありますので、発言を許します。 

 ５番桑鶴太朗議員。 

   （５番桑鶴太朗君登壇） 

○５番（桑鶴太朗君） 私は、自由民主党会派を

代表いたしまして、議発第２号「第１号令和８

年度高知県一般会計補正予算に対する修正案」

に反対する立場から討論を行います。 

 まず、新県民体育館の整備については、多額
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の事業費を要する事業であることから、慎重な

議論が必要であるとの意見や、県民への丁寧な

説明が重要であるとの指摘については、私も当

然必要な視点であると考えております。県民皆

様の御理解と納得を得ながら事業を進めていく

ことは、大規模公共事業において欠かすことの

できない大前提であります。 

 今回の補正予算は、新県民体育館を直ちに建

設するための予算ではありません。基本設計や

実施設計、各種調査などを実施し、施設の規模

や機能、事業費、施工方法などを具体的に検討

し、県民や議会に対して、より詳細で客観的な

内容を示すための予算でありますので、今回提

案されている補正予算を取り下げるべきである

という修正案には賛同することができません。 

 この補正予算は、事業の妥当性をさらに検証

し、県民や議会への説明責任を果たしていくた

めに必要な予算であります。この段階で予算を

止めることは、詳細な検証や説明の機会そのも

のを失わせることになりかねません。 

 これまで県では、２年間にわたりあり方検討

会や基本計画検討会を設置し、スポーツ関係者

だけでなく、エンターテインメント、観光、商

工、防災など様々な分野の有識者の意見を聴取

しながら議論を積み重ねてきております。また、

整備場所についても、現有地、旧高知南中・高

跡地、ぢばさんセンター敷地など、複数の候補

地を比較検討した上で現在の方針が示されてお

ります。これまでの検討経過を見ますと、一定

の時間をかけて専門的な検討を積み重ねてきた

ことは事実であります。 

 もちろん、今後も、県民や議会への説明は必

要ですし、基本設計が進む中で新たな課題が見

つかれば、その都度見直しや改善を行うことは

重要であります。しかし、それは事業を止める

ことによって実現するものではなく、事業を進

めながら県民や議会の意見を真摯に受け止め、

必要な修正を加えていく中で実現していくこと

が、より効率的なやり方だと思います。 

 また、現在の体育館は築50年を超え老朽化が

進んでおり、最新の技術に対応した設備の水準

を満たしていないことから、利用者の安全性や

利便性を確保するためにも、スピード感を持っ

て整備を進める必要があるものと考えます。 

 さらに、新県民体育館は単なるスポーツ施設

ではありません。現在の県民体育館は、土日や

平日夜間の利用率はほぼ100％に達しており、多

くの利用希望に十分応えられていない状況が続

いています。県内のスポーツ環境の充実はもと

より、全ての子供たちがスポーツに親しむ環境

づくり、障害者スポーツへの対応、そして防災

拠点としての機能強化など、県民生活に直結す

る役割を担う施設として、その更新は避けるこ

とができません。できるだけ早期の整備が求め

られております。加えて、新県民体育館は、全

国大会やプロスポーツ、コンサート、コンベン

ションなどアリーナ機能も有していることで多

目的な利用が可能となるとのことです。交流人

口拡大や観光振興、地域経済の活性化にもつな

がることが期待されています。 

 人口減少が進む本県において、交流人口を増

やし、地域に新たな活力を生み出す取組は、今

後ますます重要になると考えます。こうした将

来への投資を進める一方で、財政規律を守るこ

とも当然必要でありますが、そのためにも今回

の補正予算により詳細な設計や調査を行い、事

業費や施設内容をより精査し、その結果を県民

や議会に示しながら適切に事業を進めていくこ

とが必要であります。私はこの補正予算は、事

業を無条件に進めるためのものではなく、むし

ろ事業の内容をより具体的にし、県民と議会へ

の説明責任を果たすための重要な一歩であると

考えます。 

 新県民体育館は、本県にとって最大の課題で
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ある人口減少対策、特に若者の人口流出に歯止

めをかける重要な社会基盤の一つとなる施設に

なると考えます。将来を担う子供たちが夢を持っ

てスポーツに取り組める環境を整え、県民の健

康づくりや生きがいづくりを支え、災害時には

県民の命を守る拠点となり、さらに地域経済に

も好循環を生み出していく。そのような施設を

早期に実現するためにも、今まさに必要なのは、

歩みを止めることではなく、より具体的な検討

を深めながら前に進めることだと思います。 

 これまで述べましたとおり、今議会に執行部

が提案しております新県民体育館設備に関する

補正予算につきましては、原案どおり認めるべ

きだと考えます。 

 何とぞ同僚議員各位の御賛同をいただきます

ようお願い申し上げまして、私の反対討論とさ

せていただきます。（拍手） 

 

――――  ―――― 

 

採  決 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、討論を終

結いたします。 

 これより採決に入ります。 

 まず、第１号議案を採決いたします。 

 最初に、本議案に対する塚地佐智議員ほか５

名から提出された修正案を採決いたします。 

 本修正案に賛成の議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 起立少数であります。よっ

て、本修正案は否決されました。 

 次に、原案を採決いたします。 

 委員長報告は原案可決であります。委員長報

告のとおり決することに賛成の議員の起立を求

めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 起立多数であります。よっ

て、本原案は委員長報告のとおり可決すること

に決しました。 

 次に、第２号議案から第10号議案まで、以上

９件を一括採決いたします。 

 委員長報告は、いずれも可決であります。委

員長報告のとおり決することに賛成の議員の起

立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 全員起立であります。よっ

て、以上９件の議案は、いずれも委員長報告の

とおり可決されました。 

 次に、報第１号議案及び報第２号議案、以上

２件を一括採決いたします。 

 委員長報告は、いずれも承認であります。委

員長報告のとおり決することに賛成の議員の起

立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 全員起立であります。よっ

て、以上２件の議案は、いずれも委員長報告の

とおり承認することに決しました。 

 

――――  ―――― 

 

議案の追加上程、提出者の説明、採決（第11号） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 知事から議案が追加提出されましたので、お

手元にお配りいたしてあります。その提出書を

書記に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    提出書 巻末248ページに掲載 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま御報告いたしました第11号「高知県

教育委員会の委員の任命についての同意議案」

を、この際日程に追加し、議題とすることに御

異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま
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す。よって、日程に追加し、議題とすることに

決しました。 

 本議案を議題といたします。 

 ただいま議題となりました議案に対する提出

者の説明を求めます。 

 濵田知事。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） ただいま追加提案いたし

ました議案について御説明申し上げます。 

 第11号議案は、高知県教育委員会委員の小田

通氏の任期が今月20日をもって満了いたします

ため、新たに大谷政孝氏を任命することについ

ての同意をお願いするものであります。 

 何とぞ御審議の上、適切な議決を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま議題となっている議案については、

質疑、委員会への付託、討論を省略し、直ちに

採決することに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより採決に入ります。 

 第11号「高知県教育委員会の委員の任命につ

いての同意議案」を採決いたします。 

 本議案に同意することに賛成の議員の起立を

求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 全員起立であります。よっ

て、本議案に同意することに決しました。 

 

――――  ―――― 

 

人口減少対策調査特別委員長報告 

○議長（明神健夫君） 次に、人口減少対策調査

特別委員会に付託中の調査事件について委員長

の中間報告を求めます。 

 上治堂司人口減少対策調査特別委員長。 

   （人口減少対策調査特別委員長上治堂司君

登壇） 

○人口減少対策調査特別委員長（上治堂司君） 

 人口減少対策調査特別委員会が付託を受けま

した、本県の最重要かつ喫緊の課題である人口

減少対策について、調査検討の経過並びに結果

について御報告いたします。 

 令和６年６月定例会において設置され、以来

21回にわたり開催し、本県の人口減少対策の現

状と課題について幅広く調査し、情報収集を進

めてまいりました。また、県行政以外の専門的

な知識や視点を有する方々からの意見聴取や意

見交換を通じて議論を深め、本県が目指すべき

方向性や、県として取り組むべき人口減少対策

について、集中的に調査検討を行いました。 

 人口減少対策は非常に幅広く、多岐にわたる

分野にまたがる課題ではありますが、これまで

の委員会活動を通じて得られた施策や、課題に

関する学びを整理し、今後の人口減少対策に資

するよう、本特別委員会報告として取りまとめ

ましたので、お手元に配付しております。 

 本日は、本特別委員会報告書で取りまとめま

した要請を中心に御説明いたします。 

 なお、これまでの調査結果を踏まえ、就職や

結婚、出産は、それぞれの自由な意思決定に基

づくものであり、多様な価値観や考え方が尊重

されるべきであることを前提として、今後県が

取り組むべき対策等を、高知県元気な未来創造

戦略における３つの政策に対応する形で４点の

要請にまとめております。 

 まず、１つ目の政策、魅力ある仕事をつくり、

若者の定着につなげるについてであります。県

は、これまで産業振興計画の取組を通じて、各

産業分野における高付加価値化や省力化、効率

化の推進などを行った結果、地域資源を活用し

た商品開発や加工施設が整備され売上額が増加
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したり、新たな観光施設が整備され交流人口が

拡大するなど取組の成果が現れてきているもの

もございます。 

 しかしながら、進学や就職に伴う県外への転

出等により、若年人口、とりわけ女性の若年人

口が減少しています。令和７年の若年就業者数

は推計値で６万人を切っており、令和９年目標

値の６万1,500人の達成は厳しいものとなってお

ります｡｢将来を担う若者が、地域地域で魅力の

ある仕事に就き、いきいきと住み続けられる元

気な高知県」という目指す姿を実現するために

は、事業者のさらなる経営力向上、女性の活躍

の場の拡大、県内全域での起業の促進等の強化

が必要であります。 

 県は、事業者の高付加価値型経営への転換の

支援などを通じて、若者の所得向上や若者が魅

力を感じる企業の創出に取り組むとともに、ワー

ク・ライフ・バランスや働き方改革の推進によ

り、多様な人材が活躍できる環境の実現を目指

し、強化策を打ち出しています。また、県内就

職の促進や移住・定住対策の強化により、若者

に選ばれる高知を目指していますが、その推進

に当たっては、次の視点を持って取り組むこと

を要請いたします。 

 若者の所得向上のため、あらゆる業種の高付

加価値型経営への転換を支援し、企業の稼ぐ力

を高める新たな総合補助金の効果的な活用を図

ること。高知でもキャリアが積める、成長でき

る環境を整備するとともに、そういった環境を

若者がイメージできるような情報発信を行うこ

と。各産業分野でリモートワークによる就労が

可能となるよう、官民連携で環境整備を行い、

若者や女性のニーズとのマッチングに取り組む

こと。 

 若者や女性の定着、また中山間地域での定着

につながる事業の起業支援や事業承継、企業誘

致を積極的に推進すること。事業を横展開する

際には、小規模事業者も安定的に事業運営をす

ることができるよう一層の伴走支援に取り組む

こと。県内就職の促進について、キャリア教育

はもとより、支援策についても学生に見える形

での取組を行うとともに、転職希望者への情報

発信の強化や企業側の採用ニーズにも合わせた

効果的な取組とすること。 

 関係人口の創出と拡大に向けた国の新たな取

組や他県の優良事例について、積極的に情報収

集し、本県での取組強化を図ること。学校のさ

らなる魅力化、特色化と併せて、全国的に受入

れ校が増加している地域みらい留学について他

校との差別化を図ること。移住者数の数値目標

を設定することも大切だが、移住者の定着に向

けて住まいの確保支援と同時に移住後の人間関

係の構築など、生活の質の向上を図る取組とす

ること。 

 次に、２つ目の政策、結婚の希望をかなえる

についてであります。県は、こうち出会いサポー

トセンターを設置し、交流事業やイベント開催

による出会いの機会の創出を行うとともに、マッ

チング等結婚に向けた伴走支援を行い、出会い

や結婚を後押ししてきました。市町村事業への

支援や民間結婚相談所との連携も図り、イベン

ト参加者数やマッチング交際成立数は増加傾向

となっています。 

 しかしながら、若者のニーズに沿った対応や

新たなターゲット層の開拓が必要などの課題も

あり、また、市町村の取組には温度差もある中、

高知県元気な未来創造戦略で掲げた令和４年に

2,189組であった結婚数を、令和９年に2,500組

まで増やすという数値目標の達成には厳しい状

況であり、取組のさらなる加速化が必要であり

ます。 

 県は、ニーズに応えたイベントの実施等、多

様な出会いの機会の創出や本人の希望に添った

ライフデザイン支援など機運醸成につながる施
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策を強化していますが、その推進に当たっては、

次の視点を持って取り組むことを要請いたしま

す。 

 ライフデザイン支援の推進においては、個人

個人の多様な価値観を踏まえ、強制的な取組と

ならないよう進めること。単独では出会いに関

する事業の展開が難しい市町村には他市町村と

の連携を提案するなど、より多くの市町村で結

婚支援に関する取組が実施できるようにするこ

と。また、積極的に取り組んでいる市町村には

一層の連携・支援を行うこと。出会いの機会の

提供については移住希望者にも対象を広げ、そ

の際には各県人会との協力・連携などにも取り

組むこと。民間結婚相談所との連携や、意見交

換ができる関係づくりに努め、民間結婚相談所

のノウハウを生かして取り組むこと。 

 次に、３つ目の政策、こどもを生み、育てた

い希望をかなえるについてであります。理想の

出生数をかなえる施策の推進においては、共働

き・共育ての推進により固定的な性別役割分担

意識の解消に取り組むとともに、保育料の軽減、

不妊治療への助成といった経済的支援を行って

きました。また、住民参加型の子育てしやすい

地域づくりとして、地域子育て支援センターや

ファミリー・サポート・センター等の活動支援

に取り組んできました。 

 その結果、県内企業における男性育休の取得

率は飛躍的に上昇し、妊娠・出産についての満

足度も高い水準を維持しています。住民参加型

の子育て支援も充実してきました。しかしなが

ら、事業者による子育て支援の取組はまだ途上

であり、産後ケアにおける人材不足や地域偏在

等の課題も残っています。 

 何よりも、出生数の減少に歯止めがかかって

いない状況にあり、令和７年の推計値が過去最

少の3,072人となったため、高知県元気な未来創

造戦略で掲げた令和９年の出生数4,200人の目

標達成は厳しい状況となっています。一方、県

都の高知市では令和７年の出生数が４年ぶりに

増加しています。 

 県は、共働き・共育ての取組による出産、育

児、家事の負担軽減や保育料軽減等の経済的支

援、プレコンセプションケアの推進や不妊治療

への助成など、妊娠・出産・育児に関する切れ

目のない施策を展開するとともに、住民参加型

の子育て支援策を進め、子供を産み、育てたい

と望む全ての人が、その希望を実現できる社会

を目指して強化策を打ち出していますが、その

推進に当たっては、次の視点を持って取り組む

ことを要請いたします。 

 周産期医療に携わる人材の育成を図るととも

に、保健師と助産師の活躍の場づくりや連携・

強化、家庭支援事業などを通じて、安心して出

産・育児ができる環境整備を目指すこと。男性

育児休暇の取得促進はもちろんのこと、各種休

暇制度の積極的な利用、不妊治療における職場

のサポートなど、妊娠・出産・育児に関するトー

タルな支援に対する事業者の理解と機運醸成に

取り組むこと。その際には、トータルな支援が

事業者にとっても人材の確保や定着、業務の効

率化などの大きなメリットとなり、企業価値が

高まることにつながることをしっかり伝えてい

くこと。加えて、好事例へのインセンティブの

付与、伴走支援などきめ細かなアプローチにも

取り組むこと。 

 最後に、全体に共通する取組についてであり

ます。今後、人口減少対策をより効果的かつ持

続的に推進するため、以下の点を全体に共通す

る視点として取り組むことを要請いたします。 

 人口減少対策総合交付金について、一つでも

多くの市町村で若年人口の減少傾向に歯止めを

かけるため、市町村との一層の連携を図ること。

広報啓発の活動について、人口減少問題の現状

と将来への影響、そして県の具体的な取組や成
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果について、県民が主体的に関心を持てるよう、

ターゲット層に合わせた多様な媒体や手法を用

いた情報発信を強化すること。県民一人一人に

人口減少対策を自分事として捉えてもらうよう、

固定的な性別役割分担意識の解消など行動変容

を促す働きかけを継続すること。 

 人口減少対策は他県でも様々な取組が行われ

ていることから、優良事例を積極的に調査研究

し、本県の実情に合わせた効果的な施策につな

げること。人口減少への適応策として打ち出し

ている４Ｓプロジェクトについては、効率的で

持続可能な社会の実現と県民生活の質の向上を

図るためには避けられないことから、市町村や

県民に丁寧に説明を行い、理解と納得を得なが

ら進めること。以上を要請として申し上げます。 

 最後に、本県が直面する人口減少問題は、最

重要かつ喫緊の課題であり、これは地方のみな

らず、都市部を含め全国共通の課題であります。

とりわけ地方においては、担い手不足が地域産

業の維持を困難にし、雇用や生活の基盤の縮小

により地域社会の活力を損ないつつあります。

また、さらに担い手不足が進むと、医療・福祉・

教育・インフラなど行政サービスを提供し続け

ることが困難になるおそれがあります。 

 人口減少対策は短期に成果が現れにくい取組

であります。しかしながら、正確な現状認識に

基づき、施策を粘り強く継続、改善するととも

に、県、市町村、事業所、そして県民一人一人

が自分事として捉え、取り組むことにより、人

口減少がもたらす影響をできる限り抑え、地域

が将来に向けて選択し得る方策を広げることに

つながるものであります。 

 執行部におかれましては、本報告書で示した

要請を真摯に受け止め、強い覚悟とリーダーシッ

プを持って、迅速かつ着実に実行に移すことを

期待いたします。中でも、人口減少対策を県全

域で力強く進めるためには、市町村との一層の

連携が不可欠であります。地域の創意工夫を後

押しする安定した財源が欠かせないことから、

各地域の実情に応じた取組を継続的かつ柔軟に

展開できるよう、人口減少対策総合交付金につ

いては、県において令和10年度以降も継続され

ることが重要であり、各地域の取組を支える上

で欠かすことのできない基盤であると考えます。 

 また、４Ｓプロジェクトは、県民生活の質を

維持・向上させ、持続可能な社会を構築する上

で、その成否が本県の将来に大きく関わる重要

な取組であります。住民への丁寧な説明責任を

果たし理解を得る努力を尽くすとともに、公共

性を重視し、必要な検討と見直しを行いながら、

将来への責任として適切に推進されることを望

みます。 

 なお、要請内容を踏まえた施策の取組状況等

について、当委員会では調査活動を議員任期満

了まで、引き続き行ってまいります。地方の人

口減少に歯止めがかからない状況ではあります

が、地方には人を引きつける魅力、資源、そし

て可能性があると考えております。本特別委員

会報告書が、関係者間において共有され、実行

と検証を積み重ねるための出発点となり、本県

が将来にわたり希望を持てる地域社会を形成し

ていく一助となることを期待します。 

 以上をもって、人口減少対策調査特別委員長

報告を終わります。 

 

――――  ―――― 

 

議員定数問題等調査特別委員会報告の件、委員長 

報告、討論、採決 

○議長（明神健夫君） 日程第２、議員定数問題

等調査特別委員会報告の件を議題といたします。 

 これより委員長の報告を求めます。 

 弘田兼一議員定数問題等調査特別委員長。 

   （議員定数問題等調査特別委員長弘田兼一
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君登壇） 

○議員定数問題等調査特別委員長（弘田兼一君）

 議員定数問題等調査特別委員会が付託を受け

ました県議会議員の定数、選挙区及び選挙区別

議員定数についての調査の経過並びに結果につ

いて御報告いたします。 

 当特別委員会は、令和６年６月定例会におい

て設置され、以来13回にわたる委員会と関係町

村長からの意見聴取を実施し、令和７年の国勢

調査の速報値や市町村の実情を考慮し、論議を

重ねながら、県議会議員の定数、選挙区及び選

挙区別議員定数について総合的に調査検討を

行ってまいりました。 

 まず、議員の定数についてであります。 

 令和７年の国勢調査の速報値によりますと、

本県の人口は、令和２年の国勢調査と比べると

４万8,090人減少して64万3,437人となり、人口

の減少が一層進んでいることが明らかとなりま

した。都道府県議会の議員の定数は、県が条例

で自由に定めることができることから、選挙区

等の見直しと併せて議員定数を何人とするかに

ついても検討する必要がありました。 

 次に、選挙区については、公職選挙法の規定

を踏まえ、選挙区の在り方、強制合区、任意合

区、町村単独選挙区、衆議院小選挙区特例の諸

課題について検討する必要がありました。 

 次に、選挙区別議員定数については、議員定

数と選挙区を現行のままとした場合、令和７年

の国勢調査の速報値に基づき、公職選挙法第15

条の規定による人口比例の原則で試算すると、

高知市選挙区が定数18人で３人増、宿毛市・大

月町・三原村選挙区、吾川郡選挙区及び中土佐

町・檮原町・津野町・四万十町選挙区がそれぞ

れ定数１人で１人減となることなどが明らかと

なりました。また、宿毛市・大月町・三原村選

挙区、吾川郡選挙区及び中土佐町・檮原町・津

野町・四万十町選挙区に人口比例原則の例外規

定である同法同条第８項のただし書を適用して

現行どおり定数２人とした場合、定数１人の香

美市選挙区及び土佐市選挙区との間で人口の逆

転現象が生じることが明らかとなりました。 

 これらの検討課題について、議員定数をどう

するのか、また選挙区の在り方はどうするのか、

さらには人口比例の原則によって導き出された

選挙区別の議員定数に対してただし書を適用す

るのか、人口逆転現象をどうするのかといった

ことなどについて論議を行いました。 

 審査の過程では、委員から様々な意見が出さ

れ、最終的に逆転現象を解消する新たな案が緊

急提案され、議論を深める時間的余裕がない中、

その場で直ちに採決が行われ、賛成多数で可決

されました。調査結果は、お手元に配付されて

おります特別委員会報告書のとおりであります

ので、ここでは、検討経過、検討課題、審査・

調査の概要は省略させていただき、その内容の

うち主要部分でありますまとめの部分について

御報告申し上げます。 

 まず、議員定数については、都市部と中山間

地域の声がバランスよく県政に働く環境を維持

しつつ、常任委員会の議論の幅や深さを担保す

るため、現行どおりの37人とし、選挙区につい

ても現行どおりとすることにいたしました。 

 次に、選挙区別議員定数についてであります。

吾川郡選挙区及び宿毛市・大月町・三原村選挙

区の定数は、それぞれ１人削減して１人とする

こととし、土佐市選挙区及び香美市選挙区の定

数は、公職選挙法第15条第８項ただし書を適用

し、それぞれ１人増員して２人とすることにい

たしました。高知市選挙区及び中土佐町・檮原

町・津野町・四万十町選挙区の定数は、公職選

挙法第15条第８項ただし書を適用し、現行どお

りの定数とすることにいたしました。 

 当特別委員会は、令和７年の国勢調査の僅か

１年半後に一般選挙が実施されるという状況で
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あり、前回の特別委員会からの申し送りを踏ま

えて、令和６年６月定例会において設置され、

強制合区の課題に関連する中芸５町村長の意見

も聞きながら検討してきました。 

 全国都道府県議会議長会において、人口比例

の原則が地域の代表機能の低下を招きかねない

という問題意識から、人口の少ない地域の議員

定数を確保するための制度の見直しが議論され

ている状況で、国勢調査の速報値を基準に議論

を行い、今回の結論を出すに至りましたが、中

長期的な視点に立った抜本的な選挙区等の見直

しについては次の機会に委ねることとなりまし

た。 

 今後も人口減少や都市部と中山間地域との人

口格差が進行し、複数の選挙区が強制合区に該

当することなども想定されるため、次の見直し

の機会においては、参議院の合区解消の動きや

全国都道府県議会議長会の今後の動き等、国全

体の制度の見直しの動向を踏まえつつ、地域代

表の確保はどうあるべきか、また多様な意見を

県政に反映させるためにはどうあるべきかなど、

いろいろな観点から検討する必要があると思わ

れますので、地元の意見や有識者など第三者の

意見も広く聞きながら、抜本的な見直しについ

て十分な協議を行う必要があります。 

 以上の結論について御報告いたしますととも

に、この報告書が承認された後に、高知県議会

の議員の定数並びに議員の選挙区及び各選挙区

において選挙すべき議員の数に関する条例の一

部を改正する条例議案を提案することにいたし

ましたので、申し添えます。 

 同僚議員各位の適切なる御判断を、よろしく

お願い申し上げ、委員長報告を終わります。 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 この際、委員長に対する質疑を省略し、直ち

に討論に入ることに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより討論に入ります。 

 通告がありますので、順次発言を許します。 

 ６番土森正一議員。 

   （６番土森正一君登壇） 

○６番（土森正一君） 自由民主党会派を代表し、

議題となっております議員定数問題等調査特別

委員会報告書に対し、反対の立場から討論を行

います。 

 初めに、本委員会がこの２年にわたり人口減

少という困難な現実に向き合い、真摯に調査検

討を重ねてこられたことに心から敬意を表しま

す。 

 議員定数を現行の37人とすること、選挙区の

区割りを基本的に現行どおりとすることなど、

報告書が示した骨格の多くについて、我が会派

は委員会の議論の積み重ねを尊重するものでご

ざいます。しかしながら、報告書の結論のうち、

選挙区別議員定数に関わる部分、すなわち吾川

郡選挙区及び宿毛市・大月町・三原村選挙区の

定数をそれぞれ１人削減して１人とし、土佐市

選挙区及び香美市選挙区の定数をそれぞれ１人

増員して２人とする部分については、なお解決

すべき課題が多く残されており、賛同いたしか

ねるものと考えております。以下、その理由を

５点にわたって申し述べます。 

 第１に、結論に至る手続についてであります。

報告書自身が率直に認めておりますとおり、議

論を深める時間的余裕がない中、その場で直ち

に採決が行われたという経緯がございました。

県民の代表を何人選ぶのかという議会制度の根

幹に関わる重要な事柄だからこそ、十分に議を

尽くすことが求められるのではないでしょうか。

前回の委員会でも十分な議論を尽くすべきとの

申し送りがあったことを踏まえますと、今回の

進め方は少し性急過ぎた印象を拭えません。 
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 第２に、私たちが最も重く受け止めておりま

すのは、この案がこれまで本県議会が引き継い

でまいりました定数配分の考え方と整合しない

のではないかという点であります。本県の定数

配分は、高知市の議席を一定程度抑え、ただし

書による差引き分を、どの選挙区に振り向ける

のかの判断を重ねて形づくられてまいりました。 

 前回、令和４年２月の報告書には、人口比例

原則に基づく試算では配当の順位は南国市選挙

区、香美市選挙区の順であると記されておりま

す。すなわち人口の論理からすれば、ただし書

による差引き分を第一に配分すべきは、南国市

でありました。にもかかわらず、本県議会は南

国市に３人目の議席を与えるという選択をあえ

て見送ってまいりました。報告書はその理由を、

１人区の解消のために、現に複数区である南国

市選挙区ではなく、多市町村から成る選挙区に

配分するとはっきり記しております。複数の市

町村で構成される選挙区こそ、県とのつなぎ役

を担う大切な存在であるとの考え方であります。 

 そして、この配分の順位は、今回の令和７年

の国勢調査速報値においても変わってはおりま

せん。選挙区の人口を議員１人当たり人口で割っ

た配当基数を見ますと、南国市は2.611で、複数

区の中で３議席目に最も近い位置にあります。

これに対し、土佐市は1.371、香美市は1.404で

あり、いずれも１議席が相当する水準にとどま

ります。 

 ところが、今回の見直しは、これまでの順位

とは異なる方向性を示すものとなっております。

３議席目に最も近い南国市を現行の２議席のま

ま据え置く一方で、本来１議席が相当する土佐

市、香美市を２議席へと増やす、しかも土佐市、

香美市はいずれも単独の市の選挙区であり、複

数の市町村をつなぐという、これまで本県議会

が重んじてきたただし書適用の理由にも当ては

まりません。 

 すなわち、今回の見直しは人口比例という物

差しからも、つなぎ役を重んじるというこれま

での考え方からも説明のつかない選択でありま

す。誤解のないように申し添えますが、我が会

派は南国市に議席を増やすべきだと申している

のではありません。議席を加える基準が明確と

は言えず、これまでの経緯との整合性を欠くと

言わざるを得ないのであります。 

 第３に、この案が掲げる１票の格差の是正は、

その効果が必ずしも十分とは言えないのではな

いかという点であります。今回是正の対象とし

た、いわゆる逆転現象、単独の市である土佐市、

香美市が１議席であるために、選挙区人口のよ

り少ない宿毛市・大月町・三原村選挙区や吾川

郡選挙区の２議席より議員１人当たりの人口が

大きくなるという現象は、定数差が１にとどま

り、人口比例との乖離も僅かで、定数訴訟にお

いても適法とされてきた許容の範囲内の事柄で

あります。 

 その上で、今回の見直しがこの１票の格差を

どれほど是正するのか数字で確かめてみます。

最大較差、すなわち最も過小代表となる選挙区

の議員１人当たり人口を、最も人口の少ない選

挙区のそれで除した値は、現行で約2.79倍であ

ります。ところが、今回の見直しによっても約

2.71倍、ほとんど縮まりません。これは今回の

見直しが、格差の解消ではなく、過小代表の状

況を別の形に置き換えるものにすぎないからで

あります。現に、これまで１票の価値が軽かっ

た土佐市、香美市が救われる一方で、その役回

りを引き受ける宿毛市・大月町・三原村選挙区

の議員１人当たり人口は、現行の１万1,206人か

ら２万2,412人へとほぼ倍増いたします。 

 本県のように広大な中山間地域を抱え、地域

の代表を確保するために複数の市町村から成る

選挙区を維持している県では、一定の較差が生

じることは避けられず、それは地域の声を県政
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に届けるという要請に応えてきた結果にほかな

りません。我が会派は、この較差を一概に否と

するものではありません。問題は、今回の見直

しがその較差をほとんど縮めないにもかかわら

ず、地域の代表たる２つの議席を削ってしまう

点にございます。 

 今回の見直しは、地域の代表である２つの議

席を削るという大きな代償を払いながら、その

是正の効果は限定的であります。目指すべき目

的と今回の手段との釣合いについて、いま一度

慎重に検討すべきではないでしょうか。 

 第４に、この見直しが地域の切実な声に十分

寄り添えていないのではないかという点であり

ます。吾川郡選挙区、宿毛市・大月町・三原村

選挙区の１減は、複数の市町村が手を携えて県

とのつなぎ役を担ってきた広域の中山間選挙区

から議席を奪うものであります。吾川郡選挙区

は約804平方キロメートル、宿毛市・大月町・三

原村選挙区は約474平方キロメートルに及ぶ区域

であります。とりわけ、宿毛市・大月町・三原

村選挙区につきましては、幡多３市１町１村の

区長会連絡協議会から、当該選挙区の定数２の

維持を求める要望が地域を挙げて寄せられてお

ります。有権者の声を県政に届けるためには、

現在の定数が最低限必要である、この地元の明

確な意思に反して議席を削ることは、地域の理

解を得られるものではありません。 

 第５に、時期の問題であります。去る７月６

日、全国都道府県議会議長会に対し、有識者に

よる都道府県議会選挙区制度研究会が報告書を

取りまとめ提出いたしました。郡部から選出さ

れる議員の維持に向けた報告書は、人口比例で

定数を配分する原則の緩和を求め、人口が少な

い地域の住民の声を県政に届ける役割を担う議

員は、今後も欠かせないと明記しております。

投票価値の平等の軽視ではなく、人口だけでは

捉え切れない需要に対応するために必要な措置

であると。まさに我が会派がこれまで申し述べ

てきた考えと軌を一にするものであります。 

 議長会は、今後これを踏まえて選挙制度の見

直しを国に提言するとされております。我が県

議会もまた、参議院選挙における合区の解消を

全会一致の意見書をもって国に強く求めてまい

りました。その我々がこうした国全体の動きに

先んじて、足元の県議会において過疎地域の議

席を削る方向にかじを切ることは、自らの主張

との間に明白な矛盾を来すものであります。国

における制度の見直しの動向を見極めることな

く、区割りと定数を動かすことは、あまりに時

期尚早と言わざるを得ません。 

 以上、５点にわたって申し述べてまいりまし

た。我が会派は、議員定数を現行の37人とし、

選挙区を現行どおりとする結論には賛同いたし

ます。しかし、その上に立って、選挙区別議員

定数についてもまた現行どおりとして、いわゆ

る逆転現象への対応は、地域を支える議席を十

分な検討を経ないまま削るのではなく、国にお

ける選挙区制度の見直し、参議院の合区解消の

動向を見極めながら、地元の市町村長や住民を

はじめとする方々の声を丁寧に聞いた上で、次

期の協議の場において抜本的かつ十分に検討す

べきものと考えます。 

 人口という一つの指標のみをもって、地域が

長年にわたり県政に送ってきた代表を性急に失

わせるべきではありません。最重要課題である

人口減少が一段と深刻さを増し、町や村の存続

そのものが問われている今こそ、そうした地域

の声を県政に確かに届ける仕組みを守っていく

ことが、本県議会に課せられた責務であると考

えます。 

 よって、本報告書には反対であることを表明

し、議員各位の御賛同をお願い申し上げまして、

私の討論といたします。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 31番坂本茂雄議員。 
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   （31番坂本茂雄君登壇） 

○31番（坂本茂雄君） ただいま議題となりまし

た議員定数問題等調査特別委員会報告書につい

て、県民の会を代表して、賛成討論を行います。 

 ４年前の議員定数問題等調査特別委員会報告

書では、次に議員定数や選挙区についての協議

を行うときには、公選法の規定で強制合区を行

わなければならない場合も含め、選挙区の在り

方についての抜本的な議論を行う必要があるも

のと予想されると指摘され、予想される協議内

容の大きさから考えても、次期の協議において

は国勢調査の実施以前の早い時期に協議の場を

立ち上げ、議論を行っていく必要があると報告

されていました。そのことを受けて、今回の特

別委員会は早期に立ち上げられ、議員定数、選

挙区、強制合区、市の区域の任意合区、町村の

区域の単独選挙区、衆議院小選挙区特例、選挙

区別議員定数についての検討がされてまいりま

した。 

 私たち県民の会では、そのことを前提に令和

６年10月の第３回委員会から、人口比例に基づ

く配分を基本とし、公職選挙法第271条の規定に

よる強制合区の特例の可能な限りの回避や、逆

転現象を起こさせないことを念頭に置き、経済

や文化、地理的背景なども考慮し中長期的に選

挙区のあるべき姿を示していく議論、有権者の

多様な意見を反映させるためには１人区を解消

し複数人区とすること、強制合区の可能性も含

め抜本的な議論をすべきとして、具体的な見直

し案も提起してまいりました。その背景の一つ

となった１人区における無投票当選が占める割

合の多さについては、言及しておかなければな

らないと思っています。 

 朝日新聞の調べでは、2019年の統一地方選か

ら４年間の選挙を集計した中で、47都道府県議

選の直近の選挙で、全1,090選挙区定数の2,679

人を見ると、407選挙区の684人が無投票で当選

し、４分の１が無投票で決まっていた実態が明

らかになっています。有権者数で見ると、全体

の２割を超す約2,400万人が投票の機会を失った

形で、特に無投票当選が目立つ１人区は全国に

411か所あり、その52.6％が無投票で、定数が少

ないほど無投票の割合が高くなる傾向がありま

した。 

 本県について調べてみますと、１人区の定数

に占める割合が定数37に対して10選挙区で、そ

の割合は27％と全国で３番目に多くなっていま

す。そして、前回の選挙では１人区の６割が無

投票で、２人区の５割も含めて27.8％と、県内

約３割の有権者が投票の機会を奪われているの

です。また、定数２人の宿毛市・大月町・三原

村選挙区及び同様に定数２人の吾川郡選挙区の

定数は、公選法第15条第８項ただし書を適用し

現行どおりの定数とし、逆転現象を放置したま

ま令和５年４月の選挙は実施されました。 

 だからこそ、今回は早期の検討が始まる時点

から課題を提起させていただきました。しかし、

自民党会派の各項目に対する考え方は、これま

での検討状況を踏まえることなく、逆転現象を

放置することをはじめとする現状でよしとする

考え方にとどまっています。 

 また、委員長報告では、中長期的な視点に立っ

た抜本的な選挙区等の見直しについては次の機

会に委ねることとなったと言われましたが、本

来なら次の機会に委ねなくてもよいようにとの

思いで、先ほども述べました、１人区の解消、

逆転現象の解消、強制合区の可能性のある選挙

区の調整や市の任意合区の調整で配当基数に近

づける努力、強制合区の特例適用の可否につい

ての議論など、中長期的な抜本的な見直しの検

討がなされるべきだったのではないでしょうか。 

 とりわけ、逆転現象の解消については、解消

に積極的な会派以外でも、人口規模と議席数の

間に一部逆転が生じていることは問題と認識し
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ている、なぜ現状維持なのか県民が納得いく説

明が必要、県民に対する説明責任を果たすべき

など、各会派とも課題意識を持たれていたこと

からも、課題は多いが、今回はせめて、逆転現

象の解消に努めるのが特別委員会の責務だとの

思いで、緊急提案ではありましたが、それに賛

成させていただきました。 

 先ほど土森議員は、議論を深める時間的余裕

がない中、その場で直ちに採決をされたという

ふうに言われておりましたが、議論を深めるこ

とは可能であったと思っています。もっとその

場で時間をかけて議論をする、あるいは小休を

求め、会派内で対応の議論をすることも可能で

あったのではないかと思っています。しかし、

誰一人議事進行の在り方に異議を唱えることも

なく採決に至ったことについては、緊急提案者

の責任でもないと言わざるを得ません。 

 一方、自民党会派が示された特別委員会の中

での考え方では、逆転現象について、ただし書

規定は人口のみで定数を定めることができない

特別の事情がある場合に対応するもので、高知

県の中山間地域の実情はこれに該当するとし、

解消する場合の配分候補は香美市、土佐市だが、

土佐市は2015年に２人から１人減らしたばかり

で再び増やすことは定数という制度の安定性を

損なうとして、人口動態のたびに機械的な調整

を繰り返せば制度が毎期ぶれ続ける、安定した

制度設計こそが長期的に見て県民の利益だとさ

れています。 

 しかし、土佐市の例は、先ほども事例に挙げ

られていましたが、７月６日付の都道府県議会

選挙区制度研究会報告書では、制度の安定性の

視点については、この安定性のみを根拠として

合憲性が肯定された明確な判例は未だ存在しな

いことから、今後司法がいかなる判断を下すか、

その動向を慎重に注視していく必要があるとの

議論も紹介されています。このことに対しては、

本特別委員会の議論でも委員から、定数は人口

変動に応じて変えるのが本来の在り方で、安定

性が損なわれるという話になると議論の必要性

がなくなるとの指摘もありました。 

 また、香美市は１市だと言われましたが、旧

２町１村が合併したものであり、宿毛・大月・

三原選挙区よりも選挙区人口が1.09倍と上回る

だけでなく、面積でも1.13倍となっているにも

かかわらず、議員定数は逆転現象を生じさせて

おり、香美市の有権者にとっては、なぜ逆転現

象という事態が放置されているのかとの声が出

されています。 

 都道府県議会選挙区制度研究会報告書では、

近年の最高裁は１票の格差だけでなく、定数配

分において議会に与えられた裁量権が合理的に

行使されたかという判断過程に着目する傾向が

あり、議会には客観的な理由に基づく説明責任

が要求されていることも指摘されています。 

 いずれにしても、全国都道府県議会議長会が

この研究会報告書を踏まえ議論し、今後の選挙

制度の在り方について国に提言したとしても、

方向性が示されることは、来年の統一自治体選

挙までには間に合うことにはならないでしょう。

その意味でも、見直しをしなかった場合には逆

転現象の放置をさらに重ねることになることか

らも、せめて逆転現象の解消を図るための定数

見直しがされた報告書を本定例会で承認し、こ

れに沿った条例改正が速やかに行われることが

望ましいと考えます。 

 しかし、このこと以外にも多くの課題は残さ

れており、令和13年の県議会議員選挙に向けて

は、県民の皆さんにさらに理解と納得がいただ

けるような議員定数問題等の見直しがされるこ

とを願って、賛成討論とさせていただきます。 

 同僚議員各位の御賛同をいただきますようよ

ろしくお願い申し上げます。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、討論を終
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結いたします。 

 これより採決に入ります。 

 議員定数問題等調査特別委員会報告の件につ

いては、委員会報告書のとおり承認することに

賛成の議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 起立少数であります。よっ

て、本件については承認しないことに決しまし

た。 

 これをもちまして、議員定数に関する調査は

終了いたしました。委員の皆様方には、精力的

に調査を行い、委員会報告書を取りまとめてい

ただきありがとうございました。大変御苦労さ

までした。 

○議長（明神健夫君） 暫時休憩いたします。 

   午後０時３分休憩 

 

――――  ―――― 

 

   午後０時15分再開 

○議長（明神健夫君） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

――――  ―――― 

 

議員派遣に関する件、採決（議発第１号） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 議員から議案が提出されましたので、お手元

にお配りいたしてあります。その提出書を書記

に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    議発第１号 巻末252ページに掲載 

○議長（明神健夫君） 日程第３、議発第１号「議

員を派遣することについて議会の決定を求める

議案」を議題といたします。 

 お諮りいたします。ただいま議題となりまし

た議案については、提出者の説明、質疑、委員

会への付託、討論を省略し、直ちに採決するこ

とに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより採決に入ります。 

 議発第１号「議員を派遣することについて議

会の決定を求める議案」を採決いたします。 

 本議案を原案のとおり可決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 全員起立であります。よっ

て、本議案は原案のとおり可決されました。 

 

――――  ―――― 

 

議案の上程、採決（議発第４号－議発第７号 意 

見書議案） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 議員から議案が提出されましたので、お手元

にお配りいたしてあります。その提出書を書記

に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    議発第４号から議発第７号 巻末254～ 

    261ページに掲載 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま御報告いたしました議発第４号「軽

油引取税の課税免除特例措置の堅持を求める意

見書議案」から議発第７号「中東情勢を踏まえ

た地域産業及び国民生活への緊急措置を求める

意見書議案」まで、以上４件をこの際日程に追

加し、議題とすることに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、日程に追加し、議題とすることに

決しました。 

 これらの議案を一括議題といたします。 



令和８年７月10日  

－219－ 

 

 お諮りいたします。ただいま議題となりまし

た議案については、提出者の説明、質疑、委員

会への付託、討論を省略し、直ちに採決するこ

とに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより採決に入ります。 

 議発第４号「軽油引取税の課税免除特例措置

の堅持を求める意見書議案」から議発第７号「中

東情勢を踏まえた地域産業及び国民生活への緊

急措置を求める意見書議案」まで、以上４件を

一括採決いたします。 

 以上４件の議案を、いずれも原案のとおり可

決することに賛成の議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 全員起立であります。よっ

て、以上４件の議案は、いずれも原案のとおり

可決されました。 

 

――――  ―――― 

 

議案の上程、討論、採決（議発第８号 意見書議 

案） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 議員から議案が提出されましたので、お手元

にお配りいたしてあります。その提出書を書記

に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    議発第８号 巻末264ページに掲載 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま御報告いたしました議発第８号「核

兵器禁止条約第１回再検討会議へのオブザー

バー参加を求める意見書議案」を、この際日程

に追加し、議題とすることに御異議ありません

か。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、日程に追加し、議題とすることに

決しました。 

 本議案を議題といたします。 

 お諮りいたします。ただいま議題となりまし

た議案については、提出者の説明、質疑、委員

会への付託を省略し、直ちに討論に入ることに

御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより討論に入ります。 

 通告がありますので、発言を許します。 

 26番西森雅和議員。 

   （26番西森雅和君登壇） 

○26番（西森雅和君） 私は、ただいま議題とな

りました「核兵器禁止条約第１回再検討会議へ

のオブザーバー参加を求める意見書議案」につ

きまして、公明党を代表して、賛成の立場から

討論を行います。 

 核兵器禁止条約は、核兵器の開発、実験、生

産、保有、使用及び使用の威嚇などを全面的に

禁止する史上初めての国際条約であります。2017

年７月に国連総会で採択され、2021年１月22日

に発効しました。条約の前文には、ヒバクシャ

という言葉がそのまま用いられており、この条

約の理念の根幹に位置づけられています。また、

この条約には、核兵器を禁止するということに

とどまらず、核実験や核兵器使用の被害者への

援助及び汚染された環境の修復が締約国の義務

として明記されています。 

 同条約は発効から今年で５年を迎え、これま

で締約国会議が３回開催されました。2022年６

月にウィーンで開催された第１回会議では、50

項目の行動計画と、条約の目的と目標を確認す

る宣言が採択されました。2023年11月に開かれ

たニューヨークでの第２回会議では、人類の存
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亡に関する核兵器の脅威に対処し、禁止と廃絶

に向けて確固たる決意で取り組む宣言がされま

した。昨年３月にニューヨークで開かれた第３

回会議には、56の締約国と31のオブザーバー国

が参加し、被害者への援助と環境修復に関する

基金の枠組みや条例の普遍化を進める作業部会

の任務拡大など、具体的な進展が図られていま

す。 

 そして、本年11月30日から12月４日にかけて、

条約発効後初めてとなる、第１回再検討会議が

ニューヨーク国連本部で開催される予定であり

ます。この会議は、条約の運用及び目的達成に

ついての進展を検討する会議であり、５年間の

取組全体を総括し検証する節目の会議でありま

す。 

 さて、国際的な核軍縮をめぐる規範は、近年

後退の一途をたどっています。アメリカとロシ

ア間の戦略核兵器削減条約である新ＳＴＡＲＴ

は本年２月に失効し、核軍備の管理体制には大

きな空白が生じています。核兵器不拡散条約の

運用検討会議は、2015年、2022年と合意文書の

採択に至らず、機能不全が指摘されて久しい状

況にあります。こうした中で開催される核兵器

禁止条約の第１回再検討会議は、既存の核軍縮

の枠組みが揺らぐ中にあって、核兵器の非人道

性という原点に立ち返り、具体的な進展を積み

上げようとする貴重な国際的努力の場でありま

す。この場に被爆国である我が国がいないこと

は、国際社会における我が国の存在感を自ら弱

めることにほかならないと考えます。 

 ここで改めて確認しておきたいのは、条約第

８条にあるように、締約国でない国であっても

オブザーバーとして会議に参加し、意見を表明

することができるということであります。オブ

ザーバー参加は条約の署名、批准とは法的に全

く別次元の判断であります。我が国と同じく核

の拡大抑止に依拠する、いわゆる核の傘の下に

あるノルウェー、ドイツ、ベルギーといったＮ

ＡＴＯ加盟国やオーストラリアは、過去の締約

国会議にオブザーバーとして参加し、被害者援

助や核軍縮検証の分野について、それぞれの立

場から意見表明を行っております。 

 たとえ我が国がオブザーバー参加したからと

いって、直ちにアメリカの核の傘の下にある我

が国の安全保障方針を放棄することにはなりま

せん。我が国政府は、これまで締約国会議への

オブザーバー参加について、現下の状況を鑑み

れば、オブザーバー参加することは適当とは言

えないとの見解を示しております。政府は、今

までにオブザーバー参加した国々の事例を検証

するとしてきましたが、その内容については、

被爆者団体などからは結論ありきで乏しいとの

厳しい声が寄せられています。核兵器の不参加

を理由に自らも参加しないということは、対話

の門戸そのものを閉ざす結果しか生まず、核兵

器国と非核兵器国の双方に向けて発言し得る立

場を我が国自らが放棄することにほかなりませ

ん。 

 我が国は唯一の戦争被爆国として、被爆の実

相を国際社会と共有し、核兵器の非人道性への

理解を広げる歴史的な責務を負っております。

我が国は、核兵器国と非核兵器国との橋渡し役

を果たすと繰り返し表明してきています。対話

の外に立ち続けたままでは、その役割を果たす

ことはできません。橋渡しとは、双方の言い分

に耳を傾け、双方に向けて発言する立場に自ら

身を置くことによって初めて可能となるもので

あります。会議の外から見守るだけでは、その

機能を果たすことはできないのであります。さ

らに申し上げれば、我が国は被爆の経験に加え、

福島第一原子力発電所の事故を経て、環境の修

復という分野において、世界でも類を見ない知

見と教訓を蓄積してきています。 

 条約第６条が定める被害者援助及び環境修復
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の議論にこの経験を持ち込むことができるのは、

我が国をおいてほかにないのであります。日本

の知見は、具体的な支援策の検討に資するもの

であり、オブザーバー参加は単なる政治的姿勢

の表明にとどまらず、実務的な貢献の機会でも

あります。日本政府がオブザーバーとして再検

討会議に参加し、被害者援助や環境の修復と

いった分野で具体的な知見を発信することは、

被爆国としての責務を果たす上で極めて大きな

意義を持つものと確信をいたします。 

 政府内では、この参加がアメリカとの信頼関

係を損なうとの懸念が語られることもあります

が、先ほども申し上げましたが、アメリカの同

盟国であるノルウェーやオーストラリアがこれ

までの締約国会議にオブザーバーとして参加し

ながらも、同盟関係を維持していることを踏ま

えれば、この懸念は杞憂と言わざるを得ません。 

 改めて整理いたしますと、再検討会議へのオ

ブザーバー参加は、安全保障政策の転換を伴わ

ない限定的な措置でありながら、被爆国として

の発信力、被害者援助や検証技術における実務

的貢献といった様々な観点から合理性を備えた

判断であります。参加を見送り続けることによっ

て生じる機会損失の大きさを踏まえれば、慎重

論に固執する合理的な理由は乏しいと言わざる

を得ません。 

 以上申し上げました理由から､｢核兵器禁止条

約第１回再検討会議へのオブザーバー参加を求

める意見書議案」に賛成するものであります。 

 同僚議員各位の御賛同をいただきますことを

願いまして、私の賛成討論といたします。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、討論を終

結いたします。 

 これより採決に入ります。 

 議発第８号「核兵器禁止条約第１回再検討会

議へのオブザーバー参加を求める意見書議案」

を採決いたします。 

 本議案を原案のとおり可決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 起立少数であります。よっ

て、本議案は否決されました。 

 

――――  ―――― 

 

議案の上程、討論、採決（議発第９号 意見書議 

案） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 議員から議案が提出されましたので、お手元

にお配りいたしてあります。その提出書を書記

に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    議発第９号 巻末267ページに掲載 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま御報告いたしました議発第９号「衆

議院議員定数の維持を求める意見書議案」を、

この際日程に追加し、議題とすることに御異議

ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、日程に追加し、議題とすることに

決しました。 

 本議案を議題といたします。 

 お諮りいたします。ただいま議題となりまし

た議案については、提出者の説明、質疑、委員

会への付託を省略し、直ちに討論に入ることに

御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより討論に入ります。 

 通告がありますので、発言を許します。 

 34番岡田芳秀議員。 

   （34番岡田芳秀君登壇） 
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○34番（岡田芳秀君） 日本共産党の岡田芳秀で

ございます。私は会派を代表して、議発第９号

｢衆議院議員定数の維持を求める意見書議案」に

賛成の立場で討論をいたします。 

 今開かれている国会に、政府・与党が共同で

衆議院議員の選挙制度改革及び定数削減に関す

る法律案を提出しています。同法案は、与野党

でつくる協議会で選挙制度改革と定数削減を検

討し、法施行から１年以内に結論が出ない場合、

比例代表を自動的に45人削減し、現行の176人か

ら131人とするものです。昨年12月に政府・与党

が共同提出した法案は、小選挙区25、比例代表

20の45議席削減案でしたが、今回の法案では比

例代表のみ45人削減となっています。 

 先日６月29日、衆議院の政治改革に関する特

別委員会で法案提出者の趣旨説明があり、審議

がされていますが、与党委員だけの出席という

異常な議事運営でした。選挙制度や議員定数を

どうするかは、議会制民主主義の根幹をなすも

のであり、あくまで全政党会派で慎重に協議す

べきです。委員長の職権で強権的に議事を進め

ることは厳に慎むべきだと思います。 

 報道によると、与党は今国会では皇室典範改

正案の審議を優先させるため、定数削減法案成

立の見送りを確認したということですが、この

際同法案は、継続審議でなくきっぱり廃案にす

ることを強く求めるものです。 

 この意見書案に賛成する理由は、第１に、衆

議院の現行議員定数465人が諸外国と比べて多

いわけではないからです。とりわけ欧州諸国と

の比較では、人口当たりの国会議員数はむしろ

少ないのが現状です。例えば、イギリスは人口

約6,960万人で、下院・庶民院の議員定数は650

人です。日本の人口、本年６月現在の推計１億

2,285万人に換算すると、議員定数は約1,148人

となります。ドイツは人口約8,410万人で、下院

に相当する連邦議会の議員定数は630人です。日

本の人口に換算すると、議員定数は約920人とな

ります。また、フランスは人口約6,700万人で、

下院に相当する国民会議の議員定数は577人で

す。日本の人口に換算すると、議員定数は約1,059

人となります。以上のように、どの国も人口比

で日本と比較して２倍か、それ以上の国会議員

を有しており、日本の国会議員は少な過ぎるの

が現状です。 

 衆議院の議員定数削減の理由に、日本の人口

減少が進んでいることが挙げられていますが、

諸外国と比べて人口比でこれだけの議員定数の

差があるわけで、人口減少は衆議院の議員定数

削減の理由になりません。むしろ、議員定数削

減により、国民の声が国会に届きにくくなって

しまうという弊害が大きくなります。 

 第２に、現在の衆議院の総定数465人という数

は戦後最小であり、これ以上削減する理由はな

いからです。2016年１月の衆議院選挙制度に関

する調査会答申も、現行の衆議院議員の定数は

国際比較や過去の経緯などからすると多いとは

言えず、これを削減する積極的な理由や理論的

根拠は見いだし難いと断じています。さらに、

日本は議院内閣制で、首相、閣僚、副大臣、大

臣政務官など約70名の国会議員が政府入りをし

ており、これ以上国会議員を削減することは、

国会による行政監視機能の維持にも悪影響を与

えかねません。 

 第３に、比例のみの削減は少数政党が議席を

獲得する機会を減少させ、大政党に有利になる

からです。多様な民意が切り捨てられることに

つながると同時に、地域間格差も広がります。

衆議院の比例代表は、小選挙区では反映されに

くい少数派の意見や多様な政党が議席を得るた

めの重要な制度であり、多様な民意や少数意見

を国政に反映させるために不可欠です。小選挙

区に比重を置く選挙制度は大政党に有利であり、

他方でいわゆる死に票も多くなります。 



令和８年７月10日  

－223－ 

 

 多様な民意という点では、比例のみ削減はジェ

ンダー平等に逆行します。共同通信社が２月の

衆議院選結果を基に、比例代表を45議席減らし

た場合の男女比率を試算しています。それによ

ると、男性議員より女性議員の減少する割合が

高いことが分かったといいます。議席減少率は

男性議員23％に対し女性議員は35％だった。現

職が優先されがちな小選挙区に比べ、比例は女

性を含む新人候補が擁立されるケースが多いの

が要因です。このように比例に限定した削減は、

政治分野のジェンダー平等を目指す流れに逆行

する側面があります。 

 また、地域間格差が広がります。比例代表45

人削減を2020年国勢調査の人口に基づき配分し

た場合、本県を含む四国比例区は現行の６から

４へ２人減となり、減少率は33％となります。

一方、定数最多の南関東比例区は23から17への

６人減、減少率は26％です。このように地域間

格差が広がることから、四国の声が国会に届き

にくくなります。 

 最後になりますが、比例代表制度は、少数意

見を含む多様な民意を反映する制度であり、比

例削減で切られるのは国民の声、国民の暮らし

です。少数意見を含む多様な民意が国会に反映

されてこそ、健全な議論を行うことができます。 

 定数の問題は、主権者である国民の意見をど

う反映するかを選挙制度全体で考えるべきです。

そのために、衆議院議長の下に設置された衆議

院選挙制度協議会があります。今開かれている

国会での同協議会の５月に行われた参考人質疑

では、政治学者から、議員定数削減は国民の意

見を伝える経路が減ってしまうとの声があり、

自治体首長からも定数削減は地方切捨てにつな

がる、これはあってはならないなど定数削減に

反対する意見が多数を占めました。衆議院の定

数削減は、国政に国民の声を届けるパイプを細

くするものにほかなりません。国会議員の数が

少ない四国にとって、このパイプが細くなるこ

とは全くもって容認できません。 

 以上の理由から、比例代表を含め衆議院議員

定数を維持するよう強く求め、議発第９号「衆

議院議員定数の維持を求める意見書議案」への

賛成討論といたします。 

 同僚議員の皆様の御賛同をよろしくお願いい

たします。 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、討論を終

結いたします。 

 これより採決に入ります。 

 議発第９号「衆議院議員定数の維持を求める

意見書議案」を採決いたします。 

 本議案を原案のとおり可決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 起立少数であります。よっ

て、本議案は否決されました。 

 

――――  ―――― 

 

議案の上程、討論、採決（議発第10号 意見書議 

案） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 議員から議案が提出されましたので、お手元

にお配りいたしてあります。その提出書を書記

に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    議発第10号 巻末269ページに掲載 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま御報告いたしました議発第10号「全

てのケアラーに対する包括的な支援と法的枠組

みの整備を求める意見書議案」を、この際日程

に追加し、議題とすることに御異議ありません

か。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま
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す。よって、日程に追加し、議題とすることに

決しました。 

 本議案を議題といたします。 

 お諮りいたします。ただいま議題となりまし

た議案については、提出者の説明、質疑、委員

会への付託を省略し、直ちに討論に入ることに

御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより討論に入ります。 

 通告がありますので、発言を許します。 

 35番岡本和也議員。 

   （35番岡本和也君登壇） 

○35番（岡本和也君） 私は日本共産党を代表い

たしまして、議発第10号「全てのケアラーに対

する包括的な支援と法的枠組みの整備を求める

意見書議案」に反対の立場で討論を行います。 

 私たち日本共産党は、ケアラー支援を進める

ことは大変重要な課題だと考えており、本意見

書のケアラー支援の充実そのものに反対するも

のではありません。家族などの身近な人に対し

て、日常生活への援助や介護などを行うケアラー

が社会全般に広範に広がっており、対策が急務

であることは論をまちません。 

 ヤングケアラーの状況にある子供は、小学６

年生で6.5％、中学２年生で5.7％、全日制高校

２年生で4.1％と深刻な実態です。また、仕事を

しながら家族の介護などをするワーキングケア

ラーは2030年には300万人を超えると言われてお

り、年間10万人近くの方が介護などを理由に離

職をされています。また、不登校の子供のケア

のため保護者が離職する不登校離職など、問題

はさらに広がり続けています。 

 私たちは、このようなケアの重要な役割を認

め、特に公的責任による分厚いケア社会をつく

ることが、人がその人らしく生き、一人一人の

才能や個性が発揮でき、結果として活気ある社

会をつくることにつながると考えています。そ

こで、私たち日本共産党が本意見書案に反対す

る理由を申し上げます。 

 それは、具体的な要望事項が対症療法的であ

り、なぜケアラーが生まれてきたのか根本原因

の解決に結びついていないからです。特に、公

的責任である社会保障を後退させてきた国政の

構造そのものを変える視点がなければ、ケアの

責任を一義的に家庭などに固定化し、現在でも

深刻な実態にあるケアラーの皆さんにさらにケ

アの役割を担わせる懸念があるためです。また、

本意見書案で挙げられている経済財政運営と改

革の基本方針2025では、ケアラー支援の必要性

が取り上げられていますが、その具体策として

はＮＰＯなど民間団体との連携、つまり共助が

強調されています。この間の国の社会保障、い

わゆる公的責任の切下げへの言及はありません。 

 今年度の骨太の方針に向けた財政制度等審議

会の建議では、暮らしの安心を支える重要な柱

である社会保障政策で、負担増ばかりが提起さ

れています。具体的に、医療では70歳以上の人

の窓口負担を可及的速やかに原則３割に、70歳

以上の外来受診負担に上限を設ける外来特例の

廃止、医療機関の窓口業務費用の全額患者負担

化、小規模な病院の集約、再編などを求めてい

ます。介護では、政府は2024年度、４割近い事

業所が赤字経営の下、訪問介護の基本報酬を下

げたことで事業所の倒産、廃業を招き、介護基

盤を崩壊させています。 

 今国会では、高齢者人口が減少する中山間地

域などを特定地域と定め、介護保険サービスの

人員配置基準を緩和し、特定地域の在宅サービ

スを介護保険給付から外しました。この特定地

域を有する自治体は全自治体の半数にも及ぶこ

とを厚労省も認めており、国会の参考人審議で

は、一律サービスを提供するという介護保険法
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に違反しているのではないかとの指摘が出てい

ます。広い中山間地域を抱える高知県でも見過

ごせない改悪です。このようなケアを軽視する

政治こそが、社会全体に広範なケアラーを生み

出す元凶となっています。この根本問題への視

点がないまま、自助・共助でケアを求めること

は、自己犠牲、自己責任を強化し、ケアラーの

実態をさらに深刻化する危険があります。 

 社会保障費の多くは人件費であり、地域で循

環するお金です。高知県も医療・介護・福祉分

野は最大の経済分野であり、雇用の場となって

います。住み続けられる高知県を築く上で、国

の公的責任によるケア労働者の配置基準の充実、

賃金の確保などが求められています。これらを

実現するための財源は、資本金10億円以上の大

企業や超富裕層への適切な課税で確保できます。

アベノミクスが始まる直前の2012年からの12年

間で、大企業の当期純利益は3.5倍、株主配当は

2.8倍です。これら大企業への課税で社会保障を

充実させることは、今家庭に自己責任を押しつ

けられているケアの役割を、企業も含め社会全

体で公平に分配することにつながります。そん

な社会であってこそ、家族のケアを抱え込むケ

アラーが相談もしやすくヘルプも出しやすい、

公的な制度につながりやすい社会になると確信

をいたします。 

 ケアラーの皆さんを真に支援する意味でも、

ケアを重視する政治への転換こそが急務である

ことを申し上げ、同僚議員各位の賛同をお願い

して、反対討論といたします。 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、討論を終

結いたします。 

 これより採決に入ります。 

 議発第10号「全てのケアラーに対する包括的

な支援と法的枠組みの整備を求める意見書議

案」を採決いたします。 

 本議案を原案のとおり可決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 起立少数であります。よっ

て、本議案は否決されました。 

 

――――  ―――― 

 

議案の上程、討論、採決（議発第11号 意見書議 

案） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 議員から議案が提出されましたので、お手元

にお配りいたしてあります。その提出書を書記

に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    議発第11号 巻末272ページに掲載 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま御報告いたしました議発第11号「奨

学金返済負担の軽減及び金利上昇への支援強化

を求める意見書議案」を、この際日程に追加し、

議題とすることに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、日程に追加し、議題とすることに

決しました。 

 本議案を議題といたします。 

 お諮りいたします。ただいま議題となりまし

た議案については、提出者の説明、質疑、委員

会への付託を省略し、直ちに討論に入ることに

御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより討論に入ります。 

 通告がありますので、発言を許します。 

 32番はた愛議員。 

   （32番はた愛君登壇） 

○32番（はた愛君） 日本共産党を代表いたしま
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して、議発第11号「奨学金返済負担の軽減及び

金利上昇への支援強化を求める意見書議案」に

賛成の立場から討論を行います。 

 現在、金利が上昇し続けていますが、これほ

どの金利上昇は、特に若い世代にとって結婚や

子育て、マイホームを持ちたいという夢や希望

を根底から狂わせ、諦めを強いることになりま

す。高知に生まれ育った若者が高知に定着し地

域経済を支えていく流れをつくるためにも、奨

学金の金利問題を、人口減少対策を重点課題と

している県議会として見過ごしてはならないと

考えます。 

 長期金利の指標となる10年物国債の利回り

は、高市政権の骨太方針や軍事予算の大幅拡大

など、放漫財政による財政悪化への懸念などか

ら、2025年初めの1.1％から2026年１月には2.3

％へ、先日の７月６日時点では2.83％と急上昇

しています。これは1997年５月以来の29年ぶり

の高水準です。金利上昇の影響は、住宅ローン

の返済や中小企業の資金繰り、奨学金の返済な

ど幅広い分野に及び、市民生活に重大な影響を

与えています。 

 中でも奨学金については、有利子奨学金の利

率が大幅に上昇しており、返済中の社会人や保

護者、そして多くの学生たちが大きな不安を抱

えています。今や学生の３人に１人が文科省所

管の日本学生支援機構の奨学金を受け、その８

割は返済が必要な奨学金ですが、そのうち約７

割に当たる62万人、全受給者の54％が有利子型

を借りています。この有利子型は、市場金利の

上昇に連動して返済利率も引き上がります。有

利子奨学金には、固定金利方式と、５年ごとに

利率が見直される変動金利方式があります。ど

ちらも返済利率は卒業時点で確定するため、入

学時におおよその目安としていた利子が、実際

に卒業して返済する段階になって大きく膨れ上

がるという事態が起きています。 

 例えば、固定型で月12万円を４年間借りてい

た場合、近年の金利上昇によって、当初の想定

よりも返済総額が100万円以上も増額してしまう

ような苛酷なケースも指摘されています。また、

変動型で返済中のケースであっても、かつて0.004

％というほぼゼロに近かった利率が、直近の金

利見直しによって1.3％へと引き上がるなど、返

済の利率は325倍と跳ね上がり、若い世代の生活

設計を大きく狂わせています。特に、賃金水準

が厳しい高知県においては、金利上昇による多

額の負担増が、若い世代や保護者の家計を直接

追い詰める死活問題になっています。 

 労働者福祉中央協議会は2015年、2018年、2022

年、2024年と継続して奨学金等に関するアンケー

ト調査を行っていますが、その中で奨学金返済

による生活設計への影響について尋ねています。

調査結果を見ると、奨学金返済が結婚・出産・

子育てなどに与える影響は大きくなっています。

具体的に言うと、結婚への影響があると回答し

た方は2015年では34.2％でしたが、2024年には

44.3％。出産への影響は2015年が22.9％でした

が、2024年は38.2％。子育てへの影響は2015年

が26.4％ですが、2024年は37％と、いずれも10

％以上増加しており、奨学金返済が若者の結婚

や出産・子育てという選択肢を大きく制約して

いることが分かります。 

 また、今年の５月18日、大学教員や弁護士ら

で構成される奨学金問題対策全国会議が文部科

学省の記者クラブで記者会見を行っていますが、

その中で、将来の返済への不安から、奨学金を

借りずにアルバイトで学費や生活費を稼ごうと

する学生が増加しており、奨学金の利用控えと

アルバイト漬けの深刻な実態が報告されていま

す。学生たちからは、寝不足で課題ができない、

学業に支障が出ているといった深刻な声が寄せ

られているといいます。このままでは、若者が、

学ぶことすら諦めなければならず、安心して働
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き、家庭を持つという未来の希望さえも奪われ

かねません。 

 日本共産党は今年４月の国会審議で、奨学金

の金利の急上昇を異常事態だと言わざるを得な

いと指摘し、政権の財政運営や経済対策の結果

として、若い世代が重い負担を負い、将来の見

通しが立たない事態は極めて重大であり、政府

の責任で直ちに救済策を取るよう求めてきまし

た。 

 奨学金は、憲法や教育基本法が掲げる教育の

機会均等と教育保障の観点からも国による救済

措置が不可欠です。よって、早急に国の責任に

おいて奨学金返済の減免措置を実施すること、

及び有利子型奨学金制度そのものの抜本的な見

直しなど、緊急の救済措置を検討することを強

く求めます。 

 以上、全ての議員に賛同を呼びかけ、議発第

11号に対する賛成討論といたします。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、討論を終

結いたします。 

 これより採決に入ります。 

 議発第11号「奨学金返済負担の軽減及び金利

上昇への支援強化を求める意見書議案」を採決

いたします。 

 本議案を原案のとおり可決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 起立少数であります。よっ

て、本議案は否決されました。 

 

――――  ―――― 

 

議案の上程、提出者の説明、討論、採決（議発第 

12号 決議議案） 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 議員から議案が提出されましたので、お手元

にお配りいたしてあります。その提出書を書記

に朗読させます。 

   （書記朗読） 

    議発第12号 巻末275ページに掲載 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま御報告いたしました議発第12号「令

和８年度一般会計補正予算 新高知県民体育館

整備事業に関する附帯決議議案」を、この際日

程に追加し、議題とすることに御異議ありませ

んか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、日程に追加し、議題とすることに

決しました。 

 本議案を議題といたします。 

 ただいま議題となりました議案に対する提出

者の説明を求めます。 

 30番岡田竜平議員。 

   （30番岡田竜平君登壇） 

○30番（岡田竜平君） 県民の会の岡田竜平でご

ざいます。県民の会を代表して、提案説明をさ

せていただきます。 

 今定例会には、新県民体育館の整備に向けた

関連経費として、債務負担行為も合わせ７億5,000

万円余りが計上されております。まず、新県民

体育館整備等基本計画のこれまでの検討の過程

を整理いたします。当該計画を策定する前段階

として、令和６年７月から12月に県立スポーツ

施設のあり方検討会が計４回開催され、そこで

5,000人規模の観客席を備えたアリーナ施設を、

高知市桟橋通りにございます県民体育館の現有

地での再整備の方針が決まったわけでございま

す。 

 そして、令和７年７月から令和８年６月10日

まで新県民体育館整備等基本計画検討会が計11

回開かれ、ぢばさんセンターのＭＩＣＥ機能、

武道館、障害者利用も含めたプール、さらに200

台を超える駐車場機能を追加。そして、それら
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による敷地拡張に伴い、隣接する高知市アスパ

ルこうちのグラウンドを全面利用することになっ

たため、その代替措置としての屋上へのグラウ

ンド機能が追加されました。 

 この機能追加の問題点は、高知県公共施設等

総合管理計画にある集約化の検討が突然このタ

イミングで行われたことであり、明らかに行政

プロセスとしての整序を欠いております。その

ことは、令和７年11月19日から12月26日に実施

された高校生やアスパルこうち利用者へのアン

ケートの実施中に知事と高知市長の会談から始

まり、アスパルこうちグラウンドの全面利用、

そして屋内プール機能などが追加されたことは、

結果として政治主導で先に結論を出したことで、

アンケート調査、そして検討会の存在を形骸化

させることとなりました。 

 そして、令和８年３月、第７回の当該検討会

では、県の目指す姿との乖離との理由で、つい

に委員長と副委員長が退任いたしました。この

ことは、県民に対し当該計画の策定プロセスへ

の問題意識を広く顕在化させることになったと

言えます。そして、令和８年５月には、パブリッ

クコメントの募集により当該計画に懸念する県

民の声が可視化され、７割が慎重論という答え

が出されました。その後、パブリックコメント

締切りの２週間後に計画を策定、そして当該事

業関連予算を計上したことは、回答した県民の

求めとは大きな隔たりがあると、ここで指摘を

いたします。 

 そこで、改めて申し上げたいのは、当該計画

では事業の推進において、様々な懸案事項が置

き去りにされている点でございます。その懸案

事項を、今後基本設計の段階に入ってから検討

するという整理では、後から修正できる余地が

限られ、結果として使い勝手や収益性にさらな

る課題を残す施設になってしまうリスクがござ

います。 

 また、今定例会には基本設計・実施設計・解

体関連予算をまとめて提案がされており、この

ことについては７月６日の産業振興土木委員会

にて自民党会派の委員からその違和感が示され

ました。 

 そして、ここでの一括計上での問題として申

し上げたいのは、机上論では早期整備を目指し

ているにもかかわらず、現場においての工期短

縮に向け、基本計画の段階でしておくべき取組

の多くがなされていない点にございます。例え

ば、予算案が可決された場合、基本設計におい

て都市計画法を前提とした用途地域の変更手続

がございます。そこで公聴会の開催が想定され

ますが、県では、法定資料以外に地域住民への

説明資料は、今後準備するとの説明がございま

した。このように、今後の行政手続にしても、

あまりに場当たり的であるということでござい

ます。 

 先ほども申しました産業振興土木委員会にお

いて、共産党会派、公明党会派の委員からも懸

念点が示され、それぞれの求めに対し執行部か

らは、対応する、または検討する意向が示され

ました。 

 やはり、このような県民の関心が高く、大型

である事業で堅実な事業推進を図るのであれば、

基本設計と実施設計をまとめた予算計上の必要

性は極めて低かったと言えます。 

 また、今定例会代表質問の機会には、津波浸

水と同様に命に関わる課題として、バスや路面

電車の公共交通での利用を前提としたことによ

る歩道橋での群集雪崩の危険性について質問を

いたしました。そして、当該事業地前にある桟

橋通歩道橋整備と新県民体育館整備とを一体的

に検討するとの回答が得られました。一方で、

このときに表面化したのは、イベント時の雑踏

整理や交通整理に当たる県警との事前協議、さ

らに横断歩道橋等個別施設計画を所管する土木
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部との事前協議がこれまで一切されていなかっ

た点でございます。当該事業において、これか

ら安全対策を行う予定ということと、基本計画

の段階で安全性を確認できていることは、これ

からの基本設計の進捗に大きく影響を与えます。 

 いずれにいたしましても、公共事業での県民

への説明責任と不安払拭は、県民に求められて

いる、欠かすことのできない重要なプロセスで

ございます。ここで指摘したことの準備が整っ

ていれば、パブリックコメントの結果も大きく

変わっていたと考えられます。 

 ここまで説明いたしましたように、当該計画

は行政プロセスの整序を欠いており、本来であ

れば当該事業関連予算の取下げを求めるところ

でございました。しかしながら、今定例会にお

ける代表質問への知事からの答弁では、思い至

らなかった点があり参考にし修正するところは

する旨の発言がございました。さらに、産業振

興土木委員会での各委員からの質問に対し執行

部からの答弁は、おおむね前向きなものであっ

たと理解をいたしました。 

 そこで、高知県議会基本条例の基本理念及び

方針にのっとり、二元代表制の一翼を担い、県

民を代表する議事機関として、県民の意思を県

政に反映させるために、第25条をもって附帯決

議議案を提出することといたしました。 

 そして、新高知県民体育館整備事業関連予算

を含む補正予算案に賛成の立場を取り、当該事

業を否定するのではなく、県の方針を裏づける

取組を積極的に促し、事業が県民の理解を得な

がら円滑に進むよう、実施設計・解体関連事業

予算の執行を段階的に留保することを示してお

ります。附帯決議議案作成に当たり、これまで

の議会審議の過程を尊重することに注力いたし

ました。 

 同僚議員の皆様には本趣旨に御賛同いただき

ますようお願いを申し上げ、提案説明といたし

ます。 

○議長（明神健夫君） お諮りいたします。 

 ただいま議題となっている議案については、

質疑、委員会への付託を省略し、直ちに討論に

入ることに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、さよう決しました。 

 これより討論に入ります。 

 通告がありますので、発言を許します。 

 12番下村勝幸議員。 

   （12番下村勝幸君登壇） 

○12番（下村勝幸君） 私は、自由民主党会派を

代表いたしまして、ただいま議題となりました

議発第12号「令和８年度一般会計補正予算 新

高知県民体育館整備事業に関する附帯決議議

案」に反対の立場で討論を行います。 

 本事業に対し、財政負担や防災面などから慎

重論があることは重々承知しておりますが、昨

今の物価高騰等の社会情勢を鑑みれば、時間を

かければかけるほど、かえって事業費のさらな

る増加リスクや、工期の長期化を招きかねない

と考えます。 

 現県民体育館の老朽化が進む中、皆様御存じ

のとおり、地域経済の活性化やスポーツ振興に

対する県民の皆様の期待は極めて大きく、本整

備事業をスピード感を持って次のフェーズへと

進めることこそ、今我々議会に求められている

責務ではないでしょうか。当然のことながら、

全ての懸念に対して万全を期してから進めるこ

とは理想的ではありますが、施設の老朽化とい

う現実と早期完成を望む県民の声を直視すると

き、着実に前へ進めるスケジュール感もまた極

めて重要であると考えます。そこで、以下、附

帯決議議案で示された項目に対し、具体的に反

対の理由を述べさせていただきます。 

 まず、１つ目の項目であります。災害発生時
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の避難を想定した安全な動線の確保や人流シ

ミュレーションの実施について申し上げます。

イベント終了時の円滑な退場動線や災害時の避

難対策が重要であることは、論をまつまでもな

く、当然であります。だからこそ、県はこれま

でも、防災の専門家を交えた検討会において議

論を重ね、基本的な機能や規模等のグランドデ

ザインを基本計画としてまとめてきたと私は理

解をしております。ここで指摘されている人流

シミュレーションや動線の詳細確保につきまし

ては、まさにこれから始まる具体的な設計のプ

ロセスの中で詳細に検証され、反映されていく

べきものであり、現時点でこれを前提として事

業を縛る必要性につきましては、全く認められ

ないと考えます。 

 次に、２つ目の項目であります。基本設計段

階での事業費の再試算や運営収支の報告につき

ましては、基本設計が固まる段階で、より精緻

な事業費の積算や運営収支のシミュレーション

が可能となることは、これまでの公共事業の手

順からしても一般的な流れであろうと思います。

当然ながら、その際には詳細な議会報告が行わ

れるべきであり、執行部からも節目節目で議会

や県民に対し丁寧な説明を尽くしていくとして

いることから、決議によってこれを義務づける

性質のものではないと考えます。 

 そして、３つ目の項目であります。津波・液

状化リスクに対する専門家による第三者検証に

ついてでありますが、建設予定地が津波浸水地

域であることを踏まえ、本事業におきましては、

当然のことながら緊急避難場所や避難所として

の機能を備え、ハード・ソフト両面での万全の

防災対策を講じることとしており、これによっ

てさらに地域の防災力向上に寄与するものに

なっていると考えます。また、基本計画の策定

におきましても、１つ目の項目で述べましたよ

うに、防災の専門家が参画しており、今後の地

質調査等におきまして客観的なデータが得られ

る計画になっていると考えます。したがいまし

て、現時点において改めて別の第三者検証を行

う必要はなく、今後の整備において多大な影響

が生じるような状況が判明した場合には、その

都度適宜専門家に相談し、慎重に進めていけば

よいと考えます。 

 そして、最後の４つ目の項目であります。予

算執行の段階的留保につきまして申し上げます。

議会によって議決された予算は、予算額や内容

を変更する場合において、皆様御存じのように

補正予算案などの形で議会に諮り、議決を経る

必要があります。しかしながら、執行部からの

当該事業に係る進捗などの報告に対して、議会

がその妥当性を再度承認しなければ、次のステッ

プである実施設計に進めないとするならば、今

議会によって議決された予算を軽視することに

なりかねないと考えます。さらに、今回の補正

予算は、委員会でも議論になったとおり、基本

設計と実施設計の一体発注などにより、できる

だけ工期を短縮し、早期の供用開始を目指すた

めのスケジュールに基づいたものであります。

一般的な工事による基本設計から実施設計に進

んでいく流れに比べ、予算執行を無駄なく進め

るためのスケジュールであり、これを一度留保

することは、事業全体の停滞を招き、早期完成

を望む多くの県民の期待に沿うものではありま

せん。 

 よって、新しい県民体育館がもたらす効果を

県民の皆様に一日でも早く実感していただくた

めにも、事業の停滞を招くおそれのある本附帯

決議議案には到底賛成できません。 

 また、先ほど岡田議員のほうから、このたび

の委員会において非常に誤解を生みやすい発言

がありましたので、ここで改めて説明をさせて

いただきます。私が委員会で申し上げたのは、

基本設計から実施設計までの中で一連の流れが
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続いていく、このことに対しての私は今までの

経験から一度は違和感を発言しました。しかし、

執行部の皆さんの発言を聞き、そして皆さんの

考えを聞く中で、私は十分にそれによって理解

することができたと申し上げたのであって、決

して否定的に述べたわけではございません。そ

の点をしっかりお含みおきいただきたいと思い

ます。 

 今議会の委員会審査や本会議を通じて、今後

万が一不測の事態が生じた際には、その時点で

適切に軌道修正や見直しを行うと執行部も表明

しており、今この段階で事業にブレーキをかけ

るべきではないと考えます。 

 以上のことから、議発第12号「令和８年度一

般会計補正予算 新高知県民体育館整備事業に

関する附帯決議議案」への反対討論といたしま

す。 

 何とぞ同僚議員各位の御賛同をいただきます

ようお願い申し上げます。以上です。（拍手） 

○議長（明神健夫君） 以上をもって、討論を終

結いたします。 

 これより採決に入ります。 

 議発第12号「令和８年度一般会計補正予算 

新高知県民体育館整備事業に関する附帯決議議

案」を採決いたします。 

 本議案を原案のとおり可決することに賛成の

議員の起立を求めます。 

   （賛成者起立） 

○議長（明神健夫君） 起立少数であります。よっ

て、本議案は否決されました。 

 

――――  ―――― 

 

高知県・高知市病院企業団議会議員の補欠選挙 

○議長（明神健夫君） 日程第４、高知県・高知

市病院企業団議会議員の補欠選挙を行います。 

 選挙すべき議員は１名であります。 

 お諮りいたします。この選挙は、議長の指名

推選によりたいと存じますが、御異議ありませ

んか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、この選挙は、議長の指名推選によ

ることに決しました。 

 槇尾絢子議員を指名いたします。 

 お諮りいたします。ただいま指名いたしまし

た槇尾絢子議員を、高知県・高知市病院企業団

議会議員の当選人とすることに御異議ありませ

んか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、槇尾絢子議員が高知県・高知市病

院企業団議会議員に当選されました。 

 ただいま当選されました槇尾絢子議員が議場

におられますので、本席から、会議規則第32条

第２項の規定による告知をいたします。 

 

――――  ―――― 

 

継続審査の件 

○議長（明神健夫君） 御報告いたします。 

 各常任委員長及び議会運営委員長から、お手

元にお配りいたしてあります申出書写しのとお

り、閉会中の継続審査の申出がありました。 

    継続審査調査の申出書 巻末278ページ 

    に掲載 

 お諮りいたします。ただいま御報告いたしま

した閉会中の継続審査の件を、この際日程に追

加し、議題とすることに御異議ありませんか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、日程に追加し、議題とすることに

決しました。 

 閉会中の継続審査の件を議題といたします。 
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 お諮りいたします。各常任委員長及び議会運

営委員長から申出のとおり、これらの事件を閉

会中の継続審査に付することに御異議ありませ

んか。 

   （「異議なし」と言う者あり） 

○議長（明神健夫君） 御異議ないものと認めま

す。よって、各常任委員長及び議会運営委員長

から申出のとおり、閉会中の継続審査に付する

ことに決しました。 

 

――――  ―――― 

 

○議長（明神健夫君） 以上をもちまして、今期

定例会提出の案件全部を議了いたしました。 

 

――――  ―――― 

 

閉 会 の 挨 拶 

○議長（明神健夫君） 閉会に当たりまして、一

言御挨拶を申し上げます。 

 今定例会には、新県民体育館の整備や物価高

騰対策に要する経費を含めた令和８年度一般会

計補正予算をはじめ、当面する県政上の重要案

件が提出され、また議員定数問題等調査特別委

員会からは、次期県議会議員選挙に向けた議員

の定数や選挙区及び選挙区別定数についての報

告書が提出されました。議員各位におかれまし

ては、これらの議案に対し終始熱心な御審議を

いただきました。おかげをもちまして、全議案

を滞りなく議了し、予定どおりの日程をもって

無事閉会の運びとなりました。議員各位の格別

の御協力に対しまして、心から感謝を申し上げ

ます。 

 また、知事をはじめ執行部並びに報道関係の

皆様方におかれましても、この間何かと御協力

を賜りました。厚く御礼申し上げます。 

 本県では、人口減少問題を県政の最重要課題

と位置づけ、若者や女性から選ばれる高知の実

現を目指して、所得向上や多様な人材が活躍で

きる環境実現を柱に、オール高知で取り組んで

おります。 

 県議会といたしましても、令和６年７月に設

置された人口減少対策調査特別委員会において

様々な角度から調査検討を行い、執行部に対し

て人口減少対策に関する要請を行うことといた

しました。執行部におかれましては、引き続き

地域に目を向け、現場に寄り添いながら、要請

も踏まえ粘り強く取組を重ねていただきますよ

うお願い申し上げます。 

 梅雨が明ければ、本格的な高知の夏が到来い

たします。皆様方におかれましては、健康に御

留意の上、県勢発展のためにますます御尽力を

賜りますようお願い申し上げまして、閉会の御

挨拶とさせていただきます。 

 これより、県知事の御挨拶があります。 

   （知事濵田省司君登壇） 

○知事（濵田省司君） 令和８年６月県議会定例

会の閉会に当たりまして、一言御挨拶を申し上

げます。 

 今議会には、令和８年度一般会計補正予算や

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条

例議案などを提出させていただきました。議員

各位には熱心な御審議を賜り、誠にありがとう

ございました。また、ただいまは、それぞれの

議案につきまして御決定を賜り、厚く御礼を申

し上げます。 

 今議会では、人口減少対策をはじめ、中東情

勢の悪化に伴う資材不足や価格高騰への対策、

ジョン万放送決定を受けた観光振興の取組、さ

らには県民体育館の再整備などに関して多くの

御質疑や御議論がありました。御審議の過程で

いただきました貴重な御意見や御提言を十分肝

に銘じ、全力で県政の運営に努めてまいります。 

 県政の最重要かつ喫緊の課題である人口減少
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問題につきましては、最新の国勢調査の速報値

を見ましても、総人口の減少はもとより、若者

の転出超過、出生数の減少が依然として続いて

おります。こうした傾向に早期に歯止めをかけ

るため、高付加価値型経済への転換を通じまし

て、若者を中心とした県民の所得向上を実現い

たしますとともに、多様な人材が活躍できる環

境の実現に向けた働き方改革の取組を一層強化

いたします。 

 中東情勢緊迫に伴う原油価格の高騰や資材不

足への対応につきましては、国に対して事業者

に対する財政支援を含め、速やかに対策を講じ

るよう政策提言を重ねてまいりました。県とい

たしましても、先ほど御決定を賜りました補正

予算の執行を通じまして、電気・ガス料金や飼

料、燃油等の物価高対策を講じてまいります。

今後も、価格の高騰などによります事業者等へ

の影響を見極めた上で、必要に応じ国に対して

さらなる財政支援などについて提言を行います

ことを含め、対策に全力で取り組んでまいりま

す。 

 観光分野では、ＮＨＫ大河ドラマジョン万の

放送決定という追い風を最大限生かすために、

ジョン万次郎のふるさと高知を前面に出したプ

ロモーション、そして受入れ環境の整備を進め

ます。県内全域での観光博覧会の開催を通じま

して、国際交流をはじめ地産外商、移住促進と

いった施策も一層強化するなど、人口減少の克

服という県政最大の目標達成に向けて、一歩で

も二歩でも前に進んでいく、そのよすがにした

いと考えております。 

 新県民体育館は、本年６月に策定した基本計

画に沿って、本県のスポーツの殿堂として多く

の方々に親しまれ、文化や教育の振興、さらに

は経済の活性化にも大きなインパクトをもたら

す施設となるよう、鋭意、整備を進めます。パ

ブリックコメントなどを通じて寄せられました

県民の皆さんの懸念や不安につきましては、基

本設計完了時などの節目に作業の進捗状況に関

する情報を開示する機会を設けまして、丁寧な

説明に努めてまいります。 

 本県の元気な未来の実現を目指して、こうし

た県政運営上の重要課題に取り組むに当たりま

しては、ジョン万次郎の最後まで諦めず挑戦し

続けるそうした精神に学びまして、一歩一歩着

実に歩みを進めてまいります。議員各位には、

一層の御指導、御鞭撻を賜りますよう心よりお

願いを申し上げます。 

 これから暑さも本番を迎えます。議員各位に

おかれましては、御自愛の上、ますます御活躍

されますことをお祈り申し上げまして、私から

の閉会の御挨拶とさせていただきます。 

 誠にありがとうございました。 

 

――――  ―――― 

 

○議長（明神健夫君） これをもちまして、令和

８年６月高知県議会定例会を閉会いたします。 

   午後１時29分閉会 
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